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１ 計画の策定に当たって 

 ⑴ 計画策定の趣旨 

   本市は、未来に向かって市民の暮らし・笑顔を守り、持続的な成長を可能とす

る高い自治能力を有した自立した自治体の確立を目指して、平成１８年１月１日、

１０市町村による合併を実行し、人口約２８万人、面積約７１１ｋ㎡を有する新

たな津市となり、１０周年を迎えました。 

そのような中、我が国においては、平成２０年をピークに総人口が減少に転じ

るなど、急速な少子高齢化・人口減少社会の到来が現実のものとなっており、本

市においても平成２０年をピークに人口減少が続いています。また、民間有識者

で組織する「日本創生会議・人口問題検討分科会」からは、今後の人口減少によ

る消滅可能性都市が発表される等、急速な少子高齢化の進展に対応し、人口減少

に歯止めをかけ、住みよい環境の確保等、それぞれの地域が自らの責任で、将来

にわたる活力ある社会を維持・構築することが求められています。 

合併後、本市においては、「新市まちづくり計画」の理念を継承・発展させ、

本市のまちづくりや市政運営の基本とするものとして、平成２０年３月に「津市

総合計画基本構想」を策定し、「環境と共生し、心豊かで元気あふれる美しい県

都」の実現を目指してきました。 

その後、平成２５年３月には、「津市総合計画後期基本計画」を策定し、東日

本大震災の発生に伴う国民生活や地域経済への影響等を踏まえつつ、世界経済の

減速等、大きく変化する社会情勢の動向を改めて見極め、市民の皆様の期待に着

実に応えていくための施策や具体的な事業展開の方向性を定め、各種の取組を推

進してきました。 

また、平成１９年３月には、「住民本位の行政サービスを簡素で効率的な行政

運営により実現するバランスのとれた行政経営の展開」を目指して、平成１９年
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度から平成２７年度までの９年間を計画期間とする津市行財政改革大綱を策定

するとともに、大綱に基づく着実な取組の推進を図るため、前期（平成１９年度

から平成２１年度まで）、中期（平成２２年度から平成２４年度まで）及び後期

（平成２５年度から平成２７年度まで）におけるそれぞれの実施計画を策定し、

全庁を挙げて、取組を推進してきました。 

これら積極的な行財政改革の推進により、新・津市に引き継がれた市民の皆様

の思いや願いを着実に実行していくための土台づくりを目指すとともに、合併時

の市民の皆様との約束や、それぞれの地域の思いや願いを目に見える「形」とし

て着実に進めてきた結果、合併直後に市民の皆様から多く寄せられていた「合併

しなければよかった」、「合併しても何も良いことがない」という声は、大幅に少

なくなってきました。 

また、同時に、津市役所・津市職員にとっては、合併後、１０年間の挑戦を通

じて、市民の皆様にしっかりと寄り添い、市民の皆様の思いや願いを真摯に受け

止め、対話と連携を重ねることで、「市民の皆様も必ず分かってくれる。」「市民

の皆様のために、市民の皆様とともに、もっとできることがある。」という確か

な手応えと自信を実感することとなりました。 

津市役所・津市職員が果たすべき最大かつ唯一の使命は、様々な地域特性を有

し、日々、進化し、複雑・多様化する市民の皆様のまちづくりに対する思いや願

い、津市政への期待にしっかりと応えていくための行政活動の継続・向上と更な

る高みを目指した持続的な成長・発展であり、市民の皆様に、より大きな成果を

提供していくことにほかなりません。 

この使命を確実に果たしていくためには、決して現状に満足することなく、職

員が一丸となって、更なる高みを目指して、切れ目ない努力を継続していくこと

が必要であり、これまで以上に市民の皆様に寄り添い、全ての組織・職員が責務
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を着実に遂行することで、津市役所全体の総力を高め、市民の皆様の思いや願い

を中心とした新たな行政経営を展開していかなければなりません。 

本市が目指す「新たな行政経営」とは、全職員が「市民の皆様に尽くす」とい

う確かな意識の下、切れ目ない努力を積み重ね続けるとともに、限られた経営資

源を効果的に活用して、市民の皆様の真の思いや願いに基づき、着実に施策を推

進することにより、市民の皆様との信頼関係を構築し、市民の皆様と共に、これ

までにない新たな価値を生み出し続ける「創出による経営」です。 

「創出による経営」を着実に推進するためには、従来型の課題解決手法から脱

却し、市民の皆様と共に、まちづくりの目標や目指すべき姿をしっかりと共有し、

的確な役割分担と緊密な連携の下、行政による新たな価値の実現に加え、自治意

識の高い津市民の皆様との協働、共助による付加価値の創出を相乗させていく行

政経営への転換が必要です。 

「創出による経営」の着実な推進を通じて、市民の皆様の思いや願いに「即答・

即応し、実現する市役所」、市民の皆様が「合併して良かった」と実感できる「風

格ある県都・津市」を確かなものとするため、今後の全ての施策の推進に当たっ

ての基本方針として、津市行政経営計画を策定するものです。 
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 ⑵ 計画の位置付け 

   本計画については、市民の皆様に約束した目指すべきまちの姿を実現するため

の最重要計画である津市総合計画はもとより、各種の個別具体の課題解決を図る

ための施策推進方針である全ての部門別計画等に基づき、本市が展開する全ての

取組に影響を与える施策の推進の基本理念であり、まさに、今後の津市を経営す

るに当たっての「行政経営のよりどころ」と位置付けるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

津市総合計画 

～目指すまちの姿・まちづくりの目標～ 

各部門計画 

～目指すまちの姿を達成するための 

個別施策の方向性～ 

津市行政経営計画 

（行政経営のよりどころ） 

～目指すまちの姿を 

達成するための 

原動力～ 

“経営資源の活用方針” 

具体的施策 
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津市スポーツ推進計画

津市緑の基本計画

津市水道事業基本計画

津市生活排水処理アクションプログラム

活
力
の
あ
る
ま
ち
づ
く
り

津市鳥獣被害防止計画

津市都市マスタープラン

津地域産業活性化基本計画

津市舗装維持管理計画

津市道路整備計画

津市森林整備計画

津市アライグマ・ヌートリア防除実施計画

辺地対策事業計画(河内辺地計画)

(仮称)津市空家等対策計画

津市地域防災計画

津市橋梁長寿命化修繕計画

津市国民保護計画

第二次津市消防力整備計画

津市犯罪のない安全・安心なまちづくり基本計画

美
し
い
環
境
と
共
生
す
る
ま
ち
づ
く
り

津市過疎地域自立促進計画

農業経営基盤の強化の促進に関する基本構想

津市産業振興ビジョン

津市観光振興ビジョン

津市地域公共交通網形成計画

安
全
で
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り

津市国際化基本計画

津市耐震改修促進計画

津市子ども・子育て支援事業計画

第２次津市男女共同参画基本計画

第４期津市障がい福祉計画

第７次高齢者福祉計画・第６期介護保険事業計画

参
加
と
協
働
の
ま
ち
づ
く
り

津市地域福祉計画

津市第2期国民健康保険特定健康診査等実施計画

津市国民健康保険保健事業実施計画

津市障がい者計画

公共施設等総合管理計画

津市第２次健康づくり計画

津市公園施設長寿命化計画

津市総合計画・津市行政経営計画と主な部門別計画の関係図

津市分別収集計画

津市一般廃棄物処理基本計画

津市農業振興地域整備計画

津市地域新エネルギービジョン

津市地球温暖化対策実行計画

新
市
ま
ち
づ
く
り
計
画

計
画
を
推
進
す
る
た
め
に

津市行政経営計画

津市景観計画

津市行財政改革後期実施計画

　　　　　　　　　　土　台

津市文化振興計画

津市行財政改革大綱

津市行財政改革前期実施計画（津市集中改革プラン）

津市行財政改革中期実施計画

豊
か
な
文
化
と
心
を
育
む
ま
ち
づ
く
り

津市人権教育基本方針

津市教育振興ビジョン

津市生涯学習振興計画

学校教育推進計画

津市人権施策基本方針

津市環境基本計画
津市青少年健全育成推進方針

津

市

ま

ち

・

ひ

と

・

し

ご

と

創

生

人

口

ビ

ジ

ョ

ン

・

総

合

戦

略
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【参考】主な各部門別計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

津市まち・ひと・しごと創生
人口ビジョン・総合戦略

政策財務部
　政策課

平成
28年3月

平成27 平成31 5か年 必要に応じ 任意 まち・ひと・しごと創生法

公共施設等総合管理計画
政策財務部
　財産管理課

平成
29年3月

平成29 平成38 10か年 未定 任意
平成26年4月22日付総財務第74号総務
大臣通知「公共施設等の総合的かつ計

画的な管理の推進について」

津市地域防災計画
危機管理部
　危機管理課
　防災室

平成
18年12月

設定なし(必要に応じ修正)  ほぼ毎年 必須 災害対策基本法

津市国民保護計画
危機管理部
　危機管理課
　防災室

平成
19年2月

設定なし(必要に応じ修正) 必要に応じ 必須 　国民保護法

津市行財政改革大綱
総務部
　行政経営課

平成
19年3月

平成19 平成27 9か年 平成27 任意 -

津市行財政改革後期実施
計画

総務部
　行政経営課

平成
25年3月

平成25 平成27 3か年 平成27 任意 津市行財政改革大綱

津市犯罪のない安全・安心
なまちづくり基本計画

市民部
　市民交流課

平成
21年3月

平成25 随時 平成25 任意 -

津市国際化基本計画
市民部
　市民交流課

平成
21年3月

平成25 平成29 5か年 平成29 任意 -

辺地対策事業計画(河内辺
地計画)

市民部
　地域連携課
芸濃総合支所
　地域振興課

平成
25年3月

平成25 平成29 5か年 平成29 任意
辺地に係る公共的施設の総合整備の
ための財政上の特別措置等に関する

法律

津市人権施策基本方針
市民部
　人権課

平成
20年7月

設定なし(必要に応じ修正) 必要に応じ 任意 －

第２次津市男女共同参画基
本計画

市民部
　男女共同参画室

平成
25年3月

平成25 平成29 5か年 平成29 任意 男女共同参画社会基本法

津市スポーツ推進計画
スポーツ文化振興部
　スポーツ振興課

平成
21年3月

平成21 平成29 9か年 平成26年 任意 スポーツ基本法

津市文化振興計画
スポーツ文化振興部
　文化振興課

平成
21年3月

平成21 平成29 9か年 平成25年 任意 -

津市環境基本計画
環境部
　環境政策課

平成
20年3月

平成20 平成29 10か年 平成29 必須
津市環境基本条例

環境基本法

津市地域新エネルギービ
ジョン

環境部
　環境政策課

平成
26年3月

平成25 平成29 5か年 随時 任意
新エネルギー利用等の促進に関する特

別措置法

根拠法令等計画期間
見直し
時　期
（年度）始期

(年度)
終期

(年度)

計画名称 担当部（局）・課（室） 策定時期

根拠法令期間
必須

または
任意
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津市地球温暖化対策実行
計画

環境部
　環境政策課

平成
26年3月

平成25 平成32 8か年 随時 必須 地球温暖化対策の推進に関する法律

津市一般廃棄物処理基本
計画

環境部
　環境政策課

平成
21年3月

平成20 平成29 10か年 平成29 必須 廃棄物の処理及び清掃に関する法律

津市分別収集計画
環境部
　環境政策課

平成
25年6月

平成26 平成30 5か年 平成28 必須
容器包装に係る分別収集及び再商品

化の促進等に関する法律

津市地域福祉計画
健康福祉部
　福祉政策課

平成
25年3月

平成25 平成29 5か年 平成29 任意 社会福祉法

津市子ども・子育て支援事
業計画

健康福祉部
　子育て推進課

平成
27年3月

平成27 平成31 5か年 平成29 必須 子ども・子育て支援法

第７次高齢者福祉計画・第
６期介護保険事業計画

健康福祉部
　高齢福祉課
　介護保険課

平成
27年3月

平成27 平成29 3か年 平成29 必須 老人福祉法、老人保健法、介護保険法

津市障がい者計画
健康福祉部
　障がい福祉課

平成
25年3月

平成25 平成29 5か年 平成29 必須 障害者基本法

第４期津市障がい福祉計画
健康福祉部
　障がい福祉課

平成
27年3月

平成27 平成29 3か年 平成29 必須
障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律

津市第２期国民健康保険特
定健康診査等実施計画

健康福祉部
　保険医療助成課

平成
25年3月

平成25 平成29 5か年 平成29 必須 高齢者の医療の確保に関する法律

津市国民健康保険保健事
業実施計画

健康福祉部
　保険医療助成課

平成
27年12月

平成27 平成29 3か年 平成29 任意 国民健康保険法

津市第２次健康づくり計画
健康福祉部
　健康づくり課

平成
24年3月

平成24 平成28 5か年 平成28 任意 健康増進法

津市産業振興ビジョン
商工観光部
　商業振興労政課

平成
21年4月

平成21 平成29 9か年 随時 任意 -

津地域産業活性化基本計
画

商工観光部
　工業振興課

平成
19年10月

平成19
（更新後
平成24）

平成23
（更新後
平成28）

5か年
平成23

（平成28）
任意 企業立地促進法

津市観光振興ビジョン
商工観光部
　観光振興課

平成
21年2月

平成20 平成29 10か年 随時 任意 -

津市農業振興地域整備計
画

農林水産部
　農林水産政策課

平成
27年3月

平成31 必須 農業振興地域の整備に関する法律

農業経営基盤の強化の促
進に関する基本構想

農林水産部
　農林水産政策課

平成
26年9月

平成26 平成30 5か年 平成30 任意 農業経営基盤強化促進法

策定時期

計画期間
見直し
時　期
（年度）

根拠法令等

始期
(年度)

終期
(年度)

期間
必須

または

任意
根拠法令

計画名称 担当部（局）・課（室）

設定なし（必要に応じ見直し)
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津市鳥獣被害防止計画
農林水産部
　農林水産政策課

平成
26年3月

平成26 平成28 3か年    平成28 任意
鳥獣による農林水産業等に係る被害の

防止のための特別措置に関する法律

津市アライグマ・ヌートリア
防除実施計画

農林水産部
　農林水産政策課

平成
27年2月

平成26 平成32 7か年 未定 任意
特定外来生物による生態系等に係る被

害の防止に関する法律

津市森林整備計画
農林水産部
　林業振興室

平成
23年3月

平成23 平成32 10か年 平成27 必須 森林法

津市都市マスタープラン
都市計画部
　都市政策課

平成
22年7月

平成22 平成29 8か年 平成29 必須 都市計画法

津市緑の基本計画
都市計画部
　都市政策課

平成
22年10月

平成22 平成29 8か年 平成29 任意 都市緑地法

津市景観計画
都市計画部
　都市政策課

平成
26年3月

随時 任意 景観法

(仮称)津市空家等対策計画
都市計画部
　都市政策課

平成
29年3月

平成29 平成33 5か年  平成33 任意
空家等対策の推進に関する特別措置

法

津市地域公共交通網形成
計画

都市計画部
　交通政策課

平成
27年3月

平成27 平成31 5か年
平成29・

31
任意

地域公共交通の活性化及び再生に関

する法律

津市耐震改修促進計画
都市計画部
　建築指導課

平成
20年3月

平成20 平成32 13か年  平成27 任意
建築物の耐震改修の促進に関する法

律

津市道路整備計画
建設部
　建設整備課

平成
20年4月

平成20 平成29 10か年 H29 任意 -

津市舗装維持管理計画
建設部
　建設整備課

平成
25年3月

未定 任意 -

津市橋梁長寿命化修繕計
画

建設部
　建設整備課

平成
25年3月

H30 任意 -

津市公園施設長寿命化計
画

建設部
　建設整備課

平成
29年3月

平成29 平成38 10か年 随時 任意 －

津市過疎地域自立促進計
画

美杉総合支所
　地域振興課

平成
27年12月

平成28 平成32 5か年 随時 任意 過疎地域自立促進特別措置法

津市水道事業基本計画
水道局
　水道総務課

平成
19年3月

平成19 平成29 11か年 平成23 任意 -

津市生活排水処理アクショ
ンプログラム

下水道局
　下水道総務課

平成
18年3月

平成18 平成27 10か年 平成27 任意 -

計画名称 担当部（局）・課（室） 策定時期

計画期間

始期
(年度)

終期
(年度)

期間

設定なし(必要に応じ見直し）

設定なし(必要に応じ見直し）

設定なし(必要に応じ見直し)

見直し
時　期
（年度）

根拠法令等

必須

または

任意
根拠法令
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第二次津市消防力整備計
画

消防本部
　消防総務課

平成
24年12月

平成25 平成29 5か年 平成29 必須 消防組織法

津市教育振興ビジョン
教育委員会事務局
　教育総務課

平成
20年12月

平成20 平成29 10か年 平成29 任意 教育基本法

学校教育推進計画
教育委員会事務局
　教育研究支援課

平成
27年4月

平成27 平成27 １か年 平成28 任意 -

津市人権教育基本方針
教育委員会事務局
　人権教育課

平成
20年12月

- 任意 -

津市生涯学習振興計画
教育委員会事務局
　生涯学習課

平成
20年12月

平成20 平成29 10か年
平成28～
平成29

任意
生涯学習の振興のための施策の推進
体制等の整備に関する法律（通称：生
涯学習振興法）

津市青少年健全育成推進
方針

教育委員会事務局
　生涯学習課

平成
25年2月

平成25 平成29 5か年 平成29 任意 地方青少年問題協議会法

設定なし（必要に応じ見直し)

計画名称 担当部（局）・課（室） 策定時期

計画期間
見直し
時　期
（年度）

根拠法令等

始期
(年度)

終期
(年度)

期間
必須

または
任意

根拠法令
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 ⑶ 計画の期間 

   本計画の計画期間については、国における地方創生や一層の権限移譲の動向、

急速に変化する社会経済情勢、さらには、日々変化する行政に対する市民の皆様

や地域社会の期待等に、柔軟かつしなやかに対応し、きめ細かな対応を確実に行

っていくことに鑑み、平成２８年度から平成３２年度までの５年間とします。 

   なお、計画期間の終了を迎える平成３２年度時点においては、その時点におけ

る取組状況を検証・分析するとともに、社会経済情勢や市民の皆様、地域社会等

の行政に対するニーズや期待の変化等を改めて見極め、平成３３年度以降の行政

経営の方向性等について、再度、その基本的な考え方を検討し、取りまとめるこ

ととします。 

 

【参考】主な計画の計画期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ｈ１７年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 Ｈ２４年度 Ｈ２５年度 Ｈ２６年度 Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｈ３１年度 Ｈ３２年度 Ｈ３３年度 Ｈ３４年度
Ｈ３５年度

以降

Ｈ１８
１／１
合併

新市まちづくり計画

津市総合計画（基本構想）

津市総合計画（前期基本計画） 津市総合計画（後期基本計画）

津市まち・ひと・しごと創生
人口ビジョン・総合戦略

津市行財政改革
前期実施計画

津市行財政改革
中期実施計画

津市行財政改革
後期実施計画

津市行政経営計画

次期津市総合計画

次期津市行政経営計画

津市行財政改革大綱
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２ これまでの行財政改革の取組と成果 

 ⑴ 津市行財政改革大綱に基づく取組 

  ア 市町村合併により目指したもの 

    本市においては、変化する社会経済情勢への対応や確かな自立の実現、さら

には、魅力ある県都としての成長等を目指して、平成１８年１月１日、１０市

町村による合併を実行しました。 

今回の合併に当たり、市民の皆様は「行財政の効率化による持続可能なまち

づくり」の実現や、「地域全体の課題の着実な解決」等に大きな期待を抱かれ

ました。しかし、一方では、「財政状況の厳しい多くの市町村が合併して大丈

夫なのか」、「こんなにも大規模な合併が必要なのか」、「大きな市になることで、

地域の声が届かなくなるのではないか」、「周辺部となることで、地域が見捨て

られてしまうのではないか」等、それぞれの地域において様々な思いがある中

での合併でした。 

    このように、本市における市町村合併は、新しい津市に対する市民の皆様の

大きな期待と様々な不安が交錯する中で、地方自治体にとっての最大の行財政

改革であるという考えの下、１０市町村それぞれの地域住民の期待に着実に応

え続ける輝かしい地域の未来を築くことを目指して実行してきたものでした。 

  イ 取組の成果（９年間で生みだしたもの） 

 合併後の本市においては、「新市まちづくり計画」の理念に基づくまちづく

りを着実に推進するため、平成２０年３月に「津市総合計画基本構想」を策定

し、津市総合計画を基本としつつ、各種の施策を展開してきました。 

 これら各種の施策の着実な推進に当たっては、広大となった市域の特性を踏

まえ、市域の隅々まで、バランスのとれた行政サービスの提供を図るとともに、

将来にわたる財政の健全な運営、徹底したコスト意識の醸成等により、最小の
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経費で最大の効果を挙げるための効率的な行政運営を欠かすことができませ

ん。 

このため、平成１９年３月には、平成１９年度から平成２７年度までを計画

期間とする津市行財政改革大綱を策定するとともに、同大綱の計画期間を各３

年間に区切った前期、中期及び後期の各実施計画を策定し、津市総合計画の着

実な推進を支えるための組織力の強化や財政基盤の確立等を目指して、全庁を

挙げて積極的な行財政改革を推進してきました。 

(ｱ) 津市行財政改革大綱に基づく取組の推進 

津市行財政改革大綱においては、「①住民本位の行政サービスの提供」、「②

コスト意識を踏まえた行政運営」、「③効果的・効率的な事務事業の執行」、

「④公共サービスに係る民間との役割意識」の４つの改革の視点の下、改革

推進の切り口として、「①効率的な事務事業の在り方」、「②民間の活用の在

り方」、「③定員管理の在り方」、「④健全な財政運営の在り方」、「⑤電子自治

体に向けた行政運営の在り方」、「⑥その他本市の行財政改革の推進に関する

重要事項」の６つを推進項目に位置付け、取組を進めてきました。 

   【行財政改革前期実施計画】 

平成１９年度から平成２１年度までを計画期間とする津市行財政改革前期

実施計画においては、合併直後における一体感の醸成、合併による行財政改

革の効果の創出を図るため、まずは、各所管が直面する事業を中心に、その

調整と経費の縮減等を目指して、１６５項目に係る取組を進めました。 

（取組結果の概要） 

その取組結果としては、目標どおり取組を終了したものが、８６項目（約

５２．１％）、目標どおり取組を行い、中期実施計画においても引き続いて取

り組むこととした項目が、５９項目（約３５.８％）となりました。 
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一方で、目標どおり取組が行えなかったもの、あるいは取組方針を変更し

たものが２０項目（約１２．１％）という結果となりました。 

全体としては、目標どおり取組が完了した項目と、目標どおり取組を行い

中期実施計画においても引き続いて取り組むこととした項目を合せたものは

１４５項目（約８７.９％）となっており、設定した目標に対する一定の成果

が得られました。 

その一方で、目標どおり取組が行えなかったもの、あるいは取組方針を変

更した項目については、中期実施計画において位置付け、引き続き取組を行

うこととしました。 

《効率的な事務事業の在り方》 

効率的な事務事業の在り方については、「事務事業の見直し」や「本庁と総

合支所における役割分担の見直し」など、５２項目に取り組みました。具体

的には、合併前の旧市町村間において異なるサービスを行っていた事業（寿

バスカード事業、犬猫避妊手術費等補助事業、優良農作物奨励事業等）の廃

止や森清掃事業管理センターの環境事業課への統合による管理運営経費の削

減及びごみ収集業務の効率化など、３５項目について目標どおり取組を終了

しました。 

また、組織機構の見直しにおいては、総合計画における施策の推進及び市

民の皆様の安全・安心に係る推進体制への対応及び総合支所における地域振

興の推進等の観点から、継続的に見直しを図るとともに、平成２１年４月か

らは、津地域の１２出張所のうち、３出張所を基幹となる出張所、９出張所

を一般の出張所とする新たな運用に移行しました。さらに、学校規模の適正

化に向けて、平成２２年４月に美杉地域における小学校の統合を実施するな

ど、１２項目については、概ね目標どおり取組を推進するとともに、引き続
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き中期実施計画においても継続して取り組んでいくこととしました。 

一方、「クリーンセンターくもずの受付時間の見直し」や「幼保施設の共用

化（幼保一元化）」など５項目については、市民サービスに与える影響等に鑑

み、いずれも中期実施計画に位置付け、引き続き取組を進めることとしまし

た。 

《民間の活用の在り方》 

民間の活用の在り方については、「外部委託等の推進」や「公共施設の在り

方の見直し」など、４４項目に取り組みました。具体的には、水道料金収納

業務やごみ収集業務の外部委託に取り組み、平成１９年度から水道料金・下

水道料金の収納業務を、平成２２年４月から、直営で実施してきた久居地域

の一部のごみ収集業務の外部委託を実施しました。また、利用者ニーズの変

化等を踏まえた平成１９年度末での津市勤労青少年ホームの廃止、民間活力

の導入による市民サービスの向上及び経費縮減を図るための平成２１年４月

からの津リージョンプラザ及びサンヒルズ安濃に係る舞台設備管理操作業務

の外部委託の実施、委託業務内容の見直しを実施するとともに、地域との協

働の推進の観点から、都市公園等に係る管理委託の拡大や、地域で実施され

る各種イベントに係る主催の市民団体等への移行など、２５項目について目

標どおり取組を終了しました。 

また、未実施となっている津・久居地域の１１中学校での給食実施に向け

た取組やスポーツ関係団体に係る事務局事務の見直し等の１２項目について

は、概ね目標どおり取組を推進するとともに、引き続き中期実施計画におい

ても継続して取り組んでいくこととしました。 

一方、体育館、野球場及びグラウンド等のスポーツ施設、サン・ワーク津

などへの指定管理者制度の導入などの７項目については、目標どおりの取組
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に至りませんでした。指定管理者制度の導入については、施設が立地する地

域特性や老朽化、利用形態等、各施設の実情等により、それぞれに民間の活

用に当たっての課題も見つかったことから、各施設の実情等を踏まえ、取組

方針を変更するとともに、引き続き当該制度の導入を目指す施設については、

前期実施計画の取組結果を踏まえ中期実施計画において引き続き取組を進め

ることとしました。 

《定員管理の在り方》 

定員管理の在り方については、「定員管理の適正化」や「人材育成の推進」

など、６項目に取り組みました。具体的には、職員数２，５００人体制の早

期達成を目指した定員管理の適正化や、厳しい財政状況等を踏まえた特別職

給や管理職手当の暫定的な削減、業務実態を見据えた特殊勤務手当の廃止や

見直しを行いました。また、平成２１年度からは、一部の職種等を除く課長

級以上の職員を対象として、人材評価制度を試行的に実施するなど、５項目

について、概ね目標どおりに取組を推進するとともに、引き続き中期実施計

画においても継続して取り組んでいくこととしました。なお、「臨時職員の削

減及び雇用形態の見直し」については、正規職員によらず、臨時職員等によ

る対応が可能なものについて臨時職員等への配置替えを進めたことから、平

成２１年度において、事務補助職員数が前年度比増となりましたが、平成１

９年度に事務補助職員に係る短時間勤務形態を導入し、雇用形態の多様化を

図りました。 

《健全な財政運営の在り方》 

健全な財政運営の在り方については、「財政計画等の策定」や「補助金等の

在り方並びに使用料及び手数料の見直し」など、４５項目に取り組みました。

具体的には、新たな財源の確保を図るためホームページ・広報津・ごみ収集
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車への有料広告掲載の導入、福利厚生事業補助金の削減、自治会への公費支

出に係る新たな基準の適用、各種団体等への均衡ある対応を図るための補助

金の一元化や廃止など、２３項目について目標どおり取組を終了しました。

また、自主財源の根幹である各種収納金の収納率の向上に向けては、市税に

ついて、平成２１年９月からの電話催告業務の民間委託に加え、コンビニ収

納について、平成２１年度から軽自動車税を、平成２２年度からは市県民税

及び固定資産税、都市計画税を対象に実施するとともに、下水道使用料等に

ついては、平成１９年度に、水道料金・下水道料金の収納業務の民間委託の

実施や、未納者に対する電話催告や夜間訪問など、納付に向けた積極的な対

応を行いました。これらの取組項目を含め、１８項目については、概ね目標

どおりに取組を推進し、引き続き中期実施計画においても継続して取り組ん

でいくこととしました。 

一方、目標とした収納率の達成に至らなかった「市営住宅家賃の収納率の

向上」や、急激な経済情勢の悪化等により今後の推計等が困難であったこと

により、計画策定に至らなかった「財政計画の策定」等の４項目については、

中期実施計画に位置付け、引き続き取組を進めることとしました。 

《電子自治体に向けた行政運営の在り方》 

電子自治体に向けた行政運営の在り方については、「住民に便利な行政サー

ビスの提供」及び「効率的な行政事務の見直し」の観点から、６項目に取り

組みました。具体的には、効率的な事務執行を図るため、平成２０年４月か

ら文書管理システムの運用を開始するなど、２項目について目標どおり取組

を終了しました。また、公共施設利用案内・予約システムの対象施設の拡充

を行った「申請等の電子化の促進」などの２項目については、概ね目標どお

り取組を推進するとともに、引き続き中期実施計画においても継続して取り
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組んでいくこととしました。 

なお、三重県及び県内市町が検討を進めていた電子入札システム共同化事

業の一時凍結により方針を変更した「電子入札システムの構築」などの２項

目についても、引き続き中期実施計画において検討を行うこととしました。 

《その他本市の行財政改革の推進に関する重要事項》 

その他本市の行財政改革の推進に関する重要事項については、「モーターボ

ート競走事業の健全運営」と「三重短期大学の活性化」の観点から、１２項

目に取り組みました。このうち、三重短期大学の「授業料、入学料の見直し」

については、全国の国立及び公立短期大学の動向等を踏まえ、据え置くこと

を決定しました。また、三重短期大学の活性化等に向けた「地域への貢献」、

「学科の再編」については、地域連携センターにおける地域連携講座の開催

や新たな講座の開設を、モーターボート競走事業の健全運営等に向けた「顧

客満足度の向上」、「津競艇場のイメージアップ」については、周回展示放映

の変更、ホームページの全面リニューアルによる情報提供の充実、ピンクリ

ボン運動への協賛の継続など、社会貢献を目指した活動を実施するなど、概

ね目標どおり取組を推進しました。なお、三重短期大学の活性化及びモータ

ーボート競走事業の健全運営については、引き続き、中期実施計画において

も取組項目に位置付け、継続して取り組むこととしました。 

   【行財政改革中期実施計画】 

平成２２年度から平成２４年度までを計画期間とする津市行財政改革中期

実施計画においては、津市総合計画に基づく新たなまちづくりの推進や住民

本位の行政サービスの向上を目指して、行政運営コストの縮減による健全で

持続可能な財政基盤の確立を図るため、行政経営の根幹をなす職員数の適正

化や財政の健全化等を重点項目に位置付け、定員管理の適正化、財政の健全
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化、歳入確保への取組、外郭団体の在り方の見直し、事業の見直しと事務の

効率化の５つの観点から、８０項目について、主に構造的な改革を重点的に

取り組みました。 

（取組結果の概要） 

その取組結果としては、目標どおり取組を終了したものが、２２項目（約

２７．５％）、目標どおり取組を行い、後期実施計画においても引き続いて取

り組んでいくこととした項目が、４１項目（約５１．３％）となりました。 

一方で、目標どおり取組が行えなかったもの、あるいは取組方針を変更し

たものが１７項目（約２１．３％）となりました。 

全体としては、目標どおり取組が完了した項目と、目標どおり取組を行い

後期実施計画においても引き続き取り組んでいくこととした項目を合わせた

ものは６３項目（約７８．８％）となり、設定した目標に対する一定の成果

が得られました。 

また、その一方で、目標どおり取組を行えなかったもの、あるいは取組方

針を変更した項目については、後期実施計画において位置付け、引き続き取

組を行うこととしました。 

《定員管理の適正化》 

定員管理の適正化については、職員数２，５００人体制の達成を具体の

数値目標に掲げる中で、「組織機構の見直し」や「再任用職員等の活用」、「市

民課窓口業務の見直し」など、６項目を位置付け、取組を進めました。こ

のうち、目標どおり取組が終了した項目は２項目であり、「市民課窓口業務

の見直し」については、住民票の写し、戸籍謄・抄本、印鑑証明等の諸証

明の受付・交付等、窓口業務の一部について、平成２５年１月から外部事

業者に業務委託を行いました。また、「ごみ収集業務（直営分）の外部委託



19 

 

の推進」については、平成２２年度からの久居地域の外部委託に加え、平

成２３年度からは津地域における「容器包装プラスチック」、「蛍光管・乾

電池」等の収集業務の外部委託を実施するとともに、平成２４年度からは

「金属」「不燃」「びん」の収集業務の外部委託を実施するなど、計画的に

外部委託を推進しました。 

また、前期実施計画において、概ね目標どおり取組を行い、引き続き中

期実施計画においても取組を継続していくこととした「組織機構の見直し」、

「定員管理の適正化」等については、中期実施計画においても効率的かつ

効果的な業務推進体制の構築に向け、継続的に取組を進めました。また、「総

合支所等の円滑な執行体制の確立」については、住民生活に密着した地域

要望等への即答・即応を図るための地域インフラ維持・補修事業、総合支

所に係る権限、財源及び人員の強化、地域に密着した案件の総合調整を図

るための地域政策会議の創設に向けた取組を推進し、平成２５年４月から

実施しました。 

さらに、「再任用職員等の活用」については、退職者が有する知識や経験

を事務事業の円滑な遂行に活かすことができるよう、再任用短時間勤務職

員を配置するとともに、任期付短時間勤務職員や育児休業を取得している

職員の代替となる任期付職員の採用に取り組むなど多様な任用形態の活用

を進めました。 

《財政の健全化》 

財政の健全化については、「財政状況の公表」や「給与の適正化」など、

８項目を位置付け、取組を進めました。このうち、目標どおり取組が終了

した項目は、「青少年団体への補助金の見直し」の１項目であり、地域等青

少年育成団体活動補助金の適正化等、各団体の活動内容等に鑑み、見直し
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を進めました。 

また、概ね目標どおり取組を行い、引き続き後期実施計画においても取

組を継続していくこととしたものが「財政状況の公表」、「給与の適正化」

等の６項目となりました。「財政状況の公表」については、当初及び補正予

算の内容、新地方公会計制度に基づく財務書類４表、決算及び決算に基づ

く健全化判断比率等について、随時、広報津、ホームページ、ケーブルテ

レビ等により、市民目線で分かりやすく公表を行うとともに、新たに「各

部局の当初予算概要」を作成・公表し、決算においては、「主要な施策の実

績報告書」も併せて公表しました。また、「公共工事のコスト縮減」につい

ては、「津市公共工事コスト縮減対策に関する行動計画」（実施期間：平成

２０年４月から平成２８年３月まで）に基づき、工事コストの低減等に努

めました。さらに、「給与の適正化」については、引き続き特別職給の減額、

特殊勤務手当の見直し、管理職手当の削減等を行いました。 

なお、「枠内予算における経常的経費の見直し」については、枠配分予算

編成の趣旨（各事業所管の権限及び責任のもと、事業の優先、事業効果な

どを見極めた効率的な予算編成）を踏まえ、各事業所管とのヒアリング・

協議等を行うとともに、枠内予算の一部の予算を対象に政策協議を実施し、

経常的経費の見直しに取り組みました。しかしながら、数値目標について

は、社会保障関係経費の伸びによる扶助費、繰出金の増加等により達成す

ることはできませんでしたが、引き続き後期実施計画に位置付け、取組を

継続していくこととしました。 

《歳入確保への取組》 

歳入確保への取組については、前期実施計画における取組結果等を踏ま

え、「市税収納率の向上」や「国民健康保険料の収納率の向上」等、主な収
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納金に係る収納率の向上に関する取組項目（９項目）に加え、「津競艇にお

ける収益の向上」、「公民館使用料等の見直し」等、１９項目を位置付け、

取組を進めました。このうち、目標どおり取組が終了した項目は、「阿漕塚

記念館の使用料減免措置の見直し」、「公民館使用料等の見直し」の２項目

であり、これらについては、使用料の減額免除に係る見直し等を行いまし

た。 

なお、各種の収納金に係る収納率の向上については、景気の低迷等によ

り、９項目中、４項目において数値目標の達成には至りませんでしたが、

市税においては、津市納税催告センターからの電話による納付勧奨や徴収

担当職員による書面による催告や納付相談の実施、財産調査等により有効

な財産を発見した際の差押えの執行等を行うとともに、保育所入所負担金

に係る保育園での納付指導の強化や、国民健康保険料に係る電話催告セン

ターによる早期納付勧奨など、各収納金所管課の創意工夫の下、公平・公

正な受益者負担の維持に努めました。また、平成２３年４月には、特別滞

納整理推進室を設置し、市税、国民健康保険料（税）、介護保険料、保育所

入所負担金を、平成２４年４月からは後期高齢者医療保険料について、各

収納金所管課との連携により、高額・困難な債権の回収に取り組みました。

各種収納金の収納率の向上については、引き続き、後期実施計画において

も、更なる取組の強化に努めていくこととしました。 

一方、「未利用地の処分及び有効活用」については、インターネットを活

用した入札手法等により売却を行う等、未利用地の有効活用に取り組みま

したが、数値目標の達成に至らなかったため、引き続き、後期実施計画に

おいても取り組んでいくこととしました。 
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《外郭団体の在り方の見直し》 

外郭団体の在り方の見直しについては、「外郭団体の見直し」の１項目を

位置付け、取組を進めました。当該取組においては、各団体所管課による

各団体の財務状況等、的確な経営状況の把握に取り組むとともに、特に課

題を有する株式会社津センターパレス及び久居都市開発株式会社の経営の

改善に向け、出資者としての立場から、積極的な取組を進めました。 

なお、外郭団体の経営状況は、本市の財政状況にも大きな影響を与える

ことから、引き続き、後期実施計画に位置付け、各団体の経営状況の把握

や、公益性、存在意義等の観点から、各団体への関与の在り方等について、

検討を進めることとしました。 

《事業の見直しと事務の効率化》 

事業の見直しと事務の効率化については、「体育館、野球場及びグラウン

ド等スポーツ施設への指定管理者制度の導入」や「サン・ワーク津への指

定管理者制度の導入」、「廃棄物処理施設の管理運営に係る民間活力の導入」

等、各種公共施設等に係る管理運営方法の効率化に向けた取組に加え、「申

請等の電子化促進」等の電子自治体の構築に向けた取組、「設計業務等に係

る外部委託の検討」等の民間活力の導入に向けた取組、さらには、「支払事

務の簡素化」等の事務処理の効率化に向けた取組等、４６項目を位置付け、

取組を進めました。このうち、「申請等の電子化促進」については、オンラ

イン申請の手続ができる公共施設の拡充等を行いました。また、「体育館、

野球場及びグラウンド等スポーツ施設への指定管理者制度の導入」につい

ては、平成２４年度から安濃地域運動施設（津市安濃中央総合公園内体育

館ほか７施設）に指定管理者制度を導入しました。「廃棄物処理施設の管理

運営に係る民間活力の導入」については、安芸・津衛生センター及びクリ
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ーンセンターくもずの運転管理業務について、平成２３年１０月から外部

委託を行うとともに、クリーンセンターおおたかの運転管理業務について

は、夜間の外部委託に加え、直営で行っていた昼間の業務についても平成

２４年１０月から外部委託を行いました。また、「収納業務委託の委託範囲

の見直し」については、水道料金・下水道使用料の収納業務に加え、平成

２４年度からは、給水申請や開閉栓等の窓口・電話受付から検針業務等に

至るまでの包括業務委託を開始しました。これらも含め、１７項目につい

て、管理運営方法の改善や事務処理方法の効率化等を図り、目標どおり取

組を終了しました。 

また、「設計業務等に係る外部委託の検討」については、道路維持工事等

に係る設計業務のうち、可能なものから外部委託を行いました。また、「三

重短期大学による地域貢献の推進」については、地域連携講座・地研セミ

ナー等に加え、平成２４年度には、オープンカレッジを新設し、市民の皆

様への生涯学習機会の提供を推進するとともに、市政の課題解決及び人材

育成を目的とした政策研修等を通じ、積極的に地域との連携に取り組み、

出前講座の開設や地域連携サポーターの活動等、地域への貢献を進めまし

た。その他「学校規模の適正化による小中学校教育の充実」については、

平成２４年度に芸濃地域の小学校４校を２校に再編するとともに、平成 

２６年４月に予定する一志地域の小学校の再編に向けた取組等を進めまし

た。これらも含め、１９項目については、概ね目標どおりに取組を推進し、

引き続き後期実施計画においても取組を継続していくこととしました。 

一方、「会計事務の電子化」、「人材評価制度の充実」等については、目標

どおりの取組が行えなかったことから、これらについても、後期実施計画

に位置付け、取組を継続していくこととしました。 
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   【行財政改革後期実施計画】 

津市行財政改革後期実施計画では、前期実施計画及び中期実施計画に基づ

く取組結果等を踏まえた総括的な３年間として、新たなまちづくりに向けた

重点施策の推進とともに、効率的かつ持続的な行政運営の実現、住民サービ

スの維持・向上を図るための財政基盤の確立及び職員の意識改革等、９１項

目について取組を推進してきました。 

（取組結果の概要） 

後期実施計画の取組結果（平成２６年度末現在）としては、目標どおり取

組を終了したものが、１８項目（約１９．８％）となっています。また、目

標どおり取組を行ってきている項目が、６３項目（約６９．２％）となって

います。 

このほか、平成２６年度末現在で目標どおり取組が行えなかったもの、あ

るいは取組方針を変更したものが１０項目（約１１．０％）となっています。 

全体としては、取組が完了した項目と、目標どおり取組を行っている項目

を合わせたものは８１項目（約８９．０％）となり、設定した目標に対して

順調に取組が進んでいるところです。 

なお、目標どおり取組を行えなかったものについては、引き続き、取組を

継続していくこととします。 

《効率的な事務事業の在り方》 

効率的な事務事業の在り方に関する取組項目のうち、「組織機構の見直し」

については、中期実施計画から検討を進めてきた下水道事業特別会計の地方

公営企業法適用会計への移行に伴い、平成２７年４月から、水道局、下水道

局及び上下水道事業管理室を設置するなど、効率的で実効性ある業務推進体

制の整備に取り組みました。また、「総合支所（出張所）機能の見直し」につ
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いては、中期実施計画における検討結果を踏まえ、平成２５年４月から、地

域インフラ維持・補修事業及び地域政策会議の創設、総合支所に係る権限、

財源及び人員の強化を図りました。「教育集会所の在り方」については、中期

実施計画の取組結果を踏まえ、平成２７年度に２施設（芸濃：北岡本教育集

会所、久居：木造教育集会所）の用途を廃止しました。 

また、「学校規模の適正化」については、前期実施計画では、平成２２年４

月から美杉地域の小学校統合（２校を１校に統合）を、中期実施計画では、

平成２４年４月から芸濃地域の小学校統合（３校を１校に統合）を実施し、

後期実施計画では、平成２６年４月から一志地域の小学校統合（４校を２校

に統合）を実施しました。 

なお、美里地域においては、小学校の統合（３校が１校に統合）とともに

平成２９年４月の小中一貫校の開校に向けた取組を進めています。 

「幼保一体化の検討を含めた公立保育所、公立幼稚園の在り方の見直し」

については、平成２７年３月に策定した津市子ども・子育て支援事業計画に

基づき、平成３１年度までに５か所の認定こども園の整備を目指すこととし、

取組を進めています。また、公立保育所、公立幼稚園については、平成２４

年度末に櫛形、片田及び波瀬の３幼稚園を、平成２５年度末に大井幼稚園及

び入所児童が減少している太郎生保育園を休園しました。なお、櫛形幼稚園

については、平成２７年度から津市児童発達支援センターとして活用してい

ます。 

また、「津市市政モニター制度の見直し」については、市政に対する市民の

意見、要望等の把握を図るため、電話、電子メール、ファクス、面談等によ

る「市民の声」を始め、パブリックコメント、市政アンケート調査の実施と

ともに、平成２３年１０月に新設した「市政相談員制度」の活用等、広聴機
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能の一層の充実を図ってきました。さらに平成２７年度を実行元年としてい

る「津市職員行動規範」の中で、声なき声にも耳を傾け、市民の皆様の期待

を超えるサービスを提供していけるよう取り組んでいます。 

《民間の活用の在り方》 

民間の活用の在り方に関する取組項目のうち、「市内の給食の在り方（セン

ター化等）の検討」については、市内の給食施設の老朽化等を踏まえて安全・

安心な給食の提供を行うために給食業務の運営について検討し、平成２３年

８月の津市中央学校給食センターの供用開始により、未実施であった津・久

居地域の中学校１１校について、給食を実施しました。 

また、「出資・出捐団体に係る経営状況の把握」については、各団体の財務

諸表等に基づく経営状況確認シートの作成等により、各団体所管課において、

各団体の経営状況の的確な把握に努めるとともに、外郭団体への関与の在り

方の見直しを進め、株式会社津センターパレスの建物の一部を本市が購入し、

中央公民館、社会福祉センターの入居スペースとして区分所有することによ

る経営改善や、ポルタひさいの資産を取得した久居都市開発株式会社から、

本市がポルタひさいの土地・建物を購入することによって債務の解消（平成

２５年１０月、久居都市開発株式会社の解散）を図りました。 

また、「指定管理者制度の運用の在り方の見直し」については、当該制度を

導入する全ての施設を対象に、指定管理者に対するモニタリング、年度総合

評価を実施し、施設設置者として、管理状況や財務状況、事業の実施内容等

の的確な把握を行い、指導・助言等を行うとともに、「体育館、野球場及びグ

ラウンド等スポーツ施設への指定管理者制度の導入」として、平成２６年度

から津地域運動施設（津市体育館ほか１１施設）において指定管理者制度を

導入しました。 
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《定員管理の在り方》 

定員管理の在り方に関する取組項目のうち、「定員管理の適正化」について

は、平成２５年度末に職員数２，５００人体制を達成し、これを踏まえ、職

員の新規採用について、退職者数に応じた採用を行う中、職員の年齢構成の

平準化及び複雑・多様化する市民ニーズに的確に対応するとともに、組織の

活性化にもつなげるため、平成２７年４月１日付け新規採用においては、合

併後最多となる１４職種、１４８人を採用しました。その中で、各種の行政

課題に対し、多様な経歴や能力等を即戦力として活かし、専門的な立場から

対応することにより、組織力の強化及び組織の活性化を図るため、職務経験

者１５人（事務職、技術職（土木）及び技術職（建築）の３職種）を採用し、

多種多様な人材の確保を図りました。なお、平成２８年４月１日付け新規採

用においても、１２職種の採用に加え、職務経験者についても３職種（事務

職、技術職（土木）及び看護師）の採用を予定しており、今後も、社会経済

情勢の変化や市民ニーズの複雑・多様化等への的確かつ柔軟な対応を可能と

する組織・職員体制の構築に向け、継続した取組を推進します。 

また、「人材育成の推進」については、職員行動規範に基づく能動的に行動

する職員の育成、多文化や国際化に的確に対応できる職員の知識・経験や語

学力の向上等を図るため、研修体系及び内容の見直しに継続的に取り組んで

います。「人材評価制度の充実」については、平成２７年度からの担当主幹級

以下の職員に対する制度構築に向けた取組を進めています。 

《健全な財政運営の在り方》 

健全な財政運営の在り方に関する取組項目のうち、「市税収納率の向上」等、

１２の収納金を位置付け、各収納金所管課と特別滞納整理推進室の連携等、

更なる取組を推進しています。健全な財政運営に向けては、前期実施計画か
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ら各種の取組を進め、平成２５年度末には、正規職員数を合併前の３，１１

９人から２，５００人に削減し、人件費削減分を、年々増加する社会保障費

や市民生活に直結する普通建設事業費に充てるなど財政基盤の強化への取組

を継続してきました。その結果、人口３０万人規模の都市では全国有数とな

る約２００億円（平成２６年度決算ベース）の財政調整基金の残高を有する

こととなりました。 

その他、「枠内予算における経常的経費の見直し」については、事業の優先

度や事業効果などを見極めた予算編成を踏まえ、引き続き、各事業所管との

ヒアリング・協議等を行いながら、経常的経費の見直しに取り組んでいます。

また、当初予算編成の過程においても、枠内予算の一部の予算を抽出し、政

策協議を実施するなど、経常的経費（物件費、維持補修費、人件費等）の縮

減、抑制に努めています。 

《電子自治体に向けた行政運営の在り方》 

電子自治体に向けた行政運営の在り方に関する取組項目のうち、「デジタル

移動系防災行政無線の整備」、「高機能消防指令システムの更新」、「高所監視

カメラ等の導入の検討」の市民生活の安全・安心の向上を目指した取組につ

いては、目標どおり取組を終了しました。また「効率的な基幹情報システム

の導入」については、平成２８年度に予定する次期基幹情報システムの更新

に向けた取組を推進しています。 

なお、行財政改革大綱及び実施計画の位置付けはありませんが、都市計画

情報サービス並びに市道の認定道路及び基準点について、インターネット上

での閲覧・印刷が可能となる津市地図情報提供サービスを開始し、本市の行

政情報をインターネットを通じて市民の皆様に分かりやすく公開・提供する

とともに、津市ホームページ内に、津市オープンデータライブラリ「みんな
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のデータ」を開設し、行政の保有するデータをより活用しやすい形で公開し、

官民連携による公共サービスの向上を図っています。また、平成２７年４月

には、当該データを活用した市民の方によって、簡単にごみの分別区分を調

べられるウェブサイトが制作され、公開されています。 

《その他本市の行財政改革の推進に関する重要事項》 

その他本市の行財政改革の推進に関する重要事項に関する取組項目のうち、

「ボートレース津における収益の向上」については、平成２３年９月にオー

プンした外向発売所（津インクル）における年間を通じた他場のレースの発

売、電話投票システムを活用したポイント付与など各種の取組を実施し、平

成２３年度以降、売り上げが向上し、Ｖ字回復しました。また、平成２６年

１１月からの旧駐車場の貸付け、平成２７年８月からの場外発売場「ミニボ

ートピア名張」の開設、様々な媒体を活用した継続的な広報活動、他場との

連携による企画レースや個人・企業の協賛を公募したレース、多様なイベン

トの開催等、新規来場者の来場促進を図ると共にファンサービスの向上に向

けた取組を実施しています。 

また、三重短期大学に係る「魅力ある短期大学づくり」、「地域貢献の推進」

については、社会的なニーズを踏まえ、カリキュラムの見直しを行うととも

に、学生就職支援に係る業務の外部委託については、学生同士が学年を越え

て情報共有する就活クラブの設置等、内容を充実し、教職員と連携を図りな

がら全学的な支援の強化を推進しています。 

(ｲ) 津市行財政改革大綱に基づく取組結果の総括 

津市行財政改革大綱並びに津市行財政改革前期実施計画、津市行財政改革

中期実施計画及び津市行財政改革後期実施計画に基づく取組については、一

言でいえば、地方を取り巻く厳しい社会経済情勢の変化の中で、新しい津市
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に様々な願いや大きな期待を抱き、実行した市町村合併の効果を最大限に発

揮し、市民の皆様の思いや願いを形にし、市民の皆様の期待に着実に応え続

ける持続力ある基盤と能力を備えた自立した行政体を構築するため、行政の

あらゆる無理・無駄の見直しなど、スクラップを基本とした強力な「削減の

改革」の断行でした。 

この“削減の改革”においては、退職者数と新規採用者数の調整等による

計画的な人事政策の推進により、目標を前倒しし、平成２５年度末に職員数

２，５００人体制を実現しました。このことにより、最大の義務的経費であ

る人件費については、約２２２億円（平成１８年度から平成２５年度におけ

る正規職員人件費の削減額の累計）の経費削減を生みだすとともに、平成 

２７年度には、本市組織へ新たな風と刺激を吹き込み、即戦力としての活躍

を期待する民間企業等における職務経験を有する者１５人の採用という新

たな制度を導入するなど、合併後最大となる１４８人の職員を新規採用し、

将来の本市の行政経営を担う多様な人材の確保と一層の組織・職員の活性化

を図る土台の構築が現実のものとなりました。 

また、「対話と連携」を基本とした施策推進等、「即答・即応し、実現する

市役所」を目指して、組織体制の面からは、市民の皆様の声を着実に把握し、

施策への結び付けまでを一つの指示命令系統のもと、責任を持って担う組織

として「地域連携課」を新設しました。一方で、仕組み・システムの面では、

合併後の効率的な行政運営のため、強力に推し進めた本庁への事務・権限の

集約化の結果、「市役所が遠くなった」、「合併前よりも、要望実現までに時

間を要するようになった」という市民の皆様の声をお聴きすることとなりま

した。このため、この市民の皆様の思いを真摯に受け止め、時計の針を戻す

ことなく、これまでの取組を更に発展させるため、住民生活に密着した道
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路・公園等の簡易な修繕・補修を地域住民に最も近い総合支所で解決できる

よう「地域インフラ維持・補修事業」を創設するとともに、地域の課題解決

の迅速化のため「地域政策会議」を設置するなど、総合支所が地域住民に寄

り添い、地域と共に地域づくりを推進するために必要となる予算・職員を改

めて付与する等、総合支所の権限を見直し、その強化を推進しました。これ

らの取組により、地域住民の期待に着実に応えるために、真に必要な部門の

課題解決力の強化等、合理的かつスリムな意思決定を可能とする組織体制の

実現を図ってきました。 

さらに、本市にとって、より有利な債権への積極的な借換えや、可能な限

りの国・県の交付金、補助金等の獲得に全力を挙げることにより、合併直後

に比較し、市債残高（臨時財政対策債及び合併特例事業債を除く）を約３分

の１に圧縮するとともに、人口３０万人規模の都市でも有数の財政調整基金

を保有（合併直後の約２倍に積み増し）するなど、将来を見据えた成長戦略

を支える全国に誇る健全財政を実現するに至りました。 

以上のように、合併から今日までは、市町村合併の効果を最大限に発揮す

るための削減の改革とともに、将来世代へ過大な負担を残さず、今、求めら

れる施策の着実な推進を支えるためのスリムな組織・職員体制と健全財政の

構築を同時に実現した、まさに、今後の市民ニーズに着実に応えていくため

の確かな土台を構築した１０年間となりました。 
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 ⑵ 津市総合計画の着実な推進 

   市民の皆様の思いや願いに着実に応えていくためには、将来の成長戦略を支え

るための土台づくりである行財政改革（削減の改革）を推し進めると同時に、ま

ちづくりの基本方針である「津市総合計画」を一歩ずつ、着実に実行し、市民の

皆様の目に見える「形」にして、提供していくことが求められます。 

このため、本市においては、行財政改革の推進と並行し、市民の皆様に約束し

た各種事業について、着実な推進を図ってきました。 

  ア ４大プロジェクトの推進 

    合併前の１０市町村においては、単独の市町村では解決が困難な課題等につ

いて、一部事務組合を構成し、対応するなど、広域的に協力・連携してきまし

た。こういった歴史的経過を踏まえつつ、合併後の津市として、早急かつ確実

な課題解決が求められた新たな一般廃棄物最終処分場の整備等の大規模事業

を「４大プロジェクト」と位置付け、取組を推進してきました。 

  【４大プロジェクトの概要】 

   (ｱ) 新最終処分場建設事業 

     一般廃棄物の最終処分場の整備に向け、市民の皆様との対話と連携を積み

重ね、建設地の決定や環境影響評価等、着実な事業推進を図り、平成２８年

市町村合併（最大の行財政改革）の効果を高めるための“削減の改革”
※ 行財政改革大綱（計画期間：H19～H27の9年間）の計画期間を3年に区切った前・中・後期の各実施計画に

基づき取組を推進

100人超の新規採用、職務経験者の採用等、多様な人材確保を可能とする2,500人体制の実現

地域連携課の新設、総合支所の権限強化等、真に必要な部門の強化を図る組織体制の実現

人口同規模都市有数の財政調整基金の積み増し等、将来を見据えた成長戦略を支える健全財政の実現

市民ニーズに応えるための土台づくり（市民の期待に応える適正規模の実現）

222億円を削減した職員数2,500人体制の実現

着実な施策の推進を支えるためのスリムな組織・職員体制の実現

将来へ過大な負担を残さない健全財政の実現

主
な
成
果

津市行財政改革大綱に基づく取組の推進
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４月１日に第１期分の供用を開始します。 

同時に、地域の自然環境、生活環境に配慮し、市民の皆様がリサイクル・

ごみ・新エネルギー・自然等の環境について学習いただく拠点としての機能

を併せ持つ新たなリサイクルセンターも供用を開始します。 

   (ｲ) 新斎場「いつくしみの杜」建設事業 

     著しい老朽化への対応が課題であった津、久居、香良洲の各斎場を整理・

統合し、市民の皆様の利便性を高めるとともに、財政負担の軽減を図るため、

民間事業者の資金・ノウハウを活用したＰＦＩ手法による新たな斎場「いつ

くしみの杜」の整備を推進し、平成２７年１月に供用を開始しました。 

また、供用開始後は、指定管理者制度を導入し、利用者サービスの向上と

管理・運営経費の軽減を図っており、施設建設から管理・運営に至るまで、

民間事業者との協働による事業推進を図っています。 

   (ｳ) 名松線全線復旧事業 

     平成２１年の台風災害によりバスによる代行運転となっているＪＲ名松

線家城駅から伊勢奥津駅までの約１７．７㎞の復旧に向け、ＪＲ東海、三重

県及び本市の連携と役割分担の下、復旧工事を実施し、平成２８年３月２６

日に鉄道による全線の運行再開が予定されています。 

     また、全線運行再開後を見据え、同線の更なる利活用の促進を図るため、

美杉地域を始めとした市民の皆様等との連携のもと、オープンディスカッシ

ョン、名松線沿線ウォーキング、名松線写真展等を開催するとともに、都市

部や各イベントでのＰＲ等に取り組んでいます。 

   (ｴ) 産業・スポーツセンター整備事業 

     県都にふさわしい総合的なスポーツ施設の整備に向け、大規模なアリーナ

機能等を有する本市の新たな産業、スポーツ振興のための複合型拠点施設と
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して、「津市産業・スポーツセンター」の整備を推進しています。 

当該施設については、既存の「メッセウイング・みえ」に加え、新たに「サ

オリーナ」、「三重武道館」を配置する施設として、平成２９年１０月の供用

開始に向け、事業推進を図っています。 

  イ 合併２０事業への対応 

市町村合併に当たり、それぞれの地域住民が、新たな津市にその思いや願い

をつないだ「合併２０事業」について、津市総合計画への位置付けを図る等、

各地域の特性や市全域のバランス等へ配慮する中で、着実な推進を図ってきま

した。 

主な「合併２０事業」については、４大プロジェクトの一つとして事業推進

を図ってきた新最終処分場建設事業や各部門計画に基づき事業推進を図って

きた消防本部香良洲分遣所の移転整備事業、一志中学校校舎改築事業等、地域

住民の思いや願いを一歩ずつ形にしてきました。 

特に、美杉地域の住民の皆様の悲願であった新たな文化拠点の整備について

は、多目的ホール、公民館、図書室、総合支所及び保健センター等の機能を併

せ持つ「美杉総合文化センター」を新たに整備し、平成２６年４月に供用を開

始しました。また、久居地域の最重要課題として引き継いだ久居駅周辺地区の

活性化については、本市の副都市核として事業推進を図ってきました。これま

での取組においては、大規模開発計画を一旦白紙に戻す等、困難な過程を経な

がらも、改めて市民の皆様の要望等を十分に踏まえる中で、「久居駅周辺地区

都市再生整備計画」を策定し、約１６億円の国の交付金の獲得や合併特例事業

債等の有利な財源の活用を図りつつ、「副都市核としてふさわしい賑わいある、

安全・安心に暮らせるまちづくり」を目標に、（仮称）津市久居ホール、久居

駅東西口広場・駐車場及び駐輪場整備等、平成２７年度から平成３１年度にか
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けての５か年において事業推進を図り、久居地域の住みやすさ、賑わいの創出

を図っていくこととしています。 

  ウ 直面した新たな課題への対応 

合併後においては、合併時に想定していなかった第三セクターの経営危機や、

平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災に伴うより高みを目指した終

わりなき防災対策への対応等の新たな課題に直面することとなりました。 

   【第三セクターの経営改善】 

 キーテナントの撤退以降、株式会社津センターパレスの財務体質は極めて脆

弱な状態で、経営改善が大きな課題となっていました。このため、平成２３年

度には債権者の債権・株式の譲渡による債務構造の変更、平成２５年度には本

市へ土地・建物の一部を売却し、その収益を長期借入金の返済に充てる等、抜

本的な財務状況の改善を実現しました。また、同社から取得した建物の一部に、

耐震化が課題であった津市中央公民館及び津市社会福祉センターを移転する

ことにより、両施設の課題の解決を図るとともに、津センターパレスビルに開

設したまん中こども館、障がい者相談支援センターと合わせて年間約９万人の

新たな人の流れが生まれ、中心市街地に新たな賑わいが創出される等、複数課

題を複合的に捉えることで、より効果を高める中での課題解決を実現しました。 

 さらに、早急な経営改善が喫緊の課題となっていたポルタひさいについては、

平成２５年に久居都市開発株式会社が保有する土地・建物の全てを本市に売却

し、残る債務を全て返済することにより、同年１０月に久居都市開発株式会社

を解散し、全ての課題を解決するに至りました。また、同社から取得した建物

を久居庁舎及び津南工事事務所庁舎として活用することにより、両庁舎の課題

であった耐震化の解決を図るとともに、久居保健センターの機能拡充としても

活用し、財政負担の軽減を図る中で、一層の市民サービスの向上、副都市核で
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ある久居駅周辺地区における地域活性化等、複数課題の複合化によるより効果

の高い事業推進を図ってきました。 

   【終わりなき防災対策】 

 平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災は、沿岸部に多くの市民の皆

様が生活するなど、海岸線に近接して中心市街地を有する本市に対して、津波

対応を中心とした実効性ある新たな防災対策の必要性に警鐘を鳴らすものと

なりました。本市においては、平成２４年度、平成２５年度の２か年を「災害

対応力強化集中年間」と位置付け、２年間限定で、防災担当部門の職員を増強

し、約１２億円の予算を措置し、「津波避難対策の推進」と「地域防災計画の

徹底見直し」を二つの柱とする防災対策の推進を最優先課題と捉え、実施して

きました。主な取組としては、民間事業者の協力による津波避難ビル及び津波

避難協力ビル（平成２８年１月現在：計８３施設、約１２万９千人分の避難ス

ペースを確保）の指定、６８０項目に及ぶ地域防災計画の修正、自主防災活動

活性化交付金の創設、災害対策本部機能の強化、小中学校への備蓄品配備、公

共施設の外部階段等の設置、海抜表示、津波避難計画の策定等を実施しました。

また、現在は、（仮称）香良洲高台防災公園の整備、三重県による海岸堤防の

整備が進められており、更なる高みを目指した「終わりなき防災対策」を着実

に推進しています。 

 ⑶ 課題として見えてきたもの 

合併後１０年間の “削減の改革”は、定員管理の適正化による人件費削減、

各種事務事業の廃止・統合等や補助金の廃止・縮減等による歳出削減、さらには、

各種収納金の収納率の向上等による歳入確保など、将来にわたる市民ニーズに応

えていくための強固な土台づくりを達成しました。また、同時に、市債残高（臨

時財政対策債、合併特例事業債を除く）については、約９８３億円（平成１８年
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度）から約３５２億円（平成２５年度）へと約３分の１に圧縮する一方、財政調

整基金については、約１０４億円（平成１８年度）から約１９１億円（平成２５

年度）に積み増すなど、全国に誇る健全な財政基盤の確立を図ってきました。 

また、各種の事務事業についても、行財政改革前期実施計画で未達成の取組は、

同中期実施計画へ、また、中期実施計画で未達成の取組は同後期実施計画に位置

付け、継続的に取組を推進した結果、概ね目標を達成してきました。 

しかしながら、更なる高みを目指していくに当たっては、主に、次の項目につ

いて、引き続き、継続的な取組が必要な状況となっています。  

・市税等の各種収納金の更なる収納率の向上等による着実な歳入確保 

・公的施設の総量削減、インフラの長寿命化等による維持管理経費の一層の削減 

・未利用、廃止施設の有効活用（廃止、売却・貸与、新たな目的での利活用等） 

・市民ニーズに的確に対応する認定こども園、保育所、幼稚園の整備 

・少子化、人口減少に対応した学校規模の適正化 

・定型的、簡易業務に係る一層の民間活力の活用 

・ＩＴ等、技術の進化に的確に対応した一層の合理的な業務推進 

・市民に寄り添う行政経営に則した組織機構（総合支所・出張所を含む。）や 

権限等の柔軟かつ的確な見直し 

・津市役所の組織力、津市職員の職員力の一層の強化 

・職員数２，５００人体制を基軸とした、職員及び各職場の労働環境等の改善・ 

向上 

・市民や企業等との一層の連携、協働、共助による施策推進への対応   など  
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３ これからの行政経営の姿～持続可能な市役所づくり～ 

 ⑴ 切れ目ない努力の継続 

   合併後の１０年間で構築した、創出による経営を支えるための強固な土台を維

持し、一層の強化を図っていくためには、津市役所・津市職員の総力を高め、決

して現状に満足することなく、更なる高みを目指していく前向きな組織風土と確

かな職員意識の確立を図るとともに、これまでの取組により達成できなかった道

半ばの取組を着実に推進する等、切れ目ない努力を確実かつ効果的に継続してい

かなければなりません。 

   このことから、今後においては、次の視点を基本に、途切れることのない継続

的な努力を積み重ねていくこととします。 

   ア 津市職員行動規範の着実な実践 

   イ 職員数２，５００人体制を基軸とする計画的な定員管理の推進 

   ウ 合併特例終了を見据えた計画的な財政運営の推進 

   エ 業務量に応じた経営資源の効果的活用 

  ア 津市職員行動規範の着実な実践 

複雑・多様化する市民の皆様のまちづくりに対する思いや願い、津市政への

期待を確実に把握し、着実に施策に結び付け、市民の皆様に、より大きな成果

として提供するという津市役所・津市職員の使命を果たしていくに当たっては、

市民の皆様の声を確実に受け止め、把握していく仕組み・システムの構築とと

もに、何よりもそれらを運用する職員一人一人が「市民の皆様に尽くす」とい

う市職員として当たり前の心持ちを全職員で確実に共有し、その心持ちを胸に、

市民の皆様に寄り添い、それぞれの責務を着実に遂行することにより、津市役

所全体の組織の総力を高め、顧客である市民の皆様の思いや願いを中心とした

施策展開、市民の皆様に信頼される行政経営の着実な実践が必要です。 
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このことから、本市では、経営ビジョンである市民の皆様の思いや願いに「即

答・即応し実現する市役所」の実現に向け、津市職員として求められる行動・

判断の基軸を職員自らで取りまとめた「津市職員行動規範～ゆるぎないよりど

ころ～」を策定しました。一方、仕組み・システム面では、「地域インフラ維持・

補修事業」の実施、「地域政策会議」の設置、市民の皆様の声をより確実に把握

し、着実に施策に結び付けることを一体的に担う「地域連携課」の設置、各地

域を責任を持って専門に担当する地域担当者（人口約４万人に各１人、計７人）

の配置を行ってきました。また、市民の皆様の声をより細やかに、公平、公正

に把握するための「地域懇談会」の新設・運営、さらには様々な手法で届けら

れる市民の皆様の声を組織的に共有・蓄積し、ＩＴ技術を活用した確実な課題

把握と分析の実施を目指した新たな広聴システムの構築を進めています。 

今後においては、全職員が行動規範の理念に基づき着実に行動し、これらの

仕組み・システムを確実に運用することにより、本市の最も重要な顧客、エン

ドユーザーである市民の皆様の思いや願いに即答・即応し実現する市役所づく

りを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「津市職員行動規範」の構成
津市職員行動規範の構成

津市職員行動規範
“ゆるぎないよりどころ”

全
職
員
で
共
有
す
る

“ゆ
る
ぎ
な
い
よ
り
ど
こ
ろ
”

よ
り
ど
こ
ろ
の
ベ
ー
ス

１２の推進プロジェクト
（行動規範に込めた
職員自身の心持ち）

１４６の「課の行動の基準」
（業務特性に応じた課独自の行動の基準）

津市職員
行動規範
～ひとつ
（人・津）の

あい（愛）ことば～

経営方針の実現を支える津市役所・津市職員マインド

経営方針：「即答・即応し実現する市役所」

全職員・全職場での
継続的な対話から
生みだした
100％ボトムアップ
方式による行動規範
の策定!!

（市長は職員の案を
100％承認）
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従来
政策財務部地域政策課
•総合支所の立場で本庁との
協議・調整を行う
•地域政策会議の実施

市民部対話連携推進室
•自治会の窓口としてまちづくりの思い
や考えを聞き実現につなげる
•市民活動の支援
•広聴相談
•市政懇談会の開催

地域の皆様の立場に
立った市役所となる

指示系統が２部に分かれていた
▼

情報の共有？
相互の連携？

受付後１週間以内に現状把握、
１か月以内に応答

回答ルール

即答、即応し実現する
市役所づくり

市民部地域連携課の設置・運用

即答、即応し実現する
市役所づくり

地域連携担当理事を置き、各部に対し対等な立
場で責任を持って課題要望を実現する。

明快に地域との連携をさらに強化

人口約４万人に１人ずつ地域担当者（津地域４
人、久居・安芸・一志地域に各１人）を置き、
担当地域を責任を持って専門に担当する。

地区割、横割の立場に立って取り組む

指
示
系
統
を
１
本
化

２
課
を
統
合

推
進
力
を
高
め
る

職員行動規範の実効性を高める仕組み・システム②～地域連携課の設置・運用～

＋

（Ｈ27.4～）

【 即答・即応する市役所づくり 】
【「できるもの」から実現していく】

③回答できるものから回答

②「できるもの」「できないもの」の整理
・「できないもの」にとらわれて「できるもの」への対
応が遅れないようにする。

・「できるもの」から迅速かつ着実に取り組み、順
次回答していく。

◆回答のルール◆

職員が市民の皆様からの要望や地域
の課題などへの対応状況を常に共有し、
課題などをないがしろにすることがない
よう取り組む。

地域連携課
各総合支所、各出張所

担 当 課 等

①受付後１週間以内に現状把握、
１か月以内に応答

・回答できるまで連絡しないのではなく、１か月以
内に説明、進捗状況を伝える。

・１週間以内に連絡し、面談などにより申出の主
旨確認を行い方向性を示す。

市民（住民、自治会など）

地域担当者が担当課に対応、回答を調整

対応のスピードアップ
情報共有

※市民の皆様から届く地域課題等
•市民の皆様の声や自治会要望
•地域懇談会 など

地域課題・要望など
※地域連携課が
回答後の対応状
況も含め、進行管
理を行う

回 答

職員行動規範の実効性を高める仕組み・システム①～１週間・1か月ルール～
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 イ 職員数２，５００人体制を基軸とする計画的な定員管理の推進 

    本市においては、合併後の１０年間において、行政効率の向上等を図ること

により、１０の市町村が一つになった利点を最大限に活用し、職員数２，５０

０人体制を構築しました。当該体制については、新たな市民サービスの創出を

可能とする土台づくりの基軸であることから、今後においても、大きな社会経

済情勢の変化や行政需要の増大が見込まれない限り、基本的には維持・継続し

ますが、職員数の減少により、行政サービスの質や量が低下するようなことが

あってはなりません。また、財政支出において大きな割合を占める人件費負担

の平準化は、持続的な財政運営を図るための重要な課題となります。 

    このため、津市職員定数条例においては、育児休業者や派遣職員等、実働人

員として確保できない職員を定数外とする規定を設け、実働人員による職員数

２，５００人の確保を図るとともに、育休代替任期付職員採用や職務経験者採

用の機動的な活用等、多様な任用形態の導入による新たな定数管理により実働

職員行動規範の実効性を高める仕組み・システム③～地域懇談会の開催～

地域の望みを一歩でも前に進める
「即答・即応し実現する市役所」として、地域の課題や望み
を直接伺い、その解決に向けて少しでも前に進めていくため
の手法として開催

地域から頂いた声を曖昧にしない
【半年に１回開催】
地域から頂いた声について、何らかの課題の解決に向け
て方向性をお示しできるよう、半年後に改めて開催

地域と市役所が
連携し、課題解決や
地域振興を図る

第１回

地域懇談会

所管課Ａ

所管課Ｃ

所管課Ｂ

所管課Ａ

所管課Ｃ

所管課Ｂ

①地域課題の把握

②対応の回答

調
整

③今後の取組や方向

地
域

地域担当者

地域担当者

第２回

地域懇談会

第３回

地域懇談会

①地域懇談会で頂いた課題を地域担当者が
とりまとめ所管課と調整します。

②所管課において、次回開催（約６か月後）ま
でに、整理・実施できるものは、逐次対応につ
いて地域担当者からお返しします。

③調整が必要なものは次回開催（約6か月
後）までに整理し、今後の取組や方向につい
てお示しできるようにします。

フォローアップ体制

・市民の皆様の声（内容・地図情報・対応状況・対応結果等）をリアルタイムで全庁共有、一元管理
・Ｈ28.2（市民部・総合支所・建設部で仮運用）、Ｈ28.3（全部局で本格稼働）

IT技術を活用した
新たな広聴

システムの構築

＋
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人員の確保を図ってきています。また、少子高齢化が進む中、多種多様な技術

と経験を有する人材の活用を図るため、再任用職員の積極的な活用も図ってき

ています。 

    今後においても、これら多様な採用・任用形態を効果的に活用した計画的か

つ実効性ある定員管理を推進します。 
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345 344 345 345 345 345 345 345 345 351 
29 29 29 30 31 31 30 30 30 29 

184 173 162 155 153 136 138 137 134(3） 131(3)

276 274 270 264 257 263 263 259 254（4） 257(8)

2,285 2,263 2,208 2,106 2,007 1,931 1,863 1,802 1,744（8） 1,731（14）

1,069 1,054 
956 957 963 1,026 1,039 

1,061 1,077 
1,076

11 6 
22 

47 
90 124 149 152 157 187 

4 13 11 

3,119 3,083 
3,014 

2,900 
2,793 

2,706 
2,639 2,573 2,507 2,499 

0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

3,000 

3,500 

4,000 

4,500 

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

職員数の推移

議員数 合併前 166人 現　在 36人

臨時職員の内訳（平成26年度）

【事務補助】 91人
【専門職】

保育士 238人
幼稚園教諭 46人
保健師・看護師 26人
特別教育支援員 146人
その他専門職 134人

【技能労務】
観光施設等事務員及び作業員

159人

用務員 64人
日宿直代行員 29人
調理員 29人
その他技能労務員 114人

計 1,076人

※各年度４月１日現在の職員数

- - - - 正規職員計

内　一般行政職等（正規職員）

内　保育士（正規職員）

内　幼稚園教諭等（正規職員）

内　短大教員（正規職員）

内　消防職員（正規職員）

任期付職員（短時間勤務）

再任用職員（短時間勤務)

臨時職員

合併時に目標として定めた職員数２，５００人体制に向け、職員数の削減を進め
たところ、当初目標より前倒しして達成しました。

※（ ）内は、育休代替任期付職員数

職員数２，５００人体制の確立
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  ウ 合併特例終了を見据えた計画的な財政運営の推進 

    本市においては、合併後１０年間の取組を通じて、全国に誇る健全財政を確

立しました。今後においては、この健全財政を確実に維持・向上させ、普通建

設事業費等の確実な確保等、市民生活に貢献する計画的な財政運営を行ってい

かなければなりません。事業の削減による財政の安定化は容易に行えますが、

それだけの対応では、市民の皆様の期待に着実に応えることや、将来世代に負

担を残さない中で生活基盤を整備することはできません。このことから、主に

次の視点を重視し、市民の皆様の思いや願いを着実に形にするための計画的な

財政運営を推進します。 

   (ｱ) 地方創生等、新たな資金の確実な獲得 

    急速な少子高齢化の進展に対応し、人口減少に歯止めをかけるとともに、東

2,790

(1,069人)

2,708

(1,054人）

2,599

(956人)

2,648

(957人）

2,763

(963人） 2,861

(1,026人)
2,876

(1,039人) 2,957

(1,061人）

2,771

(1,077人)

31

（11人）

17

（6人）

54

（22人）

133

（47人）
270

（90人） 389

（124人）

493

（149人）

428

（152人）
451

(157人）

9

（4人）
35

（13人）

36 

55 

108 
198 

518 
854 

1,215 

28,623 

27,346 

27,834 

26,851 

26,078 25,853 26,202 26,030 

25,442 

25,802 

24,621 25,145 

24,015 

22,937 

22,405 22,315 
21,782 

20,970

0

22,000

24,000

26,000

28,000

30,000

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

正規職員 臨時職員 再任用職員（短時間勤務）

任期付職員（短時間勤務） 業務委託 合計
（単位：百万円）

H18～H25
人件費関連経費

３２億円削減

※（ ）内は各年度4月1日現在の職員数

H18～H25
人件費（正規職員）

４８億円

H18～H25
（8年間）削減額

累計
１７３ 億円

H18～H25
（8年間）削減額

累計
２２２ 億円

（3,119人）

（3,083人） （3,014人）

（2,900人）

（2,793人）

（2,706人） （2,639人）

（2,573人）

（2,507人）

人件費の推移（平成17年度～平成25年度）
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京圏への一極集中の是正により、それぞれの地域で住みよい環境を確保し、将

来にわたって活力ある社会を維持することを目指して、平成２６年１１月２８

日に「まち・ひと・しごと創生法」が施行されたことを踏まえ、全国において

地方創生に向けた対応が急がれています。 

    本市においては、平成２７年度に「津市まち・ひと・しごと創生人口ビジョ

ン・総合戦略」を策定し、平成２７年度から平成３１年度までの５か年におけ

る基本目標や施策を位置付けるとともに、計画策定に先駆けて、地域活性化・

地域住民生活等緊急支援交付金を活用した地域経済の活性化や、子どもを産み

育てやすい環境づくり、ＵＩＪターンの促進等にいち早く取り組んでいます。 

今後においても、国の交付金の有効活用等、新たな資金の確実な獲得を図り、

「ひと」と「しごと」の好循環を創出し、「まち」の活性化に向けた取組を効

果的かつ集中的に推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

T s u C i t y

16112

①急速な少子高齢化の進展に対応し、人口減少に歯止めをかける
②東京圏への一極集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を確保し、将来にわたって活力ある日本社会を維持する

地方創生の目的

平成26年11月 「まち・ひと・しごと創生法」施行

平成26年12月閣議決定
「長期ビジョン」：2060年に１億人程度の人口を確保する

中長期展望
「総合戦略」：2015～2019年度（5ヵ年）の政策目標・施策

平成26年12月閣議決定（平成27年2月3日 国の補正予算成立）

「地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策」
※地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金により、地域消費
喚起や各地方公共団体への地方創生への先行的取組を支援

■人口ビジョン：津市の人口動向・経済情勢、将来人口
推計の分析、将来の人口展望

■総合戦略：国の総合戦略を勘案し、人口ビジョンを踏
まえた5ヵ年の基本目標・施策

○策定に向けた庁内の推進体制
Ｈ27.2.2 津市まち・ひと・しごと創生総合戦略等推進

会議の設置
Ｈ27.7.13   第2回会議（骨子案の確認）
Ｈ27.10.20 第3回会議（案の確認）

地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金を活用する事業

○地域経済の活性化 プレミアム商品券発行事業（予算額：330,293千円）
○子どもを産み育てやすい環境づくり

不妊治療休暇制度促進事業（予算額：15,200千円）
○地域産業の育成と競争力強化

農地集積・集約化促進事業（予算額：28,095千円）、木材利用促進ネットワーク
事業（予算額：3,565千円）、生産性向上促進事業（予算額：10,000千円）、
つ・環境フェスタ事業（4,500千円）

○津市へ「ひと」を呼び込むＵＩＪターンの促進 ＵＩＪターン促進事業（22,500千円）
○魅力の発信強化

観光ボランティア活性化事業（3,081千円）、ＪＲ名松線の全線復旧を活かした
美杉地域の活性化（24,789千円）、プロモーションビデオを活用したイメージ戦
略（19,542千円）

○総合戦略等の策定 人口ビジョン、総合戦略の策定（9,887千円）

地
方
創
生
の
取
組
を
早
期
に
実
施

国の交付金
を有効活用

地方創生の取組

Ｈ27.11.6 （仮称）津市ひと・まち・しごと創生
人口ビジョン・総合戦略（案）を公表

平成27年度中に津市版の「人口ビジョン」、
「総合戦略」を策定
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   (ｲ) 事業の複合化による社会資本整備総合交付金等の効果的活用 

     国においては、道路、河川、砂防、まちづくり等に係る地方公共団体向け

の個別補助金を一つの交付金に一括した社会資本整備総合交付金制度を平

成２２年に創設しました。当該制度の創設は、地方自治体にとっては、これ

まで事業別に個別に行ってきた関係事業の一本化による事務の効率化が図

られるとともに、計画に位置付けた事業について、その範囲内で自由に国費

を充当できることでこれまで以上に市町村の自由度が高まり、複数の社会資

本整備を面的に進める等、地域の実情に応じて、市町村の創意工夫を発揮で

きることとなりました。 

     市民の皆様の安全・安心を高め、暮らしを創るための基盤となる社会資本

の整備は、計画的かつ着実な推進が重要となりますが、その実施に当たって

は多大な投資が必要であり、健全財政の下にあっても可能な限りの義務的経

費の削減とともに、国・県等からの新たな資金の獲得が重要となります。 

     本市においては、久居駅周辺地区における副都市核の整備に向け、当該地

域の課題を一体的に捉えた久居駅周辺地区都市再生整備計画を策定し、当該

交付金（約１６億円）の活用により、（仮称）津市久居ホールや久居交流広

場の整備、道路改良、駐輪場・駐車場の整備等を総合的に実施し、副都市核

としてふさわしい賑わいある、安全・安心に暮らせるまちづくりを推進して

います。 

     市民の皆様の思いや願いは複雑・多様化しており、従来のような個別的対

応においては、十分な成果を提供できない時代が到来しています。このこと

から、今後においては、本市が実施する全ての施策において、様々な課題を

複合的に捉える複眼思考を重視し、課題解決策の複合化を図ることで、市の

財政負担の軽減を図りつつ、市民の皆様の要望・期待に迅速かつ着実に対応
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していくこととします。 

   (ｳ) 起債の在り方の見直し（市費負担の低減） 

     本市においては、職員数の削減等による人件費等の経常経費の圧縮に加え、

必要最小限かつ計画的な借入れによる公債費の抑制を基本としつつ、借り入

れる地方債については、合併特例事業債や過疎対策事業債という本市にとっ

てより条件の有利な地方債（元利償還金が地方交付税の基準財政需要額に算

入されるため、返済する借金と利息の一部が地方交付税で補てんされ、補助

金を獲得したものと同様の効果がある）の活用に努めてきたところです。 

     今後においても、公債費の抑制を基本としつつ、本市の財政運営において、

より条件の有利な地方債の活用など、起債の在り方の見直しに取り組み、適

正な財政調整基金の確保等、健全財政の維持・向上を図ります。 
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■人件費・公債費の推移（当初予算額） ■市債残高見込の推移（年度末見込）

（単位：億円）

■市債発行額の推移（当初予算額）

（単位：億円）

※臨時財政対策債：元利償還金の全額が地方交付税に算入される市債。
実質的な地方交付税

※合併特例事業債：元利償還金の7割が後年度の地方交付税に算入される市債

（単位：億円）

地方交付税に算入され
る有利な市債の活用

一定水準での財政
調整基金の維持

公債費の抑制
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   (ｴ) 市税等の各種収納金の一層の収納率の向上  

     市税等の各種収納金については、本市のまちづくりや施策の推進に当たっ

ての市民の皆様から預かった貴重な財源であるとともに、国・県に頼らず、

本市が自主的に得られる財源です。平成２７年度当初予算における本市の自

主財源は、歳入全体の４７．６％となっており、この自主財源を確実に確保

していくことは将来にわたる健全財政の維持に欠かすことのできない重要

な課題となります。 

     このため、本市においては、公平・公正な受益者負担の維持を図るため、

行財政改革の推進において、各種収納金に係る目標収納率を定め、各事業所

管課における収納金の確保に努めてきました。また、平成２３年４月には、

特別滞納整理推進室を設置し、各事業所管課と同室の連携により回収が困難

983.3 969.6
892.8

802.1
717.0

632.0
547.0

472.5
405.6 351.5 298.2

0.0 0.0

0.0

0.7
44.3

50.3

67.4
78.5

94.1
139.4 188.3

189.5 189.1
217.6

239.6
256.5

287.4
351.1

386.8
421.1 454.9 484.8

140.1 139.1 138.2 137.4 139.8 142.1 143.3 144.7 145.9

0

20

40

60

80

100

120

140

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

H18.1.1

時点

H17年度

決算

H18年度

決算

H19年度

決算

H20年度

決算

H21年度

決算

H22年度

決算

H23年度

決算

H24年度

決算

H25年度

決算

H26年度

決算

臨時財政

対策債

合併特例

債

臨時財政対

策債及び合

併特例債を

除く市債

1172.8 1158.7

1042.4

1110.4

1017.8
969.7 965.5

937.8 920.8 945.8
971.3

歳入における新規の市債発行額（普通会計ベース）

実質公債費比率と将来負担比率の推移

（単位：億円） （単位：兆円）

全国地方公共団
体地方債残高

※全国地方公共団体地方債残高の平成26年度数値は現時点では未公表

財政調整基金年度末残高の推移

市債借入年度末残高と全国地方公共団体地方債残高の推移（普通会計ベース）

10.0 12.9 15.6 
9.7 7.7 13.1 10.8 

18.7 
7.9 

0.0 
0.7 

45.5 

9.8 
21.3 

16.5 22.1 

53.7 

60.8 

28.9 
28.9 

27.1 

42.0 

76.5 

51.0 
51.5 

54.2 
53.4 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

110

120

130

140

平成18年度

決算

平成19年度

決算

平成20年度

決算

平成21年度

決算

平成22年度

決算

平成23年度

決算

平成24年度

決算

平成25年度

決算

平成26年度

決算

臨時財政

対策債

合併特例

債

臨時財政

対策債及
び合併特

例債を除

く市債

42.5

88.2

61.5

105.5

80.6
84.4

126.6
122.1

38.9

健全財政の維持

（単位：億円）

120.0 117.5

103.8

88.3

51.5 51.9

51.1
45.0 

15.2 15.9

13.4 13.4
13.0 

12.2

10.9

9.8

8.9
9.2

8

9

10

11

12

13

14

15

16

20

40

60

80

100

120

140

160

180

H17年度

決算

H18年度

決算

H19年度

決算

H20年度

決算

H21年度

決算

H22年度

決算

H23年度

決算

H24年度

決算

H25年度

決算

H26年度

決算

将来負担比率（左軸）

実質公債費比率（右軸）

（単位：億円）

104.3
119.6

107.9
126.9 131.6

141.9 149.1
167.3

183.3
191.2

200.6

0

50

100

150

200

H18.1.1

時点
H17年度

決算

H18年度

決算

H19年度

決算

H20年度

決算

H21年度

決算

H22年度

決算

H23年度

決算

H24年度

決算

H25年度

決算

H26年度

決算



48 

 

な債権の回収に積極的に取り組んできました。その結果、平成２６年度決算

における市税収納率（現年分）が９９．０％、国民健康保険料収納率（現年

分）が９０．４％に達する等の効果を上げてきたところです。 

     今後においても、各事業所管課と特別滞納整理推進室との連携の下、厳正

な滞納処分の執行等による更なる収納率の向上に努めるとともに、職員のス

キルの向上等を図りつつ、新たな収納方法の導入等、各種収納金に係る一層

の収納率の向上に取り組みます。また、モーターボート競走事業については、

本市財政への貢献のため、一般会計の繰り出しを継続できるよう引き続き安

定経営に取り組みます。 

  エ 業務量に応じた経営資源の効果的活用 

    市民の皆様の暮らしの多様化、向上に伴い、市民の皆様の思いや願いは、今

後ますます複雑・多様化していくことが予想されます。この複雑・多様化する

ニーズに対し、津市役所・津市職員は、予算・組織・人材・情報・施設・パー

トナーなどの経営資源を効果的に活用し、市民の皆様に最大の効果を提供でき

るよう、着実に対応していかなければなりません。このため、今後においては、

主に次の視点を重視して、業務量に応じた経営資源の効果的な活用に取り組み

ます。 

   (ｱ) 職員数２，５００人体制の下での人的資源の効果的活用 

     合併後１０年間の取組においては、災害対応力強化集中年間（平成２４年

度及び平成２５年度）に限った危機管理部への職員の大幅な増員等、今、求

められる業務に、必要な人的資源を確実に投入するメリハリある職員配置に

より、迅速かつ的確な意思決定を可能とする機動的でスリムな組織体制の整

備、業務処理のスピード化を進めてきました。しかしながら、一方では、恒

常的に時間外勤務が必要な部門や業務の繁忙期・閑散期が比較的明確な部門



49 

 

が存在する等、人的資源の効果的活用に当たっては、改めて、各部門の業務

量や仕事の進め方等の現状を的確に把握するとともに、国・県からの更なる

権限移譲等による将来的な業務量について的確に見極めた上で、各現場の業

務実態に応じたこれまで以上の的確な人員配置が必要となります。このこと

から、本市の全ての業務を対象に、改めて業務の具体的内容、投入資源（人・

時間・システム等）の現状、将来見通し等に係る総点検を実施し、庁内での

情報共有の下、業務量に的確に対応した職員配置による人的資源の効果的な

活用を図ります。また、仕事の進め方の改善については、実際の業務の現場

における創意工夫がなければ達成することができません。このため、恒常的

な時間外勤務が行われている課等に対し、試行的に職員を増員し、当該課長

等のリーダーシップの下、業務改善に取り組み、その結果を検証した上で、

職員配置の見直しを行います。 

   (ｲ) 公共施設、インフラ等の総量適正化・長寿命化による効果的活用 

     本市は、合併により各種の公共施設を多数保有するとともに、広い市域を

有することに伴い多くの道路、橋梁、上下水道、公園等の社会基盤を保有し

ています。これら公共施設やインフラについては、老朽化対策が大きな課題

となる中、限られた財源と人口減少による利用需要の減少等に的確に対応す

るため、長期的視点の下での計画的な更新、耐震化及び長寿命化への対応が

重要となります。 

    【公共施設の効果的活用】 

各種の公共施設については、それぞれの地域において、地域活性化や地域

文化の振興等に向けた拠点として、地域住民に利用いただく等、それぞれに

目的を持って管理・運営を行っています。しかし一方では、同種目的の施設

が多数存在すること、隣接して複数の施設が設置されていること等、各種公
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共施設の将来にわたる適切な維持・管理を図るに当たっては、改めて、各施

設の利用状況や地域での役割等を的確に把握した上で、利用目的の多機能

化・複合化を図りつつ、地域住民や利用者の十分な理解の下、同種あるいは

近隣に設置する施設の統廃合等による集約化の促進等、保有施設の総量を抑

制することにより、将来を見据えた財政負担の軽減・平準化に向け、適正な

配置を実現していくことが必要です。 

このような中、国においては、地方自治体に対して公共施設等の総合的か

つ計画的な管理を推進するための「公共施設等総合管理計画」の早急な策定

を求めるとともに、当該計画に基づく着実な公共施設の集約化・複合化、転

用等の実施を支援するため、公共施設等最適化事業債及び地域活性化事業

（転用事業）債が創設されたところです。本市においては、これら国の動向

等を踏まえ、平成２８年度中に公共施設等総合管理計画を策定し、保有する

公共施設等に係る現状把握や今後の利活用方針の取りまとめを行います。 

今後においては、公共施設等総合管理計画に基づき、地域振興に資する地

域住民の活動拠点として、より効果的な利活用の促進を図るとともに、新た

な目的による利活用、さらには民間団体等への売却・賃貸等による新たな財

源の確保等、各施設やその所在する地域の特性等を踏まえ、様々な利活用形

態を検討する中で、利用目的の多機能化等による施設の廃止、統廃合等を推

進します。また、施設の更新・新設に当たっては、施設の設置目的や必要と

する機能・規模等を明確化した上で整備の推進を図る等、地域住民や利用者

の理解の下、保有する公共施設の総量削減を推進します。 

【インフラの長寿命化】 

道路、橋梁、上下水道等の各種インフラについては、市民の皆様の安全で

安心な暮らしを支え、守り続けるための基本的な基盤であり、将来にわたっ
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て適切に維持・管理していくことが必要となります。このため、本市におい

ては、「道路整備計画」、「舗装維持管理計画」、「橋梁長寿命化修繕計画」に

基づき、道路・橋梁の老朽化度合い等の把握や今後の整備の方向性・優先度

等を明らかにするとともに、「水道事業基本計画」、「生活排水処理アクショ

ンプログラム」等に基づく水道管路の耐震化や各種生活排水処理対策の着実

な推進、各種インフラ等の長寿命化に向けた取組を推進しています。 

今後においても、これら各種計画に基づくインフラ等の適切な維持・管理、

計画的な修繕等の実施等により、将来にわたる財政負担の平準化の下、可能

な限りの長寿命化の促進等、既存インフラの機能等の最大化を図ります。 

   (ｳ) 情報データの適正管理と効果的活用 

     ＩＣＴ（情報通信技術）の飛躍的な発展に伴い行政分野への活用とこれに

合わせた業務や制度の見直しにより、複雑・多様化する市民ニーズへの効果

的かつ効率的な対応や行政と市民の皆様との協働の促進等、創意工夫を活か

した多様なサービスの創出が求められています。このことから、本市が保有

するデータについて、誰もが容易に二次利用できるよう、積極的なオープン

データ化に取り組み、市役所内外を通じての効果的な活用を推進します。更

に、本市において生成・収集・蓄積等を行う多種多量の情報のデータ化と活

用を推進します。 

なお、市民の皆様から寄せられる各種の意見・要望等については、その内

容や状況等を関係各課においてより迅速に共有するため、平成２８年３月に

導入予定の新たな広聴システムを効果的に活用し、これまで以上に、リアル

タイムで状況等の把握・共有を図ることにより、迅速かつ的確な方策・施策

等への対応・展開に取り組みます。 
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  ⑵ 新たな行政経営の展開～“削減の改革”から“創出による経営”へ～ 

今後の行政経営の推進に当たっては、切れ目ない努力の継続に加え、これま

で当たり前と考えていた視点や縦割による個別課題への対応という従来型の

課題解決手法から脱却し、市民の皆様と共に、まちづくりの目標や目指すべき

姿をしっかりと共有し、的確な役割分担と緊密な連携・協働の下、取り組んで

いくことが必要です。 

このため、新たな行政経営の展開においては、施策目的の「明瞭化」と、限

られた経営資源や推進施策の「複合化」をキーワードに、行政による新たな価

値の実現に加え、自治意識の高い市民の皆様との協働、共助による付加価値の

創出を相乗させていく「創出による経営」への転換を図ります。 

 

 

 

 

 

  ア これまでの取組で構築した土台の維持・強化 

    合併から１０年間の “削減の改革”により、「２２２億円を削減した職員数

２，５００人体制の実現」、「着実な施策の推進を支えるためのスリムな組織・

職員体制の実現」、「将来へ過大な負担を残さない健全財政の実現」等、将来に

わたり市民ニーズに迅速かつ的確に応えていくための強固な土台を構築して

きました。 

     また、複雑・多様化する市民ニーズに対応するため、多様な人材の確保、組

織の活性化を図るべく、職務経験者採用を含めた多数の職員採用の実施を図っ

てきています。更に、地域連携課の活用や、総合支所の権限強化等、市民の皆

新たな行政経営の展開

多様化する市民の皆様の思い
や願いの迅速かつ着実な実現

複雑化する各種行政課題の
迅速かつ確実な克服

施策目的の“明瞭化”
＋

活用資源・組織・推進施策等の“複合化”

・行政による

“新たな価値の実現”
・市民による

“付加価値の創出”

明 瞭 化 複 合 化＋ 【行政】
新たな価値の実現

【市民】
付加価値の創出＝ ⇒＋α
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様に寄り添い、真の思いや願いを聴き、施策への着実な反映を図るための組

織・職員体制を実現するとともに、財政調整基金の積増し等、将来にわたる持

続的な成長戦略をしっかりと支え得る健全財政を実現してきています。 

    今後においては、現状に満足することなく、引き続き、全職員一丸となって

切れ目ない努力を積み重ね、土台の維持と一層の強化を図ることにより、これ

まで以上に、市民の皆様の思いや願いを一歩ずつ着実に形にしていかなければ

なりません。このことから、主に次の視点に基づく取組を推進します。 

   (ｱ) 職員数２，５００人体制を基軸とした職員力の更なる強化 

社会経済情勢や市民ニーズの変化、中長期的な将来見通し等に基づき、そ

の時々の本市の必要とする高い意欲と能力を持った職員の確実な確保を図

るとともに、即戦力として活躍可能な多様な知識・経験を有する職務経験者

の確保を図ります。 

また、採用後においては、「津市職員行動規範」の実践を通じた「市民の

皆様に尽くす」高い意識の醸成や、業務遂行に当たり必要となるスキル・感

性・国際感覚等を確実に身に付けるための職員研修の充実、各職場における

職員育成力の強化を図り、職員数２，５００人体制を基軸とした職員力の更

なる強化に取り組むとともに、各職場における職員の時間外勤務の実施状況

等の適正な把握・改善等を図り、心身を通じた職員の健康管理の推進にも取

り組みます。 

   (ｲ) スリムな組織体制の維持・組織力の更なる強化 

     急速に変化する社会経済情勢や、ますます複雑・多様化する市民の皆様の

期待等、新たな行政課題に対し着実に対応し続けるための迅速かつ的確な意

思決定を可能とする組織体制の整備に向け、「市民の皆様に最大の成果を提

供できるか」という視点の下、常に組織体制を検証し、一層の迅速な意思決
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定と業務の効率的な処理のためのメリハリある、更なる高みを目指した組織

体制の整備を継続します。 

   (ｳ) 健全財政の維持・将来を見据えた財政運営 

     合併からの１０年間は、合併特例事業債や地方交付税算定における合併算

定替等、いわゆる合併特例を効果的に活用する中で、財政負担の軽減を図り

つつ、合併２０事業等、新・津市として、市民の皆様の暮らしを支える基盤

整備の実現に向け、積極的な投資を実施し、市民の皆様との約束を着実に形

にするとともに、財政調整基金の着実な積増し等による健全な財政基盤の確

立を両立してきました。しかしながら、今後においては、合併特例の終了や

大規模建設事業の進展に伴う公債費負担の増大、老朽化が進む公共施設の更

新、再編等に伴う投資的経費の増加等により、財政調整基金の一定の減少は

避けて通ることができません。 

このことから、今後においても、業務量に応じた予算・組織・人材・情報・

施設・パートナーなどの経営資源の効果的活用や仕事の進め方の見直し等に

より、人件費等の経常経費の一層の適正化に取り組みます。また、自主財源

の根幹をなす各種収納金の確実な確保はもとより、競艇事業の経営改善や広

告料収入の確保等による税外収入、各種交付金等のより有利な財源の獲得、

積極的な企業誘致の実施等、着実かつ新たな財源の確保に取り組みつつ、公

債費負担の縮減・平準化等に継続的に取り組みます。 

なお、将来世代の暮らしやまちづくりのための重要経費である普通建設事

業費については、将来にわたる財政負担を的確に見極めつつ、毎年度、適正

な規模の確保を図るとともに、財政調整基金については、急激な社会経済情

勢の変化への柔軟な対応への備えを図るべく、適正規模での確保を継続しま

す。 
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  イ 新たな潮流への対応 

地方創生の推進や、特例市制度の廃止に係る都市制度の見直し、「地域の自主

性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する

法律」（第５次地方分権一括法）に基づく更なる権限移譲の推進等、近年、地方

都市を取り巻く環境は、これまで以上に急速に変化しており、これら新たな時

代の潮流に対して、的確に対応していくことが必要です。 

これらの課題に的確に対応し、本市の持続的な成長・発展を図るため、津市

総合計画後期基本計画はもとより、津市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン・

総合戦略に位置付ける各種施策の着実な推進を図ります。また、「対話と連携」

を基本とする市民の皆様や民間企業等との一層の連携強化による施策推進を図

るとともに、権限移譲への対応については、国・県からの移譲に対する的確な

対応だけでなく、本市として必要があると判断した権限については、国・県に

対し、積極的に権限の移譲を求める等、真に必要な権限の獲得を図ります。 

職員数2,500人体制を基軸とした市民の皆様の期待に着実に応えるための多様な人材の確保と人づくり

市民の皆様の期待の変化、新たな課題に着実に応えるメリハリある組織体制の実現に向けた見直しの継続

合併特例事業債（H32まで）終了後など、将来を見据えた的確な財政運営の維持・継続

職員数2,500人体制を基軸とした職員力の更なる強化

スリムな組織体制の維持・組織力の更なる強化

健全財政の維持・将来を見据えた財政運営

市
役
所
づ
く
り

持
続
可
能
な

市民ニーズに応えるための土台の維持⇒ 新たな価値の創出を見出すための土台の強化

“削減の改革”の主な成果＝市民ニーズに応えるための土台づくり

定員管理の適正化による人件費の削減（約222億円）、各種事務事業の廃止・統合等
補助金の廃止・縮減等、各種収納金の収納率の向上など

更に、市債残高が１／３に、基金が２倍に!!

【臨時財政対策債、合併特例債を除く市債残高】 H18 : 約983億円 ⇒ H25 : 約352億円

【財政調整基金残高】 H18 : 約104億円 ⇒ H25 : 約191億円

新たな価値の創出を見出すための土台を維持・強化するための“切れ目ない努力の継続”
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なお、地方自治法の改正による都市制度の見直しにより、本市は、中核市に

移行する要件を満たすこととなりました。しかしながら、現状においては、こ

れまでの地方分権一括法や三重県条例に基づく国・県からの権限移譲により、

本市として必要な主な権限は既に受任している状況です。このことから、平成

２７年度から、中核市移行を検討している１０都市の一つとして、全国の中核

市で組織する中核市市長会の各種会議等に参加する等、本市として、中核市移

行が必要と判断した際には、速やかに移行できるよう引き続き、検討を進めま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ウ 行政経営の骨太化 

    市民の皆様の期待に着実に応え続けるためには、想定外の急激な社会経済情

勢の変化や市民ニーズの進化・高度化に対しても、柔軟かつ的確に対応し、最

大の価値を創出する、より高度で強靭な能力を兼ね備えた骨太の経営体の構築

が求められます。このことから、常に、職員一人一人の意識・能力の更なる向

上による職員力の強化、職員力の総和である津市役所の組織全体の総力の成長

を図るとともに、ＩＣＴ技術の活用や、市民の皆様との対話と連携による自治

中核市が処理する主な事務

保健衛生に関する事務
・保健所の設置
・飲食店営業等の許可
・温泉の利用許可
・旅館業・公衆浴場の経営許可

福祉に関する事務
・保育所の設置の認可、監督
・養護老人ホームの設置の認可、監督
・介護サービス事業者の指定
・身体障害者手帳の交付

教育に関する事務
・県費負担教職員の研修

環境に関する事務
・一般廃棄物処理施設、

産業廃棄物処理施設の設置の許可
・ばい煙発生施設の設置の届出の受理

まちづくりに関する事務
・屋外広告物の条例による設置制限
・サービス付き高齢者向け住宅事業の

登録
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意識の更なる高揚・市民力の向上等、限られた予算・組織・人材・情報・施設・

パートナーなどの経営資源を効果的に活用し、急激に変化する社会環境に対し、

それを上回る高度な対応性を有する経営体の構築を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

“ 市民の皆様の期待を超えるサービス”を提供するための“創出による経営”
【平成28～32年度：5年間】 津市行政経営計画に基づく取組を推進 （⇒創出による経営“実行”の５年間）

※今回は、創出による経営“実行”の５年間の計画を提案
【平成33～37年度：5年間】 更なる価値の創出を目指した取組を推進 （⇒創出による経営”磨き上げ“の５年間）

※５年後に、実行の５年間の取組結果を踏まえ、“磨き上げ”の５年間の計画を再提案

地方創生、定住促進、地域連携、権限移譲、中核市移行等への的確な対応

限られた経営資源の効果的活用⇒最大の価値の創出を図る行政経営の実現

市民の皆様の思いや願いを

着実に形にし続ける

行政経営の推進

津市行政経営計画に基づく取組の推進

た
め
に

具
現
化
の

高みを目指した“新たな潮流”への対応

高みを目指した“行政経営の骨太化”

「合併してよかった」と
実感できる津市づくり
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４ 創出による経営の推進 

 ⑴ 創出による経営を支える３つの基本的視点と取組の方向性 

   合併後の１０年間で築き上げた強固な土台の維持・向上を図る切れ目ない努力

の下、市民の皆様の期待を超えるサービスを提供し続けるための確かな「創出に

よる経営」の実現を図るため、本市が実施する施策において、次の３つの基本的

視点を取り入れ、着実な推進を図ります。 

  ア 組織力・職員力の最大化による“新たな市民サービス”の創出 

   (ｱ) 津市職員行動規範の理念を踏まえた着実な施策の推進 

     経営ビジョンである「即答・即応し実現する市役所」の確立を図るため、

施策の推進を担う全ての職員は、全体の奉仕者にふさわしい高い倫理観と市

民の皆様に尽くす心持ちを確実に保持するとともに、公平・公正に業務を執

行し、「常に市民に寄り添い、市民の思いを形にし続ける」、「組織と仲間を

尊重し、強固に連携・協力する組織力を高め続ける」、「常に高みを目指す技

術と心持ちを持ち続ける」というゆるぎない信念の下、一致団結して、市民

の皆様に信頼され、市民の皆様の期待をわずかでも超える新たな市民サービ

スの創出に取り組みます。 

   (ｲ) 対話と連携を基本とする着実な施策の推進 

     本市が実施する全ての施策に係る企画・展開に当たっては、「市民の皆様

の真の思いや願いはどこにあるのか」、「今、津市役所としてすべきこと、で

きることは何なのか」等、常に市民の皆様との対話と連携を最重視し、対話

と連携の中から、課題を見出し、解決策を構築し、着実な施策の推進を図る

ことにより、市民の皆様の思いや願いに基づく新たな市民サービスの創出に

取り組みます。 
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   (ｳ) 地域・団体・市民・民間等との協働、共助の促進による施策の推進 

     限られた予算・組織・人材・情報・施設・パートナーなどの経営資源の下、

創出する効果の最大化を図るため、津市役所・津市職員による最大限の取組

に加え、的確な役割と責任分担の下で、行政内部では得られない地縁や市民

活動等とも連携した経営資源の効果的な活用等、市民の皆様や民間企業、団

体等との最大限の協働、共助を促進し、市民の皆様とともに、新たな市民サ

ービスの創出に取り組みます。 

  イ 資産の効果的活用等による“更なる資産力”の創出 

   (ｱ) 公共施設、インフラ等の機能・利用機会の拡大に向けた施策の推進 

     本市が有する多種多様な公共施設やインフラ資産については、人口減少に

よる利用者需要の減少や老朽化に伴う更新等の課題を踏まえ、近接施設の機

能統合や複合的利用の促進等による機能強化及び利用機会の拡大等を推進

します。また、統廃合や休止等により当初の目的を達成した公共施設等につ

いては、地域住民や施設利用者の声を十分に踏まえた中で、地域活性化や地

域文化力の向上等、地域住民が望む活用を基本とした新たな目的による利活

用を図るとともに、地域の十分な理解の上で、撤去・売却等による施設の総

量抑制に取り組むなど、現有資産の効果的活用により、更なる資産力の創出

に取り組みます。 

   (ｲ) 公共施設の管理運営の最適化による施策の推進 

     本市が設置する公共施設の管理運営に当たっては、主に「市直営」、「一部

業務の民間委託」、「指定管理者による管理運営」という手法により実施して

います。管理運営手法の選択に当たっては、当該施設が立地する地域特性や

施設の利用目的・利用状況、利用者ニーズ・管理運営経費の現況等を総合的

に勘案し、可能な限り市財政への負担軽減を図りつつ、最も効果を発揮でき
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る手法による管理運営を図ることが基本となります。このことから、改めて

現在の管理運営手法による課題、効果等についての総点検を実施し、利用者

ニーズへの的確な対応と管理運営経費の最少化の視点から、管理運営方法の

見直しを進め、現有資産の効果的活用による更なる資産力の創出に取り組み

ます。 

   (ｳ) 新たな安全・安心を創出する施策の推進 

     市民の皆様の生命・財産を守り、暮らしを創る新たな施設やインフラにつ

いては、可能な限り早期に実現できるよう積極的な施策の推進を図るととも

に、本市の将来を担う世代を育むため、より高みを目指した子ども・子育て、

教育機能等に係る積極的な投資により、更なる資産力の創出に取り組みます。 

  ウ 切れ目ない努力と外部資金の獲得による“新たな投資力”の創出 

   (ｱ) 市民の思いを実現するための事業の選択と集中による施策の推進 

     「対話と連携」を基本とした取組により、的確に把握した市民の皆様の思

いや願いを着実に形にするため、今、求められる事業を明確化し、合併特例

事業債等の有利な財源の効果的活用や、社会資本整備総合交付金、地方創生

に係る交付金等の有利な財源の確実な獲得により、集中的な投資を可能とす

る新たな投資力の創出に取り組みます。 

   (ｲ) 削減の改革の継続による“新たな投資力（資金）”の創出 

  合併後の１０年間の取組を通じて見出した道半ばの削減の改革を着実に

推進するとともに、市民の皆様から預かる本市の貴重な自主財源である各種

収納金や、広告料収入等の確実な確保に向け、切れ目ない努力を継続し、新

たな投資を支える財源の確保に取り組みます。 
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   (ｳ) 合併特例の終了を見据えた民間資金の獲得による“新たな投資力”の創 

出 

  健全財政を維持する本市においても、合併に係る特例的な取扱いが終了す

る平成３３年度以降においては、これまで以上により計画的な財政運営が必

要となります。このことから、「民間資金等の活用による公共施設等の整備

等の促進に関する法律」に基づき、民間事業者の資金やノウハウを効果的に

活用するＰＦＩ事業や、事業の企画・計画段階から民間事業者のノウハウを

活用し、行政が施設を保有した上で、設備投資や運営を民間事業者に任せる

ＰＰＰ事業の積極的な活用を図り、民間事業者のノウハウと資金による“新

たな投資力”の創出に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

創出による経営を支える３つの基本的視点と取組の方向性

基
本
的
な
取
組

津市職員行動規範の理念を
踏まえた着実な施策の推進

対話と連携を基本とする
着実な施策の推進

地域・団体・市民・民間等と
の協働、共助の促進による
施策の推進

組織力・職員力
（ヒト）

“新たな市民
サービス“の創出

＋ ＋

公共施設、インフラ等の機能・

利用機会の拡大に向けた施策
の推進

公共施設の管理運営の最適化
による施策の推進

新たな安全・安心を創出
する施策の推進

合併特例の終了を見据えた

民間資金の獲得による“新た
な投資力”の創出

市民の思いを実現するための
事業の選択と集中による施策

の推進

削減の改革の継続による“新
たな投資力（資金）”の創出

業務総量に応じた職員数
2,500人体制を基軸とした

定員管理

公的施設の在り方 財政運営の在り方

投資力
（カネ）

“新たな投資力”
の創出

“更なる資産力”
の創出

資産力
（モノ）
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【３つの基本的視点に基づく具体的な施策推進の内容】 

 

 

 

 

・職員数２，５００人体制を基軸に、最大限の価値の創出に向け、今、求められる

業務に必要なマンパワーを確実に投入するなど、常に、業務と人員の在り方、組

織・職員のあるべき姿を追求します。 

・直面する新たな大規模行政需要である国体の開催（H33）に向け、6 年間を見据

えた長期的な定員管理ビジョンを確立します。  

・新たに創設する認定こども園の確実な運営に向け、認定こども園、保育所及び幼

稚園のいずれの施設にも対応可能な資格と経験を有する人材の確保と育成を図

るとともに、雇用・労働条件の向上に努めます。 

・地域、市民の皆様の声のより着実な実現を可能とする高い能動的意識と機能を備

えた組織体制の整備と更なる職員意識の向上に取り組みます。  

 

【主な取組事項】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織力・職員力
（ヒト）

“新たな市民
サービス“の創出

業務総量に応じた職員数2,500人
体制を基軸とした定員管理

総合的施策 過疎地域自立促進計画に基づ
く各種事業の着実な推進

◎○

○ ○ 美杉総合支所
　地域振興課

○ ○ ○3 ヒト
【カネ】

○ ◎
（計画期
間終了）

－ 政策財務部
　政策課

1 ヒト 総合的施策 地方創生における「津市まち・
ひと・しごと創生人口ビジョン・
総合戦略」の着実な推進

○ ○

◎
（総計、
都市マ

ス策定）

○ ○ ○ 政策財務部
　政策課
都市計画部
　都市政策課

2 ヒト
【モノ】
【カネ】

総合的施策 将来に向けた津市のグランドデ
ザインの明確化（津市の有する
多様性・総合力を遺憾なく発揮
し、持続的成長を支える健全
財政に裏付けされた次期総合
計画及び都市マスタープランの
策定）

○

健康福祉部
　保険医療助成課

5 ヒト 子育て・子育ち 育児休業取得時における保育
所入所児童（兄姉）の保育の
継続

◎

4 ヒト 子育て・子育ち 子ども医療費助成の対象者拡
大（中学校卒業までの医療費
無料化）

◎ －

6 ヒト
【モノ】

子育て・子育ち 認定こども園の整備 健康福祉部
　子育て推進課
教育委員会事務局
　学校教育課

○○○

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２
NO

視点区分
（ヒト）
（モノ）
（カネ）

政策分野 政策

取組推進目標年度
【○：準備・推進、◎：実施、－：検証】 所管部局

（部・課等）

－ 健康福祉部
　子育て推進課
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－

○○

防災

○

○ ○ 建設部
　事業調整室

22 ヒト 県管理河川の浚渫の促進（三
重県への要望）

○ ○ ○

○ ○

20 ヒト 防災 避難勧告、避難指示の発令判
断基準・発令対象地域の見直
し

危機管理部
　防災室

○○○

○ ○ 危機管理部
　防災室

◎
（関係計
画策定）

○ ○ ○ 教育委員会事務局
　学校教育課
建設部
　津北工事事務所
　津南工事事務所
　建設整備課

11 ヒト
【モノ】

教育 安全な通学路の計画的整備及
び通学児童の安全性・利便性
の確保

○ ○

8 ヒト 教育 総合教育会議の効果的な運営 ○

－ 教育委員会事務局
　教育研究支援課

－ 教育委員会事務局
　教育総務課

10 ヒト 教育 「教育の日」の制定の検討 ◎
（教育月
間実施）

○○○

21 ヒト 防災 災害対応体制の強化（防災訓
練、図上訓練等の充実）

○

○ ○

◎ － 健康福祉部
　地域医療推進室

18 ヒト
【モノ】

保健・医療 地域医療の充実（医療過疎地
域での医療の確保）

○ ○

19 ヒト
【モノ】
【カネ】

防災 海岸堤防の整備推進（市北部
地域）

農林水産部
　水産振興室
建設部
　事業調整室

○

14 ヒト 高齢・障がい福
祉

高齢者の外出支援 健康福祉部
　高齢福祉課
都市計画部
　交通政策課

◎○○

○

NO

視点区分
（ヒト）
（モノ）
（カネ）

政策分野 政策

取組推進目標年度
【○：準備・推進、◎：実施、－：検証】 所管部局

（部・課等）
Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２

○ ○

○ 健康福祉部
　高齢福祉課
　介護保険課

13 ヒト 教育

16 ヒト 高齢・障がい福
祉

障がい者医療費助成の対象者
の拡大（精神障害者保健福祉
手帳２級の通院医療費）

○

15 ヒト 高齢・障がい福
祉

高齢者地域包括ケアシステム
の構築

○ ○

○

7 ヒト 子育て・子育ち
高齢・障がい福
祉

包括的な福祉総合相談機能の
検討

○ ○ ○ ○ ○ 健康福祉部
　福祉政策課

12 ヒト
【カネ】

教育 魅力ある短期大学づくりの推
進

○ ○ ○ ○ ○ 短期大学事務局
　大学総務課

○ ○ ○ 教育委員会事務局
　教育総務課

9 ヒト 教育 教育振興に関する施策大綱等
の策定

◎
（大綱策

定）

県内高等教育機関との連携強
化の推進

○ ○ ○ ○ ○ 短期大学事務局
　大学総務課

○ ○ ○ 総務部
　人事課

17 ヒト 高齢・障がい福
祉

知的障がい者の就労の拡大
（市職員採用の実施）

○ ◎
（臨時
等）

○ 健康福祉部
　保険医療助成課
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河芸総合支所
　地域振興課

防災

○ ○ 危機管理部
　防災室

24

住環境

防災ヒト 土砂災害警戒区域における住
民の避難対策の推進

○ ○ ○

23 ヒト 安濃ダムに係る多量降雨時の
事前放流の適正運用（三重県
及び中勢用水土地改良区と連
携促進）

○ ○ ○ ○ ○ 危機管理部
　防災室
農林水産部
　農業基盤整備課

38 ヒト 県営住宅千里団地における空
き家対策の推進（三重県に対
する防犯・防火対策及び非居
住棟の撤去、撤去後の利活用
の要請）

○ ○ ○

36 ヒト
【モノ】

環境 再生可能エネルギーによる発
電の促進

○ ○

○ ○ ○ 水道局
　水道総務課
上下水道事業管理室

37 ヒト
【モノ】

住環境 上水道事業の経営改善の推
進（現行の水道料金の維持）

○

○ ○ ○ ○ 都市計画部
　建築指導課

35 ヒト 環境 空き家対策の推進（空き家の
危険度判定の実施及び助言、
指導、勧告、命令等の措置の
実施）

○

○

○ ◎ － 環境部
　環境政策課

○ ○ ○ 消防本部
　消防団統括室

32 ヒト 消防 消防団の強化（団員確保対策
の推進）

○ ○

－34 ヒト 環境 ごみ収集回数及び区分の変更
（ペットボトル収集回数の増、プ
ラスチック類の一部の燃やせる
ごみへの変更）

◎ 環境部
　環境政策課
　環境事業課
　環境施設課

○ ○

25 ヒト 防災 津市民防災大学事業の推進 ○ ○ ○ ○ ○ 危機管理部
　防災室

26 ヒト
【モノ】

防災 家具等転倒防止対策の推進 ○ ○ ○ ○ ○ 危機管理部
　防災室

27 ヒト 防災 避難行動要支援者対策の推
進

○ ○ ○ ○ ○ 危機管理部
　防災室

28 ヒト 防災 津波避難計画の作成促進 ○ ○ ○ ○ ○ 危機管理部
　防災室

29 ヒト
【モノ】

防災 自主防災組織への支援 ○ ○ ○ ○ ○ 危機管理部
　防災室

30 ヒト
【モノ】

防災 津波避難ビルの指定の推進 ○ ○ ○ ○ ○ 危機管理部
　防災室

31 ヒト 防災 テロ対策等危機事象への対応
強化

○ ○ ○ ○ ○ 危機管理部
　危機管理課

33 ヒト 消防 救急ワークステーション（派遣
型）の実施

◎ － 消防本部
　救急課

NO

視点区分
（ヒト）
（モノ）
（カネ）

政策分野 政策

取組推進目標年度
【○：準備・推進、◎：実施、－：検証】 所管部局

（部・課等）
Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２
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○ ○ 建設部
　事業調整室

47 ヒト
【モノ】

都市空間 グリーンロード・国道165号交
差点及び県道二本木御衣田線
間の県道新設の促進（三重県
への要望）

○ ○

48 ヒト
【モノ】

都市空間 国道368号下太郎工区、奥立
川工区の整備促進及び石名原
工区の事業化促進（三重県へ
の要望）

○ ○ ○ ○ ○ 建設部
　事業調整室

住環境

○ ○ ○都市空間

都市空間

45 ヒト
【モノ】

香良洲橋架け替え事業の推進
（三重県への要望）

○ ○ ○ 建設部
　事業調整室

44 ヒト

46 ヒト
【モノ】

○ ○ ○都市空間 県道一志美杉線室の口バイパ
スの整備及び矢頭トンネル・室
の口間の2車線化の促進（三
重県への要望）

住民生活に配慮した安濃ダム
堆積土砂の搬出の検討（国・
県に対する対策の要望）

○ ○ ○

51 ヒト 商工観光

50 ヒト
【モノ】

商工観光

津インターチェンジ周辺地区に
おける新たな産業交流拠点の
整備の推進（土地利用の実現
に向けた規制改革、法令改正
の働きかけ等）

○ ○

商工業振興施策の推進（商工
関係団体との連携による事業
展開）

○ ○

企業誘致の推進と企業間ビジ
ネスマッチング及び創業支援
体制の整備

○ ◎ － 商工観光部
　工業振興課
　企業誘致室

○ ○ ○ 都市計画部
　都市政策課
農林水産部
　農林水産政策課
政策財務部
　政策課

○ ○ ○ 商工観光部
　商業振興労政課
　工業振興課

40 ヒト
【モノ】
【カネ】

住環境 水道事業及び下水道事業の一
体かつ効率的な事業運営（上
下水道事業経営基本方針の
策定）

○ ◎
（経営基
本方針
策定）

○ ○ ○ 上下水道事業管理室

○ ○ 農林水産部
　農業基盤整備課
建設部
　事業調整室

39 ヒト

41 ヒト
【モノ】
【カネ】

住環境 水道事業の効率的かつ計画的
な事業推進（仮称・第２次水道
事業基本計画の策定）

○ ◎
（基本計
画策定）

○ ○ ○ 水道局
　工務課

42 ヒト
【モノ】
【カネ】

住環境 下水道事業の効率的かつ計画
的な事業推進（下水道事業基
本計画の策定）

○ ◎
（基本計
画策定）

○ ○ ○ 下水道局
　下水道総務課

43 ヒト
【カネ】

住環境 （仮称）津市空家等対策計画
の策定と同計画に基づく空家
対策の推進

◎
（計画策

定）

○ ○ ○ ○ 都市計画部
　都市政策課

49 ヒト
【カネ】

都市空間 津市景観計画に基づく重点指
定地区指定に向けた取組と景
観形成の推進

○ ○ ○ ○ ○ 都市計画部
　都市政策課

○ ○ 建設部
　事業調整室

NO

視点区分
（ヒト）
（モノ）
（カネ）

政策分野 政策

取組推進目標年度
【○：準備・推進、◎：実施、－：検証】 所管部局

（部・課等）
Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２



66 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
65 ヒト スポーツ・文化 文化振興事業の効果的な実施 ○ ○ ○ ○ ○ スポーツ文化振興部

　文化振興課

63 ヒト スポーツ・文化 団体事務の見直し（スポーツ少
年団等）

○ ○ ◎ － スポーツ文化振興部
　スポーツ振興課

64 ヒト
【カネ】

スポーツ・文化 体育館、野球場等スポーツ施
設への指定管理者制度の導
入

○ ○ ○ ○ ○ スポーツ文化振興部
　スポーツ振興課

○ ○ ○ ○ ○ 商工観光部
　商業振興労政課

62 ヒト 農林水産 市内産農林水産物の利用促
進

○ ○ ○ ○ － 農林水産部
　農林水産政策課

獣害対策の推進（獣害から農
地を守るプロジェクトの創設等）

◎
（プロジェ
クトチー
ム設置）

商工観光部
　商業振興労政課
　企業誘致室

○ ○ 総務部
　調達契約課

Ｈ２９

○ ○ ○

○

ヒト 農林水産 ○

○

商工観光 新たな担い手の育成（若手商
業者や起業者による商店街の
活性化）

NO

視点区分
（ヒト）
（モノ）
（カネ）

政策分野 政策

取組推進目標年度
【○：準備・推進、◎：実施、－：検証】 所管部局

（部・課等）
Ｈ２８ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２

○

○ ○ ○

○ ○ ○52 ヒト 商工観光

ヒト 雇用 新たな雇用創出の推進（企業
誘致、職務経験者採用、ＵＩＪ
ターン就職の促進等）

55 ヒト

各種会議、セミナー、展示会等
の誘致（ＭＩＣＥ戦略）の推進

○ ○ 政策財務部
　広報課
スポーツ文化振興部
　スポーツ振興課
　新産業スポーツ施設推
進室
商工観光部
　商業振興労政課

56

○ ○ ○ ○ 農林水産部
　農林水産政策課

○ ○ ○ 農林水産部
　農林水産政策課

○

○ ○ ○ 総務部
　人事課
健康福祉部
　子育て推進課
商工観光部
　商業振興労政課
  工業振興課

○ ○

○ ○ ○ ○ 健康福祉部
　援護課

ヒト

○ 商工観光部
　観光振興課

53 ヒト 商工観光 インバウンド観光の推進（外国
人観光客の積極的な誘致等）

○

○ ○ 商工観光部
　観光振興課
各総合支所
　地域振興課

58

○

ヒト 雇用 生活困窮者の自立に向けた包
括的な相談支援の推進（ハ
ローワークとの連携による就労
支援等）

○

61

57 ヒト 雇用 女性・若者等全ての人が働き
やすい職場づくりの推進（子ど
も・子育て支援の充実等）

○ ○

農林水産 農業の多面的機能を支える地
域共同活動の取組支援

◎
（関係機
関との意
見交換

等）

60

○54 ヒト 地域活性化に向けた地域活動
の支援

59 ヒト

商工観光

公契約条例制定の検討（適正
な賃金の確保）

雇用
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○ ○ ○ ○ 市民部
　地域連携課

○ 総務部
　行政経営課
　人事課
政策財務部
　財政課

77 ヒト 行政経営 国体に向けての臨時的かつ的
確な業務推進体制の整備

○ ○

74 ヒト 行政経営 中核市移行の検討 ○

業務実態に応じた的確な職員
配置、定員管理の推進と組
織・の育成・強化

○ ○

○ ○ ○ ○ 総務部
　行政経営課
　人事課
政策財務部
　財政課

○ ○

○

76

○

○

○ ○ ○ ○ 政策財務部
　政策課
総務部
　行政経営課

ヒト 行政経営 実働職員数２，５００人体制を
基軸とした人件費抑制と適切
な業務推進体制の整備

67 ヒト 対話・連携 「地域懇談会」の継続的な開
催と適切なフォローアップの実
施

○ ○ 総務部
　行政経営課
　人事課
政策財務部
　財政課

78 ヒト 行政経営

75 ヒト
【モノ】
【カネ】

行政経営 公共施設の機能集約、多機能
化、総量抑制の推進（公共施
設等統合管理計画の策定及び
同計画に基づく公共施設の適
正管理の推進）

◎
（計画策

定）

◎
（分野別
計画策

定）

○ ○ ○ 政策財務部
　財産管理課

66 ヒト
【カネ】

スポーツ・文化 文化ホールへの指定管理者制
度の導入

○ ○ ○ ◎ － スポーツ文化振興部
　文化振興課

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２

68 ヒト 対話・連携 自治会や市民活動団体に対す
る支援

○ ○ ○ ○ ○ 市民部
　地域連携課
各総合支所
　地域振興課

69 ヒト
【モノ】

対話・連携 出張所の在り方の検討 ○ ○ ○ ○ ○ 市民部
　地域連携課
関係総合支所
　地域振興課

70 ヒト 対話・連携 公民館の在り方の検討 ◎ － 教育委員会事務局
　生涯学習課

71 ヒト
【モノ】

対話・連携 地域インフラ維持・補修事業の
推進

○ ○ ○ ○ ○ 市民部
　地域連携課
各総合支所
　地域振興課

72 ヒト 対話・連携 地域の特性や資源を活かした
地域づくり（地域住民の助け合
いの仕組み構築、地域の活力
再生に向けた体制づくり等）

○ ○ ○ ○ ○ 市民部
　地域連携課
各総合支所
　地域振興課

73 ヒト 対話・連携 「市民の意見・要望等管理シス
テム」の運用による要望等の
適切な進行管理

○ ○ ○ ○ ○ 市民部
　地域連携課
各総合支所
　地域振興課

NO

視点区分
（ヒト）
（モノ）
（カネ）

政策分野 政策

取組推進目標年度
【○：準備・推進、◎：実施、－：検証】 所管部局

（部・課等）
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NO

視点区分
（ヒト）
（モノ）
（カネ）

政策分野 政策

取組推進目標年度
【○：準備・推進、◎：実施、－：検証】 所管部局

（部・課等）
Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２

ヒト 行政経営 マイナンバー制度に係る個人
番号カードの普及促進

○ ○ ○ ○ ○ 市民部
　市民課
総務部
　行政経営課

81 ヒト
【モノ】

行政経営 教育委員会庁舎の整備及び本
庁機能に係る効率的な業務推
進体制の整備

◎
（供用開

始）

－ 政策財務部
　財産管理課
総務部
　行政経営課

80

82 ヒト
【カネ】

行政経営 公共施設の維持管理体制の
見直し

○ ○ ○ ○ ○ 政策財務部
　財産管理課

79 ヒト 行政経営 人材育成の推進と強化（派遣
研修の拡充等、職員研修の充
実）

○ ○ ○ ○ ○ 総務部
　人事課
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・公共施設の老朽化による機能更新、インフラの長寿命化を着実に進めます。  

 （水道管耐震化、公民館更新、公共施設等総合管理計画に基づく適正管理等）  

・公共施設、インフラの機能集約等、利用機会の拡大と新たなサービス提供を進め

ます。（コミュニティ施設の充実等）  

・安全・安心の創出など、地域や市民の皆様に真に求められる施設を確実に整備し

ます。（新応急診療所、海岸堤防、消防施設、下水道整備、久居駅周辺整備、（仮

称）津市久居ホール、（仮称）香良洲高台防災公園等）  

・将来を担う世代へ、惜しむことなく積極的に投資します。（認定こども園、小中

学校エアコン設置、小中一貫教育、プレハブ校舎解消、学校トイレ洋式化等）  

 

【主な取組事項】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資産力
（モノ）

“更なる資産力”
の創出

公的施設の在り方

子育て・子育ち 教育委員会事務局
　生涯学習課

85 モノ 放課後児童クラブの支援充実 ○ ◎ －

教育委員会事務局
　教育総務課

○ ○ ○ ○

－ 教育委員会事務局
　教育総務課
　学校教育課
　教育研究支援課

88 モノ
【カネ】

教育 小中学校校舎の計画的な大規
模改造・増改築の推進（プレハ
ブ校舎の解消等）

◎
（プレハ
ブ校舎
解消）

87 モノ
【カネ】

教育 小中一貫教育の推進（小中一
体型の校舎整備等）

○ ◎

○ ○ ○ ◎ 教育委員会事務局
　教育総務課

86 モノ
【カネ】

教育 小中学校普通教室へのエアコ
ン設置

○

83 モノ
【ヒト】
【カネ】
※再掲

総合的施策 将来に向けた津市のグランドデ
ザインの明確化（津市の有する
多様性・総合力を遺憾なく発揮
し、持続的成長を支える健全
財政に裏付けされた次期総合
計画及び都市マスタープランの
策定）

○ ◎
（総計、
都市マ

ス策定）

○ ○ ○ 政策財務部
　政策課
都市計画部
　都市政策課

84 モノ
【ヒト】

※再掲

子育て・子育ち 認定こども園の整備 ○ ○ ○ ○ ◎ 健康福祉部
　子育て推進課
教育委員会事務局
　学校教育課

Ｈ３１ Ｈ３２
NO

視点区分
（ヒト）
（モノ）
（カネ）

政策分野 政策

取組推進目標年度
【○：準備・推進、◎：実施、－：検証】 所管部局

（部・課等）
Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０
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二級河川志登茂川、安濃川、
相川の改修促進

○ ○ ○

防災 －

防災 ○ ○ スポーツ文化振興部
　スポーツ振興課
危機管理部
　防災室
建設部
　建設整備課

防災

100 モノ
【カネ】

香良洲漁港北防波堤延伸工
事の推進

○ ○ ◎ 農林水産部
　水産振興室

（仮称）香良洲高台防災公園
の整備推進

○ ○ ○

○ ○ 建設部
　事業調整室

98 モノ

99 モノ
【カネ】

○

95 モノ
【カネ】

防災 防災物流施設、防災コミュニ
ティセンターの整備

◎
（物流施

設）

○

○ ◎ － 危機管理部
　危機管理課

94 モノ 防災 防災情報伝達機能の強化（防
災情報戸別受信装置の配布
等）

○

◎ － 教育委員会事務局
　教育総務課

89 モノ
【カネ】

教育 小中学校トイレの計画的な洋
式化の推進

○ ○

92 モノ 保健・医療 新たな応急診療所の開設 ○

○ ○ ○ ○ 危機管理部
　防災室
教育委員会事務局
　学校教育課

○ ◎
（コミュニ
ティセン
ター）

－ 危機管理部
　危機管理課
市民部
　市民交流課
　市民課

96 モノ 防災 避難所の快適化の推進（プライ
ベートに配慮した居住性を有し
た避難所の整備）

モノ
【ヒト】

※再掲

教育 安全な通学路の計画的整備及
び通学児童の安全性・利便性
の確保

○ ○ ○ ○ ○ 教育委員会事務局
　学校教育課
建設部
　津北工事事務所
　津南工事事務所
　建設整備課

モノ
【ヒト】

※再掲

保健・医療 地域医療の充実（医療過疎地
域での医療の確保）

○ ○ ◎ －

◎ － 健康福祉部
　地域医療推進室

Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２

93 健康福祉部
　地域医療推進室

97 モノ
【ヒト】
【カネ】
※再掲

防災 海岸堤防の整備推進（市北部
地域）

○ ○ ○ ○ ○ 農林水産部
　水産振興室
建設部
　事業調整室

90

91 モノ
【カネ】

教育 学校給食施設の整備 ○ ○ ○ ○ ○ 教育委員会事務局
　教育総務課

NO

視点区分
（ヒト）
（モノ）
（カネ）

政策分野 政策

取組推進目標年度
【○：準備・推進、◎：実施、－：検証】 所管部局

（部・課等）
Ｈ２８

101 モノ
【ヒト】

※再掲

防災 家具等転倒防止対策の推進 ○ ○ ○ ○ ○ 危機管理部
　防災室

102 モノ
【ヒト】

※再掲

防災 自主防災組織への支援 ○ ○ ○ ○ ○ 危機管理部
　防災室

103 モノ
【ヒト】

※再掲

防災 津波避難ビルの指定の推進 ○ ○ ○ ○ ○ 危機管理部
　防災室
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119 モノ
【ヒト】
【カネ】
※再掲

住環境 水道事業及び下水道事業の一
体かつ効率的な事業運営（上
下水道事業経営基本方針の
策定）

○ ◎
（経営基
本方針
策定）

○ ○ ○ 上下水道事業管理室

104 モノ 消防 消防署・消防署分署の計画的
整備（一志分署、南分署、西分
署及び北消防署）

106 モノ

NO

視点区分
（ヒト）
（モノ）
（カネ）

政策分野 政策

取組推進目標年度
【○：準備・推進、◎：実施、－：検証】 所管部局

（部・課等）
Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２

○ ○ ○ ○ 下水道局
　下水道建設課

112 モノ
【カネ】

住環境 流域下水道事業志登茂川処
理区に係る面整備の推進

○

○ ○ ○ ○

113 モノ
【カネ】

住環境 市営浄化槽事業の推進（普及
促進と着実な事業展開）

○ ○

111 モノ
【ヒト】

※再掲

住環境 上水道事業の経営改善の推
進（現行の水道料金の維持）

○ ○

○ ○ ◎
（南分
署）

○ 消防本部
　消防総務課

○ ○ ○ 下水道局
　下水道総務課

114

○ ○ ○ ○ 環境部
　新最終処分場建設推進
課
　環境施設課

105 モノ
【カネ】

環境 新最終処分場第１期分の効果
的運営と第2期分の整備の推
進

◎
（１期分）

◎
（一志分

署）

環境部
　環境政策課
　環境施設課

◎
（耐震化
率30％）

○ ○ ○ 水道局
　工務課

環境 リサイクルセンター・環境学習
センターの効果的運営

◎ －

○ ○

下水道局
　下水道総務課

モノ 住環境 共同汚水処理施設の市への
移管の推進

○

110 モノ
【カネ】

住環境 上水道基幹管路の耐震化の
推進

○

○

○ ○ ○

◎
（売電
開始）

○

○ ○ ○ 建設部
　建設政策課

モノ 下之川住民交流センターの整
備推進及び効果的運営

◎
（供用開

始）

○ ○

○ ○ ○ 都市計画部
　建築指導課
建設部
　津北工事事務所
　津南工事事務所

○ ○ ○ 水道局
　水道総務課
上下水道事業管理室

116

○ ○ 建設部
　建設整備課

118

○

○ ○ ◎ － 美里総合支所
　地域振興課

モノ
【カネ】

「美里水源の森整備計画」に
基づく美里水源の森の整備支
援

モノ 住環境 地籍調査の計画的推進（沿岸
部（重点整備区域）における平
成36年度の調査達成率100％
の達成）

○

115 モノ 住環境 狭あい道路の整備の推進（助
成制度の創設等）

農林水産部
　農業基盤整備課

108

117 モノ

○ ○ ○ ◎ － 環境部
　環境政策課

107 モノ
【ヒト】

※再掲

○ ○

環境

住環境

住環境

モノ 安濃ダムに係る小水力発電の
推進

○ ○ 美杉総合支所
　地域振興課
市民部
　市民交流課

109 環境

環境 再生可能エネルギーによる発
電の促進

一色浜田線以北（海岸道路）
の生活道路として整備検討
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都市空間

都市空間

都市空間 千歳山の整備推進 ○ ○ ○ ○ ○ 建設部
　建設整備課

131

都市空間

○モノ
【ヒト】

※再掲

○ ○ ○

都市空間

都市空間

○ 建設部
　事業調整室

○ ○ ○ 都市計画部
　津駅前北部土地区画整
理事務所
建設部
　津南工事事務所
　建設整備課

○ ○ 建設部
　建設整備課

○

124 モノ
【カネ】

130 モノ
【カネ】

市道樫木原新開線、北長野間
の新たな路線（国道163号の
バイパス機能）の整備推進

○ ○ ○

○

建設部
　建設整備課

128 モノ

○ ○ ○ 都市計画部
　交通政策課
美杉総合支所
　地域振興課

○

県道一志美杉線室の口バイパ
スの整備及び矢頭トンネル・室
の口間の2車線化の促進（三
重県への要望）

モノ

モノ
【カネ】

上浜元町線（県道津久居線～
国道165号）の整備推進

○ ◎ －129

井生地域の地元所有公園の
適切な維持管理

◎

都市空間 大谷踏切の拡幅の推進 ○

132

モノ

－ 建設部
　建設整備課
市民部
　市民交流課
危機管理部
　防災室
スポーツ文化振興部
　文化振興課
久居総合支所
　地域振興課

122 モノ
【カネ】

都市空間 久居駅周辺地区都市再生整
備計画の着実な推進（駅東
口：道路、駐車場、駐輪場、防
災施設整備、駅西口：歩行空
間整備、久居東鷹跡町：久居
ホール整備等）

126 モノ
【カネ】

○ ○ 建設部
　事業調整室

123 都市空間 ＪＲ名松線の利用促進の推進 ◎
（復旧）

○

○ ○ ◎

125 モノ
【ヒト】

※再掲

都市空間 香良洲橋架け替え事業の推進
（三重県への要望）

○ ○ ○ ○ ○ 建設部
　事業調整室

○ ○ ○ ◎ 都市計画部
　津駅前北部土地区画整
理事務所
建設部
　建設整備課

国道163号片田バイパスの整
備促進

○ ○

127 モノ
【カネ】

都市空間 津興橋の架け替えの推進 ○ ○ ○ ○ ○ 建設部
　建設整備課

○ 水道局
　工務課

121 モノ
【ヒト】
【カネ】
※再掲

住環境 下水道事業の効率的かつ計画
的な事業推進（下水道事業基
本計画の策定）

○ ◎
（基本計
画策定）

○ ○ ○ 下水道局
　下水道総務課

NO

視点区分
（ヒト）
（モノ）
（カネ）

政策分野 政策

取組推進目標年度
【○：準備・推進、◎：実施、－：検証】 所管部局

（部・課等）
Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２

120 モノ
【ヒト】
【カネ】
※再掲

住環境 水道事業の効率的かつ計画的
な事業推進（仮称・第２次水道
事業基本計画の策定）

○ ◎
（基本計
画策定）

○ ○
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都市空間

商工観光

スポーツ・文化

建設部
　事業調整室

モノ
【ヒト】

※再掲

国道368号下太郎工区、奥立
川工区の整備促進及び石名原
工区の事業化促進（三重県へ
の要望）

都市空間

○ ○ 商工観光部
　観光振興課
関係各総合支所
　地域振興課

○ ○ 建設部
　道路等特定事項推進室

○ ○

134 モノ
【カネ】

下之川バイパスの整備推進 ○ ○ ○都市空間

133 モノ
【ヒト】

※再掲

グリーンロード・国道165号交
差点及び県道二本木御衣田線
間の県道新設の促進（三重県
への要望）

○ ○ ○

135 ○ ○ ○

スポーツ文化振興部
　スポーツ振興課
河芸総合支所
　地域振興課

スポーツ文化振興部
　スポーツ振興課

スポーツ・文化

140 モノ 市営の温泉・宿泊施設の経営
改善の推進

○ ○ ○

146 モノ

147 モノ 河芸町民の森公園の整備推
進（プールの広場としての活
用、管理棟の休憩施設等とし
て活用）

◎ －

津市スポーツ施設整備基本構
想に基づくスポーツ施設の整
備推進

◎
（計画見

直し）

○

建設部
　事業調整室

○ ○

○ ○ ○

144 モノ
【カネ】

スポーツ・文化 産業・スポーツセンター(サオ
リーナ等)の着実な整備推進と
効果的運営の推進

○

○ ○ ○ ○ 商工観光部
　商業振興労政課
河芸総合支所
　地域振興課

139 モノ
【カネ】

都市空間
商工観光

道の駅津かわげの効果的運営 ◎
（開駅）

○ ○ ○ ◎ － スポーツ文化振興部
　文化振興課

141 モノ
【ヒト】

※再掲

商工観光 企業誘致の推進と企業間ビジ
ネスマッチング及び創業支援
体制の整備

○ ◎ － 商工観光部
　工業振興課
　企業誘致室

145 モノ
【カネ】

◎
（供用開

始）

○ ○ ○ スポーツ文化振興室
　新産業スポーツ施設推
進室

143 モノ 農林水産 間伐等森林整備の推進 ○ ○

スポーツ・文化 市民の文化・芸術（発表・展
示）活動の支援（久居ホールへ
のギャラリー設置等）

136 モノ
【カネ】

都市空間 津市公園施設長寿命化計画に
基づく施設更新

○ ○ ○ ○ ○ 建設部
　建設整備課

137 モノ
【カネ】

都市空間 中勢グリーンパークの整備促
進

○ ○ ○ ○ ○ 建設部
　建設整備課

138 モノ
【カネ】

都市空間 岩田池公園の整備促進 ○ ○ ○ ○ ○ 建設部
　建設整備課

142 モノ 農林水産 農業用ため池の耐震化の推進 ○ ○ ○ ○ ○ 農林水産部
　農業基盤整備課

○ ○ ○ 農林水産部
　林業振興室

NO

視点区分
（ヒト）
（モノ）
（カネ）

政策分野 政策

取組推進目標年度
【○：準備・推進、◎：実施、－：検証】 所管部局

（部・課等）
Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２
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政策財務部
　財産管理課
関係各総合支所
　地域振興課

○

スポーツ・文化

対話・連携 公民館施設の機能充実（老朽
化による機能更新・総量縮減
等の推進）

150 モノ 多気北畠氏城館跡の保全管
理の推進

○ ○ ○

149 ○

行政経営

スポーツ・文化

スポーツ・文化

スポーツ文化振興部
　文化振興課
関係各総合支所
　地域振興課

モノ 文化ホール等の計画的修繕及
び適正な維持管理の推進

○ ○ 教育委員会事務局
　生涯学習課

○ ○

○

－ 教育委員会事務局
　生涯学習課

旧明村役場庁舎に係る歴史・
文化の継承の推進（老朽化対
策の実施等、整備・活用方策
の検討等）

○ ○ ◎

○

148

○ ○

○ ○

◎
（分野別
計画策

定）

モノ
【カネ】

○ ○ ○ ○ 政策財務部
　財産管理課
市民部
　市民交流課

○ ○ 政策財務部
　財産管理課
教育委員会事務局
　生涯学習課

○

153 モノ 対話・連携 コミュニティ施設（会館、集会所
等）の機能充実（多機能化、総
量縮減等の推進）

○

152 モノ

156 モノ
【ヒト】
【カネ】
※再掲

行政経営 公共施設の機能集約、多機能
化、総量抑制の推進（公共施
設等統合管理計画の策定及び
同計画に基づく公共施設の適
正管理の推進）

151 モノ スポーツ・文化 インターハイ・国体に向けたス
ポーツ施設の計画的修繕

○ ○ ○ ○ ○ スポーツ文化振興部
　スポーツ振興課

154 モノ
【ヒト】

※再掲

対話・連携 出張所の在り方の検討 ○ ○ ○ ○ ○ 市民部
　地域連携課
関係総合支所
　地域振興課

NO

視点区分
（ヒト）
（モノ）
（カネ）

政策分野 政策

取組推進目標年度
【○：準備・推進、◎：実施、－：検証】

155 モノ
【ヒト】

※再掲

対話・連携 地域インフラ維持・補修事業の
推進

○ ○ ○ ○ ○ 市民部
　地域連携課
各総合支所
　地域振興課

158 モノ
【カネ】

行政経営 用途廃止した公共施設・公有
地の処分の推進

○ ○ ○ ○ ○ 政策財務部
　財産管理課

◎
（計画策

定）

○ ○ ○ 政策財務部
　財産管理課

157 モノ 公共施設及び公有地の有効利
用の推進（公共施設の利用率
向上等）

○ ○

159 モノ
【カネ】

行政経営 ＰＰＰ/ＰＦＩ事業の推進 ○ ○ ○ ○ ○ 総務部
　行政経営課
政策財務部
　財産管理課

160 モノ
【ヒト】

※再掲

行政経営 教育委員会庁舎の整備及び本
庁機能に係る効率的な業務推
進体制の整備

◎
（供用開

始）

－ 政策財務部
　財産管理課
総務部
　行政経営課

モノ 行政経営 津北工事事務所の移転、整備 ○ ○ ◎
（供用開

始）

－ 建設部
　津北工事事務所

所管部局
（部・課等）

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２

161
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・合併特例事業債等、有利な制度を効果的かつ最大限に活用します。  

・合併特例事業債の終了（償還のピーク）等に備えて基金を最大限に確保します。  

・財政力指数等の基本指標に係る目標数値を明確化し、将来に負担を残さない健全

財政を維持します。  

・社会資本整備総合交付金等、有利な財源の獲得に最大限努力します。  

・地方創生に係る交付金の獲得等、組織・職員の知恵を結集します。  

・各種収納金の確実な確保に向け、切れ目ない努力を継続します。  

・民間資金の最大限の活用（ＰＰＰ・ＰＦＩ等の積極的導入）を図ります。  

・地域活性化・雇用機会の確保等、企業誘致の積極的な推進を図ります。 

 

【主な取組事項】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

投資力
（カネ）

“新たな投資力”
の創出

財政運営の在り方

163 カネ
【ヒト】

※再掲

総合的施策 過疎地域自立促進計画に基づ
く各種事業の着実な推進

○ ○ ○ 美杉総合支所
　地域振興課

◎ 教育委員会事務局
　教育総務課

162 カネ
【ヒト】
【モノ】
※再掲

総合的施策 将来に向けた津市のグランドデ
ザインの明確化（津市の有する
多様性・総合力を遺憾なく発揮
し、持続的成長を支える健全
財政に裏付けされた次期総合
計画及び都市マスタープランの
策定）

○ ◎
（総計、
都市マ

ス策定）

○ ○ ○ 政策財務部
　政策課
都市計画部
　都市政策課

165 カネ
【モノ】
※再掲

教育 小中一貫教育の推進（小中一
体型の校舎整備等）

○ ◎ － 教育委員会事務局
　教育総務課
　学校教育課
　教育研究支援課

166 カネ
【モノ】
※再掲

教育 小中学校校舎の計画的な大規
模改造・増改築の推進（プレハ
ブ校舎の解消等）

◎
（プレハ
ブ校舎
解消）

○ ○ ○ ○ 教育委員会事務局
　教育総務課

167 カネ
【モノ】
※再掲

教育 小中学校トイレの計画的な洋
式化の推進

○ ○ ◎ － 教育委員会事務局
　教育総務課

Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２
NO

視点区分
（ヒト）
（モノ）
（カネ）

政策分野 政策

取組推進目標年度
【○：準備・推進、◎：実施、－：検証】 所管部局

（部・課等）
Ｈ２８ Ｈ２９

164 カネ
【モノ】
※再掲

教育 小中学校普通教室へのエアコ
ン設置

○ ○ ○ ○

○ ○
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－

172 カネ
【モノ】
※再掲

防災 （仮称）香良洲高台防災公園
の整備推進

○ ○ ○ ○ ○ スポーツ文化振興部
　スポーツ振興課
危機管理部
　防災室
建設部
　建設整備課

171 カネ
【ヒト】
【モノ】
※再掲

防災 海岸堤防の整備推進（市北部
地域）

○ ○ ○ ○ ○ 農林水産部
　水産振興室
建設部
　事業調整室

○ ○ ○ 短期大学事務局
　大学総務課

○ ○ ○ 環境部
　新最終処分場建設推進
課
　環境施設課

170 カネ
【モノ】
※再掲

防災 防災物流施設、防災コミュニ
ティセンターの整備

◎
（物流施

設）

○ ○ ◎
（コミュニ
ティセン
ター）

危機管理部
　危機管理課
市民部
　市民交流課
　市民課

169 カネ
【ヒト】

※再掲

教育 魅力ある短期大学づくりの推
進

○ ○

環境部
　環境政策課

176 カネ 環境 ごみ袋無料化の維持 ◎ －

－ 美里総合支所
　地域振興課

173 カネ
【モノ】
※再掲

防災 香良洲漁港北防波堤延伸工
事の推進

○ ○ ◎ － 農林水産部
　水産振興室

175 カネ
【モノ】
※再掲

環境 新最終処分場第１期分の効果
的運営と第2期分の整備の推
進

◎
（１期分）

○

178

179 カネ
【モノ】
※再掲

住環境 流域下水道事業志登茂川処
理区に係る面整備の推進

○ ○ ○ ○ ○ 下水道局
　下水道建設課

177 カネ
【モノ】
※再掲

環境 「美里水源の森整備計画」に
基づく美里水源の森の整備支
援

○ ○ ◎

カネ
【モノ】
※再掲

住環境 上水道基幹管路の耐震化の
推進

○ ◎
（耐震化
率30％）

○ ○ ○ 水道局
　工務課

市営浄化槽事業の推進（普及
促進と着実な事業展開）

○ ○ ○ ○ ○ 下水道局
　下水道総務課

180 カネ
【モノ】
※再掲

住環境

NO

視点区分
（ヒト）
（モノ）
（カネ）

政策分野 政策

取組推進目標年度
【○：準備・推進、◎：実施、－：検証】 所管部局

（部・課等）
Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２

168 カネ
【モノ】
※再掲

教育 学校給食施設の整備 ○ ○ ○ ○ ○ 教育委員会事務局
　教育総務課

174 カネ 防災 建築物の耐震改修の促進 ○ ○ ○ ○ ○ 都市計画部
　建築指導課

181 カネ
【ヒト】
【モノ】
※再掲

住環境 水道事業及び下水道事業の一
体かつ効率的な事業運営（上
下水道事業経営基本方針の
策定）

○ ◎
（経営基
本方針
策定）

○ ○ ○ 上下水道事業管理室
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188 カネ
【モノ】
※再掲

都市空間 津興橋の架け替えの推進 ○ ○ ○ ○ ○ 建設部
　建設整備課

189 カネ
【モノ】
※再掲

都市空間 上浜元町線（県道津久居線～
国道165号）の整備推進

○ ◎ － 建設部
　建設整備課

186 カネ
【モノ】
※再掲

都市空間 千歳山の整備推進 ○ ○ ○ ○

185 カネ
【モノ】
※再掲

都市空間 久居駅周辺地区都市再生整
備計画の着実な推進（駅東
口：道路、駐車場、駐輪場、防
災施設整備、駅西口：歩行空
間整備、久居東鷹跡町：久居
ホール整備等）

○ ○ ○ ◎ － 建設部
　建設整備課
市民部
　市民交流課
危機管理部
　防災室
スポーツ文化振興部
　文化振興課
久居総合支所
　地域振興課

187 カネ
【モノ】
※再掲

都市空間 大谷踏切の拡幅の推進 ○ ○ ○ ○ ◎ 都市計画部
　津駅前北部土地区画整
理事務所
建設部
　建設整備課

190 カネ
【モノ】
※再掲

都市空間 市道樫木原新開線、北長野間
の新たな路線（国道163号の
バイパス機能）の整備推進

○ ○ ○ ○ ○ 建設部
　建設整備課

191 カネ
【モノ】
※再掲

都市空間 下之川バイパスの整備推進 ○ ○ ○

192 カネ
【ヒト】

※再掲

都市空間 津市景観計画に基づく重点指
定地区指定に向けた取組と景
観形成の推進

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ 建設部
　道路等特定事項推進室

建設部
　建設整備課

○

182 カネ
【ヒト】
【モノ】
※再掲

住環境 水道事業の効率的かつ計画的
な事業推進（仮称・第２次水道
事業基本計画の策定）

○ ◎
（基本計
画策定）

○ ○ ○ 水道局
　工務課

183 カネ
【ヒト】
【モノ】
※再掲

住環境 下水道事業の効率的かつ計画
的な事業推進（下水道事業基
本計画の策定）

○ ◎
（基本計
画策定）

○ ○ ○ 下水道局
　下水道総務課

184 カネ
【ヒト】

※再掲

住環境 （仮称）津市空家等対策計画
の策定と同計画に基づく空家
対策の推進

◎
（計画策

定）

○ ○ ○ ○ 都市計画部
　都市政策課

都市計画部
　都市政策課

193 カネ
【モノ】
※再掲

都市空間 津市公園施設長寿命化計画に
基づく施設更新

○ ○ ○ ○ ○ 建設部
　建設整備課

194 カネ
【モノ】
※再掲

都市空間 中勢グリーンパークの整備促
進

○ ○ ○ ○ ○ 建設部
　建設整備課

NO

視点区分
（ヒト）
（モノ）
（カネ）

政策分野 政策

取組推進目標年度
【○：準備・推進、◎：実施、－：検証】 所管部局

（部・課等）
Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２
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◎ － スポーツ文化振興部
　文化振興課

203 カネ ボートレース ボートレース津の経営改善（一
般会計への繰出しの維持・拡
大）

◎
（繰出し
再開）

○

○ ◎ － 教育委員会事務局
　生涯学習課

○ ○ ○

198 カネ
【モノ】
※再掲

スポーツ・文化 産業・スポーツセンター(サオ
リーナ等)の着実な整備推進と
効果的運営の推進

○ ◎
（供用開

始）

○ ○ ○ スポーツ文化振興部
　新産業スポーツ施設推
進室

200 カネ
【モノ】
※再掲

スポーツ・文化 旧明村役場庁舎に係る歴史・
文化の継承の推進（老朽化対
策の実施等、整備・活用方策
の検討等）

○

199 カネ
【モノ】
※再掲

スポーツ・文化 市民の文化・芸術（発表・展
示）活動の支援（久居ホールへ
のギャラリー設置等）

○ ○ ○

204 カネ
【ヒト】
【モノ】
※再掲

行政経営 公共施設の機能集約、多機能
化、総量抑制の推進（公共施
設等統合管理計画の策定及び
同計画に基づく公共施設の適
正管理の推進）

◎
（計画策

定）

◎
（分野別
計画策

定）

○ ○ ○ 政策財務部
　財産管理課

195 カネ
【モノ】
※再掲

都市空間 岩田池公園の整備促進 ○ ○ ○ ○ ○ 建設部
　建設整備課

197 カネ 農林水産 農業共済事業の１県１組合化
の推進

○ ◎ － 農林水産部
　農業共済室

196 カネ
【モノ】
※再掲

都市空間
商工観光

道の駅津かわげの効果的運営 ◎
（開駅）

○ ○ ○ ○ 商工観光部
　商業振興労政課
河芸総合支所
　地域振興課

○ ○ 関係各課等

201 カネ
【ヒト】

※再掲

スポーツ・文化 体育館、野球場等スポーツ施
設への指定管理者制度の導
入

○ ○ ○ ○ ○ スポーツ文化振興部
　スポーツ振興課

202 カネ
【ヒト】

※再掲

スポーツ・文化 文化ホールへの指定管理者制
度の導入

○ ○ ○ ◎ － スポーツ文化振興部
　文化振興課

競艇事業部
　競艇管理課

○ 政策財務部
　財産管理課

208 カネ
【モノ】
※再掲

行政経営 用途廃止した公共施設・公有
地の処分の推進

○ ○ ○ ○ ○ 政策財務部
　財産管理課

205 カネ 行政経営 広告掲載事業等の推進 ○ ○ ○ ○ ○ 総務部
　行政経営課
関係各課等

206 カネ 行政経営 市税等各種収納金の収納率
の向上

○ ○ ○

NO

視点区分
（ヒト）
（モノ）
（カネ）

政策分野 政策

取組推進目標年度
【○：準備・推進、◎：実施、－：検証】 所管部局

（部・課等）
Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２

207 カネ
【ヒト】

※再掲

行政経営 公共施設の維持管理体制の
見直し

○ ○ ○ ○



79 

 

 

 

 

 

 

※取組項目数：１４６項目（再掲項目：６４項目）  

○ ○ ○ 政策財務部
　財政課

210 カネ 財政運営 財政基盤の維持・強化（将来
の償還に備える減債基金の積
み立て）

○ ○

209 カネ
【モノ】
※再掲

行政経営 ＰＰＰ/ＰＦＩ事業の推進 ○ ○ ○ ○ ○ 総務部
　行政経営課
政策財務部
　財産管理課

NO

視点区分
（ヒト）
（モノ）
（カネ）

政策分野 政策

取組推進目標年度
【○：準備・推進、◎：実施、－：検証】 所管部局

（部・課等）
Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２
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 ⑵ 創出による経営を推進するために 

  ア 施策目的の“明瞭化”と活用資源・組織・推進施策の“複合化” 

    市民の皆様へ提供する成果・価値の最大化を目指す“創出による経営”の確

立に当たっては、市民の皆様や様々な関係者との連携による施策の展開が重要

となります。このことから、各種施策の企画・展開に当たっては、当該施策の

背景や目的が市民の皆様等に十分に理解されるよう「施策目的の明瞭化」を図

ります。 

また、限られた経営資源の下で、より効率的かつ効果的な施策の推進を図り、

確実かつ最大の成果・価値を創出するに当たっては、目標達成に向けての課題

要因を的確に見極め、「どの経営資源を組み合わせることが最適か」、「どの組

織が連携することが最も効果的か」、「他に同時に施策展開を図ることでより大

きな成果・価値を生むことにつながることはないか」といった「活用資源・組

織・推進施策の複合化」を図ります。 

この「施策目的の明瞭化」と「活用資源・組織・推進施策の複合化」の徹底

を図ることで、津市役所の行政力による新たな価値の創出に加え、市民の皆様

等の市民力による付加価値の両方を最大限に創出し、より一層の市民満足度の

向上につなげる新たな行政経営を実現します。 

 

 

 

 

 

 

 



81 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

投
入
す
る
経
営
資
源
（
業
務
量
）

市民の満足 市民の不満足
（声なき声）

これまでの行政運営

拡大

これからの行政経営

対応すべき
市民の思い

市民へ届く成果（市民満足度）

これまでの
サービス

による成果

投
入
す
る
経
営
資
源
（
業
務
量
）

市民の満足 市民の
不満足

（声なき声）

市民へ届く成果（市民満足度）

行政による
新たな

価値の
実現

声なき声
の実現

対応すべき
市民の思い

市民の
満足

縮小

拡大

【ヒ
ト
・モ
ノ
・カ
ネ
】

明
瞭
化
・複
合
化

【行
革
】

切
れ
目
な
い
努
力
の
継
続

＋
これまでの
サービス

による成果

市民による
付加価値の

創出

明瞭化・複合化による新たな価値の創出のイメージ

明瞭化・複合化推進のモデル ～久居地域における副都市核の整備～

課題① 久居都市開発㈱の経営危機
（約7億円の借金の肩代わり）

課題② 旧久居庁舎等の老朽化
（早急な耐震化の実施）

課題③ 久居地域の健康づくり拠点の整備
（久居保健センターの整備）

課題④ 副都市核の整備
（久居駅周辺のまちづくり）

課題⑤ 久居市民会館の老朽化・閉鎖
（久居地域の文化機能の再生）

ヒ
ト
・
モ
ノ
・カ
ネ

“
明
瞭
化
”
＋

“
複
合
化
”

よ
り
高
い
成
果
を
創
出
す
る
課
題
解
決
へ

①

土地建物を津市が購入、ビル全体を所有（久居都
市開発㈱の債務、約7億円の債務保証を解消）

②

久居総合支所等をポルタひさい内に移転整備
（早急な耐震化の完了）

③

久居保健センターをポルタひさい内に移転、拡充
整備（面積・機能の大幅拡充）

④

社会資本整備総合交付金を活用した久居駅周辺
地区都市再生整備事業を推進中

⑤

旧久居庁舎跡地への仮称・久居ホールの新設整
備を推進 中（④交付金の活用）

複合化により全ての課題を解決
～行政による新たな価値の実現～直面した主な課題

市民による付加価値の創出

久居駅周辺地域の“新たな賑わいの創出”

久居駅周辺地域の“地域購買力の向上”

個別課題の
着実な解決

（新たな価値の
実現）

＋
付加価値の

創出!!

ポルタひさいに係る関係者（マンション住民、テナ
ント、地域住民等）が末永く、安心して生活できる
環境の整備

久居地域を超えた“総合支所等利用者の利便性の向上”
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  イ 時機を逃さない的確な経営判断～今、決めるべきことをきちんと決める～ 

    本市においては、市政運営に係る課題等に関し、政策を実現する手段の決定

等を行う機関として、市長、副市長、課題事項に関係する部長、部次長等で構

成する政策会議を設置するとともに、各種の個別課題や地域課題への対応を協

議・検討する地域政策会議、地域福祉政策会議、公有財産利活用調整会議等の

各種会議を設置・運用しています。 

創出による経営の確立に当たっては、これら既存の各種意思決定機関の効果

的な活用と的確な役割分担を維持しつつ、急速に変化する社会経済情勢や複

雑・多様化する市民ニーズ等を踏まえ、まちづくりの責任者であり、組織経営

のトップである市長のより強力なリーダーシップの下、より解決が困難で、総

合的かつ長期的な視点に立った対応が求められる課題に対し、時機を逸せず、

的確な意思決定を行っていくための意思決定機関の設置が必要です。 

このことから、新たに、市長、副市長及び特に重要な経営判断にかかわるべ

き役割を担う部長級職員で構成する「（仮称）津市経営会議」を新設するととも

に、当該会議の経営判断を支える新たな組織体（複合的・俯瞰的視点を備えた

タスクフォース等）を新設します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別課題に係る所管部門の枠を超えた複合的・俯瞰的視点を備えた組織（タスクフォース等）

新たな行政経営 ～“創出による経営”を推進するためのツール～

(仮称) 津市経営会議の新設
（例） 認定こども園、幼・保の在り方、 上下水道

事業の長期インフラ 計画、競艇事業の経営
戦略、消防力の向上、総合教育会議 など

時機を逃さない的確な経営判断 ～ right decision making point 今、決めるべきことをきちんと決める ～

政策会議の
的確な運営

各種会議（地域政策会議、地域福祉政策

会議、公有財産利活用調整会議等）の
効果的な活用⇒ 経営判断の政策

への展開 ⇒ 政策実現に向け、物事を動かす

＋

経営判断を支える組織体の新設

⇒ 課題克服、市民の思いの実現に向け、活用できる資源、資産・財政、国の動向等を複合的・俯瞰的に捉え、経営判断を支える
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  ウ ステークホルダーとの双方向対話の推進・強化 

     “創出による経営”の確立に当たっては、津市役所・津市職員だけでなく、

津市のまちづくり、市民の皆様の暮らし創り等、本市の行政活動にかかわる全

ての利害関係者（ステークホルダー）が緊密に連携・協力し、的確な役割及び

責任分担の下、取り組むとともに、行政と市民の皆様等との共助の下、ともに

考え、ともに力を発揮していくことが求められます。 

    このことから、今後の行政経営の推進に当たっては、有識者や市民代表等で

構成する（仮称）行政経営アドバイザリー有識者会議を新設し、創出による経

営の推進に当たっての総合的な助言・アドバイスを求めるとともに、計画期間

中を通じての双方向の市民対話の実施によるＰＤＣＡサイクルの確実な運用

により、常に反省、改善を繰り返し実施し、今よりも一歩でも前進し、より高

みを目指す行政運営の推進による創出成果・創出価値の最大化を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

“創出による経営”の着実な推進 ～ステークホルダーとの関係性～

市 議 会

「津市行政経営計画」の
着実な推進のために

基本姿勢
⇒“双方向の市民対話”

【双方向の市民対話のために】

・行政経営の根幹（政策・財政・人事
管理等）は常にオープンに

・市議会、監査等の意見・指摘をきち
んと踏まえた政策推進

・市民・地域の望みを丁寧に聴き、実
現し、フォローを継続（地域懇談会）

・情報公開の徹底、積極的な広報の
推進

・広聴機能（パブリックコメント、市民

の声等）の充実 など

市 長

補助機関（組織・職員）

助言・アドバイス等

監 査

各種審議会等
各種団体等

パブリック
コメント

地域
懇談会

市民の声
（広聴システム）

声なき声

市 民

など

双
方
向
の
市
民
対
話

（仮称）行政経営
アドバイザリー
有識者会議

の新設

※現在の行財政改革推
進委員会を改組し、新
たな役割を担う組織と
して新設

繰り返し実施

５年間の
ＰＤＣＡサイクルの

確実な運用
⇒更なる磨き上げ!!

（政策推進を総合的にチェック）

（政策推進を会計等の専門的
視点からチェック）

（特定課題等に係る答申、
助言等）

（特定課題等に係る提言、
要望等）

企 業

津市職員

共助
津市役所
（行政）

ステークホルダー
（市民など）

共に考え、
取り組む

信頼関係
の構築
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津市行政経営計画 全体フレーム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

津市行政経営計画～ 新 た な 価 値 を 生 む “ 創 出 に よ る 経 営 ” を 目 指 し て ～

行財政改革大綱
～市民ニーズに応えるための土台づくり～

市民の期待を超えるサービスを提供するために
～高みをめざした“新たな潮流”への対応、“行政経営の骨太化”～

・新たな市民サービスの創出

・更なる資産力の創出

・新たな投資力の創出

市民の本当の思いや願いを形に
～新たな総合計画の着実な推進～

市民満足度の向上

風格ある県都・津市の実現

合併しな
ければよ
かった

合併して
よかった

地方創生
への取組

地域の声
の実現（政
策への結
びつけ）

中核市移
行に向けた
成長戦略

市
民
の

“満
足
度
”
の
変
化

こ
れ
か
ら
の
５
年

こ
れ
ま
で
の
10
年

市民の期待を
超えるサービス
提供のための
財源の完全

確保

到達すべき
市民の思い

高い
自治意識

“もっとできること”
の着実な実行

削
減
の

改
革

努
力
の

継
続

創

出

に

よ

る

経

営

持続可能な市役所づくり
～創出による経営を支える土台の維持と更なる強化～

もっといいまちに
～「合併してよかった」と実感できる津市づくり～

津市行政経営計画
～ 削減の改革 から 創出による経営へ ～
全ての施策推進のための経営のよりどころ
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【参考資料①】津市行政経営計画 策定の経過 
 

１ 津市行財政改革推進委員会の開催 

 

２ 津市行財政改革推進本部会議の開催等、庁内での協議・検討 

 日  時 主な内容等 

行財政改革推進 

本部会議 

平成２７年 ６月 １日 ・新たな行政経営に係る計画策定の視点に

ついて 

 （平成２７年６月～１２月） （各部局における協議・検討） 

⇒意見の反映 

庁内プロジェク

トチーム 

（平成２７年１２月 

～平成２８年１月） 
（プロジェクトチームによる協議・検討） 

⇒意見の反映 

行財政改革推進 

本部会議 

平成２８年 １月１２日 ・（仮称）津市行政経営計画（案）について 

 （平成２８年 １月～２月） （各部局における協議・検討） 

⇒意見の反映 

 

３ 市議会への報告、協議 

日  時 主な内容等 

平成２７年 ６月 １日 ・津市行財政改革推進委員会への諮問について報告 

平成２８年 ２月 ９日 ・全員協議会（議会への協議） 

 ⇒ 意見の反映 

 

４ パブリックコメントの実施 

期  間 主な内容等 

平成２８年 ２月１０日 

    ～ ３月１０日 

・（仮称）津市行政経営計画（案）に係る市民等の意見の募集 

 ⇒ 意見の反映 

 

 

津市行政経営計画の策定 （平成２８年３月）  

 日  時 主な内容 

平成２７年度 

 第１回会議 

 

平成２７年 ６月 １日 

 

・市長からの諮問 

・新たな行政経営に係る計画策定の視点に

ついて 

 第２回会議 平成２７年 ７月３１日 ・新たな行政経営に係る計画策定（計画の

構成素案）について 

 第３回会議 平成２７年１１月３０日 ・（仮称）新たな行政経営計画（案）につい

て 

 第４回会議 

 

平成２８年 １月１３日 ・（仮称）津市行政経営計画（案）について 

第５回会議 

 

平成２８年 ３月 ７日 ・（仮称）津市行政経営計画（案）について 

 答 申 式 平成２８年 ３月２９日 ・津市行財政改革推進委員会から市長への

答申 
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【参考資料②】行財政改革前期実施計画、同中期実施計画及び同後期 

実施計画に位置付けた推進項目毎の取組結果 

 

（前期実施計画） 

推 進 項 目 
取 組 

項目数 

◎ ○ △ 

H19 H20 H21 H19 H20 H21 H19 H20 H21 

１ 効率的な事務事業の在り方 

 52 15 2 18 36 29 12 1 6 5 

２ 民間の活用の在り方 

 44 7 2 16 30 24 12 7 11 7 

３ 定員管理の在り方 

 6 0 0 0 5 4 5 1 2 1 

４ 健全な財政運営の在り方 

 45 7 4 12 33 26 18 5 8 4 

５ 電子自治体に向けた行政運

営の在り方 6 0 0 2 6 6 2 0 0 2 

６ その他本市の行財政改革の

推進に関する重要事項 12 0 0 1 12 12 10 0 0 1 

合  計 165 29 8 49 122 101 59 14 27 20 

◎…目標どおり取組が終了したもの 

○…目標どおり取組を行ってきており、引き続き中期実施計画で取組を行っていくもの 

△…目標どおり取組が行えなかったもの（引き続き中期実施計画で取組を行っていくものを含む）、

あるいは取組方針を変更したもの 

―…平成１９年度、平成２０年度に取組が終了しているもの 

 
１ 効率的な事務事業の在り方 

 ア 事務事業の見直し 

番

号 

取組 

項目 
取組概要 

H19 

取組 

H20 

取組 

H21 

取組 
取組結果 点検 所管部課等 

１ 地域活動振

興予算の在

り方の見直

し 

 地域活動振興予算につ

いては、合併調整の内容

を踏まえつつ、事業の必

要性、公平な予算執行及

び一体性を高める観点か

ら、各事業の在り方や実

施方法等について、適宜

見直しを図ります。 

 

 

事業の

検証及

び見直

し 

適宜見

直し 

適宜見

直し 

事業別予算への移行や、

地域かがやきプログラム

事業での新たな取組等へ

の見直しを行いました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

政策財務部 

地域振興室 

地域振興担

当 

２ 消費生活モ

ニター事業

の廃止 

「津市消費生活センタ

ー」の開設により、モニ

ター事業に代わり消費生

活に関する情報の収集及

び啓発を、より効果的に

行うことができることか

ら、当該事業を廃止しま

す。 

 

事業の

廃止 

－ － 津市消費生活センター

の開設により、平成１９年

度に当該事業を廃止しま

した。 

H19 

◎ 

H20 

－ 

H21 

－ 

市民部 

市民交流課 

広聴相談担

当 
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３ 新たな環境

管理システ

ムの構築 

 現行の環境管理システ

ムの全庁への拡大を図る

とともに、今後の運用に

際しての経費節減及びシ

ステムの簡素化を図るた

め、新たな環境管理シス

テムを構築します。 

環境管

理シス

テム対

象拡大 

新シス

テム構

築 

－ － 平成２０年４月から本

市独自の環境マネジメン

トシステムの運用を開始

し、平成２０年９月２５日

にＩＳＯ１４００１の認

証の返上を行いました。 

H19 

◎ 

H20 

－ 

H21 

－ 

環境部 

環境政策課 

環境共生担

当 

４ 犬猫避妊手

術費等補助

事業の廃止 

 動物の適正な飼養及び

みだりな繁殖を防止する

ための措置は所有者の責

務とされており、公的関

与の妥当性の観点から、

所有者への啓発活動の強

化を図り、犬猫避妊手術

費等補助事業を廃止しま

す。 

所有者

の責務

につい

て啓発 

 

事業の

廃止 

 

－ － 事業廃止に向けて、広報

紙や市ホームページで周

知・啓発を行い、平成１９

年度末をもって当該事業

を廃止しました。 

H19 

◎ 

H20 

－ 

H21 

－ 

環境部 

環境保全課 

環境衛生担

当 

５ 高齢者ヘル

パー家事援

助事業の廃

止 

 高齢者ヘルパー家事援

助事業については、利用

実績及び介護保険制度と

の整合を図るため、当該

事業を廃止します。 

事業の

廃止 

－ － 平成１９年度から当該

事業を廃止しました。 

H19 

◎ 

H20 

－ 

H21 

－ 

健康福祉部 

高齢福祉課 

高齢福祉担

当 

６ 寿バスカー

ド事業の在

り方の検討 

寿バスカード事業につ

いては、福祉バスや新交

通システムの在り方等も

踏まえ、その在り方につ

いての検討を進めます。 

在り方

の検討 

見直し

に向け

た取組 

 

－ 平成２１年度から当該

事業を廃止しました。 

H19 

○ 

H20 

◎ 

H21 

－ 

健康福祉部 

高齢福祉課 

高齢福祉担

当 

７ 高齢者デイ

サービス事

業の廃止 

 高齢者デイサービス事

業については、利用実績

及び介護保険制度との整

合を図るため、当該事業

を廃止します。 

事業の

廃止 

－ － 平成１９年度から当該

事業を廃止しました。 

H19 

◎ 

H20 

－ 

H21 

－ 

健康福祉部 

高齢福祉課 

高齢福祉担

当 

８ 高齢者ショ

ートステイ

事業の廃止 

 高齢者ショートステイ

事業については、利用実

績及び介護保険制度との

整合を図るため、当該事

業を廃止します。 

事業の

廃止 

－ － 平成１９年度から当該

事業を廃止しました。 

H19 

◎ 

H20 

－ 

H21 

－ 

健康福祉部 

高齢福祉課 

高齢福祉担

当 

９ 観光協会の

一元化 

 各地域に設置されてい

る観光協会の一元化を図

り、アスト津に事務所兼

案内所を設置し、本市の

観光施策の充実を図りま

す。 

観光協

会の一

元化 

－ － 平成２０年４月に香良

洲観光協会が津市観光協

会に入会し、観光協会の一

元化を図りました。 

H19 

◎ 

H20 

－ 

H21 

－ 

商工観光部 

観光振興課 

観光管理担

当 

10 地域水田農

業協議会の

一元化 

 一体的な農業政策を推

進するため、香良洲地域

水田農業協議会の津地域

水田農業協議会への統合

をはじめ、各地域の水田

農業協議会の一元化を目

指します。 

香良洲

地域協

議会の

統合 

その他

の協議

会と調

整 

調整に

基づく

取組 

各地域の水田農業協議

会について、ＪＡ単位の統

合を前提として調整を行

いました。今後、農業者戸

別所得補償制度における

当該協議会の活用方針等

の動向を踏まえ、引き続き

調整を行います。 

 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

 

 

農林水産部 

農林水産政

策課 

農業振興担

当 

11 優良農作物

奨励事業の

廃止 

 社会情勢の変化を踏ま

えた農業施策を展開する

ため、優良農作物奨励事

業の段階的な見直しによ

り当該事業を廃止しま

す。 

 

段階的

な見直

し 

段階的

な見直

し 

事業の

廃止 

平成２１年度から補助

金を廃止しました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

◎ 

農林水産部 

農林水産政

策課 

農業振興担

当 
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12 新交通シス

テムの導入 

 効率的な公共交通シス

テムの構築を図るため、

合併前の市町村単位で実

施されてきた各種バス事

業等について調査検討を

行い、新たな交通システ

ムの導入を目指します。 

 

新交通

システ

ムの検

討 

新交通

システ

ムの準

備及び

導入 

導入の

拡大及

び必要

な見直

し 

これまでの公共交通シ

ステム調査・研究事業をま

とめ、地域公共交通総合連

携計画を策定しました。そ

れに伴う所要の手続きも

終え、周知も行ってきたと

ころであり、平成２２年４

月からは、予定どおり再編

後のコミュニティバス運

行を開始します。 

H19 

○ 

H20 

△ 

H21 

◎ 

 

 

都市計画部 

交通政策課 

交通政策担

当 

及び関係所

管 

13 ピースフル

フラワーガ

ーデン事業

の廃止 

 ピースフルフラワーガ

ーデン事業について、近

隣において民間事業者に

よる同趣旨の事業が展開

されるため、廃止します。 

事業の

廃止 

－ － 平成１９年度から当該

事業を廃止しました。 

H19 

◎ 

H20 

－ 

H21 

－ 

久居総合支

所 

地域振興課 

地域振興担

当 

14 千里ヶ丘ま

つり事業の

廃止 

 これまで、市の委託事

業として実施してきた千

里ヶ丘まつりについて

は、公的関与の妥当性の

観点から市の委託事業と

しての実施を廃止しま

す。 

事業の

廃止 

－ － 平成１９年度から当該

事業を廃止しました。 

H19 

◎ 

H20 

－ 

H21 

－ 

 

河芸総合支

所 

地域振興課 

地域振興担

当 

15 人と地域の

安全安心推

進事業の廃

止 

 これまで実施してきた

人と地域の安全安心推進

事業については、同趣旨

の防災研修事業が実施さ

れたことに伴い廃止しま

す。 

事業の

廃止 

－ － 平成１９年度から当該

事業を廃止しました。 

H19 

◎ 

H20 

－ 

H21 

－ 

香良洲総合

支所 

市民福祉課 

福祉担当 

16 白山町秋の

自然歩道体

験ウォーク

事業の廃止 

 白山町秋の自然歩道体

験ウォーク事業につい

て、これまでの利用実績

及び住民ニーズの観点か

ら廃止します。 

事業の

廃止 

－ － 平成１９年度から当該

事業を廃止しました。 

H19 

◎ 

H20 

－ 

H21 

－ 

白山総合支

所 

地域振興課 

地域振興担

当 

17 観光トイレ

の設置箇所

の見直し 

 現在美杉地域に１５箇

所設置されている観光ト

イレについて、観光客の

利用状況を踏まえ設置箇

所の見直しを図ります。 

利用状

況等の

調査 

 

設置箇

所見直

し 

 

－ － 平成１９年度に、現有の

とおり設置の継続を決定

し、引き続き市有施設とし

て維持管理を行いました。 

H19 

◎ 

H20 

－ 

H21 

－ 

美杉総合支

所 

地域振興課 

産業振興・環

境担当 

イ 事務の執行方法の見直し 

番

号 

取組 

項目 
取組概要 

H19 

取組 

H20 

取組 

H21 

取組 
取組結果 点検 所管部課等 

18 人事給与ネ

ットワーク

システムの

導入 

 各課等で行う人事庶務

事務の軽減を図るため、

職員情報を電子化しネッ

トワーク上で情報交換が

行える人事給与ネットワ

ークシステムを導入しま

す。 

人事給

与ネッ

トワー

クシス

テムの

導入 

運用開

始 

対象事

務の拡

充 

人事給与ネットワーク

システムについては、平成

２０年５月から運用を開

始しており、平成２１年度

は、勤務時間の変更等に対

応したシステム変更を行

いました。 

なお、小学校、中学校及

び幼稚園に勤務する市職

員については、勤務形態が

複雑であり、システムによ

る管理に支障があること

等から、当該システムによ

る運用は見合わせること

とします。 

 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

◎ 

総務部 

人事課 

人事政策担

当 
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19 給与明細書

の電子配信

の実施 

 給与明細書について、

職員個別配送による給与

費明細書の作成経費の削

減を図るため、当該明細

書の電子配信を実施しま

す。 

電子配

信シス

テムの

構築 

運用開

始 

継続し

た取組 

新基幹情報システムに

組み込むにあたり、給与明

細書の電子配信システム

の仕様を検討しており、シ

ステムの導入に向けた具

体的な準備を進めていま

す。 

 

H19 

△ 

H20 

△ 

H21 

△ 

総務部 

人事課 

給与厚生担

当 

20 行政経営シ

ステムの構

築 

 長期的な視点のもと、

将来にわたって持続的な

発展が可能となる健全な

行政経営を図るため、新

しい公共経営の考え方を

取り入れた行政運営の仕

組みを構築します。 

行政経

営シス

テムの

構築 

導入 検証及

び必要

な見直

し 

平成２０年４月から行

政経営システムを導入し

ており、組織風土改革とと

もに、ＰＤＣＡマネジメン

トサイクルや経営品質の

考え方の職員一人一人へ

の浸透などシステムの定

着に向けた取組を継続し

て行ってきました。 

 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

 

総務部 

行政経営課 

行政経営担

当 

21 組織機構の

見直し 

 本庁、総合支所に係る

組織体制並びに配置職員

数等の組織機構につい

て、住民ニーズへの迅速

な対応、新たな制度や行

政課題への柔軟な対応等

の観点から、適宜、必要

な見直しを行うこととし

ます。 

見直し

に向け

た検討 

組織の

見直し 

検証及

び必要

な見直

し 

総合計画における施策

の推進、市民の安全・安心

に係る推進体制への対応

及び総合支所における地

域振興の推進に向けた組

織改正を行いました。（平

成２２年４月 1日施行） 

⑴ 部組織の在り方の

見直し 

⑵ 消防本部組織体制

の整備 

⑶ 総合的な地域振興

推進体制の整備 

 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

総務部 

行政経営課 

行政経営担

当 

22 契約事務の

効率化 

 発注に係る仕様の見直

し等により契約事務の効

率化及び経費縮減を図り

ます。 

 

仕様の

見直し

等 

継続し

た見直

し 

継続し

た見直

し 

＜物品調達契約担当＞ 

物品発注基準について

は、市内本店業者を優先的

に選定することとし、緊急

経済対策による物品発注

において試行的に実施し

ました。今後、基準選定業

者数を定め要綱等の整備

を行っていきます。また、

物品の競争入札参加資格

審査申請における共同受

付については、平成２１年

１１月から開始していま

す。 

＜工事契約担当＞ 

共同受付における登録

期間を平成２２年度から

は２年から４年にし、事務

の効率化を図りました。 

 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

総務部 

調達契約課 

物品調達契

約担当 

工事契約担

当 

23 公用車両の

リース化に

向けた検討 

 公用車両の購入及び管

理経費の削減を図る手法

として、リース化につい

て検討します。 

リース

化の検

討 

検討結

果に基

づく取

組 

検討結

果に基

づく取

組 

公用車のリース化につ

いて検討しましたが、車両

管理や経理事務の削減効

果等は見込めるものの、車

両購入と比較すると、毎年

のリース代が高額になる

など、経費面において相当

額の予算確保が必要とな

るため、リース化は実施し

ないこととしました。 

 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

◎ 

政策財務部 

財産管理課 

財産管理担

当 
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24 各種国際交

流事業の見

直し 

 姉妹・友好都市に係る

各種国際交流事業の効率

化を図るため、記念イベ

ントの共同開催や事業規

模等の見直しにより、住

民主体によるイベント等

の活性化と運営の効率化

を目指します。 

事業実

施方法

の見直

し 

継続し

た取組 

継続し

た取組 

平成２１年１１月に津

市国際交流デーとして国

際交流イベントを津市国

際交流協会等と継続して

合同開催するなど、イベン

ト等の効率的な運営を行

いました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

◎ 

 

市民部 

国際・国内 

交流室 

国際・国内 

交流担当 

25 クリーンセ

ンターくも

ずの受付時

間の見直し 

 クリーンセンターくも

ずの受付時間の見直しを

図ることにより、運転管

理経費の節減を図りま

す。 

関係団

体との

協議 

受付時

間の見

直し 

継続し

て実施 

 

受付時間の短縮は、市民

サービスの低下につなが

ることから、民間活力の導

入など管理運営方法の検

討を進めます。 

H19 

○ 

H20 

△ 

H21 

△ 

環境部 

安芸・津衛生

センター 

業務担当 

26 森清掃事業

管理センタ

ーの統合 

 現在、２箇所設置して

いる家庭ごみの収集に係

る事務所について、森清

掃事業管理センターを本

庁環境事業課への統合を

図ることにより、事務所

管理運営経費の削減及び

収集体制の効率化を図り

ます。 

統合に

向けた

取組 

業務基

準の統

一化 

センタ

ーの統

合 

平成２１年４月に環境

事業課への統合が完了し

ました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

◎ 

環境部 

環境事業課 

管理担当 

27 ごみ収集業

務（委託分）

の契約方法

の見直し 

 現在、一部随意契約に

より外部委託を行ってい

るごみ収集業務につい

て、市場競争原理による

契約金額の縮減を図るた

め入札方式を導入します

（下水道の整備等に伴う

一般廃棄物処理業等の合

理化に関する特別措置法

に 基 づ く 対 応 分は 除

く。）。 

課題等

の検討 

検討結

果に基

づく取

組 

契約方

法の見

直し 

平成２１年度から一部

の地域において入札方式

を導入しました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

環境部 

環境事業課 

管理担当 

28 

 

幼保施設の

共用化（幼

保一元） 

 幼保一体化施設におけ

る合同保育を段階的に進

めるとともに、合同保育

の実践結果及び施設の設

置状況も踏まえ、認定こ

ども園の設置等について

も検討を行うなど幼保の

共用化を進めます。 

合同保

育実施 

( １ 箇

所) 

 

 

 

合同保

育実施 

( ２ 箇

所) 

 

認定こ

ども園

設置の

検討 

合同保

育実施 

( ３ 箇

所) 

 

検討結

果に基

づく取

組 

白山乳幼児教育センタ

ー・浜っ子幼児園に加え、

高岡幼稚園と高野保育園

を第３モデル園に設定し

ました。 

ワーキング会議におい

て合同カリキュラムの検

討をするとともに、実施調

整会議を開催し検証を行

っています。 

また、認定こども園制度

については、先進地視察を

行うとともに、本制度の仕

組みや組織運営面、財政面

など総合的に検討を行い

ましたが、本市の公立保育

所・幼稚園ではデメリット

が大きいことから認定こ

ども園制度には移行しな

いものとします。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

△ 

健康福祉部 

こども家庭

課 

保育担当 

 

教育委員会 

事務局 

教育研究支

援課 

教育課程・研

修担当 

29 道路路面復

旧業務及び

施設修繕業

務の効率化 

 道路路面復旧、施設修

繕業務等の効率化を図る

ため、単価契約方式によ

る対応が可能であるもの

については、市域を通じ

て単価契約方式での委託

業務への見直しを図りま

す。 

単価契

約方式

への統

一 

継続し

て実施 

継続し

て実施 

道路路面復旧、排水構造

物清掃、道路反射鏡設置、

区画線設置等に係る委託

業務の単価契約を行い、平

成２１年度には、路肩等草

刈り、伐木等、病害虫防除

に係る委託業務について

も、単価契約方式を導入し

ました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

◎ 

 

 

建設部 

津北・南工事

事務所 

管理担当 
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30 建 設 作 業

（相川）事

務所の執行

体制の見直

し 

 全市域を対象とした効

果的及び効率的な執行体

制の確立を図るため、建

設作業（相川）事務所に

係る所掌業務及び所管区

域の見直しを行います。 

所管区

域及び

所掌業

務の見

直し 

継続し

て実施 

継続し

て実施 

平成２０年度に建設作

業事務所の所管区域を全

市域対象としました。 

平成２１年度も引き続

き、全市域を対象に作業を

行いました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

◎ 

 

 

建設部 

津北・南工事

事務所 

管理担当 

31 久居総合支

所における

各課直通電

話（ダイヤ

ルイン）の

導入 

 現在、実施している電

話交換業務を廃止し各所

管直通のダイヤルイン方

式とすることにより、経

費削減を図ります。  

ダイヤ

ルイン

方式の

導入 

－ － 平成２０年１月にダイ

ヤルイン方式を導入しま

した。 

H19 

◎ 

H20 

－ 

H21 

－ 

 

久居総合支

所 

地域振興課 

財産管理担

当 

32 ごみステー

ションに係

る契約方法

の見直し 

 現在、随意契約により

外部委託を行っているご

みステーションの管理運

営業務について、市場競

争原理による契約金額の

縮減を図るため入札方式

を導入します。 

見直し

に向け

た取組 

契約方

法の見

直し 

継続 ごみステーションの管

理運営業務について、契約

方法に係る見直しを行い、

指名競争入札を実施しま

した。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

◎ 

香良洲総合

支所 

地域振興課 

産業振興・環

境担当 

33 水道局組織

の見直し 

 行財政改革大綱を踏ま

え簡素で効率的な行政運

営に向け、水道事業所の

在り方も含めた水道局の

組織機構について、住民

ニーズへの迅速な対応及

び管理経費の縮減等の観

点から、適宜、必要な見

直しを行うこととしま

す。 

見直し

に向け

た検討 

組織の

見直し 

検証及

び必要

な見直

し 

平成１９年度、平成２０

年度における分室の統合

や本局の担当組織の統合

等の組織改正の検証を行

い、検討した結果、平成２

１年度は現行のままとし

ました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

◎ 

水道局 

水道総務課 

経営管理担

当 

34 

 

水道メータ

ー検針月の

統一化 

 現在、隔月又は毎月と

なっている水道メーター

の検針業務について、経

費縮減の観点から検針月

の統一化を図るととも

に、外部委託についての

検討を進めます。 

 

統一化

に向け

た取組 

住民等

への周

知 

 

検針統

一化の

実施 

 

外部委

託の検

討 

これまで、事務の効率化

と事務経費の削減の観点

から、隔月検針への統一に

ついて検討してきました

が、利用者の負担感による

未収金増への懸念や、電気

料金・ガス料金等と同じ毎

月検針を希望する利用者

が多いこと等により、市民

サービスの観点から、隔月

検針への統一は見送るこ

ととしました。 

 

H19 

○ 

H20 

△ 

H21 

△ 

水道局 

営業課 

計量担当 

35 分遣所、分

署の在り方

の検討 

 火災、救急への同時対

応など総合的な消防救急

力の向上を図る観点か

ら、分遣所及び分署の在

り方について検討しま

す。 

 

在り方

の検討 

検討結

果に基

づく取

組 

検討結

果に基

づく取

組 

「消防力適正配置に向

けた消防署所整備方針」に

おいて、適正配置の対象と

した署所については、地域

への説明を行い、具体的な

整備の方向性を決定し、順

次、整備に着手しました。 

 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

◎ 

 

消防本部 

企画調整室 

企画調整担

当 

36 公共料金支

払管理シス

テムの導入 

 公共料金支払管理シス

テムを導入し、公共料金

の支払方法を納付書払い

から口座振替払い（口座

引落）に改善することに

より、支払業務の効率化

及び迅速化を図ります。 

システ

ム導入

に向け

た取組 

システ

ム導入 

継続し

て実施 

平成２０年１０月から

公共料金支払管理システ

ムで、公共料金の口座振替

払い（口座引落）を実施し

ており、今後も同システム

を使用し、公共料金の口座

振替払いを行っていきま

す。 

 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

◎ 

会計管理室 

出納担当 
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37 公立幼稚園

の運営等の

見直し 

 幼小連携の充実など、

公立幼稚園としての特色

ある教育内容の充実を図

るとともに、３歳児保育、

預かり保育など、保護者

ニーズに対応のほか、一

定園児数の確保による教

育内容の充実の観点から

小規模幼稚園の適正配置

に向けた取組を進めま

す。 

運営の

在り方

等の検

討 

検討結

果に基

づく取

組 

検討結

果に基

づく取

組 

幼稚園・小中学校在り方

検討委員会で、少人数園の

在り方や給食や預かり保

育の充実等について検討

しました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

教育委員会 

事務局 

教育研究支

援課 

教育課程・研

修担当 

38 小中学校の

活性化 

 学校規模の適正化を踏

まえ、小中学校の活性化、

小中一貫教育の推進を進

めるなど、教育内容の充

実を図り、小学校の適正

配置について検討してい

きます。 

活性化

及び統

廃合に

向けた

検討及

び小中

一貫教

育の推

進 

検討結

果に基

づく取

組 

 

検討結

果に基

づく取

組 

 

 

平成２２年４月に太郎

生小学校と美杉小学校が

統合し、美杉地域では小学

校 1校、中学校 1校となり

ます。 

また、芸濃地域について

は、複式学級解消の方策と

して椋本小、雲林院小、安

西小の３校を統合して活

性化する方向で検討を開

始しました。 

なお、その他の地域につ

いても引き続き検討して

いきます。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

教育委員会 

事務局 

教育研究支

援課 

教育研究担

当 

39 通学区域の

弾力的運用 

 通学区域については、

保護者や子どもの諸事情

に配慮したより良い教育

環境を提供するため、通

学区域審議会を設置し、

通学区域の弾力的運用を

図るための見直しを図る

とともに、小中学校の適

正配置についての検討結

果を踏まえた通学区域を

検討します。 

通学区

域の見

直し及

び検討 

継続し

て取組 

継続し

て取組 

小学校の適正配置に係

る課題を整理し、津市通学

区域審議会を開催しまし

た。 

今後、当該審議会の内容

等も踏まえ、引き続き検討

していきます。 

 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

教育委員会 

事務局 

学校教育課 

学務担当 

40 

 

成人式の開

催方法の検

討 

 現在、地域活動振興予

算により各地域で開催し

ている成人式について、

一体性を高める観点か

ら、全市一本化開催に向

けた検討を進めます。 

検討結

果に基

づく実

施 

－ － 平成２０年１月から成

人式を一本化して開催し

ています。 

H19 

◎ 

H20 

－ 

H21 

－ 

教育委員会 

事務局 

生涯学習課 

青少年担当 

41 津市文化振

興事業の見

直し 

 津市文化振興事業と各

施設等が行っている事業

の整理を行うことによ

り、経費節減を図るとと

もに、各地域の特性や各

施設等の特性を生かした

事業実施に向けた見直し

をします。 

事業の

在り方

の検討 

検討結

果に基

づく取

組 

－ 文化振興事業と市内各

文化ホールの自主事業（地

域活動振興事業）との内容

を整理し、平成 20 年度か

ら事業別予算として一本

化し、地域の特性や施設の

機能を活かした事業の取

組ができるよう見直しま

した。 

H19 

○ 

H20 

◎ 

H21 

－ 

スポーツ文

化振興部 

ﾘｰｼﾞｮﾝﾌﾟﾗｻﾞ 

ﾘｰｼﾞｮﾝﾌﾟﾗｻﾞ 

管理担当 

42 教育集会所

の在り方の

検討 

 教育集会所について、

現在の利用状況、利用方

法等を踏まえつつ、施設

の在り方を検討します。 

施設の

在り方

検討 

検討結

果に基

づく取

組 

検討結

果に基

づく取

組 

教育集会所の利用状況

の実態把握を行うととも

に、各教育集会所を所管す

る事務所の意見聴取や地

元住民・自治会の意向確認

を行いました。 

これらの結果を踏まえ

つつ、さらなる精査を行な

い、教育集会所として継続

する、あるいは地域の意向

も踏まえ作業を進めてい

ます。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

教育委員会 

事務局 

人権教育課 

人権教育担

当 
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43 

 

放課後児童

健全育成事

業の運営管

理の見直し 

 合併調整の内容を踏ま

えつつ、全市的なサービ

ス提供の均衡を図る観点

から、放課後児童健全育

成事業（久居地域）につ

いて公設民営化に向けた

見直しを行います。 

公設民

営化に

向けた

協議 

公設民

営化に

向けた

協議及

び準備 

公設民

営化の

実施 

放課後児童健全育成事

業（久居地域）については、

平成２１年度から公設民

営化しました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

◎ 

 

教育委員会 

事務局 

生涯学習課 

青少年担当 

44 投票区の再

編 

現行の投票区から、選

挙人の利便性に配慮しつ

つ、投票区の統合・分割

について検討を進め、投

票所の見直し及び投票区

の再編を図ります。 

投票区

等の見

直し 

(

６投票

区減) 

投票区

等の見

直し 

投票区

等の見

直し 

これまで、当初から９投

票区（１３１投票区から１

２２投票区）の減数を実施

してきました。今後も引き

続き、さらなる投票区の再

編について、調査、検討を

継続していきます。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

◎ 

 

選挙管理委

員会事務局 

選挙担当 

ウ 本庁と総合支所における役割分担の見直し 

番

号 

取組 

項目 
取組概要 

H19 

取組 

H20 

取組 

H21 

取組 
取組結果 点検 所管部課等 

45 本庁と総合

支所の役割

の見直し 

 職員数の削減を踏ま

え、本庁と総合支所の役

割の見直しを図ります。 

見直し

に向け

た検討 

役割の

見直し 

検証及

び必要

な見直

し 

本庁への事務の集約化

や効率的な執行体制の確

立に向け、本庁や総合支所

の現況等の把握を行い、総

合支所における地域振興

の推進体制を整備すると

ともに市営住宅課業務等

の一部業務の本庁への集

約等の見直しを行いまし

た。(平成 22年 4月 1日施

行) 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

 

総務部 

行政経営課 

行政経営担

当 

46 出張所の再

編整備 

 

（出張所の

統廃合） 

 効率的な行政運営を図

るため、再任用職員の活

用を図るとともに、２６

出張所の適正配置を検討

しながら、再編整備に向

けた取組を進めます。 

前期計

画策定 

 

( 旧 津

12出張

所) 

 

 

 

 

 

－ 

地元説

明 

 

前期計

画実施 

 

 

 

 

 

 

後期計

画策定 

( そ の

他14出

張所) 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地元説

明 

 

 

津地域における１２出

張所（前期計画分）につい

ては、平成２１年４月か

ら、基幹となる出張所（３

出張所）及び一般の出張所

（９出張所）として新たな

運用を開始しました。 

津地域以外の１４出張

所については、これまで適

正配置について検討して

きましたが、後期計画の策

定には至っておりません。 

今後は、現行の配置を基

本に、地域の実情に応じた

効率的な運営方法につい

て、引き続き検討していき

ます。 

H19 

○ 

H20 

(◎) 

H21 

(－) 

 

H20 

△ 

H21 

△ 

市民部 

市民交流課 

企画管理担

当 

 

 

各総合支所 

地域振興課 

総務担当 

 

47 建設工事事

務の円滑化 

 職員の集中化により事

業の円滑な推進と事務の

効率化を図るため、現在

の総合支所の所掌事務を

久居工事事務所が一部担

うことも含め、本庁、久

居工事事務所及び総合支

所の所掌事務の見直しを

行います。 

見直し

に向け

た検討 

段階的

な見直

し 

検証及

び必要

な見直

し 

平成２０年度に引き続

き、津北・南工事事務所に

おいて、建設部門の一部を

受け持ち、事業の円滑な推

進と事務の効率化を図り

ました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

◎ 

建設部 

津北・南工

事事務所 

管理担当 
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エ 公正の確保と透明性の向上 

番

号 

取組 

項目 
取組概要 

H19 

取組 

H20 

取組 

H21 

取組 
取組結果 点検 所管部課等 

48 パブリック

コメント制

度の導入 

 本市の政策等に係る意

思決定過程における住民

参加並びに公平性及び透

明性の確保を図るため、

パブリックコメント制度

を導入します。 

制度導

入 

－ － 平成１９年度にパブリ

ックコメント制度を導入

しました。 

H19 

◎ 

H20 

－ 

H21

－ 

市民部 

市民交流課 

広聴相談担

当 

49 計画的な財

務監査及び

行政監査の

実施 

 庁内の財務監査及び行

政監査はもとより、本市

の財政援助団体等のほ

か、指定管理者に係る財

務監査も含め、計画的な

監査を進めます。 

計画的

な監査

の実施 

継続し

て実施 

継続し

て実施 

監査対象は本庁舎内の

部局等のほか、９つの総合

支所をはじめ、出張所や学

校などが広範囲に設置さ

れているため、地域内ごと

の監査対象の立地などを

考慮して、監査計画を作成

し、効率的な監査を実施し

ました。 

さらに、財政健全化判断

比率の審査については、担

当者６人を２班編成（各３

人）し、効率的かつ効果的

な予備調査を行いました。 

H19 

○

H20 

○ 

H21 

◎ 

監査事務局 

監査担当 

50 内部の事務

処理に係る

管理体制の

充実 

 内部の事務処理に係る

公正性を確保するため、

事務の簡素化、効率化に

向けた見直しに併せて、

管理体制についても常に

見直しを図ります。 

管理体

制の見

直し 

検証及

び必要

な見直

し 

検証及

び必要

な見直

し 

総合支所機能の見直し、

事務分掌の見直し等に合

わせ、個々の事務の執行方

法について見直しを行い

ました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

◎ 

全庁 

51 包括外部監

査制度の検

討 

 包括外部監査制度につ

いて、費用対効果も含め

た導入の是非について検

討を進めます。 

導入の

是非に

ついて

の検討 

検討結

果に基

づく取

組 

検討結

果に基

づく取

組 

他市の事例状況からメ

リットが少ないことや、本

市の監査委員に公認会計

士を配置していることか

ら、当面の間、包括外部監

査制度の導入は行わない

こととしました。 

今後は、組織的な内部監

査機能の強化も視野に入

れた内部統制の体制づく

りの検討を進めます。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

◎ 

 

総務部 

行政経営課 

行政経営担

当 

オ 行政評価に係るシステムの構築 

番

号 

取組 

項目 
取組概要 

H19 

取組 

H20 

取組 

H21 

取組 
取組結果 点検 所管部課等 

52 行政評価シ

ステムの構

築 

 一定予算の枠配分方式

の導入と相まって、各所

管が事業の実施効果等を

主体的に評価し、その評

価結果が、その後の施策

展開に反映できる行政評

価システムの構築を進め

ます。 

システ

ムの構

築 

システ

ムの導

入 

導入結

果の見

直しと

必要な

見直し 

平成２０年度から行政

評価システムを試行的に

導入しました。 

これに基づき４月に政

策評価及び業績評価の目

標設定を、６月に事務事業

評価を、１０月に政策評価

及び業績評価の中間点検

をそれぞれ実施しＰＤＣ

Ａマネジメントサイクル

の具体化に繋げてきまし

た。 

今後も、試行期間中の課

題等を踏まえ、当該システ

ムに改善・改良を加え、実

効性のあるシステム運用

を目指します。 

H19 

○ 

H20 

△ 

H21 

○ 

総務部 

行政経営課 

行政経営担

当 
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２ 民間活用の在り方 

 ア 外部委託等の推進 

番

号 

取組 

項目 
取組概要 

H19 

取組 

H20 

取組 

H21 

取組 
取組結果 点検 所管部課等 

53 旅費計算事

務の外部委

託 

 旅費額の計算について

は、外部委託による事務

の効率化による人件費の

削減及び旅費支出額の抑

制を図ります。 

 

実施方

法の検

討 

外部委

託の実

施 

継続し

て取組 

現在、旅費計算業務につ

いては、会計管理室が管理

する市販の計算ソフトを

利用することで、担当者の

事務軽減を図っていると

ころです。 

外部委託の導入につい

ては、これまで検討してき

ましたが、メリットが少な

いことから、当該業務に係

る外部委託は導入しない

こととしました。 

H19 

○ 

H20 

△ 

H21 

△ 

総務部 

人事課 

給与厚生担

当 

54 ごみ収集業

務（直営分）

の外部委託

の推進 

 現在、直営及び外部委

託の併用により実施して

いるごみ収集業務につい

て、民間活用の推進及び

経費縮減等を図るため、

外部委託の推進を図りま

す。 

外部委

託に向

けた検

討 

外部委

託に向

けた検

討 

検討結

果に基

づく取

組 

久居地域の直営業務の

民間委託に向けた取組を

行い、平成２２年４月から

実施します。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

環境部 

環境事業課 

管理担当 

55 設計業務等

に係る外部

委託の検討 

 効率的な事務の執行を

図るため、設計業務等に

係る外部委託の在り方に

ついて検討を進め、職員

の技術力の育成と業務量

の変化に対応できる効率

的な執行体制の両立を目

指します。 

外部委

託の在

り方に

向けた

検討 

段階的

な外部

委託の

実施 

段階的

な外部

委託の

実施 

道路新設改良、都市公園

整備等に係る設計、下水道

に係る測量設計の外部委

託を実施し、平成２１年度

には、他課からの依頼工事

に係る測量・設計の外部委

託も実施しました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

公共工事 

施工所管 

56 水道料金収

納業務の外

部委託 

 水道料金の徴収事務に

ついて、外部委託を図る

ことにより徴収経費の削

減及び収納率の向上を図

ります。 

外部委

託の実

施 

－ － 平成１９年度から水道

料金収納業務の外部委託

を実施しています。 

H19 

◎ 

H20 

－ 

H21 

－ 

 

水道局 

営業課 

料金担当 

イ 公共施設の在り方の見直し 

番

号 

取組 

項目 
取組概要 

H19 

取組 

H20 

取組 

H21 

取組 
取組結果 点検 所管部課等 

57 津市地域情

報センター

の管理運営

方法の見直

し 

 民間ＩＤＣ（データセ

ンター）の利活用による

安全・安心な基幹系サー

バー等の稼働環境を確保

しつつ、津市地域情報セ

ンターの管理運営方法の

見直しに向けた検討を進

めます。 

基幹系

サーバ

ー移設

及び管

理運営

方法の

検討 

検討結

果に基

づく取

組 

 

検討結

果に基

づく取

組 

民間ＩＤＣの利活用に

より、安全・安心な基幹系

サーバの保守の維持に努

めました。 

また、平成２１年４月か

ら地域情報センターの運

営に一部外部委託を導入

しました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

総務部 

情報企画課 

情報システ

ム運用担当 

58 津リージョ

ンプラザ管

理運営方法

の見直し 

 津リージョンプラザに

ついて、民間活力の導入

による市民サービスの向

上及び経費縮減を図るた

め、関係所管とともに指

定管理者制度の導入も含

めた管理運営方法の見直

しについて検討します。 

 

管理運

営方法

の検討 

 

 

 

検討結

果に基

づく取

組 

 

 

 

検討結

果に基

づく取

組 

 

 

 

指定管理者制度導入も

含めた管理運営方法の見

直しを行ってきましたが、

指定管理者制度導入のメ

リットが見込めないこと

から、当該制度は導入しな

いこととしました。 

なお、管理運営方法の見

直しを行い、平成２１年４

月より舞台設備管理操作

業務の全面民間委託を実

施しました。 

 

H19 

△ 

H20 

○ 

H21 

◎ 

スポーツ文

化振興部 

ﾘｰｼﾞｮﾝﾌﾟﾗｻﾞ 

ﾘｰｼﾞｮﾝﾌﾟﾗｻﾞ 

管理担当 
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59 久居斎場の

管理運営方

法の見直し 

 久居斎場について、民

間活力の導入による市民

サービスの向上及び経費

縮減を図るため運営業務

の外部委託に向けた取組

を進めます。 

委託に

向けた

施設改

修の計

画策定 

委託に

向けた

施設改

修の取

組 

委託に

向けた

施設の

改修 

 

久居斎場の管理運営方

法については、当初、外部

委託に係る施設改修を必

要としていましたが、委託

業者への技術指導等によ

り委託が可能となったた

め、平成２０年１１月から

外部委託に移行しました。 

このことにより、現在、

火葬等の葬祭業務を外部

委託により実施していま

す。 

H19 

△ 

H20 

△ 

H21 

◎ 

市民部 

市民課 

戸籍・管理担

当 

60 クリーンセ

ンターおお

たか等に係

る運転管理

業務の一部

外部委託化

等 

 現在、直営により２４

時間体制で運転管理を行

っているクリーンセンタ

ーおおたかについて、運

転管理経費の縮減を図る

ため深夜及び準深夜の運

転管理業務の外部委託を

行うとともに、全面委託

についての検討を進めま

す。 

 なお、河芸美化センタ

ーの効率的かつ効果的な

運営を図るため、外部委

託についても検討を進め

ます。 

外部委

託の検

討 

検討結

果に基

づく取

組 

外部委

託の実

施 

平成２１年１０月１日

から深夜・準深夜勤務委託

を導入しました。委託化に

伴い正規職員６名、臨時職

員１名減となりました。 

また、当センターから異

動となった職員のうち正

規職員１名と臨時職員１

名が河芸美化センターへ

配置されました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

環境部 

ク リ ー ン セ ン タ ー 

おおたか 

業務担当 

61 公立保育所

の民営化に

向けた検討 

 入所児童の実態や公私

保育所の地域的なバラン

スなども考慮しながら

津、久居及び河芸地域に

おける民営化の導入を検

討します。 

 

 

 

民営化

に向け

た検討 

検討結

果に基

づく取

組 

検討結

果に基

づく取

組 

関係部局の職員で構成

する公立保育所民営化検

討会議や外部の有識者の

方による懇話会を平成１

９年度に設置しました。 

平成２１年度は、エリア

の見直しや実施方法等の

課題についての検討を行

いました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

△ 

健康福祉部 

こども家庭

課 

保育担当 

62 阿漕塚記念

館への指定

管理者制度

の導入 

 阿漕塚記念館につい

て、民間活力の導入によ

る市民サービスの向上及

び経費縮減を図るため、

指定管理者制度の導入に

向けた取組を進めます。 

 

 

 

指定管

理者制

度導入

に向け

た検討 

検討結

果に基

づく取

組 

指定管

理者制

度の導

入 

 

指定管理者制度の導入

については、当該制度の導

入のメリットは少ないこ

とから当面は現行の管理

委託を継続することとし

ました。 

なお、現行の使用料の減

免措置について見直しを

行い、平成２２年４月以

降、地域のコミュニティ活

動を行う団体等の趣味的

活動等について、従来の全

額免除から半額免除とす

ることとしました。 

H19 

○ 

H20 

△ 

H21 

◎ 

商工観光部 

観光振興課 

観光管理担

当 

63 勤労青少年

ホームの廃

止 

 勤労青少年ホームにつ

いて、施設の老朽化が著

しく、また利用者等のニ

ーズも変化していること

から廃止することとしま

す。 

 なお、若者の社会的自

立及び職業的自立を行う

観点から、現在の勤労青

少年講座は内容精査を行

い、市内既存施設の活用

による開催を検討しま

す。 

利用者

への周

知 

 

講座内

容の精

査 

ホーム

の廃止 

 

他施設

での講

座開催 

 

－ 

 

－ 

勤労青少年ホームは平

成１９年度で廃止しまし

たが、勤労青少年講座につ

いては、市内既存施設を活

用して開催しています。 

H19 

○ 

H20 

◎ 

H21 

－ 

商工観光部 

商業労政振

興課 

労政担当 
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64 サン・ワー

ク津への指

定管理者制

度の導入 

 サン・ワーク津につい

て、民間活力の導入によ

る市民サービスの向上及

び経費縮減を図るため、

指定管理者制度の導入に

向けた取組を進めます。 

 

指定管

理者制

度導入

に向け

た取組 

検討結

果に基

づく取

組 

指定管

理者制

度の導

入 

指定管理者制度の導入

に向けた検討の中で、施設

の老朽化に伴う空調設備

改修工事や屋上防水改修

工事等が必要となったこ

とから、これら一連の改修

工事を実施しました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

△ 

商工観光部 

商業労政振

興課 

労政担当 

65 新町ポンプ

場維持管理

業務に係る

外部委託の

拡大 

 現在、臨時職員により

実施している新町ポンプ

場の日常的な清掃及び沈

砂掻揚機の運転等の場内

維持管理業務について、

現行のポンプ場巡視点検

業務の委託に加えること

により、経費節減等を図

ります。 

外部委

託の拡

大 

－ 

 

－ 

 

臨時職員により対応し

ていた新町ポンプ場の清

掃及び沈砂掻場機の運転

等の場内維持管理業務に

ついて、平成１９年度に津

地区内ポンプ設備点検整

備（巡視）業務委託に加え

ました。 

H19 

◎ 

H20 

－ 

H21 

－ 

下水道部 

下水道施設

課 

施設担当 

66 給食提供の

在り方（セ

ン タ ー 化

等）の検討 

 給食施設の老朽化及び

衛生管理面の状況を踏ま

え、より安全安心な給食

の提供を行うため、また

地域による中学校給食実

施の格差を解消するため

に、効率的な給食業務の

運営について、センター

化も視野に入れた検討を

します。 

実施方

法の検

討 

検討結

果に基

づく取

組 

検討結

果に基

づく取

組 

給食未実施となってい

る津・久居地域の中学校１

１校について、平成２３年

度中の供用開始に向け、学

校給食センターの建設及

び受入中学校１１校の施

設改修に係る設計業務委

託契約をそれぞれ締結し

ました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

教育委員会 

事務局 

学校教育課 

保健・給食担

当 

67 体育館、野

球場及びグ

ラウンド等

スポーツ施

設への指定

管理者制度

の導入 

 

 体育館、野球場及びグ

ラウンド等スポーツ施設

について、民間活用の導

入による市民サービスの

向上及び経費縮減を図る

ため、指定管理者制度の

導入に向けた取組を進め

ます。 

 

指定管

理者制

度導入

に向け

た検討 

指定管

理者制

度の導

入 

指定管

理者制

度の継

続 

対象となるスポーツ施

設について、指定管理者制

度の導入には至っており

ません。 

なお、当該制度の導入が

考えられる安濃中央総合

公園内の運動施設（体育

館、テニスコート、野球場、

フットサルコート等）につ

いて、引き続き検討を行っ

ていきます。 

H19 

△ 

H20 

△ 

H21 

△ 

スポーツ文

化振興部 

スポーツ振

興課 

スポーツ振

興担当 

68 公民館の在

り方の検討 

 各公民館の活動状況、

利用状況等、その必要性

を勘案し、施設の統廃合

等を視野に入れた検討を

します。 

適正配

置に向

けた検

討 

検討結

果に基

づく取

組 

検討結

果に基

づく取

組 

「公民館の現状につい

ての調査」をもとに、公民

館の組織を含め、生涯学習

スポーツ審議会公民館分

科会、社会教育委員の会議

等で検討を行い、試案を作

成しました。 

今後は早期に見直しを

実施していきます。 

 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

 

教育委員会 

事務局 

生涯学習課 

公民館事業

担当 

69 片田浄水場

運転管理業

務の一部委

託 

 現在、直営により管理

運営を行っている片田浄

水場について、その業務

の一部を外部委託するこ

とにより経費縮減を図り

ます。 

外部委

託の検

討 

外部委

託の実

施 

外部委

託の継

続 

施設改築を優先し、改築

後に外部委託を検討する

こととしたことから、施設

改築に向け、耐震診断を実

施しました。 

H19 

○ 

H20 

△ 

H21 

◎ 

 

水道局 

浄水課 

浄水管理担

当 

70 津市久居総

合福祉会館

への指定管

理者制度の

導入 

 津市久居総合福祉会館

について、民間活力の導

入による市民サービスの

向上及び経費縮減を図る

ため、指定管理者制度の

導入に向けた取組を進め

ます。 

 

指定管

理者制

度導入

に向け

た取組 

指定管

理者制

度の導

入 

指定管

理者制

度の継

続 

指定管理者制度の導入

については、経費面や運営

面等から検証したところ、

現行の直営と比べ優位性

等の確認ができなかった

ことから、当該制度を導入

しないこととしました。 

H19 

△ 

H20 

△ 

H21 

△ 

久居総合支

所 

福祉課 

福祉担当 
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71 榊原自然の

森温泉保養

館（湯の瀬）

への指定管

理者制度の

導入 

 榊原自然の森温泉保養

館について、民間活力の

導入による市民サービス

の向上及び経費縮減を図

るため、指定管理者制度

の導入に向けた取組を進

めます。 

指定管

理者制

度の導

入に向

けた検

討 

検討結

果に基

づく取

組 

検討結

果に基

づく取

組 

指定管理者制度の導入

に際し、施設の現状が大き

な課題となることから、平

成２１年度には熱交換器

の取り替え等を行うとと

もに、「湯の瀬経営改善計

画」を策定しました。 

当該計画の下、施設の老

朽化に伴う計画的な修繕

に努め、引き続き指定管理

者制度の導入に向けた取

組を進めます。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

久居総合支

所 

地域振興課 

産業振興担

当 

72 河芸ほほえ

みセンター

の管理運営

方法の見直

しに係る検

討 

 河芸ほほえみセンター

について、民間活力の導

入による市民サービスの

向上及び経費縮減を図る

ため、関係所管とともに

指定管理者制度の導入も

含めた管理運営方法の見

直しについての検討を進

めます。 

 

管理運

営方法

の検討 

検討結

果に基

づく取

組 

検討結

果に基

づく取

組 

指定管理者制度の導入

に向け検討を行ってきま

したが、河芸ほほえみセン

ターは、使用料減免団体の

利用が多く、収益性の低い

施設となっています。この

ため指定管理者制度の導

入効果が低いことから、当

該制度を導入しないこと

としました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

◎ 

河芸総合支

所 

市民福祉課 

福祉担当 

73 芸濃保健福

祉センター

の管理運営

方法の見直

しに係る検

討 

 芸濃保健福祉センター

について、民間活力の導

入による市民サービスの

向上及び経費縮減を図る

ため、関係所管とともに

指定管理者制度の導入も

含めた管理運営方法の見

直しについての検討を進

めます。 

管理運

営方法

の検討 

検討結

果に基

づく取

組 

検討結

果に基

づく取

組 

指定管理者制度の導入

については、当該施設は庁

舎と一体となっているこ

とから、今後も直営により

管理を行っていくことと

しました。なお、保健福祉

センター管理業務委託を

庁舎日常管理業務委託と

一本化するなど経費の削

減を行ってきました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

◎ 

芸濃総合支

所 

地域振興課 

総務担当 

74 錫杖湖畔キ

ャンプ場及

び落合の郷

への指定管

理者制度の

導入 

 錫杖湖畔キャンプ場及

び落合の郷について、民

間活力の導入による市民

サービスの向上及び経費

縮減を図るため、指定管

理者制度の導入に向けた

取組を進めます。 

 

指定管

理者制

度導入

に向け

た取組 

指定管

理者制

度の導

入 

指定管

理者制

度の継

続 

指定管理者制度の導入

については、これまでの取

組の中で地元において受

入の希望もありましたが、

安定かつ継続した経営確

保は困難であると判断し、

当該施設は直営方式によ

り管理を行うこととしま

した。 

H19 

△ 

H20 

△ 

H21 

△ 

芸濃総合支

所 

地域振興課 

産業振興・環

境担当 

75 錫杖湖水荘

への指定管

理者制度の

導入 

 錫杖湖水荘について、

民間活力の導入による市

民サービスの向上及び経

費縮減を図るため、指定

管理者制度の導入に向け

た取組を進めます。 

 

 

指定管

理者制

度導入

に向け

た取組 

指定管

理者制

度の導

入 

指定管

理者制

度の継

続 

指定管理者制度の導入

については、これまでの取

組の中で地元において受

入の希望もありましたが、

安定かつ継続した経営確

保は困難であると判断し、

当該施設は直営方式によ

り管理を行うこととしま

した。 

H19 

△

H20 

△ 

H21 

△ 

芸濃総合支

所 

地域振興課 

産業振興・環

境担当 

76 高齢者生活

福祉センタ

ーの管理運

営方法の見

直し 

 高齢者生活福祉センタ

ーについて、管理運営経

費の縮減を図るため、管

理運営方法の在り方や使

用料等について同種の施

設の所管とともに検討を

行い、その結果を踏まえ

た見直しを進めます。 

 

 

指定管

理者制

度導入

に向け

た検討 

検討結

果に基

づく取

組 

－ 高齢者生活福祉センタ

ーについて、指定管理者制

度の導入も視野に入れた

検討を行った結果、管理運

営経費の大きな縮減効果

が見込めないこと及び利

用者が高齢者であること

から直営から指定管理者

に移行することによる利

用者への影響が大きい点

等を鑑み、直営による管理

運営を継続することとし

ました。 

H19 

○ 

H20 

◎ 

H21 

－ 

美里総合支

所 

市民福祉課 

福祉担当 
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77 津市美里農

産物加工セ

ンターへの

指定管理者

制度の導入 

 津市美里農産物加工セ

ンターについて、民間活

力の導入による市民サー

ビスの向上及び経費縮減

を図るため、指定管理者

制度の導入に向けた取組

を進めます。 

指定管

理者制

度の導

入 

－ － 平成１９年４月から指

定管理者制度を導入しま

した。 

H19 

◎ 

H20 

－ 

H21 

－ 

 

美里総合支

所 

地域振興課 

産業振興・環

境担当 

78 農村集落多

目的共同利

用施設への

指定管理者

制度の導入

に向けた検

討 

 安濃地域の農村集落多

目的共同利用施設につい

て、民間活力の導入によ

る市民サービスの向上及

び経費縮減を図るため、

指定管理者制度の導入に

向けた取組を進めます。 

指定管

理者制

度導入

に向け

た検討 

検討結

果に基

づく取

組 

検討結

果に基

づく取

組 

これまで、指定管理者制

度の導入に向けた検討を

行ってきましたが、当該施

設の利用実態から制度導

入の効果が望めないため、

当該制度は導入しないこ

ととしました。 

H19 

○ 

H20 

△ 

H21 

◎ 

安濃総合支

所 

地域振興課 

産業振興・環

境担当 

79 サンヒルズ

安濃の管理

運営方法の

見直しに係

る検討 

 サンヒルズ安濃につい

て、民間活力の導入によ

る市民サービスの向上及

び経費縮減を図るため、

関係所管とともに指定管

理者制度の導入も含めた

管理運営方法の見直しに

ついての検討を進めま

す。 

 

管理運

営方法

の検討 

検討結

果に基

づく取

組 

検討結

果に基

づく取

組 

指定管理者制度の導入

については、当該施設が複

合施設であるため運営が

複雑であることなどから

当該制度は導入しないこ

ととしました。 

なお、舞台設備管理業務

について、委託業務内容の

見直しを行い経費の縮減

を図りました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

◎ 

安濃総合支

所 

地域振興課 

総務担当 

80 サンデルタ

香良洲の管

理運営方法

の見直しに

係る検討 

 サンデルタ香良洲につ

いて、民間活力の導入に

よる市民サービスの向上

及び経費縮減を図るた

め、関係所管とともに指

定管理者制度の導入も含

めた管理運営方法の見直

しについての検討を進め

ます。 

管理運

営方法

の検討 

検討結

果に基

づく取

組 

検討結

果に基

づく取

組 

これまで、指定管理者制

度の導入も含めた検討を

行ってきましたが、当該施

設は臨時職員３名で管理

運営を行っており、当該制

度の導入は経費の増加と

なることから、当該制度は

導入しないこととしまし

た。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

◎ 

香良洲総合

支所 

地域振興課 

総務担当 

81 とことめの

里一志の管

理運営方法

の見直しに

係る検討 

 とことめの里一志につ

いて、民間活力の導入に

よる市民サービスの向上

及び経費縮減を図るた

め、関係所管とともに指

定管理者制度の導入も含

めた管理運営方法の見直

しについての検討を進め

ます。 

管理運

営方法

の検討 

検討結

果に基

づく取

組 

検討結

果に基

づく取

組 

これまで、指定管理者制

度の導入も含めた検討を

行ってきており、施設修繕

等の環境整備を進める中、

平成２１年度に年次修繕

計画を策定しました。 

今後も引き続き、管理運

営方法について検討して

いきます。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

一志総合支

所 

地域振興課 

総務担当 

82 一志浄化セ

ンターの廃

止 

 一志浄化センターにつ

いて、流域下水道の整備

に伴い廃止します。 

センタ

ーの廃

止 

－ － 平成１９年４月に廃止

しました。 

H19 

◎ 

H20 

－ 

H21 

－ 

 

一志総合支

所 

地域振興課 

産業振興・環

境担当 

 

83 レークサイ

ド君ケ野の

管理運営方

法の見直し 

 レークサイド君ケ野に

ついて、管理運営検討会

議を設置し、宿泊施設の

在り方や民間活力の導入

も含めた管理運営方法の

見直しについての検討を

行い、経営状況の改善に

向けた取組を進めます。 

管理運

営方法

の検討 

検討結

果に基

づく取

組 

検討結

果に基

づく取

組 

これまで、レークサイド

君ヶ野管理運営検討会議

を活用するなど当該施設

の管理運営方法について

検討を行ってきました。 

これらの検討を踏まえ、

森林セラピー基地の拠点

施設コーナーの併設や宿

泊プランの設定を行うと

ともにＰＲに努め、経営状

況の改善に向け、さらなる

集客に努めました。 

 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

美杉総合支

所 

地域振興課 

産業振興・環

境担当 
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84 美杉地域産

物加工販売

施設への指

定管理者制

度の導入 

 美杉地域産物加工販売

施設について、民間活力

の導入による市民サービ

スの向上及び経費縮減を

図るため、指定管理者制

度の導入に向けた取組を

進めます。 

 

 

指定管

理者制

度導入

に向け

た検討 

検討結

果に基

づく取

組 

指定管

理者制

度の導

入 

これまで、指定管理者制

度の導入について検討を

行ってきましたが、森林セ

ラピー基地の拠点施設と

して本市が直接的に地域

と連携して取り組む必要

があるため、引き続き直営

施設として運営を行うこ

ととしました。 

H19 

○ 

H20 

△ 

H21 

◎ 

 

美杉総合支

所 

地域振興課 

産業振興・環

境担当 

85 スカイラン

ドおおぼら

の施設管理

業務の外部

委託の推進 

 現在直営で運営管理を

行っているスカイランド

おおぼらについて、管理

業務の一部外部委託を行

うことにより、経費縮減

を図ります。 

外部委

託の検

討 

外部委

託の実

施 

外部委

託の継

続 

これまで、パターゴルフ

場等の外部委託について

検討を行ってきましたが、

メリットが少ないことか

ら、引き続き直営施設とし

て運営を行うこととしま

した。 

H19 

○ 

H20 

△ 

H21 

◎ 

美杉総合支

所 

地域振興課 

産業振興・環

境担当 

 

ウ 外郭団体の在り方の見直し 

番

号 

取組 

項目 
取組概要 

H19 

取組 

H20 

取組 

H21 

取組 
取組結果 点検 所管部課等 

86 出資・出捐

団体に係る

経営状況の

把握 

 本市が出資・出捐する

団体について、経営状況

の健全化に向けた取組を

進めるため、指針の作成

の下、定期的に経営状況

を把握するとともに、改

善が必要とされた団体に

ついては健全化に向けた

取組を求めていきます。 

 

 

指針の

策定及

び点検 

必要と

される

関与の

見直し 

必要と

される

関与の

見直し 

関係所管課において経

営状況確認シートを作成

し、外郭団体等の決算状況

等の把握・分析等に活用し

ました。 

また、今後も更なる外郭

団体等との関与の在り方

の見直しを図るため、経営

分析や事業の必要性等の

検証を行いながら、その評

価等も視野に入れた「外郭

団体の見直しに係る指針」

の作成に向け、検討を進め

ます。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

関係所管課 

 

87 津市社会教

育振興会へ

の関与の見

直し 

 津市野外活動センター

の運営、維持・管理、青

少年健全育成事業の実施

を行っている財団法人津

市社会教育振興会につい

て、今後の関与の在り方

の見直しを図ります。 

 

 

関与の

見直し

に向け

た検討

及び協

議 

必要と

される

関与の

見直し 

必要と

される

関与の

見直し 

津市野外活動センター

の運営、維持・管理を効果

的・効率的に行うため、財

団法人津市社会教育振興

会の組織強化のための公

益法人へのスムーズな移

行をするように指導・助言

を行っていくとの見直し

を行いました。 

H19 

△ 

H20 

○ 

H21 

◎ 

教育委員会 

事務局 

生涯学習課 

生涯学習振

興担当 

エ 地域との協働に向けた検討 

番

号 

取組 

項目 
取組概要 

H19 

取組 

H20 

取組 

H21 

取組 
取組結果 点検 所管部課等 

88 各種国内交

流事業の見

直し 

 国内の交流都市に係る

各種交流事業の効率化を

図るため、合併前にそれ

ぞれの地域において地域

振興等の目的で行政が関

与し実施していた国内都

市等との交流事業につい

て、実施主体を住民団体

へ移行します。 

交流都

市及び

団体と

の協議 

協議結

果に基

づく取

組 

協議結

果に基

づく取

組 

平成１９年度に日本三

津交流のまつり交流への

派遣・受入補助金の廃止や

事務担当者会議の廃止等

を行い、各交流事業担当者

等との情報交換や事業調

整を引き続き行いました。 

また、学校交流やスポー

ツ交流等は、民間団体へ移

行しました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

◎ 

市民部 

国際・国内 

交流室 

国際・国内 

交流担当 

89 自治会連合

会事務局事

務の見直し 

 公的関与のあり方の観

点から、自治会連合会事

務局としての事務につい

て、団体の自立を目指し

た取組を進めます。 

自治会

連合会

との協

議 

自治会

連合会

との協

議 

協議に

基づく

見直し 

津市自治会連合会事務

の見直しについては、平成

２１年度から事務局職員

が雇用され、自主運営に取

り組んでいます。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

◎ 

 

市民部 

市民交流課 

企画管理担

当 
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90 環境フェア

の主催の移

管 

 現在市主催により実行

委員会形式で開催してい

る環境フェアについて、

これまで以上に環境意識

の高揚を図るため住民主

導による実行委員会等へ

の移行を推進します。 

実行委

員会等

による

主催に

向けた

取組 

実行委

員会等

による

主催に

向けた

取組及

び協議 

実行委

員会等

の主催

による

開催 

市民公募及び推薦によ

り２１人の市民（市民団

体）が参画する実行委員会

を立ち上げ、会議を開催

し、平成２1 年度の事業を

実施しました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

◎ 

環境部 

環境政策課 

企画管理担

当 

91 都市公園等

に係る管理

委託の拡大 

 地域に密着した公園に

ついては、市民との協働

の観点から公園利用者で

ある地元自治会等の自主

的な維持管理を促進する

ため、地元自治会等への

維持管理の委託の拡大を

進めます。 

段階的

な委託

の拡大 

継続し

て取組 

継続し

て取組 

平成２１年度は、新規公

園１０箇所増の５１５公

園のうち、地元管理委託契

約は昨年度と比較し、２公

園増の４３３公園を２６

２団体と管理委託契約を

締結しました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

◎ 

 

建設部 

建設維持課 

公園担当 

92 各 ス ポ ー

ツ・レクリ

エーション

関係団体の

事務局事務

の見直し 

 公的関与の在り方の観

点から、体育協会、レク

リエーション協会などの

スポーツ・レクリエーシ

ョン関係団体の事務局事

務について、団体の自主

独立を目指した取組を進

めます。 

 

関係団

体との

協議 

関係団

体との

協議 

協議に

基づく

見直し 

津市体育協会等団体事

務の自主自立に向け、団体

の専任による事務長を配

置しました。 

今後は、事務所や嘱託職

員の確保、また、財源の確

保などの課題解決に向け、

具体的な取組について協

議を進めていきます。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

スポーツ文

化振興部 

スポーツ振

興課 

スポーツ振

興担当 

93 各社会教育

関係団体の

事務局事務

の見直し 

 公的関与の在り方の観

点から、ＰＴＡ連合会、

婦人会連絡協議会などの

社会教育関係団体の事務

局事務について、団体の

自主独立を目指した取組

を進めます。 

関係団

体との

協議 

関係団

体との

協議 

協議に

基づく

見直し 

ＰＴＡ連合会について

は、本年度から会計業務を

担当する事務員を１名雇

用しました。また、会長、

副会長及び、ＯＢ会長参加

の下に事務局体制の在り

方について協議を行い、今

後５年をめどに事務局の

自立を目指していくこと

を確認しました。 

婦人会連絡協議会につ

いては、事務局体制の支援

のあり方や補助金の適正

な執行及び自主財源の確

保について協議しました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

教育委員会 

事務局 

生涯学習課 

生涯学習振

興担当 

94 河芸地域体

育祭事業及

び各種スポ

ーツ大会の

統合及び主

催の移管 

 これまで市の委託事業

として実施してきた河芸

地域体育祭事業及び各種

スポーツ大会について、

河芸地域体育振興事業と

して統合を図るととも

に、公的関与のあり方の

観点から、市民団体へ主

催を移管し、より地域に

根ざした市民参加型の事

業展開を図ります。 

主催の

移管 

－ － 平成１９年度に事業の

統合と主催の移管を行い

ました。 

H19 

◎

H20 

－ 

H21 

－ 

河芸総合支

所 

地域振興課 

地域振興担

当 

95 津市河芸文

化祭事業等

の実施主体

の移管 

 これまで市の委託事業

として実施してきた津市

河芸文化祭事業、かわげ

ライトミュージックライ

ブコンサート事業、河芸

町子ども音楽会事業及び

河芸アドベンチャースク

ール事業について、公的

関与のあり方の観点か

ら、市民団体へ主催を移

管し、より地域に根ざし

た市民参加型の事業展開

を図ります。 

主催の

移管 

－ － 平成１９年度に主催の

移管を行いました。 

H19 

◎ 

H20 

－ 

H21 

－ 

河芸総合支

所 

地域振興課 

地域振興担

当 
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96 白山町ふれ

愛フェスタ

の実施主体

の移管 

 これまで市の委託事業

として実施してきた白山

町ふれ愛フェスタについ

て、公的関与のあり方の

観点から、市民団体へ主

催を移管し、より地域に

根ざした市民参加型の事

業展開を図ります。 

 

 

 

主催の

移管 

－ － 平成１９年度に主催の

移管を行いました。 

H19 

◎ 

H20 

－ 

H21 

－ 

白山総合支

所 

地域振興課 

地域振興担

当 

３ 定員管理の在り方 

ア 定員管理の適正化 

番

号 

取組 

項目 
取組概要 

H19 

取組 

H20 

取組 

H21 

取組 
取組結果 点検 所管部課等 

97 臨時職員の

削減及び雇

用形態の見

直し 

 簡素で効率的な執行体

制を確立するため、本庁

舎及び総合支所庁舎等に

おける事務補助に係る臨

時職員（以下「事務補助

職員」という。）を削減し

ます。また、事務補助職

員の効率的な活用を図る

ために、雇用形態の多様

化を図ります。 

事務補

助職員

数合併

前 の

1/2 

 

 

 

 

短時間

勤務形

態の導

入 

業務執

行見直

しによ

る一層

の削減 

 

 

 

 

各種業

務への

短時間

勤務形

態の拡

大 

各フロ

アー又

は複数

部を単

位とし

た配置

による

減員 

 

時間単

位によ

る雇用

形態の

検討・

導入 

 

 

 

平成２１年度において

は、正規職員によらず、臨

時職員等による対応が可

能なものは、臨時職員等へ

の巻き替えを進めた結果、

平成２０年４月１日付け

及び平成２１年４月１日

付けの事務補助職員の人

数を比較すると３人増と

なったところです。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

△ 

総務部 

人事課 

人事政策担

当 

98 定員管理の

適正化 

 定員適正化計画を速や

かに策定し、業務の集中

や統合及び外部委託の推

進等を図ることにより、

平成２７年度の２,５０

０人体制を基本に早期達

成を目指します（平成２

２年４月１日における目

標人員２，７１０人）。 

３０１

３人 

２９３

０人 

２８１

０人 

平成２１年度の退職等

による１４７人減に対し

て、平成２２年４月１日付

け採用者等を６０人に抑

制を行うとともに、組織改

正による効果も含め、平成

２２年４月１日付けで２，

７０６人とし、前年同日現

在と比較し、８７人の減と

しました。 

 

 

 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

総務部 

人事課 

人事政策担

当 

 

 イ 給与の適正化 

番

号 

取組 

項目 
取組概要 

H19 

取組 

H20 

取組 

H21 

取組 
取組結果 点検 所管部課等 

99 給与の適

正化（特別

職給） 

 常勤の特別職（市長等）

の給与については、津市

特別職報酬等審議会の意

見も踏まえるとともに、

他市の状況も見据えつ

つ、引き続き給与の適正

化への取組みを推進しま

す。また、非常に厳しい

財政状況の中、暫定的な

給与抑制に努めます。 

 

 

暫定的

な削減 

（10％

以内) 

 

財政状

況等を

見据え

別途見

直し検

討 

財政状

況等を

見据え

別途見

直し検

討 

津市特別職報酬等審議

会を開催し、特別職の給料

及び報酬の適正化の取組

を続けています。 

また、平成２１年度も引

き続き市長等の給料に対

して減額措置を行いまし

た。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

総務部 

人事課 

給与厚生担

当 
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100 給与の適

正化（一般

職給） 

 職員の給与について

は、社会情勢の変化や国

の公務員制度改革の動向

等も踏まえ、国に準じた

給与制度の適正化を進め

るとともに、厳しい財政

状況等を踏まえ、人件費

の抑制に努めます。 

特殊勤

務手当

の削減

（業務

の実態

等を見

据えた

削減） 

 

 

管理職

手当の

暫定的

な削減 

(10 ％

以内) 

 

職場環

境の検

証等に

より更

なる見

直し検

討 

 

 

 

財政状

況等を

見据え

別途見

直し検

討 

職場環

境の検

証等に

より更

なる見

直し検

討 

 

 

 

財政状

況等を

見据え

別途見

直し検

討 

前年度から引き続き、調

整担当主幹級以上の管理

職手当の削減（１０％以

内）を行うとともに、民間

準拠方式の人事院勧告を

尊重し、国に準じて給与改

定を行いました。 

また、特殊勤務手当につ

いて、社会情勢や職場環境

の変化及び他市の状況等

を踏まえて実態を精査し、

１５手当の廃止と１手当

の減額に係る条例等の改

正を行いました。（平成２

２年４月１日施行） 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

総務部 

人事課 

給与厚生担

当 

ウ 人材育成の推進 

番

号 

取組 

項目 
取組概要 

H19 

取組 

H20 

取組 

H21 

取組 
取組結果 点検 所管部課等 

101 人材育成  新たな課題に積極的に

チャレンジする優れた行

動力を備えた人材の育成

を図るために、民間企業

の協力を得ながら、新た

なリーダース研修や経営

マネジメント研修、民間

企業等への派遣研修な

ど、時代に即応した新た

な研修の展開を図りま

す。 

人材育

成計画

の策定

に向け

た取組 

人材育

成計画

の策定 

計画に

基づく

育成の

継続 

人材育成基本計画策定

推進プロジェクトチーム

（プロジェクトチームＧ）

を中心として同計画（案）

の策定を進め、全庁的な検

討を経て、平成２１年度末

に当該計画を策定しまし

た。 

 

H19 

○ 

H20 

△ 

H21 

○ 

総務部 

人事課 

研修担当 

 

エ 人材評価システムの運用 

番

号 

取組 

項目 
取組概要 

H19 

取組 

H20 

取組 

H21 

取組 
取組結果 点検 所管部課等 

102 人材評価

制度の充

実 

 課長級以上職員を対象

に人材評価制度の試行を

実施し、適正な評価方法

の在り方や給与への反映

方法の研究を進め、その

結果を踏まえ、本格的な

実施を目指します。 

試行実

施 

施行結

果の検

証及び

見直し 

本格実

施に向

け検討 

人材評価制度について

は、本年度から課長級以上

の職員（一部の職種等を除

く。）を対象として試行実

施し、「個人の役割達成目

標」の設定をするととも

に、２月に評価及び面談を

実施しました。 

今後も引き続き、本格的

な実施に向け取り組んで

いきます。 

H19 

△ 

H20 

△ 

H21 

○ 

総務部 

人事課 

人事政策担

当 

 

４ 健全な財政運営の在り方 

ア 財政計画等の策定 

番

号 

取組 

項目 
取組概要 

H19 

取組 

H20 

取組 

H21 

取組 
取組結果 点検 所管部課等 

103 財政計画

の策定 

 経常収支比率や公債費

負担比率等に係る目標と

なる指標を示した財政計

画を策定するとともに、

適宜、社会情勢等を踏ま

えた見直しを図ります。 

計画策

定 

適宜見

直し 

適宜見

直し 

急激な経済情勢の悪化

の影響や国における政権

交代により、今後の推計等

が困難であったことから、

平成２２年度において財

政計画を策定します。 

H19 

○ 

H20 

△ 

H21 

△ 

政策財務部 

財政課 

財政担当 

104 ホームペ

ージへの

広告掲載

の導入 

 新たな財源の確保の観

点から、市ホームページ

への有料広告掲載を導入

します。 

有料広

告掲載

の導入 

－ － 平成１９年度に市ホー

ムページへの有料広告掲

載を導入しました。 

H19 

◎ 

H20 

－ 

H21 

－ 

 

政策財務部 

広報室 

広報担当 
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105 広報津へ

の広告掲

載の導入

に係る検

討 

 新たな財源の確保の観

点から、広報紙全体の在

り方の中で有料広告掲載

の可能性について検討し

ます。 

導入の

可能性

の検討 

－ － 平成２０年６月から広

報津への有料広告掲載を

導入しました。 

H19 

◎ 

H20 

－ 

H21 

－ 

政策財務部 

広報室 

広報担当 

106 ケーブル

テレビ放

送におけ

る行政チ

ャンネル

への広告

導入の検

討 

 新たな財源の確保の観

点から、ケーブルテレビ

放送における行政チャン

ネルへの有料広告掲載の

導入の可能性について検

討します。 

導入の

可能性

の検討 

検討結

果に基

づく取

組 

検討結

果に基

づく取

組 

行政チャンネルは地域

ケーブルテレビ放送事業

者の放送枠をリースして

放送しています。 

この放送枠で広告掲載

事業者を募集し放送する

場合、放送事業者が実施す

るＣＭ放送と競合するこ

とになり、本市がリースし

ている放送枠の契約料等

に影響が生じることから、

当該放送枠への有料広告

掲載は導入しないことと

しました。 

H19 

○ 

H20 

△ 

H21 

◎ 

 

政策財務部 

広報室 

広報担当 

107 市税収納

率の向上 

 税負担の公平性の観点

から、納期内納付を推進

するため口座振替納付制

度の推進や新たな収納方

法（コンビニ収納、カー

ド収納）の導入調査に努

めるとともに、三重地方

税管理回収機構の活用の

ほか、公売の導入に向け

た調査・研究を進め、収

納率の向上を図ります。 

収納率 

( 現 年

度 ) 

97.6％ 

目標 

 

( 過 年

度) 

16.8％ 

目標 

収納率 

( 現 年

度) 

97.8％ 

目標 

 

( 過 年

度) 

16.9％ 

目標 

収納率 

( 現 年

度) 

98.0％ 

目標 

 

( 過 年

度) 

17.0％ 

目標 

平成 21 年 9 月から電話

催告業務の民間委託を開

始、早期滞納者への電話催

告及び口座振替の電話に

よる推奨を行いました。コ

ンビニ収納については、軽

自動車税につきまして平

成 21 年度から取り扱いを

開始しました。平成 21 年

度のコンビニでの取り扱

い件数は、２万２千件余り

で約 30％の利用率でした。

また市県民税及び固定資

産税、都市計画税につきま

しては平成 22 年度から実

施いたします。 

H19 

△ 

H20 

○ 

H21 

○ 

政策財務部 

収税課 

整理担当 

      カード収納及びその他

の収納方法については引

き続き調査研究を続けま

す。三重地方税管理回収機

構へは、平成 21 年度中に

64 件、税額約 3億 6千万円

を移管し、年度中に約 6千

百万円を徴収しました。前

年度移管分も含め平成 21

年度中の徴収税額は約 1億

2,300 万円となりました。

公売は平成 21 年度に初め

て自家用車の差押を実施

するなど徴収の強化を図

る中、インターネット公売

を実施しました。年度内に

2 回実施し、自動車 2 台を

含む 23点を公売しました。 

平成１９年度収納率 

 現年度 ９７．５％ 

 過年度 １５．１％ 

平成２０年度収納率 

 現年度 ９７．６％ 

 過年度 １９．１％ 

平成２１年度収納率 

 現年度 ９７．７％ 

 過年度 ２２．２％ 
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108 未利用地

の処分及

び活用 

 市有財産の効率的管理

及び自主財源の確保の観

点から、未利用となって

いる土地等について処分

を図るとともに、処分ま

での間の有効活用を図り

ます。 

利用希

望調査

及び 

処分等

の実施 

処分等

の実施 

処分等

の実施 

これまで、普通財産の未

利用地のうち、平成１９年

度に４件、平成２０年度に

３件売却を実施しており、

平成２１年度は、随意契約

による売却２件と一般競

争入札による売却１件を

実施しました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

 

政策財務部 

財産管理課 

財産管理担

当 

109 財政状況

の公表 

 市の財政状況につい

て、広報津やホームペー

ジのほかケーブルテレビ

放送における行政チャン

ネルを活用し、広く住民

に情報提供を図ります。 

 また、公表に際しては、

公会計における財務書類

（貸借対照表、行政コス

ト計算書など）の作成に

より、住民にわかりやす

い公表に努めます。 

広報津

等によ

る公表 

 

 

財務書

類の検

討 

公表の

継続 

 

 

 

検討結

果に基

づく取

組 

公表の

継続 

 

 

 

検討結

果に基

づく取

組 

本市の決算状況や昨年

度から施行された財政健

全化法に基づく財政指標

などを、広報津、市ホーム

ページ、行政放送を通じて

公表しました。 

また、新たに導入された

地方公会計改革における

財務書類については、年度

末に作成したことから、分

析等を行い平成２２年度

早期に公表します。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

政策財務部 

財政課 

財政担当 

110 市場公募

債発行の

検討 

 市民との協働の観点か

ら市場公募債の発行につ

いて検討します。 

発行に

ついて

の検討 

検討結

果に基

づく取

組 

検討結

果に基

づく取

組 

市場公募債の発行を行

う場合、資金調達の観点か

らは、現在の本市の縁故債

調達と比較すると経費増

となるものの、市民との協

働及び施策への住民参加

の観点からは、一定の効果

があると考えられます。 

このことから、市場公募

債の効果、対象とすべき事

業などについて、引き続

き、調査・研究を行います。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

政策財務部 

財政課 

財政担当 

111 ごみ収集

車への広

告掲載の

導入 

 新たな財源の確保の観

点から、ごみ収集車への

有料広告掲載を導入しま

す。 

有料広

告掲載

の導入 

－ － 平成１９年度にごみ収

集車への有料広告掲載を

導入しました。 

H19 

◎ 

H20 

－ 

H21 

－ 

環境部 

環境事業課 

管理担当 

112 均衡ある

市営住宅

家賃への

見直し 

 適正な公営住宅の家賃

設定を図るため、合併前

において定額家賃であっ

た旧芸濃町、旧美里村、

旧一志町の公営住宅につ

いて負担調整を図りつつ

公営住宅法に基づく応能

応益制度に統一し段階的

な家賃改定を図ります。 

段階的

な家賃

改定 

( 負 担

調整率

12.5％

) 

段階的

な家賃

改定 

( 負 担

調整率

25.0％

) 

段階的

な家賃

改定 

( 負 担

調整率

37.5％

) 

負担調整措置に基づき

計画どおり段階的な家賃

改定を実施しました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

建設部 

市営住宅課 

入居担当 

113 市営住宅

家賃の収

納率の向

上 

 市営住宅家賃の収納率

の向上を図るため、滞納

者に対して督促状の取組

を行うとともに、必要に

応じて明け渡し訴訟等の

法的措置の適用を図りま

す。 

収納率 

 

( 現 年

度) 

85％目

標 

 

 

( 過 年

度) 

5.6%目

標 

収納率 

 

( 現 年

度) 

86％目

標 

 

 

( 過 年

度) 

5.7%目

標 

収納率 

 

( 現 年

度) 

88％目

標 

 

 

( 過 年

度) 

5.8%目

標 

市営住宅家賃の収納率

の向上を図るため、督促状

の送付(毎月)、催告状の送

付(３ケ月毎)、平日の夜間

訪問、自宅及び会社への電

話による納付指導等を行

いました。  

平成１９年度収納率 

 現年度 ８３．７％ 

 過年度  ５．２％ 

平成２０年度収納率 

 現年度 ８０．７％ 

 過年度  ４．５％ 

平成２１年度収納率 

 現年度 ８２．８％ 

 過年度  ４．９％ 

H19 

△ 

H20 

△ 

H21 

△ 

建設部 

市営住宅課 

入居担当 



22 

 

114 住宅新築

資金貸付

金の回収

率の向上 

 住宅新築資金貸付金の

回収率の向上を図るた

め、滞納整理に鋭意努め

ることに加え、特に過年

度滞納金への対応として

は、必要に応じて法的措

置の適用を図ります。 

収納率 

 

( 現 年

度) 

76％目

標 

 

( 過 年

度) 

3.1%目

標 

収納率 

 

( 現 年

度) 

77％目

標 

 

( 過 年

度) 

3.2%目

標 

収納率 

 

( 現 年

度) 

78％目

標 

 

( 過 年

度) 

3.3%目

標 

住宅新築資金貸付金の

回収率向上を図るため、督

促状及び催告書の送付、夜

間徴収、滞納者への来庁要

請、保証人への納付協力要

請等を行いました。 

平成１９年度収納率 

 現年度 ７１．８％ 

 過年度  ３．４％ 

平成２０年度収納率 

 現年度 ７２．４％ 

 過年度  ３．７％ 

平成２１年度収納率 

 現年度 ７０．２％ 

 過年度  ３．４％ 

H19 

△ 

H20 

△ 

H21 

△ 

建設部 

市営住宅課 

住宅施策担

当 

115 下水道使

用料等の

徴収率の

向上 

 使用者の負担の公平性

の観点から、納期内納付

を推進するとともに、納

付指導業務の強化を図り

ます。 

収納率 

 

( 現 年

度) 

96.2％ 

目標 

 

( 過 年

度) 

10.7％ 

目標 

 

 

 

 

収納率 

 

( 現 年

度) 

96.4％ 

目標 

 

( 過 年

度) 

11.2％ 

目標 

収納率 

 

( 現 年

度) 

96.6％ 

目標 

 

( 過 年

度) 

11.7％ 

目標 

上下水道料金の収納業

務を民間に委託するとと

もに、受益者負担金の未納

者には職員による電話催

告、夜間、休日訪問などに

よる対応を行いました。 

また、供用開始後３年を

経過してもなお公共下水

道へ未接続の世帯につい

ては、職員の臨戸訪問によ

り水洗化への指導を行い、

使用料収入の向上に努め

ました。 

平成１９年度収納率 

 現年度 ９８．１％ 

 過年度 １４．３％ 

平成２０年度収納率 

 現年度 ９７．６％ 

 過年度 １９．４％ 

平成２１年度収納率 

 現年度 ９７．７％ 

 過年度 １７．６％ 

 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

下水道部 

下水道政策

課 

業務担当 

 イ 補助金等の在り方並びに使用料及び手数料の見直し 

番

号 

取組 

項目 
取組概要 

H19 

取組 

H20 

取組 

H21 

取組 
取組結果 点検 所管部課等 

116 補助金の

見直し 

 補助金については、交

付に際しての基準や補助

率等の考え方を示した補

助金交付指針を策定し、

その在り方等についての

検証を行い、より適正な

補助金の執行を目指しま

す。また、合併調整によ

り不均衡となっている補

助金については、早期見

直しを図ります。 

 

指針策

定及び

見直し 

段階的

な見直

し 

段階的

な見直

し 

平成１９年度に補助金

に係る交付指針を策定し、

補助金要綱及び当該指針

等に基づき段階的な見直

しを行いました。 

今後も引き続き、補助金

の見直しに取り組んでい

きます。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

総務部 

行政経営課 

行政経営担

当 

政策財務部 

財政課 

財政担当 

117 福利厚生

事業補助

金の見直

し 

 職員共済組合の行う共

済給付事業及び福利厚生

事業の内、市補助金の対

象となる福利厚生事業に

ついては、より効率的、

効果的な執行方法への見

直しにより補助金の削減

を目指します。 

 

補助金

の削減 

10% 削

減 

補助金

の削減 

5%削減 

補助金

の削減 

5%削減 

福利厚生事業補助金に

ついては、事業内容を見直

し、平成１８年度の市補助

金と比較すると、３年間で

補助金の約４分の１を削

減しました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

◎ 

総務部 

人事課 

給与厚生担

当 
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118 自治会へ

の公費支

出の見直

し 

 合併調整に基づき一部

に激変緩和措置を採りな

がら支出している自治会

への公費について、新た

な基準の作成により交付

金として一元化を図りま

す。 

新基準

への段

階的な

移行 

新基準

への段

階的な

移行 

新基準

へ移行 

合併後、激変緩和措置と

して交付してきた合併推

進事業補助金を含む従来

の補助制度等を見直し、新

たな基準を適用して、統一

的な制度の運用を開始し

ました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

◎ 

市民部 

市民交流課 

企画管理担

当 

119 国際交流

関係補助

金の見直

し 

 合併前の久居地域、河

芸地域及び津地域に残っ

た国際交流協会等の統合

を進め、事業の整理を行

うとともに補助金の一元

化を図ります。 

各種団

体との

協議 

協会の

統合に

よる補

助金の

一元化 

一元化

に基づ

く補助

の継続 

合併後に残った３地域

の国際交流協会（津市、ひ

さい、津市北部）について、

平成２１年度末で統合調

整が完了し、平成２２年４

月から統合することとな

りました。 

これにより、補助金の一

元化を図りました。 

H19 

○ 

H20 

△ 

H21 

◎ 

市民部 

国際・国内 

交流室 

国際・国内 

交流担当 

120 商工会へ

の事業補

助の見直

し 

 合併調整に基づき、現

在不均衡となっている商

工会への補助金について

見直しを図るとともに、

３つの商工会の一元化に

向けた検討を進めます。 

 

補助金

見直し

に向け

た取組 

補助金

の見直

し 

一元化

に向け

た検討 

商工会の補助金につい

ては、新たな算定基準を策

定し、補助金を縮減しまし

た。 

また、商工会の一元化に

ついては、３商工会のう

ち、津西商工会及び津みな

み商工会の２商工会が、平

成２１年４月１日に津市

商工会として発足しまし

た。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

商工観光部 

産業政策振

興課 

企画管理担

当 

121 木材振興

対策事業

補助金の

見直し 

 合併調整の内容を踏ま

えつつ、団体の自立を促

進するため、交付対象経

費に係る補助割合の見直

しを図ります。 

関係団

体との

調整 

補助割

合の見

直し 

見直し

に基づ

く補助

の継続 

補助金交付額を対象事

業経費の３分の１に相当

する額とし、事業の見直し

等により補助金の減額と

なりました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

◎ 

農林水産部 

林業振興室 

林業振興担

当 

122 生椎茸生

産組合等

への補助

金の見直

し 

 合併調整の内容を踏ま

えつつ、一体的な農林業

施策を展開するため、不

均衡となっている各種団

体補助金について段階的

に見直しを行うととも

に、運営的な補助につい

ては廃止する方向で検討

します。  

段階的

な見直

し 

段階的

な見直

し 

運営費

補助の

廃止 

平成２１年度から当該

補助金を廃止しました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

◎ 

農林水産部 

林業振興室 

林業振興担

当 

123 営農・生産

団体育成

補助金の

見直し 

 合併調整の内容を踏ま

えつつ、一体的な農林業

施策を展開するため、不

均衡となっている各種団

体補助金について段階的

に見直しを行うととも

に、運営的な補助につい

ては廃止する方向で検討

します。  

段階的

な見直

し 

段階的

な見直

し 

運営費

補助の

廃止 

平成２１年度から当該

補助金を廃止しました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

◎ 

農林水産部 

農林水産政

策課 

農業振興担

当 

124 土地改良

事業団体

協議会補

助金の見

直し 

 合併調整の内容を踏ま

えつつ、均衡ある土地改

良事業団体の運営を図る

ため、各土地改良事業団

体と協議会組織及び活動

内容等について調整を行

い、新市土地改良事業団

体協議会を設立のもと新

たな制度による補助金の

交付を行う。 

 

各団体

との協

議 

補助金 

１０％

削減 

新たな

制度に

よる補

助金交

付又は

補助金

廃止 

見直し

結果に

基づく

取組 

平成２０年度と同様に、

行財政改革推進に係る補

助金交付指針に基づき、事

業費の２分の１に相当す

る額を上限として補助金

を交付しました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

◎ 

農林水産部 

農業基盤整

備課 

基盤整備計

画担当 
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125 土地改良

区補助金

の見直し 

 合併調整の内容を踏ま

えつつ、均衡ある土地改

良区の運営を図るため、

旧安濃町、旧白山町、旧

美里村の各土地改良区等

への人件費にかかる補助

金等を廃止します。 

各団体

への説

明 

補助金

廃止 

－ 平成２０年度をもって

当該補助金を廃止しまし

た。 

H19 

○ 

H20 

◎ 

H21 

－ 

農林水産部 

農業基盤整

備課 

基盤整備計

画担当 

126 市単独生

産調整交

付金の見

直し 

 合併調整の内容を踏ま

え、生産調整交付金につ

いては、国の動向を見な

がら、新たな制度を制定

します。 

新たな

補助制

度制定 

新たな

制度に

よる交

付 

国の動

向を見

据えた

見直し

の検討 

平成１９年度の生産調

整交付金の額を３年間維

持するなか、各地域水田農

業推進協議会と調整し交

付金の縮小を行いました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

◎ 

農林水産部 

農林水産政

策課 

農業振興担

当 

127 公園事業

に係る補

助金の見

直し 

 合併調整の内容を踏ま

え、旧安濃町及び旧一志

町における公園施設の整

備や修繕にかかる補助を

廃止します。 

団体等

への説

明 

補助の

廃止 

－ 平成２０年度をもって

当該補助金を廃止しまし

た。 

H19 

○ 

H20 

◎ 

H21 

－ 

建設部 

建設維持課 

公園担当 

128 青少年団

体への補

助金の見

直し 

 合併調整の内容を踏ま

え、一部不均衡となって

いる補助金の平準化を図

るとともに、新たな基準

の作成により適正な補助

金の執行を目指します。 

関係団

体等へ

の協議 

補助金

の見直

し 

見直し

結果に

基づく

補助の

継続 

子ども会育成者団体、青

少年育成市民会議及び地

域等青少年育成団体活動

補助金について、各団体の

補助基準を再検討し、引き

続き補助金の適正化を図

ります。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

 

教育委員会 

事務局 

生涯学習課 

青少年担当 

129 河芸町青

空市推進

事業補助

の見直し 

 これまで補助事業とし

て実施してきた河芸町青

空市推進事業について、

実施団体の努力により自

立運営が可能な状況にな

ってきていることから補

助の廃止を行ないます。 

補助の

廃止 

－ － 平成１９年度から当該

補助金を廃止しました。 

H19 

◎ 

H20 

－ 

H21 

－ 

 

河芸総合支

所 

地域振興課 

地域振興担

当 

130 河芸直売

所推進事

業補助の

見直し 

 これまで補助事業とし

て実施してきた河芸直売

所推進事業について、実

施団体の努力により自立

運営が可能な状況になっ

てきていることから補助

の廃止を行ないます。 

補助の

廃止 

－ － 平成１９年度から当該

補助金を廃止しました。 

H19 

◎ 

H20 

－ 

H21 

－ 

 

河芸総合支

所 

地域振興課 

地域振興担

当 

131 使用料、手

数料の見

直し 

 使用料、手数料につい

ては、コスト分析等を行

うとともに受益と負担の

原則に基づく料金設定の

在り方に係る考え方を示

した指針を示し、料金の

適正化に向けた見直しを

図ります。 

指針策

定及び

見直し 

段階的

な見直

し 

段階的

な見直

し 

使用料、手数料につい

て、一部、運動施設の利用

区分の見直しを行ったと

ころですが、その他につい

ては、具体的な見直しには

至っていません。 

今後、使用料、手数料の

見直しの方向性について、

本市の実態に即した見直

しを引き続き行います。 

H19 

△ 

H20 

△ 

H21 

△ 

 

総務部 

行政経営課 

行政経営担

当 

 

政策財務部 

財政課 

財政担当 

132 橋南市民

センター

等の利用

料金等の

見直し 

 橋南市民センター等の

効率的な施設の維持管理

を行うため、利用実態に

応じた利用料金を徴収す

るとともに減免規定及び

冷暖房時の利用料金の見

直しを図ります。 

減免規

定及び

冷暖房

利用料

金の徴

収見直

しに向

けた検

討 

検討結

果に基

づく見

直し 

見直し

結果の

継続 

平成２０年度から自治

会や老人会等の地域を基

盤とした公共的団体を除

き利用料の半額と冷暖房

費を徴収しています。 

なお、企業が利用する場

合は、従前どおり全額徴収

としています。 

今後も引き続き、適正な

使用料金体系の維持に努

めます。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

市民部 

市民交流課 

市民活動担

当 

 

健康福祉部 

福祉政策課 

企画管理担

当 
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133 会館・集会

所の施設

使用料金

等の見直

し 

 現在、直営で維持管理

を行っている会館・集会

所等について、効率的な

施設管理を行うため利用

実態に応じた使用料金を

徴収するとともに、減免

規定及び冷暖房時の使用

料金の見直しを図りま

す。 

減免規

定及び

冷暖房

利用料

金の徴

収見直

しに向

けた検

討 

検討結

果に基

づく見

直し 

見直し

結果の

継続 

平成２０年度から自治

会や老人会等の地域を基

盤とした公共的団体を除

き利用料の半額と冷暖房

費を徴収しています。 

なお、企業が利用する場

合は、従前どおり全額徴収

としています。 

今後も引き続き、適正な

使用料金体系の維持に努

めます。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

市民部 

市民交流課 

市民活動担

当 

134 老人福祉

センター

等の使用

料の見直

し 

 現在無料となってい

る、老人福祉センター等

の使用料について、受益

者負担の観点から、同種

の施設も含め、有料化に

向けた検討を進めます。 

 

有料化

に向け

た検討 

検討結

果に基

づく取

組 

検討結

果に基

づく取

組 

老人福祉センターの使

用料については、設置当初

から使用料を無料として

きました。 

これまで、受益者負担の

観点から、使用料の有料化

について検討を行ってき

ましたが、高齢者福祉施策

を検討する中で当該セン

ターが担う役割の大きさ

を勘案し、有料化しないこ

ととしました。 

H19 

○ 

H20 

△ 

H21 

◎ 

健康福祉部 

福祉政策課 

企画管理担

当 

135 公民館使

用料等の

見直し 

 受益と負担の原則に基

づき公民館使用料の見直

しを図るとともに、公民

館講座の内容を踏まえた

講座受講料の見直しを図

ります。 

使用料

見直し

の検討 

 

受講者

負担の

見直し 

 

使用料

の見直

し 

 

見直し

結果の

継続 

見直し

結果の

継続 

 

見直し

結果の

継続 

使用料の設定及び減免

基準の見直しについて、生

涯学習スポーツ審議会公

民館分科会、社会教育委員

の会議等で検討を行い、試

案を作成しました。 

今後は早期に見直しを

実施していきます。 

 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

教育委員会 

事務局 

生涯学習課 

公民館事業

担当 

136 体育館ほ

か健康体

育施設の

施設使用

料等の見

直し 

 施設使用料について

は、コスト分析を行い受

益と負担の原則に基づ

く、適正料金に向けての

見直しをします。 

使用料

改定に

向けた

取組 

使用料

の見直

し 

見直し

結果の

継続 

運動施設の使用料等の

見直しについては、テニス

コート（１５施設）及び野

球場（２施設、津球場と安

濃球場）に係る見直しを実

施してきたところです。 

しかしながら、施設規模

や建設年度等の格差が大

きく、費用対効果を見据え

た施設の改廃等の課題を

有していることから、残り

の４７施設を対象に引き

続き検討しているところ

です。 

H19 

△ 

H20 

△ 

H21 

○ 

スポーツ文

化振興部 

スポーツ振

興課 

スポーツ振

興担当 

137 矢頭中宮

キャンプ

場使用料

の見直し 

 矢頭中宮キャンプ場に

ついて、経営改善の観点

から使用料の見直しにつ

いて検討します。 

見直し

の検討 

検討結

果に基

づく取

組 

検討結

果に基

づく取

組 

これまで、使用料の見直

しについて検討を行って

きましたが、施設の改修が

必要との判断から、改修経

費と見直し後の使用料と

の費用対効果が望めない

ため、見直しは行わないこ

ととしました。  

なお、経営改善の観点か

ら、当該施設の利用期間を

８ヶ月から５ヶ月間（５月

から９月まで）に短縮し、

管理委託料の削減を図り

ました。 

 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

◎ 

一志総合支

所 

地域振興課 

産業振興・環

境担当 
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138 がん検診

に係る自

己負担額

の見直し 

 現在無料となっている

７０歳以上のがん検診の

受診に係る自己負担額に

ついて、年々増加する経

費に対応しつつ、今後に

ついても継続した実施を

図るため、６９歳までの

受診者と同様の自己負担

額を徴収することとしま

す。 

７０歳

以上受

診者の

自己負

担額の

導入 

－ － 平成１９年度から各が

ん検診において、７０歳以

上の受診者の自己負担額

を徴収しています。 

H19 

◎ 

H20 

－ 

H21 

－ 

健康福祉部 

中央保健セ

ンター 

保健指導担

当 

139 保育所入

所負担金

（保育料）

の見直し 

 保育所入所負担金（保

育料）については、国の

動向などを見極め、適切

な時期に見直しを図りま

す。 

 

適宜見

直し 

適宜見

直し 

適宜見

直し 

平成２１年度について

も、国の動向などに応じて

保育所入所負担金の改定

を行いました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

健康福祉部 

こども家庭

課 

保育担当 

140 公立幼稚

園保育料

の見直し 

公立幼稚園保育料につ

いては、国の徴収基準の

改定を踏まえた見直しを

します。 

適宜見

直し 

適宜見

直し 

適宜見

直し 

幼稚園の在り方を検討

する上において、近隣の市

における保育料徴収基準

の調査結果並びに住民サ

ービスの観点などを勘案

し、本年度も見直しを行わ

ないこととしました。 

今後も、引き続き近隣の

市の保育料徴収基準の調

査・研究を進めていきま

す。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

 

 

教育委員会 

事務局 

教育研究支

援課 

教育課程・研

修担当 

141 介護保険

料の見直

し 

 介護保険料について

は、第４期保険事業計画

に基づく給付見込額を踏

まえた見直しを図りま

す。 

見直し

に向け

た調査 

見直し

に向け

た調査

及び検

討 

－ 第４期（平成２１年度か

ら平成２３年度まで）の介

護保険料額を設定し、平成

２１年度介護保険料を賦

課しました。 

H19 

○ 

H20 

◎ 

H21 

－ 

健康福祉部 

介護保険課 

介護保険担

当 

142 国民健康

保険料の

見直し 

 国民健康保険料につい

ては、国の法改正並びに

医療費の大幅な変動等を

ふまえ、適宜見直しを図

ります。 

適宜見

直し 

適宜見

直し 

適宜見

直し 

平成２１年度の国民健

康保険料の料率は、現行の

まま据え置きました。平成

２２年度も国民健康保険

料の料率は現行のまま据

え置きました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

健康福祉部 

保険年金課 

国民健康保

険担当 

143 農業集落

排水使用

料の見直

し 

 農業集落排水使用料に

ついて、特別会計におけ

る独立採算の原則の観点

から、現状の経営状況に

おける全国的な水準等も

踏まえた見直しを図りま

す。 

経営改

善への

取組 

必要と

される

改定 

必要と

される

改定 

本市の農業集落排水使

用料は、全国平均値及び類

似団体平均値と同水準で

あったこと、また、本市の

公共下水道使用料と比較

したところ、上回る水準で

あったことから、現行の料

金体系のまま適正な運営

に努めました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

◎ 

 

農林水産部 

農業基盤整

備課 

基盤整備計

画担当 

144 下水道使

用料の見

直し 

 下水道使用料につい

て、特別会計における独

立採算の原則の観点か

ら、現状の経営状況にお

ける適正な見直しを図り

ます。 

 

経営改

善への

取組 

－ － 平成１８年度決算に基

づく経費の分析と、使用料

対象経費の精査を行い、今

後の経常収支見通しを推

計した結果、当面は現行の

使用料を据え置くことと

しました。一方で、人口動

態の変化など社会経済情

勢の推移を踏まえた排水

需要予測とそれに伴う下

水道整備の進捗状況等を

勘案しながら、毎年度、経

常収支見通しの推計を行

い検討を続けます。 

H19 

◎ 

H20 

－ 

H21 

－ 

下水道部 

下水道政策

課 

経営計画担

当 
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145 水道料金

の見直し 

水道料金については、

水道事業基本計画策定の

もと経費削減に向けた取

組を進めるとともに、地

方公営企業法に規定され

る経費の負担の原則に基

づき、必要とされる水道

料金の改定を行います。

また、簡易水道について

も、水道料金の見直しに

併せた対応を図ります。 

経営改

善への

取組及

び経営

分析 

必要と

される

改定 

－ 平成２０年４月１日か

ら料金改定を実施しまし

た。 

１  水道料金改定率    

１９．６７％ 

 ２ 新規給水加入金改

定率 １９．５９％ 

H19 

○ 

H20 

◎ 

H21 

－ 

水道局 

水道総務課 

経営管理担

当 

簡易水道担

当 

 

営業課 

料金担当 

ウ 公共工事等のコスト縮減 

番

号 

取組 

項目 
取組概要 

H19 

取組 

H20 

取組 

H21 

取組 
取組結果 点検 所管部課等 

146 公共工事

のコスト

縮減 

 直接的な工事コストの

縮減及び間接的な時間的

コスト縮減、ライフサイ

クルコスト縮減、社会的

コスト縮減等を含めた公

共工事コスト縮減に関す

る行動計画策定のもと、

公共工事のコスト縮減を

図ります。 

 

行動計

画策定

及び実

施 

継続し

て取組 

継続し

て取組 

津市公共工事コスト縮

減対策に関する行動計画

に基づき、プレキャスト製

品の活用、再生材の利用の

促進を図った設計及び工

事を実施し、単価や工期短

縮による経費節減に努め

ました。 

今後も引き続き、工法検

討など全庁的に検討を行

っていきます。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

公共工事 

関係所管 

 

政策財務部 

財政課 

財政担当 

エ 予算編成の仕組みの見直し 

番

号 

取組 

項目 
取組概要 

H19 

取組 

H20 

取組 

H21 

取組 
取組結果 点検 所管部課等 

147 枠配分予

算編成方

式の導入 

 限られた予算をこれま

で以上に効率的かつ効果

的な運用を図るため、よ

り住民に密着した事業所

管の権限と責任のもとに

一定の予算の編成を行う

枠配分方式の導入を図る

とともに、その検証を図

ります。 

 また、枠配分予算の対

象とする経費について

は、段階的な枠配分対象

の拡大を図ります。 

経常的

経費に

ついて

実施及

び検証 

段階的

な枠配

分対象

経費の

拡充に

向けた

検討 

 

検討結

果を踏

まえた

取組 

枠配分予算編成方式は

平成１９年度から導入し

てきており、平成２１年度

も枠配分方式での予算編

成を行いましたが、臨時職

員賃金については、2,500

人体制を基本とする定員

管理の適正化の進捗によ

り、実情に合った配置が必

要であったため、賃金の全

て（従前は一部枠内経費）

を枠配分の対象外経費に

変更し適正な予算計上に

努めました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

政策財務部 

財政課 

財政担当 

 

５ 電子自治体に向けた行政運営の在り方 

 ア 住民に便利な行政サービスの提供 

番

号 

取組 

項目 
取組概要 

H19 

取組 

H20 

取組 

H21 

取組 
取組結果 点検 所管部課等 

148 文書管理

システム

の構築 

 文書管理事務及び情報

公開事務等の効率的な執

行を図るため、文書管理

システムの段階的な構築

を図ります。 

 

システ

ム導入 

システ

ム拡充 

システ

ム拡充 

平成２１年度中におい

ては、随時、機能の調整や

保守を行い、システムの安

定稼働に努めるとともに、

引き続き、今後のシステム

の改良等について検討し

ました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

◎ 

 

総務部 

総務課 

文書・公開担

当 

情報企画課 

情報企画担

当 

149 申請等の

電子化の

促進 

 住民の利便性と電子化

の効果の高い申請等につ

いて、電子申請システム

に反映・充実していくと

ともに、三重県及び県内

市町との共同化による広

域的取組を検討します。 

電子申

請の拡

充 

共同化

の検討 

継続し

て取組 

 

共同化

の検討 

継続し

て取組 

 

共同化

への取

組 

公共施設利用案内・予約

システムについては、新規

施設の拡充を図りました。 

また、県内市町のシステ

ム共同化の検討について

は、三重県と県内市町にお

いて凍結状態となってい

ることから、引き続き、状

況を見定めていきます。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

 

 

総務部 

情報企画課 

情報企画担

当 
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150 電子入札

システム

の構築 

 三重県及び県内市町に

より共同で検討を進めて

いる電子入札システムに

ついて、導入の際の本市

における入札参加者の利

便性の向上や入札事務の

効率化等の視点も踏ま

え、システム構築に向け

た取組を進めます。 

 

 

共同に

よるシ

ステム

の検討 

システ

ムの構

築に向

けた準

備 

システ

ムの構

築 

ＡＳＰ方式による電子

入札システムの導入に向

け、機能の検討、費用的検

証及び課題の整理を行い

ました。 

※ ＡＳＰ方式とは、シス

テムに必要なサーバ機

器やソフトウェアを自

前で導入するのではな

く、ＡＳＰ事業者が所有

するビジネス用アプリ

ケーションを、インター

ネットを通じてレンタ

ルで使用する方式。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

△ 

総務部 

情報企画課 

情報企画担

当 

 

調達契約課 

物品調達契

約担当 

工事契約担

当 

 イ 効率的な行政事務の見直し 

番

号 

取組 

項目 
取組概要 

H19 

取組 

H20 

取組 

H21 

取組 
取組結果 点検 所管部課等 

151 ＩＴ調達

経費の最

適化 

 電算業務委託を始めと

するＩＴ調達経費の削減

及び最適化を図るととも

に、更なる最適化等を図

るため、第三者評価を実

施し、最適化計画を策定

します。 

削減に

向けた

取組及

び第三

者評価

の実施

及び計

画策定 

 

 

計画に

基づく

最適化

への取

組 

計画に

基づく

最適化

への取

組 

公募型プロポーザルに

より委託業者を決定しま

した。当該委託業者、業務

担当課及び情報部門との

３者により、新基幹情報シ

ステム構築に向けた協

議・調整を実施しました。 

また、導入準備としてデ

ータの移行・検証等を行い

ました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

総務部 

情報企画課 

情報企画担

当 

152 統合型地

理情報シ

ステム（Ｇ

ＩＳ）の段

階的整備 

 防災等への活用による

住民の安全・安心及び全

庁的な業務の横断的効率

化を図るため、三重県及

び県内市町とともに統合

型地理情報システム（Ｇ

ＩＳ）の構築を段階的に

進めます。 

ＧＩＳ

の基盤

構築 

一部運

用及び

拡充 

一部運

用及び

拡充 

基図として、三重県共有

デジタル地図共同整備運

営事業により作成した共

有デジタル地図を登載し

共有化を行うとともに、シ

ステムのレスポンス向上

に向けた取組を行いまし

た。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

◎ 

総務部 

情報企画課 

情報企画担

当 

153 下水道台

帳及び道

路台帳等

の共同化 

 下水道台帳と道路台帳

の更新作業を共同発注を

行うことにより、基図の

修正の効率化及び発注経

費の縮減を図ります。 

共同発

注に向

けた取

組 

共同発

注に向

けた取

組 

共同発

注の開

始 

共同化に向け、各地域別

の下水道台帳を統合し、新

たな下水道台帳のシステ

ムを導入しました。 

一方、平成２２年度から

企業会計に向けた下水道

施設の資産調査を開始し、

下水道台帳と資産評価と

の連携方法を検討する必

要があることから、道路台

帳等との共同化について

は、こうした状況を見極め

ながら再検討を行います。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

△ 

下水道部 

下水道建設

課 

維持担当 

６ その他本市の行財政改革の推進に関する重要事項 

 ア モーターボート競走事業の健全運営 

番

号 

取組 

項目 
取組概要 

H19 

取組 

H20 

取組 

H21 

取組 
取組結果 点検 所管部課等 

154 顧客満足

度の向上 

 ファン・お客さんの各

層に応じたレース企画、

番組編成及び場内イベン

ト等に取り組むととも

に、民間広報アドバイザ

ーを設置の他、電話(イン

ターネット）投票に係る

情報配信サービスの向上

等への取組を進め顧客満

足度の向上を図ります。 

各種取

組の継

続 

 

顧客満

足度向

上戦略

会議の

設置 

各種取

組の継

続 

 

検討結

果に基

づく取

組 

 

各種取

組の継

続 

 

検討結

果に基

づく取

組 

 

顧客満足度向上戦略会

議の活用により、周回展示

放映の変更、ホームページ

の全面リニューアルによ

る情報の充実を図るなど、

顧客満足度の向上に努め

ました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

競艇事業部 

競艇事業課 

企画広報担

当 
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155 津競艇場

における

商圏の拡

大 

 戦略的な宣伝・広報の

実施、無料送迎バスの拡

充、場間場外発売委託及

び電話（インターネット）

投票の拡大のほか、他市

で導入されている小規模

場外発売場の設置に向け

た取組を進めることによ

り、商圏の拡大を図りま

す。 

各種取

組の継

続 

 

市場調

査及び

取組 

各種取

組の継

続 

 

 

各種取

組の継

続 

新聞、テレビ、ラジオ、

ラッピングパッカー車な

どを媒体とした広報宣伝

活動を継続的に実施し、場

間場外発売を積極的に行

うことにより、商圏の拡大

を図りました。 

また、引き続き小規模場

外発売所の設置に向けた

取組を進めます。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

競艇事業部 

競艇管理課 

経営管理担

当 

競艇事業課 

企画広報担

当 

警備担当 

156 現行資産

の有効活

用 

 ＳＧ・ＧⅠ競走の誘致、

薄暮レースの導入及び場

間場外発売受託（ナイタ

ーレース発売）のほか、

ツッキードームや駐車場

等の施設の収益源化に取

り組みます。 

各種取

組の継

続 

 

ＧⅠ競

走（女

子 王

座）の

実施 

 

各種取

組の継

続 

 

ＧⅠ競

走（東

海地区

選 手

権）の

実施 

各種取

組の継

続 

 

 

 

ＳＧ競走、ＧⅠ競走の場

間場外発売及び、ナイター

レースの場間場外発売、駐

車場の貸出等を実施し、昼

夜を問わず施設の活用を

図りました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

競艇事業部 

競艇管理課 

経営管理担

当 

競艇事業課 

企画広報担

当 

157 津競艇場

のイメー

ジアップ 

 「競艇＝ギャンブル」

という印象の払拭に向

け、企業との連携やアテ

ンダントの配置によるイ

メージアップを図るとと

もに、広告塔の設置や道

路整備等の施設改修に取

り組むほか、大型映像装

置のリニューアルに向け

た検討を行います。 

 

各種取

組の継

続 

 

場内に

アテン

ダント

を配置 

各種取

組の継

続 

 

大型映

像装置

設置の

検討 

各種取

組の継

続 

乳ガン撲滅に向けた、ピ

ンクリボンへの協賛を継

続して行うなど、社会貢献

を目指した活動を実施し

ました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

競艇事業部 

競艇管理課 

経営管理担

当 

 

競艇事業課 

企画広報担

当 

158 運営・制度

的経費の

見直し 

 従事員の賃金及び諸手

当の見直しをはじめ開催

経費の削減等に努めると

ともに、モーターボート

競走法の改正による法定

交納付金制度や選手賞金

制度の見直しについて、

関係機関との連携による

取組を進めます。 

 

各種取

組の継

続 

各種取

組の継

続 

各種取

組の継

続 

各種公営競技の関係機

関とともに、地方公共団体

金融機構への納付金の軽

減を働きかけました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

△ 

競艇事業部 

競艇管理課 

経営管理担

当 

競艇事業課 

労務投票担

当 

159 経営体質

の見直し 

 収益事業にふさわしい

組織体制及び経営手法に

ついての検討を進めると

ともに、企業的経営手法

の導入も見据えた職員の

意識改革を進めます。 

公営企

業化の

検討 

検討結

果に基

づく取

組 

検討結

果に基

づく取

組 

全国モーターボート競

走施行者協議会において

も、研究・検討を実施して

おり、本市においても企業

的経営手法の導入につい

ては、試行的な財務諸表の

作成を実施しました。 

今後、公営企業会計の導

入に向け引き続き検討を

行います。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

競艇事業部 

競艇管理課 

経営管担当 

160 津市モー

ターボー

ト競走場

活性化懇

談会の設

置 

 津市モーターボート競

走場経営改善計画のフォ

ローアップ及び競艇事業

の適確な対応等を図るた

め、識見者で構成する「津

市モーターボート競走場

活性化懇談会」を設置し

ます。 

 

懇談会

での意

見の反

映に向

けた取

組 

懇談会

での意

見の反

映に向

けた取

組 

懇談会

での意

見の反

映に向

けた取

組 

モーターボート競走の

健全化を促進するため、競

走場のアメニティ、ファン

サービス等に関し、総合的

な調査を行うモーターボ

ート競走連絡協議会によ

る、津競艇場合同現地調査

を実施しました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

競艇事業部 

競艇管理課 

経営管理担

当 
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イ 三重短期大学の活性化 

番

号 

取組 

項目 
取組概要 

H19 

取組 

H20 

取組 

H21 

取組 
取組結果 点検 所管部課等 

161 地域への

貢献 

 地域の特性や地域の具

体的な諸課題について、

地域問題総合調査研究室

による学外との共同研究

等の成果を通じて、地域

への貢献を進めます。 

調査・

研究結

果の地

域への

貢献 

継続し

て取組 

継続し

て取組 

地域連携センターを中

心に、引き続き、地域連携

講座の開催などを通じた

生涯学習機会の提供や政

策研修を通じた市政との

連携など地域連携事業に

取り組みました。 

なお、今年度は新たに地

研セミナーの開設や津商

業高校との高大連携協定

の締結などを行いました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

短期大学事

務局 

大学総務課 

総務担当 

162 大学間の

連携 

 (仮称)地域連携センタ

ーを中核とした大学間連

携による研究等を通じ

て、より一層の地域貢献

を進めます。 

地域連

携セン

ターの

設置 

センタ

ーの活

用によ

る連携

の強化 

継続し

て取組 

市内の４つの大学、短期

大学の連携で「自治体との

連携による地域リーダー

養成」や「健康に関する職

業人育成」をテーマに文部

科学省の戦略的大学連携

ＧＰに応募するなど、大学

間連携に関する協議を進

めました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

 

短期大学事

務局 

大学総務課 

総務担当 

163 学科の再

編 

 志願者数の確保のた

め、魅力ある短大となる

よう時代の要請に応じて

常に学科等の改編を図り

ます。 

生活シ

ステム

コース

を生活

福 祉 ･

心理コ

ースに

改編 

必要な

見直し 

必要な

見直し 

平成２２年度からの生

活科学科生活科学専攻に

おける取得資格（建築士、

社会福祉士）に係る講座開

設や「環境共生」に関する

カリキュラムの充実に向

けた手続きを進めました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

 

短期大学事

務局 

大学総務課 

総務担当 

164 授業料、入

学料の見

直し 

 国立短期大学及び全国

の公立短期大学の動向等

を踏まえた見直しを図り

ます。 

見直し

の検討 

適宜見

直し 

適宜見

直し 

国立短期大学及び全国

の公立短期大学の授業料、

入学料の動向を検討し、平

成２２年度の本学授業料

は据え置くこととしまし

た 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

◎ 

短期大学事

務局 

大学総務課 

総務担当 

165 運営形態

の検討 

 １８歳人口が減少する

なか、魅力ある短大とし

て今後の運営のあり方を

検討する必要がありま

す。 

 全国的な大学間の統合

や独立行政法人化への動

向を踏まえ、運営形態の

検討を行います。 

運営形

態の検

討 

検討に

基づく

見直し 

検討に

基づく

見直し 

「三重短期大学の在り

方庁内調査・研究会議」を

中心に運営形態などにつ

いて検討し、平成２２年度

より事務局機能の見直し

を行いました。 

H19 

○ 

H20 

○ 

H21 

○ 

短期大学事

務局 

大学総務課 

総務担当 
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（中期実施計画） 

取 組 項 目 
取 組 

項目数 

◎ ○ △ 

H22 H23 H24 H22 H23 H24 H22 H23 H24 

１ 定員管理の適正化 6 0 1 1 6 5 4 0 0 0 

２ 財政の健全化 8 0 0 1 7 7 6 1 1 1 

３ 歳入確保への取組 19 2 0 0 11 10 11 6 7 5 

４ 外郭団体の在り方の見直し 1 0 0 0 1 1 1 0 0 0 

５ 事業の見直しと事務の効率 

化 

46 8 4 5 36 29 19 2 4 5 

合 計 80 10 5 7 61 52 41 9 12 11 

 ◎…目標どおり取組が終了したもの 

 ○…目標どおり取組を行ってきており、引き続き後期実施計画で取組を行っていくもの 

 △…目標どおり取組が行えなかったもの（引き続き後期実施計画で取組を行っていくものを含む）、

あるいは取組方針を変更したもの 

―…平成２２年度、平成２３年度に取組が終了しているもの 
 

 

 

１ 定員管理の適正化 

数値目標の名称 数値目標 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 

職員数 平成２４年４月１日現在 

正規職員数 ２，５５０人 

平成23年4月1日現在 

２，６３９人 

平成24年4月1日現在 

２，５７３人 

平成25年4月1日現在 

２，５０７人 

人件費比率 

（普通会計） 

平成２４年度人件費比率  

２０．５％ 

 

２０．８％ 

 

２０．４％ 

 

２０．０％ 

 

 

 

番

号 

取組 

項目 
取組概要 

目標 

年度 
取組目標 取組結果 点検 所管部課名 

1-

1 

組織機構

の見直し 

地方分権や行

政課題への対応

等を図るととも

に、担当制の見直

し等、2,500 人体

制の実現に伴う

職員構成の変化

に対応した組織

機構の見直しを

図ります。 

平成２２

年度 

～ 

平成２４

年度 

行政課題等

に対応した組

織機構の見直

しを行います。 

平成２５年度における職員数

２，５００人体制を基本としつつ、

津市総合計画の着実な推進や簡素

で効率的な行政運営の実現による

市民サービスの維持・向上等を図

るため、次の視点から組織改正を

行いました。（平成２５年４月１

日施行） 

(1) ４つの重点プロジェクトに

係る推進体制の強化 

(2) 重要課題への的確な対応を

図るための推進体制の整備 

(3) 市民サービスの維持・向上

等を図るための推進体制の整備 

(4) 国・県からの権限移譲等へ

の対応を図るための推進体制の整

備 

(5) 簡素で効率的な業務推進体

制の整備等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

○ 

総務部 

行政経営課 
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1-

2 

総合支所

等の円滑

な執行体

制の確立 

総合支所及び

出張所について

は、地域振興機能

等の地域に必要

な機能の配置を

基本とし、市民サ

ービスの提供体

制の確立を図り

ます。 

平成２２

年度 

～ 

平成２４

年度 

 

総合支所等

の地域に必要

な機能の配置

に対応した執

行体制を確立

します。 

地域に必要な機能の配置、地域

における市民サービスの提供体制

の確立を図る観点から、総合支所

における業務状況や業務量の実態

把握を行うための事務分掌レベル

での業務状況等の把握に取り組み

ました。 

また、住民生活に密着した地域

要望等への即答・即応を図るため、

平成２５年４月から、地域インフ

ラ維持・補修事業を創設し、総合

支所に係る権限、財源及び人員の

強化を図るとともに、地域に密着

した政策的な案件の総合調整を図

るため、地域政策会議を創設しま

した。 

 

 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

○ 

総務部 

行政経営課 

1-

3 

定員管理

の適正化 

業務の集中・統

合、採用の抑制

等、定員適正化計

画に基づく施策

の実施により、着

実な職員数の削

減に取り組みま

す。 

平成２４

年度 

定員適正化

計画に基づき、

着実に職員数

の削減に取り

組み、本計画期

間の最終年度

である平成２

４年度の目標

数値を２，５５

０人に設定し、

平成２５年度

における２，５

００人体制を

実現します。 

 

事務の効率化や外部委託の推

進、多様な任用制度の活用、退職

者に対する採用者数の抑制等によ

る適正な定員管理に取り組み、平

成２５年４月１日現在の職員数

は、２，５０７人としました。な

お、平成２５年度末には、職員数

２，５００人体制を達成する見込

みです。 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

○ 

 

 

総務部 

人事課 

1-

4 

再任用職

員等の活

用 

業務量の増減

等に対する弾力

的な対応を図る

ため、定型的な業

務等を中心に再

任用短時間勤務

職員や非常勤職

員、あるいは臨時

職員の柔軟な活

用を図るととも

に、必要に応じ

て、任期付短時間

勤務職員や人材

派遣の活用を検

討します。 

 

 

平成２４

年度 

定型的な業

務等について、

再任用短時間

勤務職員等を

活用します。 

また、任期付

短時間勤務職

員等の活用に

ついての検討

を進めます。 

退職者が有する知識や経験を事

務事業の円滑な遂行に生かす観点

から、再任用短時間勤務職員とし

て、新たに４８人を配置しました。 

また、保育士として任期付短時

間勤務職員１１人を採用するとと

もに、育児休業をしている職員の

代替となる任期付職員１５人を採

用しました。 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

○ 

 

総務部 

人事課 

 

1-

5 

市民課窓

口業務の

見直し 

行政運営の効

率化と混雑時に

おける安定した

市民サービス提

供のための体制

整備を図るため、

窓口業務の見直

しについて、一部

業務の外部委託

を含めて検討し

ます。 

 

 

平成２４

年度 

安定した市

民サービスを

提供するため、

一部業務の外

部委託を含め

た、より効率的

な体制整備を

図ります。 

住民票の写し、戸籍謄・抄本、

印鑑証明等の諸証明の受付・交付、

印鑑登録、戸 

籍関係届出の入力等、市民部市

民課における窓口業務の一部につ

いて、平成２５年１月４日から外

部事業者に対し業務委託を行いま

した。 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

◎ 

市民部 

市民課 
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1-

6 

ごみ収集

業務の（直

営分）の外

部委託の

推進 

直営で実施し

ているごみ収集

業務について、民

間活用の推進を

図るため、外部委

託の推進を図り

ます。 

平成２４

年度 

直営分の収

集業務につい

て、外部委託の

拡大を図りま

す。 

 

平成２２年度の久居地域の外部

委託に加え、平成２３年度津地域

において「容器包装プラスチック」

「その他プラスチック」「蛍光管・

乾電池」の収集業務の外部委託を

実施しました。また、「金属」「不

燃」「びん」について、平成２４

年度に外部委託を実施し、年度毎

に計画的に外部委託を行いまし

た。 

H22 

○ 

H23 

◎ 

H24 

― 

環境部 

環境事業課 

 

２ 財政の健全化 

数値目標の名称 数値目標 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 

経常収支比率 
平成２４年度経常収支比率 

 ８７．５％ 
８７．４％ ９０．８％ ９２．７％ 

公債費負担比率 
平成２４年度公債費負担比率 

 １７．５％ 
１５．８％ １５．４％ １４．９％ 

 

番

号 

取組 

項目 
取組概要 

目標 

年度 
取組目標 取組結果 点検 所管部課名 

2-

1 

財政計画

の策定 

経常収支比率、

公債費負担比率

等の財政指標及

び基金残高、市債

残高を示した財

政計画を策定し、

それに記載する

財政指標等を目

標に、財政の健全

化を図ります。ま

た、財政計画につ

いては適宜見直

しを図ります。 

平成２２

年度 

経常収支比

率、公債費負担

比率等の財政

指標及び基金

残高、市債残高

を示した財政

計画を策定し

ます。 

総合計画後期基本計画の策定に

当たり、計画期間5 年間（平成25

年度から平成29 年度）についての

財政フレームとしての財政見通し

を示しました。 

今後も各指標を踏まえ、市債残

高、基金残高の適正な確保に努め、

総合計画との連動を図りながら、

財政見通しに基づく持続的な財政

運営に努めていきます。 

H22 

△ 

H23 

△ 

H24 

○ 

政策財務部 

財政課 

 

2-

2 

財政状況

の公表 

財政状況につ

いて、広報津やﾎ

ｰﾑﾍﾟｰｼﾞ､ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚ

ﾋﾞ放送などの広

報媒体を活用し、

住民の方々に対

し情報提供を行

います。公表に際

しては、地方公共

団体の財政の健

全化に関する法

律に基づく、財政

の健全性を示す

４つの比率のほ

か、公会計制度改

革による４つの

財務諸表を作成

し、わかりやすい

財政状況の公表

に努めます。 

平成２２

年度 

～ 

平成２４

年度 

わかりやす

い財政状況を

公表（予算、決

算時及び執行

状況年２回）し

ます。 

財政状況については、当初予算、

補正予算の内容、新地方公会計制

度に基づく財務書類４表、決算及

び決算に基づく健全化判断比率、

資金不足比率等について、随時、

広報津、ホームページ、ケーブル

テレビ等により、市民目線で分か

りやすくを目標に公表を行いまし

た。 

また、当初予算の公表において

は、新たな取組として「各部局の

当初予算概要」を作成・公表する

とともに、決算においては、「主

要な施策の実績報告書」について

も併せて公表しました。 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

○ 

政策財務部 

財政課 

2-

3 

補助金の

見直し 

補助金に係る

交付指針に基づ

き、より適正な補

助金の執行に努

めるため、補助金

等の実態調査を

実施し、必要に応

じて早期に見直

しを図ります。 

平成２２

年度 

～ 

平成２４

年度 

補助金に係

る交付指針に

基づき、補助金

等の廃止、縮減

に向けた取組

を実施します。 

各事業所管に対し、平成19 年度

に策定した補助金に係る交付指針

を踏まえ、当初予算編成時をはじ

め常に、廃止、統合、縮減に努め

るように周知を図りながら、継続

的に適正化への取組に努めまし

た。 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

○ 

政策財務部 

財政課 
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2-

4 

公共工事

のコスト

縮減 

公共工事コス

ト縮減対策に関

する行動計画に

基づき、直接的な

工事コストの縮

減、間接的な時間

的コスト縮減、ラ

イフサイクルコ

スト縮減、社会的

コスト縮減を含

めた公共工事コ

スト縮減に努め

ます。 

平成２２

年度 

～ 

平成２４

年度 

公共工事コ

スト縮減対策

に関する行動

計画に基づき、

公共工事のコ

スト縮減を継

続して進めま

す。 

「津市公共工事コスト縮減対策

に関する行動計画」（実施期間：

平成20 年4 月1 日から平成28 年

3 月31 日）に基づき、直接的コス

ト縮減対策として工事コストの低

減、間接的コストの縮減対策とし

て時間的コストの低減、長期的コ

ストの低減に努めました。 

また、平成19 年度の工事コスト

と比較して20％の総合コストを縮

減することを目標に、全庁的な説

明会を開催し経費節減に努めまし

た。 

 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

○ 

政策財務部 

財政課 

 

2-

5 

枠内予算

における

経常的経

費の見直

し 

予算の枠配分

をベースにしつ

つ、枠内予算の経

常的経費の見直

しを図り、経常収

支比率の低下に

努めます。 

平成２４

年度 

経常収支比率 

８７．５％を

目指します。 

枠配分予算編成については、そ

の趣旨（各事業所管の権限及び責

任のもと、事業の優先、事業効果

などを見極めた効率的な予算編

成）を踏まえ、各事業所管とのヒ

アリング・協議等を行うとともに、

枠内予算の一部の予算を対象に政

策協議を実施し、経常的経費の見

直しに取り組みました。 

なお、目標数値については、社

会保障関係経費の伸びによる扶助

費、繰出金の増加等により、達成

することはできませんでした。 

 

 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

△ 

政策財務部 

財政課 

2-

6 

給与の適

正化（特別

職給） 

常勤の特別職

（市長等）の給与

については、津市

特別職報酬等審

議会の意見も踏

まえるとともに、

他市の状況も見

据えつつ、給与の

適正化への取組

みを推進します。

また、非常に厳し

い財政状況の中、

暫定的な給与抑

制に努めます。 

 

 

平成２２

年度 

～ 

平成２４

年度 

常勤の特別職

（市長等）の給

与については、

津市特別職報

酬等審議会の

答申を踏まえ、

給与の適正化

を図ります。 

津市特別職報酬等審議会の開催

等により、第三者機関の意見を取

り入れ、特別職の給料及び報酬の

適正化に取り組み、引き続き、市

長等の給料に対して減額措置を行

いました。 

なお、平成２４年度については、

人事院給与勧告において、月例給

と期末・勤勉手当の改定が見送ら

れる等、特別職給を取り巻く状況

に特段の変化等が無かったため、

当委員会は開催していません。 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

○ 

総務部 

人事課 

2-

7 

給与の適

正化（一般

職給） 

社会情勢の変

化、職場環境の改

善等に応じた特

殊勤務手当の廃

止も含めた見直

しを行います。 

また、民間給与

の動向を反映し

た国の給与制度

改革に準じた取

組みや本市の財

政状況に応じた

給与の適正化を

推進します。 

平成２２

年度 

～ 

平成２４

年度 

特殊勤務手

当の一層の縮

減等による人

件費の抑制と

国に準じた給

与制度の適正

化を推進しま

す。 

特殊勤務手当については、平成

２２年度から「市税等の徴収に関

する事務に直接従事したときの手

当」他１１種の手当について廃止

等を行うとともに、平成２３年度

からは「土日、祝日に勤務が割り

振られる職員に対する手当」他１

種を廃止しました。 

また、引き続き、調整担当主幹

級以上の管理職手当の削減（10％

以内）を行いました。 

なお、平成２４年度においては、

人事院勧告において、月例給と期

末・勤勉手当の改定が見送られた

ため、給与改定は実施していませ

ん。 

 

 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

○ 

総務部 

人事課 
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2-

8 

青少年団

体への補

助金の見

直し 

子ども会育成

者団体、青少年育

成市民会議及び

地域等青少年育

成団体活動補助

金について見直

しを進めます。 

平成２４

年度 

各団体の補

助基準を再検

討し、補助金の

適正化を行い

ます。 

子ども会育成者団体における活

動補助金については、各地域にお

ける運営及び事業を存続していく

に当たり、現行の補助金が必要で

あるとの結論に達しました。 

また、地域等青少年育成団体活

動補助金については、平成２２・

２３年度に引き続き、各地区の市

立中学校の生徒数を基準とした補

助額を交付（激変緩和策を含む）

することにより、補助事業の適正

化を図りました。 

なお、青少年育成市民会議補助

金については、平成２２年度にお

いて補助金の減額を実施しまし

た。 

 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

◎ 

教育委員会

事務局 

生涯学習課 

 

３ 歳入確保への取組 

数値目標の名称 数値目標 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 

市 税 収 入 等 の 確 保 
平成２４年度市税収納率 

（現年度分）   ９８．０％ 
９８．２％ ９８．４％ ９８．６％ 

広告料収入 
平成２４年度広告料収入額 

１０，０００千円 
８，５２８千円 １０，８７７千円 １０，２３９千円 

     

番

号 

取組 

項目 
取組概要 

目標 

年度 
取組目標 取組結果 点検 所管部課名 

3-

1 

市税収納

率の向上 

平成２１年度

に設置した「津市

納税催告センタ

ー」を活用し現年

度未収分の早期

回収と口座登録

の推奨を行いま

す。 

また、納付環境

の向上を図るた

め、コンビニ収納

の範囲を拡大し

ます。 

平成２２

年度 

～ 

平成２４

年度 

市税収納率 

現年度分 

98.0％以上 

滞納繰越分 

18.0％以上 

現年度分については、津市納税

催告センターから現年度滞納者を

中心に電話による納付勧奨や徴収

担当職員による文書催告や納付相

談を行いました。 

滞納繰越分については、文書催

告や財産調査を行い、有効な財産

を発見した時は差押を執行し公平

な徴収に努めました。 

また、平成２３年度から収税課

内に特別滞納整理推進室を設置

し、滞納整理の強化に努めていま

す。 

収納率  

平成22年度 現年度分98.2％ 

滞納繰越分21.2％ 

平成23年度 現年度分98.4％ 

滞納繰越分22.7％ 

平成24年度 現年度分98.6％ 

滞納繰越分23.0％ 

 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

○ 

政策財務部 

収税課 

3-

2 

未利用地

の処分及

び有効活

用 

総合支所所管

の資産も含めた

公有財産管理シ

ステムの構築を

進めるとともに、

財産管理課及び

総合支所の所管

する未利用地等

について、売却に

よる処分や貸付

等の有効活用を

図ります。 

 

平成２４

年度 

３年間の処

分件数１０件

以上 

インターネットを活用した入札

手法等により、３年間で７件（平

成２２年度：２件、平成２３年度：

２件、平成２４年度：３件）の売

却を行う等、未利用地の有効活用

に取り組みました。 

H22 

○ 

H23 

△ 

H24 

△ 

政策財務部 

財産管理課 
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3-

3 

使用料、手

数料の見

直し 

受益者負担の

適正化を図るた

め、各公共施設の

使用料について、

その利用実態等

を踏まえつつ、同

種の施設間での

料金体系の整合

を図るとともに、

証明発行等の各

種の手数料を含

め、定期的な見直

しを実施します。 

平成２４

年度 

使用料、手数

料について、受

益者負担の適

正化に向けた

見直しの検討

を３年に１度

のサイクルで

実施するとと

もに、その検討

結果を踏まえ、

必要に応じた

見直しを行い

ます。 

各所管課等においてそれぞれに

取組を進め、使用料については、

平成２４年度に、グラウンド及び

体育館の使用料の統一を行いまし

た。また、行政コスト計算書を活

用したコスト分析のモデル的な実

施に向けた検討を進めました。 

手数料については、国が定める

ものや三重県の手数料に準じるも

のを除き、取扱件数や収入金額等

の実績及び他市等の状況等を把握

するとともに、見直しの方向性に

ついて、各所管課における検討を

行いました。 

 

 

 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

○ 

総務部 

行政経営課 

3-

4 

会館・市民

センター

等の利用

料金等の

見直し 

会館・市民セン

ター等の効率的

な施設の維持管

理を行うため、利

用料金や利用区

分等について、適

宜見直しを行い

ます。 

平成２４

年度 

会館・市民セ

ンター等の利

用料金等につ

いて見直しの

検討を実施し、

その検討結果

を踏まえ、必要

に応じた見直

しを行います。 

会館・市民センターの利用料金

については、引き続き、自治会等

の公共的な団体等を除き、利用料

の半額と冷暖房費を徴収し、企業

が利用する場合は、全額徴収しま

した。 

なお、概ね３年を目途に見直し

の必要性を検討することとしてお

り、当該検討の結果、他の施設の

状況等も勘案し、現行の料金体系

を維持することとしました。 

 

 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

○ 

市民部 

市民交流課 

3-

5 

福祉資金

貸付金の

回収率の

向上 

滞納者の新規

納付誓約及び納

付誓約者の納付

額のアップ、納付

誓約不履行者へ

納付の再開を求

めていくことで、

滞納の解消を図

っていきます。 

平成２２

年度 

～ 

平成２４

年度 

福祉資金貸付

金回収率 

滞納繰越分 

３．０％以上 

（現年度分は

対象なし） 

納付誓約履行者の履行継続に努

めるとともに、督促状の送致や訪

問等により、新規の分納誓約者の

獲得と滞納の解消に取り組みまし

た。 

収納率  

平成22年度 滞納繰越分 3.1％ 

平成23年度 滞納繰越分 3.2％ 

平成24年度 滞納繰越分 3.9％ 

 

 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

○ 

市民部 

地域調整室 

 

 

 

3-

6 

体育館ほ

か運動施

設の使用

料等の見

直し 

施設使用料に

ついては、コスト

分析を行い受益

と負担の原則に

基づく、適正料金

に向けての見直

しをします。 

平成２４

年度 

コスト分析

を行い受益と

負担の原則に

基づき、適正な

料金を設定し

ます。 

テニスコート（平成２３年４

月）、グラウンド及び体育館（平

成２４年４月）の使用料について、

市内で統一した使用料を設定しま

した。 

今後は、プールの使用料の見直

し、屋内総合スポーツ施設の適正

な使用料設定について検討を進め

ます。 

 

 

 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

○ 

スポーツ文

化振興部 

スポーツ振

興課 

 

3-

7 

保育所入

所負担金

（保育料）

の見直し 

保育所入所負

担金（保育料）に

ついては、国の動

向等も含め検証

し適宜見直しを

行います。 

平成２４

年度 

保育所入所

負担金（保育

料）について検

証し、適宜見直

しを行います。 

保育所入所負担金（保育料）に

ついては、平成２４年度に、国の

徴収基準額表に沿って、前年中に

所得税がなく、かつ前年度住民税

が非課税である世帯のうち、一人

親世帯、在宅障害児（者）がいる

世帯に係る保育料を無料とする改

正を行いました。 

 

 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

○ 

健康福祉部 

こども家庭

課 
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3-

8 

保育所入

所負担金

（保育料）

の収納率

の向上 

各保育所長や

各総合支所とも

滞納情報の共有

を図り、連携して

在園中における

納付指導を強化

します。 

また、滞納繰越

分についても、各

保育所長と連携

して、職員による

自宅訪問など、滞

納の減少に取り

組みます。 

平成２２

年度 

～ 

平成２４

年度 

保育所入所負

担金収納率 

現年度分 

９７．５％以上 

滞納繰越分 

７．０％以上 

各保育所長や各総合支所との滞

納情報の共有を図り、連携して在

園中における保育園での納付指導

を強化するとともに、児童手当か

らの徴収に努めました。 

また、滞納繰越分についても、

債権差押えなどの滞納処分を行っ

たほか、特別滞納整理推進室へ一

部の債権を移管し、同室との連携

を深めながら納付指導に取組みま

した。 

収納率  

平成22年度 現年度分98.0％ 

滞納繰越分 11.9％ 

平成23年度 現年度分98.4％ 

滞納繰越分 16.1％ 

平成24年度 現年度分98.5％ 

滞納繰越分 18.5％ 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

○ 

健康福祉部 

こども家庭

課 

3-

9 

介護保険

料の収納

率の向上 

催告書発送時

期に合わせ、納付

指導強化期間を

設定し、各総合支

所と連携のもと

滞納者宅を訪問

し、納付指導を行

うとともに、65 

歳到達者、特別徴

収中止者など重

点的に納付指導

を行います。 

また、介護保険

サービス利用中

の滞納者につい

て給付制限措置

を取るとともに、

近く給付制限の

対象となる者、要

介護認定申請に

来庁した滞納者

に納付指導を行

い、滞納の減少に

努めます。 

平成２２

年度 

～ 

平成２４

年度 

介護保険料収

納率 

現年度分 

９８．４％以上 

滞納繰越分 

１１．０％以上 

年３回の催告書発送に合わせ

て、総合支所との連携のもと、休

日等における納付指導を実施しま

した。また、滞納者に対する給付

制限の実施や要介護認定申請時の

納付指導の徹底等により、滞納の

縮減に取り組みました。 

さらに、特別滞納整理推進室へ

の移管予告書の送付による納付勧

奨、納付相談を実施し、保険料の

徴収に努めるとともに、昨年度に

引き続き特別滞納整理推進室へ債

権を移管し、連携して収納に取り

組みました。 

収納率  

平成22年度 現年度分98.5％ 

滞納繰越分10.8％ 

平成23年度 現年度分98.6％ 

滞納繰越分18.4％ 

平成24年度 現年度分98.7％ 

滞納繰越分22.2％ 

H22 

△ 

H23 

○ 

H24 

○ 

健康福祉部 

介護保険課 

3-

10 

国民健康

保険料の

収納率の

向上 

各総合支所と

連携を図り休

日・夜間訪問徴収

を行い、電話催告

の他、収税課と徴

収連携を密にし、

差押等に取り組

みます。 

また、被保険者

資格証明書、短期

被保険者証を活

用した納付指導

を重点的に行い

ます。 

平成２２

年度 

～ 

平 成 ２ ４

年 

国民健康保険

料収納率 

現年度分 

９０．０％以上 

滞納繰越分 

１０．０％以上 

被保険者資格証明書、短期被保

険者証を活用した納付指導や電話

催告センターからの早期納付勧奨

による滞納防止に努めました。 

また、滞納処分等の研修を通じ

職員の資質向上を図り、滞納処分

による差押等の取り組みを強化す

るとともに、特別滞納整理推進室

へ国民健康保険料の滞納事案の一

部を移管し、同室との連携による

債権回収の取り組みを行い、収納

率の向上に努めました。 

収納率  

平成22年度 現年度分 87.9％ 

滞納繰越分10.3％ 

平成23年度 現年度分 88.5％ 

滞納繰越分15.8％ 

平成24年度 現年度分 89.4％ 

滞納繰越分21.0％ 

 

H22 

△ 

H23 

△ 

H24 

△ 

健康福祉部 

保険医療助

成課 
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3-

11 

阿漕塚記

念館の使

用料減免

措置の見

直し 

阿漕塚記念館

の使用料の減免

措置について見

直しを行い、歳入

確保に努めます。 

平成２２

年度 

使用料減免

措置を見直し

ます。 

平成２２年４月１日に｢津市阿

漕塚記念館の使用料減免に係る取

扱規程｣の改正を行い、使用者の明

確化と減免内容を見直しました。 

H22 

◎ 

H23 

― 

H24 

― 

 

商工観光部 

観光振興課 

3-

12 

農業集落

排水事業

施設使用

料の収納

率の向上 

農業集落排水

事業施設使用料

の徴収・滞納整理

体制を強化し収

納率の向上を図

ります。 

平成２２

年度 

～ 

平成２４

年度 

農業集落排水

事業施設使用

料収納率 

現年度分 

９８．０％以上 

滞納繰越分 

３５．０％以上 

納期限までに納付していない者

に対して、督促状を発送するとと

もに、総合支所と連携して電話に

よる納付指導、個別夜間訪問徴収

等を行い、収納率の向上に努めま

した。 

また、併せて口座振替納付の推

進も図りました。 

収納率  

平成22年度 現年度分98.1％ 

滞納繰越分39.0％ 

平成23年度 現年度分98.1％ 

滞納繰越分31.1％ 

平成24年度 現年度分98.3％ 

滞納繰越分37.9％ 

 

H22 

○ 

H23 

△ 

H24 

○ 

下水道部 

下水道政策

課 

3-

13 

津競艇に

おける収

益の向上 

電話（インター

ネット）投票の拡

大、場間場外発売

の拡充のほか、前

売発売所の委託

を進めるととも

に、モーターボー

ト競走法の改正

による法定交納

付金制度並びに

選手賞金制度の

見直しについて

の関係機関への

働きかけや、その

他支援施策への

取組を求めるこ

となど、売上向上

及び開催経費の

削減に努め、収益

を確保し財政面

の健全化を図り

ます。 

 

 

平成２４

年度 

電話（インタ

ーネット）投票

の拡大等によ

る利用者数の

増加を図るな

ど、収益の確保

と財政の健全

化を図ります。 

（電話投票の

年間利用者数

１００万人以

上を目指しま

す。） 

平成２４年度は、電話投票のシ

ステムを利用し、ポイント付与を

行うなど利用者に対する一層の購

買意欲をあげ、電話投票売上の向

上に取り組みました。 

また、ボートレース津ホームペ

ージを活用したＰＲを行うととも

にスポーツ紙への出走掲載地域の

拡大を行い、全国のボートレース

ファンが身近に津のレースを購入

できるよう取り組みました。 

さらに、平成２３年９月にオー

プンの外向発売所（津インクル）

を活用し、年間を通して他場のレ

ースを発売し、場外受託売上の向

上に努めました。 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

○ 

競艇事業部 

競艇管理課 

3-

14 

均衡ある

市営住宅

家賃への

見直し 

適正で均衡あ

る公営住宅の家

賃設定とするた

め、合併前におい

て定額であった

旧芸濃町、旧美里

村、旧一志町の公

営住宅について

負担調整を図り

つつ公営住宅法

に基づく応能応

益制度に統一し、

段階的な家賃改

定を図ります。 

 

 

平成２４

年度 

段階的な家賃

改定 

負担調整率

７５％ 

負担調整措置に基づき計画どお

り段階的な家賃改定を実施しまし

た。 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

○ 

建設部 

市営住宅課 
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3-

15 

市営住宅

家賃の収

納率の向

上 

市営住宅家賃

の収納率の向上

を図るため、滞納

者に対して督促

状の取組を行う

とともに、必要に

応じて明け渡し

訴訟等の法的措

置の適用を図り

ます。 

平成２２

年度 

～ 

平成２４

年度 

市営住宅家賃

収納率 

現年度分 

８５．０％以上 

滞納繰越分 

４．８％以上 

督促状及び催告書の送付、電話

や夜間の戸別訪問による納付指

導、来庁要請を行うとともに、連

帯保証人に対しての納付協力要請

を行い収納率の向上に取り組みま

した。 

収納率  

平成22年度 現年度分84.6％ 

滞納繰越分5.0％ 

平成23年度 現年度分85.9％ 

滞納繰越分4.0％ 

平成24年度 現年度分86.9％ 

滞納繰越分4.1％ 

 

 

H22 

△ 

H23 

△ 

H24 

△ 

建設部 

市営住宅課 

3-

16 

住宅新築

資金等貸

付金の回

収率の向

上 

住宅新築資金

等貸付金の回収

率の向上を図る

ため、滞納整理に

鋭意努めること

に加え、特に過年

度滞納金への対

応としては、必要

に応じて法的措

置の適用を図り

ます。 

平成２２

年度 

～ 

平成２４

年度 

住宅新築資金

等貸付金回 

収率 

現年度分 

７４．０％以上 

滞納繰越分 

３．３％以上 

督促状及び催告書の送付、夜間

徴収、滞納者への来庁要請、保証

人への納付要請等を行い、また、

滞納者のうち３名に対しては法的

な措置を講じ、収納率の向上に取

り組みました。 

この結果、分納誓約書の提出、

滞納分の一括返済等、納付に向け

た改善が見られました。 

収納率  

平成22年度 現年度分67.9％ 

滞納繰越分3.0％ 

平成23年度 現年度分68.8％ 

滞納繰越分3.4％ 

平成24年度 現年度分69.5％ 

滞納繰越分3.8％ 

 

 

H22 

△ 

H23 

△ 

H24 

△ 

△ 

建設部 

市営住宅課 

3-

17 

下水道使

用料の 

収納率の

向上 

使用者の負担

の公平の観点か

ら、納期内納付を

推進するととも

に、納付指導業務

の強化を図りま

す。 

平成２２

年度 

～ 

平成２４

年度 

下水道使用料

収納率 

現年度分 

９８．０％以上 

滞納繰越分 

１２．０％以上 

下水道使用料の徴収について

は、平成１９年８月から上下水道

料金の収納業務を民間に委託し、

水道局との連携による取組を推進

しました。 

収納率  

平成22年度 現年度分97.9％ 

滞納繰越分 26.5％ 

平成23年度 現年度分97.8％ 

滞納繰越分 23.8％ 

平成24年度 現年度分97.8％ 

滞納繰越分 24.9％ 

 

 

H22 

△ 

H23 

△ 

H24 

△ 

下水道部 

下水道政策

課 

3-

18 

三重短期

大学にお

ける大学

教育の充

実（ＧＰ獲

得） 

文部科学省が、

大学が行う教育

改革の優れた取

組みをＧＰ

（GoodPractice。

教育ＧＰ、戦略的

大学連携ＧＰ等）

として採択して

います。 

ＧＰ採択によ

り、特色ある大学

を目指すと同時

に外部資金の獲

得を図ります。 

 

 

平成２２

年度 

～ 

平成２４

年度 

大学教育の

充実の一環と

して、毎年度、

ＧＰを獲得し

ます。 

 

国の事業見直しにより、ＧＰに

関する事業方針が大きく変更され

たことに伴い、短期大学としての

取組が困難となったため、平成２

３年度において、ＧＰへの申請は

行わないこととしました。 

H22 

△ 

H23 

△ 

H24 

― 

短期大学事

務局 

大学総務課 
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3-

19 

公民館使

用料等の

見直し 

公民館使用料

については、公民

館設置に関する

条例で設定され

ている館と未設

定の館がありま

す。 

そのため、全館の

使用料を条例で

設定し、公民館使

用料減免基準の

見直しを図りま

す。 

 

 

平成２４

年度 

公民館使用

料設定に係る

条例整理を行

うとともに、公

民館使用料減

免基準の見直

しを行います。 

平成２３年４月より、すべての

公民館に使用料を設定するととも

に、公民館使用料減額免除の見直

しを行いました。 

H22 

◎ 

H23 

― 

H24 

― 

教育委員会

事務局 

生涯学習課 

 

４ 外郭団体の在り方の見直し 

番

号 

取組 

項目 
取組概要 

目標 

年度 
取組目標 取組結果 点検 所管部課名 

4-

1 

外郭団体

の見直し 

各団体の経営

分析や必要性の

検証、財政健全化

比率のひとつで

ある将来負担比

率を踏まえ、公

共・公益性の視

点、効率性の視点

及び自主・自立性

の視点等に立ち、

各団体の事業内

容や経営状況等

についての評価

を行い、団体の廃

止や出資の引き

上げ等も視野に

入れながら見直

しを図ります。 

また、本市の関

与の妥当性につ

いても見直しま

す。 

 

 

平成２２

年度 

～ 

平成２４

年度 

各団体の事

業内容や経営

状況等につい

ての評価を行

い、本市として

の関与の妥当

性も含めた見

直しを行いま

す。 

各団体の事業実績等を踏まえた

「外郭団体に係る経営状況確認シ

ート」を作成し、各団体の財務状

況等、経営状況の把握を行うとと

もに、今後の方向性等について、

各団体所管課における点検評価を

実施しました。 

また、一部の外郭団体について

は、出資者としての立場から、経

営改善の取り組みを進める等、具

体的な見直しを進めました。 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

○ 

総務部 

行政経営課 

 

５ 事業の見直しと事務の効率化 

番

号 

取組 

項目 
取組概要 

目標 

年度 
取組目標 取組結果 点検 所管部課名 

5-

1 

地域活動

振興予算

の在り方

の見直し 

地域活動振興

予算に位置付け

ている事業につ

いては、統廃合も

含め、地域かがや

きプログラムや

事業別予算への

移行など在り方

の整理を行いま

す。 

また、新たな地

域支援策につい

ても検討します。 

 

 

平成２２

年度 

～ 

平成２４

年度 

地域活動振

興予算の予算

上の位置付け

や在り方につ

いて整理しま

す。 

平成２２年度において、実施事

業の見直しを行い、事業の廃止、

事業別予算への移行又は地域かが

やきプログラム事業での新たな取

組へと整理しました。 

H22 

◎ 

H23 

― 

H24 

― 

政策財務部 

地域政策課 
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5-

2 

土地評価

替え業務

に係る民

間活力の

導入 

平成２４年度

の土地評価替え

に伴い、本市全域

における抜本的

な評価の見直し

を行いますが、人

件費の抑制を図

りながら、評価の

適正化を確保し、

適正な評価に基

づく公平な賦課

を目指すため、土

地評価替え業務

に係る外部委託

の導入を図りま

す。 

 

平成２４

年度 

土地評価替

え業務につい

て、外部委託を

導入します。 

固定資産土地評価事務取扱要領

の検証、路線価比準表の作成及び

路線価算定等に係る業務につい

て、外部委託を導入しました。こ

れにより、本市全域において均衡

のとれた適正な平成２４年度路線

価及び評価額を算定することがで

きました。 

H22 

○ 

H23 

◎ 

H24 

― 

政策財務部 

資産税課 

5-

3 

本庁舎、総

合支所に

おける電

気使用量

の削減 

エコ対策につ

いて周知徹底を

行うとともに、電

気使用量の削減

に有効な節電対

策及び施設改修

等に取り組みま

す。 

平成２４

年度 

電気使用量

の削減率 

対平成２０

年度１０％以

上 

（平成２２～

平成２４年度

の３年間で達

成） 

執務室や廊下部分の照明の間引

き、業務用コンピュータ端末の省

エネ設定、エレベーターの一部運

転停止等に加え、平成２４年度に

は、消灯箇所の増加や空調運転の

さらなる徹底管理、運転時間の短

縮、職員の意識啓発等に取り組み

ました。 

これらの取組の結果、平成２０

年度に比較して、１１．９％の電

気使用量を削減しました。 

 

H22 

△ 

H23 

○ 

H24 

○ 

政策財務部 

財産管理課 

5-

4 

契約事務

の効率化 

計画的一括発

注や業務委託の

標準化により公

正で競争性のあ

る契約事務に努

めると共に、物品

契約の発注基準

の作成により地

域経済の健全な

発展を図りなが

ら新たに業者や

行政の利便のた

め物品・業務委託

関係の入札参加

資格者名簿の共

同受付を実施し

ます。 

 

平 成 ２ ２

年度 

物品・業務委

託関係の入札

参加資格者名

簿の共同受付

を実施します。 

物品発注基準については、平成

２２年度に、契約事務代行の権限

の見直しを実施し、より地域性を

重視した発注を可能なものとしま

した。 

また、物品・業務委託関係の競

争入札参加資格審査申請において

は、共同受付の実施により、入札

参加資格者の利便性の向上ととも

に作業時間・費用等の削減を図り

ました。 

H22 

◎ 

H23 

― 

H24 

― 

総務部 

調達契約課 

5-

5 

行政経営

システム

及び行政

評価シス

テムの充

実 

行政経営シス

テム及び行政評

価システムにつ

いて、システムの

定着を図るとと

もに毎年度見直

しを行い、継続し

たシステムの改

善を実施します。 

平成２２

年度 

～ 

平成２４

年度 

システムの

定着と見直し

を行います。 

行政評価システムの職員への一

層の浸透と定着、行政評価に対す

る職員の意識向上等を図るため、

担当主幹級の職員等を対象に、平

成２２年度から行政評価セミナー

を開催するとともに、内容につい

ても、演習・グループ討議を中心

とした実践的な内容へと改善を加

えました。 

また、業績評価（組織目標管理）

においては、新たに、課長級職員

が設定した組織目標について、市

ホームページを通じて、公表を行

いました。 

 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

○ 

総務部 

行政経営課 
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5-

6 

内部統制

の整備に

向けた検

討 

（モニタ

リング 

の整備） 

行政活動の信

頼性の確保やコ

ンプライアンス

の体制強化を図

るため、内部統制

の整備に向けた

検討を行います。

特に、組織的な内

部の監査機能の

強化を図るため、

内部モニタリン

グの整備を進め

ます。 

 

 

平成２４

年度 

内部統制の

整備に向けた

検討を行うと

ともに、内部モ

ニタリングの

組織的な整備

を行います。 

事務の見える化の取組により、

具体的な事務の流れ等の明確化を

図る中で、事務遂行上想定される

リスクやミスを事前に把握し、未

然防止策の構築を目指した取り組

みを進めました。 

また、各課等での定期ミーティ

ングの実施や失敗事例の共有等、

コミュニケーションが活発で、風

通しの良い職場づくりの推進によ

る組織内における内部チェック機

能の強化に取り組みました。 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

○ 

総務部 

行政経営課 

5-

7 

事務事業

評価の充

実 

事務事業評価

の充実を通じた

事業の体系化を

行うとともに、事

業棚卸し等の手

法により事業の

総点検を行うな

ど、事業の相対的

な優先度を見極

め、行政の責任に

おいて実施する

事業の明確化に

取り組みます。 

平成２２

年度 

～ 

平成２４

年度 

事務事業評

価の結果を市

民に分かりや

すく公表しま

す。 

また、事務事

業評価におけ

る事業の体系

化を通じ事業

棚卸し等の手

法による実施

事業の明確化

に取り組みま

す。 

 

 

事務事業評価に係る職員のスキ

ルの向上等を図るため、企画員、

地域企画員をはじめとした担当主

幹級の職員等を対象に、効果的な

成果指標の設定等、事務事業評価

の充実に重点を置いたより具体的

な内容により、行政評価セミナー

を実施しました。 

また、平成２４年度事務事業評

価の結果について、市ホームペー

ジを通じて、公表を行いました。 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

○ 

総務部 

行政経営課 

5-

8 

給与明細

書の電子

配信の実

施 

給与明細書に

ついて、職員個別

配送による給与

支給明細書の作

成経費の削減を

図るため、当該明

細書の電子配信

を実施します。 

平成２３

年度 

給与明細書

の電子配信を

平成２３年度

から開始し、給

与支給明細書

作成に係る経

費の削減を行

います。 

給与明細書の電子配信システム

の導入に向け、仕様の検討、準備

を進めましたが、当該電子配信シ

ステムに係る配信履歴等の管理を

行うに当たり、新たに専用サーバ

機の設置及び保守等の経費が発生

するため、本取組による財政的な

効果が見込めないことから、平成

２２年度に取組を終了しました。 

 

 

H22 

△ 

H23 

― 

H24 

― 

総務部 

人事課 

5-

9 

人材評価

制度の充

実 

試行を通じて、

制度の改善等を

図り、平成２３年

度に課長級以上

の職員を対象と

する「人材育成に

よる組織力の向

上を目指す人材

評価制度」を導入

します。 

また、担当主幹

級以下の職員を

対象としたアン

ケートの実施等

により、当該職員

を対象とした制

度を構築し、平成

２４年度に試行

的に導入します。 

 

 

平成２４

年度 

平成２３年

度に課長級以

上の職員を対

象とした人材

評価制度を導

入します。 

平成２４年

度に担当主幹

級以下の職員

を対象とした

制度を構築し、

試行的に導入

します。 

課長級以上の職員を対象とする

人材評価制度については、平成２

１年度からの試行的実施を踏ま

え、平成２３年度から導入しまし

た。 

また、担当主幹級以下の職員を

対象とした当該制度については、

引き続き、後期実施計画において

同制度の構築と試行的実施に取り

組みます。 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

△ 

総務部 

人事課 
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5-

10 

地域情報

センター

の管理運

営方法の

見直し 

外部委託によ

り運営している

地域情報センタ

ーの運営形態を

平成２３年度を

目途とした指定

管理者制度への

移行も含め管理

運営方法につい

て検討します。 

 

平成２３

年度 

運営方法に

ついて、指定管

理者制度への

移行も含め検

討し、運営経費

の削減を行い

ます。 

施設の利用状況から平成２３年

度において指定管理者制度の導入

は見送るとともに、委託内容の見

直し等により、運営経費の削減等

に取り組みました。 

また、当該センターの在り方に

ついて、関係部局との協議・調整

を行うとともに、今後の方向性を

検討するためより詳細な利用者実

態を把握できるよう受付方法を改

めました。 

H22 

○ 

H23 

△ 

H24 

― 

総務部 

情報企画課 

5-

11 

申請等の

電子化促

進 

現行の電子申

請システムによ

るオンライン申

請の充実を図る

とともに、三重県

及び県内市町と

の共同化を視野

に入れた効率的

なシステム更新

を行います。 

平成２２

年度 

～ 

平成２４

年度 

 

電子申請の

手続き数とオ

ンライン予約

が可能な公共

施設数の拡充

を行います。 

津市総合計画におけるオンライ

ン申請の手続き件数目標である５

３件を平成２２年度に達成しまし

た。また、オンライン端末を運用

する窓口職員への研修を実施し、

利用時に適切・迅速な対応が図れ

るよう努めました。 

H22 

◎ 

H23 

― 

H24 

― 

総務部 

情報企画課 

 

5-

12 

電子入札

システム

の導入 

津市電子自治

体構築計画に合

わせ、新基幹情報

システムにリン

クできる電子入

札システムの導

入を図ります。 

平成２４

年度 

ＡＳＰ方式

による電子入

札システムを

試行導入しま

す。 

調達契約課による電子入札シス

テムに対する市内業者のニーズの

調査結果と県のシステムの共同化

への動向等、情報収集を行いなが

ら、改めて、効率的な導入時期や

周知方法、必要な業務の手順等に

ついての協議、検討を行うことと

しました。 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

△ 

総務部 

情報企画課 

5-

13 

ＩＴ調達

経費の最

適化 

新基幹情報シ

ステムへの移行

により、情報シス

テムに係る経費

の削減、安定した

運用の確保と効

率化、市民サービ

スの向上に取り

組みます。 

平成２２

年度 

～ 

平成２４

年度 

新基幹情報

システムの構

築により、シス

テム運用経費

の削減を行い

ます。 

法改正、制度改正等に適正かつ

効率的に対応できるよう、また、

歳入確保に係る必要最低限のシス

テム改修を行い、システムの安定

した運用の確保を行いました。 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

○ 

総務部 

情報企画課 

5-

14 

自治体コ

ールセン

ターの導

入 

自治体コール

センターに係る

導入計画の策定

と総合窓口に対

応した「ＦＡＱ」

の整理を行い、ア

ウトソーシング

を活用した自治

体コールセンタ

ーの導入・整備を

市民ニーズの高

いものから段階

的に行います。 

平成２３

年度 

アウトソー

シングを活用

した自治体コ

ールセンター

の導入・整備を

市民ニーズの

高いものから

段階的に行い

ます。 

自治体コールセンターについて

は、平成２３年度において、他自

治体等も参考としながら改めてそ

の要否を検討することとし、当面、

導入を見送ることとしました。 

なお、市民向けIT ヘルプデスク

にお寄せいただいた質問等につい

ては、質問に対する回答と併せ、

平成２４年４月に市ホームページ

の｢よくある質問｣へ掲載をしまし

た。 

H22 

○ 

H23 

△ 

H24 

― 

総務部 

情報企画課 

5-

15 

津市市政

モニター

制度の見

直し 

市政モニター

制度については、

市民の声、パブリ

ックコメント等

の新たな広聴事

業の拡充を踏ま

え、その制度の在

り方について見

直しを図ります。 

平成２４

年度 

 

市政モニタ

ー制度の在り

方を見直しま

す。 

市政に対する市民の意見、要望

等の把握を図るため、電話、電子

メール、ファクス、面談等による

「市民の声」をはじめ、市政アン

ケート調査の実施、さらには、平

成２３年１０月に新設した「市政

相談員制度」の活用等、広聴機能

の一層の充実を図ってきました。 

このことから、平成２５年３月

をもって、市政モニター制度は廃

止することとしました。 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

◎ 

 

市民部 

対話連携推

進室 
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5-

16 

体育館、野

球場及び

グラウン

ド等スポ

ーツ施設

への指定

管理者 

制度の導

入 

体育館、野球場

及びグラウンド

等スポーツ施設

において、民間活

力の導入による

市民サービスの

向上及び経費縮

減を図るため、導

入可能な施設に

指定管理者制度

を導入します。 

 

 

平成２４

年度 

施設の規模、

利用形態利用

者のニーズな

どの把握、分析

のもと可能な

施設について

指定管理者制

度を導入しま

す。 

安濃地域のスポーツ施設につい

て、平成24年4月1日から、指定管

理者制度を導入しました。 

引き続き、他の施設についても

導入を検討していきます。 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

○ 

スポーツ文

化振興部 

スポーツ振

興課 

5-

17 

団体事務

局事務の

見直し 

体育協会、レク

リエーション協

会等の団体事務

局の事務につい

ては、団体と協議

検討を行い、団体

による自主的な

運営の推進を図

ります。 

 

 

平成２４

年度 

関係団体の

事務局事務を

自主運営とし

ます。 

体育協会については、平成２４

年１０月１日付けでNPO 法人格を

取得し、当該団体による自主的な

運営に移行しました。 

引き続き、他の団体事務につい

ても、自主的な運営に向けて協議

を進めます。 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

○ 

スポーツ文

化振興部 

スポーツ振

興課 

5-

18 

廃棄物処

理施設の

管理運営

に係る民

間活力の

導入 

廃棄物処理施

設について、民間

活力の導入など

管理運営方法の

見直しを検討し

ます。 

平成２４

年度 

管理運営業

務について、外

部委託を検討

します。 

安芸・津衛生センター及びクリ

ーンセンターくもずの運転管理業

務について、目標年度の平成２４

年度を前倒しして、平成２３年１

０月１日から民間事業者に委託

し、業務を行っています。 

また、クリーンセンターおおた

かの運転管理業務については、夜

間の外部委託に加え、直営で行っ

ていた昼間の業務についても平成

２４年１０月１日から民間事業者

に委託し、完全な委託による業務

を行っています。 

 

 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

◎ 

環境部 

環境施設課 

5-

19 

ごみ収集

業務の（委

託分）の契

約方法の

見直し 

外部委託で実

施しているごみ

収集業務につい

て、契約方法の見

直しを行います。 

 

 

平成２４

年度 

合理化事業

による契約等、

その方法につ

いて見直しを

行います。 

平成２４年度から一志、白山地

域については、合理化事業による

契約、また美杉地域については、

指名競争入札による契約に見直し

ました。 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

◎ 

環境部 

環境事業課 

5-

20 

公立保育

所の運営

方法の見

直し 

入所児童数の

実態や保育所の

地域的なバラン

ス等も踏まえな

がら、津・久居・

河芸地域におけ

る民間活用も含

めた運営方法の

見直しを図りま

す。 

平成２４

年度 

 

各保育所の

地域的なバラ

ンス等も踏ま

えながら、民間

活用も含めた

運営方法の見

直しを図りま

す。 

保育所入所希望の児童が年々増

加していることから、待機児童対

策を優先し、民間保育所の施設整

備を支援して140 名の定員拡大を

図りました。 

また、国が制度設計を進める「子

ども・子育て支援新制度」につい

て、教育委員会事務局との連携の

もと情報共有を図りつつ、保育所

待機児童対策や定員を下回る幼稚

園の体制整備について協議すると

ともに、オープンディスカッショ

ンを2 回開催し、市民や関係者の

意見収集を図りました。 

 

 

 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

○ 

健康福祉部 

こども家庭

課 
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5-

21 

サン・ワー

ク津への

指定管理

者制度の

導入 

サン・ワーク津

について、民間活

力の導入による

住民サービスの

向上及び経費縮

減を図るととも

に、適正な定員確

保に努めるため、

指定管理者制度

を導入します。 

平成２４

年度 

指定管理者

制度を導入し

ます。 

平成２３年４月１日から指定管

理者制度を導入しました。 

H22 

◎ 

H23 

― 

H24 

― 

商工観光部 

商業振興労

政課 

5-

22 

津市商工

会、津北商

工会の一

元化 

津市商工会、津

北商工会の一元

化に向けた取組

みを進めます。 

平成２４

年度 

商工会一元化

を推進します。 

商工会の一元化に向けて協議が

行われてきましたが、津北商工会

から、諸般の事情により現時点で

の合併は見合わせたいとの意向が

示されており、早急な合併は難し

い状況となっています。 

このため、現段階においては、

商工会の一元化は見送ることとし

ました。 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

△ 

商工観光部 

商業振興労

政課 

5-

23 

地域水田

農業協 

議会の整

理・統 

合 

旧市町村単位

に設置されてい

る地域水田農業

協議会について、

ＪＡ単位に整

理・統合を行いま

す。 

また、同協議会

の事務等につい

ては、市の総合支

所の組織の見直

しを踏まえつつ、

ＪＡへの移行を

中心に見直しま

す。 

平成２４

年度 

現在の９協

議会を、ＪＡ単

位の２協議会

に整理・統合を

行います。 

現在の９協議会を、平成２４年

３月３０日に、ＪＡ単位に整理・

統合を行い、２協議会を設立しま

した。また、事務の効率的な運営

のため、システムについても統

合・一元化しました。 

H22 

○ 

H23 

◎ 

H24 

― 

農林水産部 

農林水産政

策課 

 

5-

24 

林業宿泊

施設（大樹

の家）への

指定管理

者制度の

導入 

美杉町竹原地

内、林業宿泊施設

（大樹の家）維持

管理事業につい

て、指定管理者制

度を導入し、より

効率的な運営管

理を促進します。 

平成２３

年度 

指定管理者

制度を導入し

ます。 

指定管理者制度導入の課題等に

ついて検討、整理を進めてきまし

たが、当該施設に係る維持管理の

状況を検証する中で、制度導入の

優位性等が確認できなかったこと

から同制度の導入はしないことと

しました。 

H22 

○ 

H23 

△ 

H24 

― 

農林水産部 

林業振興室 

5-

25 

設計業務

等に係る

外部委託

の検討 

効率的な事務

の執行を図るた

め、設計業務等に

ついて検討し、可

能なものから外

部委託を行いま

す。 

併せて、監督業

務の外部委託に

ついても調査研

究を進めます。 

平 成 ２ ４

年度 

設計業務等

について、可能

なものから外

部委託を行い

ます。 

（津北工事事務所分） 

道路維持工事等について、設計

業務のうち平成２２年度に３１

件、平成２３年度に４１件、平成

２４年度に６１件の外部委託を実

施しました。 

（津南工事事務所分） 

道路維持工事等について、設計

業務のうち平成２２年度に１９

件、平成２３年度に２６件、平成

２４年度に２３件の外部委託を実

施しました。 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

○ 

 

 

建設部 

津北工事事

務所 

津南工事事

務所 

5-

26 

下水道特

別会計の

公営企業

会計への

移行 

公営企業会計

への移行に向け、

３年間で資産調

査を実施します。 

平成２２

年度 

～ 

平成２４

年度 

下水道施設

（処理場、ポン

プ場、管きょ）

の資産調査を

実施します。 

日本下水道事業団と「津市公共

下水道地方公営企業法適用に係る

技術援助に関する協定」を締結し、

建設工事資産、受贈資産等につい

て調査を実施するとともに、資産

の把握及び取得価格の算定並びに

減価償却計算を行い、現有資産に

係る評価を終えました。 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

◎ 

下水道部 

下水道政策

課 
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5-

27 

下水終末

処理場に

おける処

理コスト

の削減 

特定環境保全

事業における下

水終末処理場を

流域下水道に接

続することで、処

理場に係る維持

管理コストの低

減を図ります。 

平成２４

年度 

下水終末処

理場の流域下

水道への接続

により維持管

理処理コスト

を低減します。 

特定環境保全事業における白山

処理区の佐田浄化センターを平成

２３年３月３１日をもって廃止

し、中勢沿岸流域下水道（松阪処

理区）に接続することにより、佐

田浄化センターに係る維持管理コ

ストの削減を実施しました。 

H22 

◎ 

H23 

― 

H24 

― 

下水道部 

下水道施設

課 

5-

28 

出張所の

運営方法

の見直し 

効率的な行政

運営を図るため、

総合支所管内の

各出張所の適正

配置を検討する

とともに、利用実

態も踏まえた運

営方法の見直し

を図ります。 

平成２４

年度 

各出張所の

適正配置の検

討と運営方法

の見直しを行

います。 

久居、河芸、一志、白山及び美

杉の各総合支所において、管内出

張所に係る利用実態の把握や業務

内容、地域における役割等につい

ての検討を進めました。 

また、平成２４年度から美杉総

合支所管内の出張所の一部におい

て、職員体制の見直しを行いまし

た。 

引き続き、地域の実情等を踏ま

えた上で、出張所の適正配置等に

ついて検討していきます。 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

○ 

久居総合支

所 

河芸総合支

所 

一志総合支

所 

白山総合支

所 

美杉総合支

所 

地域振興課 

5-

29 

榊原自然

の森温泉

保養館（湯

の瀬）への

指定管理

者制度の

導入 

榊原自然の森

温泉保養館（湯の

瀬）について、民

間活力の導入に

よる市民サービ

スの向上及び経

費縮減を図るた

め、指定管理者制

度の導入に向け

た取組を進めま

す。 

平成２４

年度 

榊原自然の

森温泉保養館

（湯の瀬）への

指定管理者制

度の導入に向

け取り組みま

す。 

指定管理者制度の導入に向けた

検討を行ってきましたが、当該制

度の導入に当たっては、施設の老

朽化に伴う大規模改修が必要であ

ることから、平成２５年１０月を

目途に、業務の一部委託を実施す

ることとし、経費縮減を図ること

としました。 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

○ 

久居総合支

所 

地域振興課 

5-

30 

久居榊原

風力発電

施設の管

理運営方

法の見直

し 

平成２１年５

月に１０年間保

証が終了してい

るなど、当該施設

に係る問題点等

の洗い出しを行

うとともに、他団

体の事例等も参

考にしながら、管

理運営方法の見

直しを行います。 

平成２４

年度 

久居榊原風

力発電施設の

管理運営方法

を見直します。 

平成２４年４月２０日に条件付

き一般競争入札を執行後、所要の

手続を経て、同年７月１日に施設

の引き渡し（売却）を行いました。 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

◎ 

環境部 

環境政策課 

5-

31 

とことめ

の里一志

の管理運

営方法の

見直し 

とことめの里

一志について、市

民サービスの向

上及び経費縮減

を図るため、民間

活力の導入も含

めた管理運営方

法の見直しを行

います。 

平成２４

年度 

施設修繕等

の環境整備を

進めながら、管

理運営方法に

ついて見直し

ます。 

経費縮減を図るため、業務の一

部についての業者委託の導入等を

視野に入れ、年次修繕計画に沿っ

て、施設の整備を進めました。 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

○ 

一志総合支

所 

地域振興課 

5-

32 

レークサ

イド君ケ

野の管理

運営方法

の見直し 

森林セラピー

基地の拠点施設

として、新たな集

客を図るなど、経

営状況の改善に

向けた取組を進

め、民間活力の導

入も視野に入れ

た管理運営方法

の見直しを行い

ます。 

平成２４

年度 

経営状況の

改善に向けた

取組を進め、管

理運営方法の

見直しを行い

ます。 

当該施設に係る経営検討会議を

開催し、経営状況の分析を行うと

ともに、コスト削減意識の徹底を

図り、賄材料費の削減等、経営改

善に取り組みました。 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

○ 

美杉総合支

所 

地域振興課 
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5-

33 

収納業務

委託の委

託範囲の

見直し 

次期収納業務

委託更新時に向

け、現行の収納業

務委託を窓口・電

話受付・検針業務

等を含めた業務

委託の拡大を進

めます。 

平成２４

年度 

収納業務委

託を受付から

収納まで一貫

したお客様サ

ービスとして

の業務委託に

拡大移行しま

す。 

水道料金・下水道使用料の収納

業務に加え平成２４年度からは、

給水申請や開閉栓等の窓口・電話

受付から検針業務等に至るまでの

包括業務委託を開始しました。 

H22 

○ 

H23 

◎ 

H24 

― 

水道局 

水道総務課 

5-

34 

三雲浄水

場の外部

委託 

三雲浄水場の

運転管理等委託

業務について、浄

水場の運転・保守

管理業務のほか

に、法定点検、消

耗物品や薬品等

の調達、清掃・除

草等の業務を含

めた包括的な業

務として外部委

託を進めます。 

平成２４

年度 

三雲浄水場

の外部委託を

進めます。 

計画を前倒しし、平成23 年7 月

1 日から2 年間の長期継続契約

で、三雲浄水場の外部委託（包括

委託）を実施しました。 

H22 

○ 

H23 

◎ 

H24 

― 

水道局 

浄水課 

5-

35 

支払事務

の簡素化 

口座振替払い

による支払いに

ついて、ＦＤ（フ

ロッピーディス

ク）口座振替払い

の拡大を行い、支

払事務の簡素化

を図ります。 

平成２２

年度 

支払事務を

簡素化します。 

平成22年度において、火・木曜

日をＦＤ 口座振替払い集中日と

しつつ、支払い方法別に内容の整

理等事務のみ直しを行い、振込依

頼書（紙ベース）による報酬・報

償金・賃金等について火・木曜日

以外でもFD 口座振替払いで支払

いができるようFD 口座振替払日

を設け、FD 口座振替払いの拡大を

行いました。 

これにより、支払い書類に添付

される振込依頼書のチェック及び

仕分作業時間が短縮され、事務の

簡素化が図られました。 

H22 

◎ 

H23 

― 

H24 

― 

会計管理室 

5-

36 

会計事務

の電子化 

会計事務の効率

化を図るため、電

子決裁を導入し

ます。 

平成２４

年度 

会計事務に電

子決裁を導入

します。 

会計事務の電子決裁導入に向け

て協議・検討を進めてきましたが、

契約事務及び会計事務の双方の電

子化が最も効果的かつ効率的であ

ること、関連する他のシステムと

の連携に時間を要すること、現在

の財務会計システムのリース途中

での導入による費用面での不経済

性が生じること、また、県と市町

との財務会計システムの共同化の

動向も見据える必要性が生じてき

たこと等から、次期財務会計シス

テム更新時期も視野に入れ、導入

時期について改めて検討すること

とし、引き続き後期実施計画にお

いて取り組むこととしました。 

H22 

○ 

H23 

△ 

H24 

― 

会計管理室 

5-

37 

三重短期

大学によ

る地域貢

献の推進 

地域連携講座

や政策研修等を

通じ、教育研究の

成果を地域に積

極的に還元し、地

域との連携・地域

への貢献を推進

し地域に開かれ

た大学づくりを

進めます。 

平成２４

年度 

地域連携講

座、市政との連

携等を強化し

ます。 

地域連携講座・地研セミナー等

に加え、平成２４年度は、オープ

ンカレッジを新設し、市民への生

涯学習機会の提供を推進しまし

た。 

また、市政の課題解決及び人材

育成を目的とした政策研修等を通

じ、積極的に地域との連携に取り

組むとともに、出前講座の開設や

地域連携サポーターの活動等、地

域への貢献について取り組みを進

めました。 

 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

○ 

短期大学事

務局 

大学総務課 
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5-

38 

魅力ある

三重短期

大学づく

り 

少子化の進行

など１８歳人口

の減少が進む状

況下において、カ

リキュラムの見

直しや学科・コー

スの在り方を検

討するなど、魅力

ある大学づくり

を進めるととも

に、入学者数の確

保に努めます。 

 

 

 

平成２２

年度 

～ 

平成２４

年度 

生活科学科

生活科学専攻

（居住・環境コ

ース）でカリキ

ュラムの見直

しを行います。 

カリキュラムの見直しを行い、

平成２４年度には、「キャリア形

成セミナー」や、三重大学生物資

源学部と連携した「農林体験セミ

ナー」を新設しました。 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

○ 

短期大学事

務局 

大学総務課 

5-

39 

三重短期

大学の設

置・運営形

態の検討 

全国的に公立

大学の地方独立

行政法人化の動

きが見られるな

か、効率的な大学

運営が行えるよ

う法人化も視野

に入れた設置・運

営形態を検討し

ます。 

平成２２

年度 

効率的な大

学運営に向け

た設置・運営形

態を検討しま

す。 

平成２２年度に、「三重短期大

学の在り方庁内調査・研究会議」

や関係部との協議を通じ、短期大

学を取り巻く状況を分析し、三重

短期大学の目指す方向や法人化を

含めた設置・運営形態の検討を行

いました。 

その結果、少子化や厳しい経済

情勢からくる志願者数の減少、施

設の老朽化等、取り巻く状況は厳

しく、相当の投資や人的負担が必

要な地方独立行政法人への移行は

当面行わず、将来に向けた魅力あ

る大学づくりの方向を明らかにす

ることとしました。 

 

 

 

 

H22 

◎ 

H23 

― 

H24 

― 

短期大学事

務局 

大学総務課 

5-

40 

給食提供

の在り方

について 

小学校給食に

ついては、自校方

式を基本としつ

つ、給食施設が老

朽化している小

学校が多いこと

から、複数校の給

食を拠点となる

小学校で調理し、

各校に配送を行

う拠点校方式で

の実施に向け取

り組みます。 

 

 

 

平成２４

年度 

一部地域に

おいて、拠点校

方式での給食

を試行的に実

施します。 

拠点校方式も含め既存施設の有

効活用や校舎の大規模改修と整合

性のとれた効率的な給食設備につ

いて検討を行いました。 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

△ 

教育委員会

事務局 

学校教育課 

5-

41 

学校規模

の適正化

による小

中学校教

育の充実 

小学校規模の

適正化を図るた

め、保護者や地域

住民で構成する

懇談会を実施す

るとともに、通学

区域の弾力化を

図るなど具体的

な方策の検討を

行います。 

 

 

 

平成２４

年度 

複式学級の

解消や大規模

校の児童数の

緩和等につい

て、具体的な方

策を検討しま

す。 

一志地域では、「一志地域小学

校再編準備委員会」を設置し、平

成２６年４月に予定する小学校４

校の２校への再編に向け、より具

体的な協議検討を行いました。 

また、美里地域では、「小学校

の在り方を検討する地域懇談会」

を設置し、今後の小学校の在り方

について、保護者や地域住民の意

見を踏まえ、検討を進めました。 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

○ 

教育委員会

事務局 

学校教育課 
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5-

42 

公立幼稚

園の運営

等の見直

し 

近年の園児数

の減少に伴い、特

に小規模園につ

いて、統廃合を含

めた適正配置を

図ります。 

また、預かり保

育や幼稚園での

給食実施等、保護

者からの新たな

ニーズについて

も併せて検討す

るとともに、保育

料についても検

証し適宜見直し

を行います。 

平成２４

年度 

小規模園に

ついて、統廃合

を含めた適正

配置を図りま

す。 

国が制度設計を進める「子ど

も・子育て支援新制度」について、

健康福祉部との連携のもと、小規

模園についての体制整備について

協議を行うとともにオープンディ

スカッションを２回開催し、市民

や関係者の意見収集を図りまし

た。 

また、平成２２年度から開始し

た「津市立幼稚園の適正規模に係

る実践研究」により、神戸幼稚園

にて小規模３園の合同保育を実施

し、預かり保育や幼稚園での給食

実施等の検討を行ってきました。 

平成２４年度末に、実践研究を

終了した櫛形幼稚園、片田幼稚園、

小規模園である波瀬幼稚園の３園

を休園としました。 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

○ 

教育委員会

事務局 

教育研究支

援課 

教育総務課 

5-

43 

教育集会

所の在り

方につい

て 

市内にある教

育集会所２０箇

所について、設置

形態の見直しを

行い、適正な配置

を図ります。 

平成２４

年度 

市内にある

教育集会所２

０箇所につい

て、設置形態の

見直しを行い、

適正な配置を

図ります。 

設置形態の見直しの中で廃止を

検討していた二箇所のうち一箇所

について、平成24 年度に廃止を決

定するとともに、残る一箇所につ

いても、継続して、地元住民や自

治会との協議を実施しました。 

当該施設については、引き続き

後期実施計画において、調整を進

め、設置形態の見直し等、適正な

配置を図るよう取り組みを進めま

す。 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

○ 

教育委員会

事務局 

人権教育課 

5-

44 

公民館の

在り方に

ついて 

市内に５８あ

る公民館につい

て、設置形態の見

直しを行い、統廃

合を含めた適正

配置を図ります。 

平成２４

年度 

設置形態を

見直し、統廃合

を含めた適正

配置を行いま

す。 

各地域の公民館における使用実

態やそれぞれの地域との関わり方

を継承しながら、より効率的な公

民館の管理運営を図るため、平成

２３年４月より公民館の組織形態

の再編を実施しました。 

H22 

◎ 

H23 

― 

H24 

― 

教育委員会

事務局 

生涯学習課 

5-

45 

各社会教

育関係団

体の事務

局事務の

見直し 

公的関与の在

り方の観点から、

ＰＴＡ連合会、婦

人会連絡協議会

等の社会教育関

係団体の事務局

事務について、団

体の自主独立を

目指した取組を

進めます。 

平成２４

年度 

ＰＴＡ連合

会、婦人会連絡

協議会等の社

会教育関係団

体の事務局事

務について、団

体の自主的な

取組を進めま

す。 

津市ＰＴＡ連合会については、

平成２４年度に準備室を設立し、

平成２６年度からの完全な自主運

営の実施に向けた準備を進めまし

た。 

その他の社会教育関係団体につ

いては、自主運営に対する団体の

意識改革に取り組みました。 

引き続き、団体の自主的運営に

向けての取組を進めます。 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

△ 

 

 

 

 

教育委員会

事務局 

生涯学習課 

5-

46 

図書館の

管理運営

方法の見

直し 

各図書館の利

用状況や活動状

況を総合的に調

査・分析し、適正

な人員配置やサ

ービスの向上に

努め、図書館の管

理運営方法の見

直しを図ります。 

平成２４

年度 

各図書館の

利用状況や活

動状況を総合

的に調査・分析

し、適正な人員

配置やサービ

スの向上に努

め、管理運営方

法の見直しを

行います。 

平成２２年１２月に図書館情報

システムの統合を行い、各図書館

の図書資料の保有状況及び利用状

況の一括管理を行うとともに、平

成２３年４月には、司書資格を有

する職員の配置がなかった美里図

書館に有資格者を配置しました。 

また、図書館利用者の意向を把

握するため、利用者アンケートを

実施しました。 

H22 

○ 

H23 

○ 

H24 

○ 

教育委員会

事務局 

津図書館 
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（後期実施計画） 

取 組 項 目 
取 組 

項目数 

◎ ○ △  － 

H25 H26 H25 H26 H25 H26  H26 

１ 効率的な事務事業の在り方 32 4 6 27 21 1 1  4 

２ 民間の活用の在り方 14 2 0 12 12 0 0  2 

３ 定員管理の在り方 7 0 0 7 7 0 0  0 

４ 健全な財政運営の在り方 25 0 1 16 15 9 9  0 

５ 電子自治体に向けた行政運

営の在り方 

7 2 3 5 2 0 0  2 

６ その他本市の行財政改革の

推進に関する重要事項 

6 0 0 6 6 0 0  0 

合   計 91 8 10 73 63 10 10  8 

「◎」…目標年度が平成２６年度の取組項目であり、平成２６年度に目標を達成したもの 

    目標年度が平成２７年度の取組項目であり、当初の計画よりも前倒しで目標を達成したもの 

「○」…目標年度が平成２７年度の取組項目であり、目標の達成に向け、順調に取組を行っているも

の 

    目標年度が平成２５年度の取組項目であり、目標達成に至らなかったため取組を継続し、順

調に取組を行っているもの 

「△」…目標年度が平成２６年度の取組項目であり、平成２６年度に目標が達成できなかったもの、

あるいは取組方針を変更したもの 

目標年度が平成２７年度の取組項目であり、取組方針を変更して取組を平成２６年度で終了

するもの 

「－」…平成２５年度に目標を達成したもの、あるいは取組方針を変更して取組を平成２５年度で終

了したもの 
 

１ 効率的な事務事業の在り方 

番

号 

取組 

項目 
取組概要 

目標 

年度 
取組目標 取組結果 点検 所管部課名 

1 本庁舎の

長寿命化 

 本庁舎の長寿命化

を図るため、庁舎機

能に不具合・故障等

が生じる前の早めの

修繕・部品交換等に

よる保全を行うな

ど、本庁舎の計画的

な維持管理を行いま

す。 

平成２７

年度 

 維持管理

計画を作成

し、計画的な

維持管理を

行います。 

 「建築物等の法定点検に係る参考

マニュアル」を策定し、関係各課に

配布を行い、誰もが積極的に点検等

が行えるように努めました。 

 また、空調・エレベーター・給排

水設備等の維持管理すべき設備等に

ついて、現状把握に努めるとともに、

適切な庁舎の維持管理に努めまし

た。 

H25 

○ 

H26 

○ 

政策財務部 

財産管理課 

2 庁舎施設

にかかる

電気使用

量の縮減 

 電気使用量の縮減

を図るため、引き続

き空調運転の徹底管

理や小まめな消灯等

の節電対策を行うと

ともに、照明設備の

高効率化等を行いま

す。 

平成２７

年度 

 引き続き

節電対策を

行うととも

に、庁舎の電

気設備を高

効率の省エ

ネ機器へ更

新する等、年

間の電気使

用量を435万

kwh（過去３

年間の平均

使用量）か

ら、420万kwh

以下（今後３

年間の平均

使用量）に縮

減します。 

 空調運転の適正化や消灯等の節電

対策の徹底に努め、全庁的に節電対

策を積極的に推進し、電力使用量の

削減に努めました。 

 平成２６年度の電気使用量は３４

８万ｋｗｈとなり、前年度の使用量

を下回りました。今後もさらに、節

電等により電力使用量の削減に努め

ていきます。 

H25 

○ 

H26 

○ 

政策財務部 

財産管理課 
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3 災害対策

本部組織

体制の見

直し 

 職員数２，５００

人体制の実現に伴う

職員構成の変化に応

じた災害対策本部の

組織体制へ見直しま

す。 

平成２５

年度 

 災害対応

力の強化を

図るため、災

害対策本部

の効率的な

運営を行う

ための組織

体制を再構

築します。 

 迅速で効率的かつ効果的な災害対

応を図るため、応急対応職員、重点

配備職員については、可能な範囲で

居住地等を考慮して配置しました。 

 また、避難所への職員配置につい

ては、風水害時において開設する避

難所を整理し、３交代体制による運

営体制を確保しました。 

 さらに、応急対応職員等は兼務と

し、所属する各部の災害対応の応援

に当たることとしました。 

H25 

◎ 

H26 

－ 

危機管理部 

防災室 

4 公文書の

適正管理

の推進 

 文書管理の一層の

適正化を図るため、

文書の保存場所や保

存年限等について見

直します。 

平成２７

年度 

 文書保存

場所の集約

化、保存年限

の見直し、文

書のペーパ

ーレス化の

推進等、文書

の適正管理

を行います。 

 文書のペーパーレス化を推進する

ため、新規採用職員を対象に、文書

管理システムに係る研修会を開催す

るとともに、職員に対する指導を行

いました。 

 また、平成２５年度に引き続き、

文書の保存年限の見直し及びより詳

細な文書保存年限表の作成のための

準備を行いました。 

H25 

○ 

H26 

○ 

総務部 

総務課 

5 組織機構

の見直し 

 地方分権や行政課

題等への対応を図る

とともに、職員数２，

５００人体制の実現

による職員構成の変

化に対応する組織機

構に見直します。 

平成２５

年度 

～ 

平成２７

年度 

 行政課題

等に対応し

た組織機構

に見直しま

す。 

 津市総合計画後期基本計画の着実

な推進、職員数２，５００人体制の

下での効率的で実効性のある業務推

進体制の整備等を図るため、次の基

本的な考え方に基づき、所要の見直

しを行いました。（平成２７年４月

１日施行） 

 ⑴ 上下水道事業等に係る推進体

制の整備（水道局及び下水道局の設

置等） 

 ⑵ 地域住民のまちづくりに係る

思いや要望を各種施策に着実に反映

するための推進体制の整備（地域連

携課の新設等） 

 ⑶ 生活困窮者自立支援施策の的

確な実施を図るための推進体制の整

備（援護課相談担当の相談・支援担

当への見直し等） 

 ⑷ 空家等に関する施策の総合的

かつ計画的な推進体制の整備（空

地・空家等連絡調整担当、空家等対

策担当の新設等） 

H25 

○ 

H26 

○ 

総務部 

行政経営課 

6 総合支所

（ 出 張

所）機能

の見直し 

 総合支所及び出張

所については、職員

構成の変化に対応す

る組織機構の見直し

の中で、住民サービ

スの提供体制の確立

に向け、必要な規模

や機能の配置等を見

直します。 

平成２５

年度 

～ 

平成２７

年度 

 地域に真

に必要な住

民サービス

の提供がで

きるよう、総

合支所及び

出張所の機

能を見直し

ます。 

 地域インフラ維持・補修事業によ

り、平成２６年度は、計４，４１５

件（維持修繕を含む、平成２５年度

比８４５件増）の事業を実施し、地

域要望への迅速な対応を図りまし

た。 

 また、平成２７年４月の地域連携

課の新設に併せ、津地域の出張所を

同課の所管とし、出張所が地域にお

ける役割をより一層的確に果たして

いけるよう推進体制の整備を図りま

した。 

H25 

○ 

H26 

○ 

総務部 

行政経営課 
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7 コンプラ

イアンス

の強化 

 行政活動の信頼性

の確保を図るため、

業務の刷新、見える

化を推進することに

より、職場環境を整

備し、コンプライア

ンスの体制強化を行

います。 

平成２５

年度 

～ 

平成２７

年度 

 業務の刷

新、見える化

を推進する

ことにより、

職場環境を

整備し、コン

プライアン

スの体制強

化を行いま

す。 

 平成２５年度に実施した機能情報

関連図の作成による事務や情報の流

れの明確化と、事務の見える化の取

組結果を活用し、引き続き、基幹情

報システムの最適化を推進しまし

た。 

 また、全ての階層別研修でコンプ

ライアンスに関するカリキュラムを

取り入れ、法令遵守及び服務規律の

更なる徹底を図りました。 

H25 

○ 

H26 

○ 

総務部 

行政経営課 

8 事務事業

評価の充

実 

 事務事業評価によ

る実効性の充実を図

るため、本市が実施

している事務事業に

ついて、住民目線等

広い観点から、その

必要性、有効性等を

評価検証した上で、

見直し、廃止、縮小、

統合等を行います。 

平成２５

年度 

～ 

平成２７

年度 

 評価に関

し、外部評価

等の導入も

検討し、必要

に応じて、事

業の見直し、

廃止、縮小、

統合等を行

います。 

 また、評価

結果につい

てもわかり

やすく公表

します。 

 事務事業評価に係る職員の一層の

意識やスキルの向上等、当該制度の

実効性を高めるため、企画員、地域

企画員をはじめとした担当主幹級の

職員等を対象に、行政評価セミナー

を実施しました。 

 また、平成２５年度の評価に係る

結果については、各部ごとに取りま

とめ公表しました。 

H25 

○ 

H26 

○ 

総務部 

行政経営課 

9 業務改善

等提案制

度の充実 

 市政の効率的な運

営を行うため、職員

一人一人が所属を超

えた広い視野で業務

に係る改善案等を提

案し、それら改善案

等を職場で実践でき

るよう、より活用し

やすい制度に充実し

ます。 

平成２５

年度 

～ 

平成２７

年度 

 事業の見

直しや事務

の効率化に

つながるよ

う、より活用

しやすい業

務改善提案

制度に充実

し、過去２年

間の提案実

績２８件を

１００件以

上にします。 

 業務改善等提案制度の一層の充実

を図るため、当該制度の趣旨や目的

等について、改めて各課へ通知を行

うとともに、庁内グループウェアを

活用しての周知等、職員間への浸透

に取り組みました。 

 平成２６年度は、当該業務改善等

提案制度に加え、内部事務すっき

り・スリム化意見の募集も行い、提

案件数は合計で３９件となり、平成

２５年度と合わせて５３件となりま

した。 

H25 

○ 

H26 

○ 

総務部 

行政経営課 

10 業務の刷

新、見え

る化の推

進 

 組織全体を通じた

業務・システムの最

適化に向け、業務の

刷新、見える化を推

進し、全体最適の視

点での改革を行いま

す。 

平成２５

年度 

～ 

平成２７

年度 

 事務の刷

新、見える化

により、業務

の簡素化、効

率化等を目

指すととも

に、業務量や

各種事務の

業務実態に

応じた情報

システムの

構築を行い

ます。 

 ワーキンググループによる次期基

幹情報システム構築の機能要件の確

認、また、情報提供依頼（RFI）の実

施など機能の効率化及び調達に係る

公平な競争性の確保に向けた検討を

進めました。 

 今後においても、より一層、効率

的かつ効果的なシステム運用に向

け、関係各課等の連携のもと、基幹

情報システムの最適化を着実に進め

ます。 

H25 

○ 

H26 

○ 

総務部 

行政経営課 

情報企画課 

11 地域情報

センター

の在り方

の見直し 

 地域情報センター

について、当該セン

ターの果たすべき役

割等を検証し、在り

方を見直します。 

平成２７

年度 

 地域情報

センターの

果たすべき

役割等を検

証し、廃止等

を含め、当該

センターの

在り方を見

直します。 

 地域情報センターを平成２６年６

月末で閉館しました。 

 同センターの閉館に伴い、平成２

６年７月に、タブレット端末を中央、

久居、安濃中、白山の各公民館（４

カ所）に設置し、インターネットで

行政情報や地域の情報などを検索で

きるよう対応しました。 

 また、タブレット端末の操作研修

会を４回実施したところ、募集者数

を上回る申込があったため、追加開

催（２回）する等、市民の情報リテ

ラシーの向上を図りました。 

H25 

○ 

H26 

◎ 

総務部 

情報企画課 
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12 斎場の施

設維持管

理経費の

縮減 

 津斎場、久居斎場、

香良洲斎場の市営３

斎場を新斎場の供用

開始後に廃止しま

す。 

 美杉地域の６火葬

場については、地元

自治会と協議を行

い、必要最低限へ整

理統合します。 

平成２７

年度 

 市営３斎

場の廃止と

美杉地域６

火葬場の整

理統合を行

います。 

 平成２７年１月２日に新斎場「い

つくしみの杜」を供用開始したこと

に伴い、平成２６年１２月末をもっ

て、津、久居、香良洲の３斎場を廃

止しました。 

 また、美杉地域の６火葬場につい

ては、地元調整を行い、平成２７年

４月１日に、２火葬場に整理統合し

ました。 

H25 

○ 

H26 

◎ 

市民部 

市民課 

13 団体事務

局事務の

見直し 

 スポーツ少年団等

の団体事務について

は、自主的な運営に

ついて協議を進め、

団体の自立を促進し

ます。 

平成２７

年度 

 スポーツ

少年団等の

団体事務を

自主運営と

します。 

 NPO 法人に移行し、自主運営となっ

た津市スポーツ協会の運営状況等を

踏まえつつ、各種団体の自立促進に

向け、他団体の自主的な運営の可能

性について協議を進めました。 

H25 

○ 

H26 

○ 

スポーツ文

化振興部 

スポーツ振

興課 

14 ホールの

適正な管

理運営 

 文化ホールの適切

かつ効率的な管理運

営を行うため、施設

や利用状況等の現状

を把握した上で、利

用実態や規模等に応

じて整理し、事務処

理の一元化等を行い

ます。 

平成２５

年度 

 行政組織

を見直し、専

門の担当を

設置するこ

とにより、効

率的な事務

処理を行い

ます。 

 劇場法への対応を図るため、平成

２５年４月に、文化振興課に施設担

当を新設するとともに、サンヒルズ

安濃、白山総合文化センターにおけ

る舞台設備管理操作業務委託につい

て、両施設の仕様書を調整し統一し

た発注委託とすることにより、委託

料の軽減を図りました。 

H25 

◎ 

H26 

－ 

スポーツ文

化振興部 

文化振興課 

15 文化振興

事業の効

果的な実

施 

 文化振興事業（ホ

ール事業）について

は、専門家等による

検討を行い、効率的

かつ効果的な実施方

法等に見直します。 

平成２６

年度 

 住民ニー

ズを見据え、

総合的な調

整の下で文

化振興事業

（ ホ - ル 事

業）の実施方

法その他企

画運営の手

法について

見直します。 

 文化ホール等管理・企画運営手法

調査を受け、文化ホールの管理運営

方法の検討を行い、指定管理者制度

への移行を考える中で文化振興事業

の具体的な実施方法を指定管理者選

定における仕様書や要求水準書の中

で規定するよう検討しましたが、具

体的な見直しには至りませんでし

た。引き続き、文化振興事業のより

効率的な実施に向け、さらに検討を

進めていきます。 

H25 

○ 

H26 

△ 

スポーツ文

化振興部 

文化振興課 

16 廃棄物処

理施設の

効率的な

運営 

 ごみの発生量を全

市的な観点から考慮

し、廃棄物処理施設

の在り方や効率的な

運営方法について見

直します。 

平成２７

年度 

 ごみの発

生量や処理

業務を踏ま

えた施設の

長期的な在

り方を検討

し、より効率

的な運営方

法に見直し

ます。 

 効率的な処理施設運営を行うた

め、老朽化していた河芸美化センタ

ーを平成２６年３月末に廃止しまし

た。 

 併せて西部クリーンセンター、ク

リーンセンターおおたかの処理区域

を見直し、一層効率的な処理体系を

確立しました。 

H25 

◎ 

H26 

－ 

環境部 

環境施設課 

17 生活排水

処理アク

ションプ

ログラム

の推進 

 生活排水処理アク

ションプログラムの

見直しに伴い、新た

な整備手法の導入及

び推進体制について

検討し、生活排水処

理施設の整備を行い

ます。 

平成２７

年度 

 生活排水

処理施設に

ついて、新た

な整備手法

を導入し、そ

れに合わせ

た推進体制

にします。 

 生活排水処理アクションプログラ

ムの見直しに伴い、公共下水道計画

区域外となった地域を、市が浄化槽

を新設して維持管理を行うもの及び

既設の浄化槽の帰属を受けて維持管

理を行うものを併せた「市営浄化槽

事業」を平成２７年度から実施する

ため条例等を整備しました。（平成

２７年４月から事業実施） 

 また、公共下水道計画区域外とな

った９団地についても、市が浄化槽

の帰属を受けて維持管理を行うた

め、団地の管理組合等と協議を進め

た結果、２団地について、市への浄

化槽の帰属に関する覚書の交換に至

りました。 

H25 

○ 

H26 

○ 

下水道部 

下水道政策

課 
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18 幼保一体

化の検討

を含めた

公立保育

所、公立

幼稚園の

在り方の

見直し 

 保育所に係る入所

児童の増加や多様な

保育ニーズへの対

応、幼稚園に係る小

規模園の在り方や就

園率向上への取組

等、就学前児童に係

る保育・教育の一層

の充実とより効率的

な施設運営等を図る

ため、国の制度改革

を踏まえつつ、保育

所、幼稚園の一体的

な整備を行います。 

平成２７

年度 

 新たな幼

保一体化施

設の整備に

取り組みま

す。 

 なお、休園

等になった

幼稚園の空

き教室の活

用を進めま

す。 

 幼保一体化施設の整備への取り組

みについては、子ども・子育て支援

新制度の平成 27年 4月からの本格施

行に向け、平成 25 年度に実施した子

ども・子育て支援に関するアンケー

ト調査の結果を踏まえ、津市子ど

も・子育て会議から意見を聴きなが

ら平成 27年 3月に津市子ども・子育

て支援事業計画を策定しました。 

 なお、当該計画においては、平成

27年度から平成31年度までの５年間

に５ヶ所の認定こども園整備を目指

すこととしており、健康福祉部及び

教育委員会事務局による協議に着手

しました。 

 また、幼稚園については、当該計

画の策定に合わせ、小規模園の今後

の在り方について検討を進めるとと

もに、保護者ニーズに対応できる体

制づくりを検討しました。 

 

 

H25 

○ 

H26 

○ 

健康福祉部 

子育て推進

課 

 

教育委員会

事務局 

学校教育課 

19 子育ち・

子育て支

援の充実

に向けた

地域等と

の協働の

推進 

 子育ち・子育て支

援の実施について

は、行政施策だけで

なく、民間、NPO 等の

地域活動によるとこ

ろが大きいため、各

種活動の連携促進

等、地域との協働を

推進し、地域全体で

の支援力を強化しま

す。 

平成２６

年度 

 「子育ち・

子育て支援

会議」、「子

どもの権利

条 例 づ く

り」、「子育

て広場支援

者交流会」、

「養育支援

訪問事業」等

の事業を通

じて、事業趣

旨に応じた

地域等との

協働方法を

構築します。 

 子育ち・子育て支援会議では、子

育ち・子育てに関わる団体とともに

津市次世代育成支援行動計画の評価

を行いました。  

 子どもの権利条例づくり推進市民

委員会では、市民・NPO・行政におい

て市民委員会、子ども委員会の在り

方を検討しました。 

 子育て広場支援者交流会では、地

域の子育て支援者が交流会、研修会

を行い、情報共有を行いました。 

 養育支援訪問事業では、NPO が家庭

を訪問し、家庭内の環境改善などを

図るための支援を行いました。 

 これら各種の取組を通して、子育

ち・子育て支援に関わる人たちとの

ネットワークづくりを進め、事業趣

旨に応じた地域等との協働方法を構

築しました。 

 

 

H25 

○ 

H26 

◎ 

健康福祉部 

こども支援

課 

20 福祉医療

費助成に

係る事務

委託の推

進 

 福祉医療費受給者

の拡大等による事務

量の増大に的確に対

応し、効率的な事務

の執行を図るため、

当該助成業務に係る

一部の事務につい

て、三重県国民健康

保険連合会への事務

委託を行います。 

平成２６

年度 

 医療機関

から提出さ

れる領収証

明書のデー

タ化及び資

格確認作業、

高額療養費

等の計算作

業等、助成金

の基礎デー

タの作成を

三重県国民

健康保険連

合会へ委託

します。 

 

 

 平成２６年４月から医療機関から

提出される領収証明書のデータ化及

び資格確認作業、高額療養費等の計

算作業等、助成金の基礎データの作

成を三重県国民健康保険連合会に事

務委託を開始しました。 

H25 

○ 

H26 

◎ 

健康福祉部 

保険医療助

成課 
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21 建設部に

係る事務

事業、業

務執行体

制の見直

し 

 生活基盤整備の苦

情、要望等への迅速

かつ効率的な対応を

図るため、建設部に

係る業務執行体制及

び本庁と総合支所と

の役割分担等を見直

します。 

平成２５

年度 

～ 

平成２７

年度 

 建設部に

係る業務執

行体制や本

庁と総合支

所との役割

分担等を見

直し、地域要

望に即応、即

答できる業

務推進を図

ります。 

 市民生活に密着した道路等の地域

インフラ維持・補修事業の実施につ

いて、関係部局との連絡調整、情報

共有等を行うとともに、各総合支所

に２名の人員を配置し、再任用職員

の活用を図るなど、地域の要望に即

答・即応できる体制を整え、対応し

ました。 

 また、津北、津南の両工事事務所

にそれぞれ２名の技能職員を配置

し、道路パトロール時などに発見し

た道路管理瑕疵に即時に対応できる

体制を整えました。 

H25 

○ 

H26 

○ 

建設部 

建設政策課 

津北工事事

務所 

津南工事事

務所 

22 下水道事

業特別会

計の地方

公営企業

法適用会

計への移

行 

 長期的に安定した

事業運営を実施する

ための経営の健全化

や計画性・透明性の

向上を図るため、地

方公営企業法適用会

計への移行に向けた

会計システムの構築

等を行います。 

平成２７

年度 

 下水道事

業特別会計

を地方公営

企業法適用

会計に移行

します。 

 過去に取得した固定資産の調査を

行うとともに、取得した固定資産に

係る減価償却費の試算及び地方公営

企業法適用後の経営状況、繰出金の

推移を検討するための財政シミュレ

ーションを行いました。 

 また、水道局が使用する企業会計

システムを基本として下水道事業用

の企業会計システムの構築を行う一

環として、農業集落排水施設使用料

と水道使用料を一緒に集金する方法

の検討など、地方公営企業法の適用

に向けた取組を進めました。 

 これらの取組を踏まえ、平成２７

年４月１日付けで地方公営企業法適

用会計に移行しました。 

H25 

○ 

H26 

◎ 

下水道部 

下水道政策

課 

23 水道局組

織の見直

し 

 浄水場の包括業務

委託や窓口、検針、

開閉栓業務等の民間

委託の実施等を踏ま

え、住民ニーズへの

的確な対応や管理経

費の縮減等の観点か

ら、組織機構を見直

します。 

平成２７

年度 

 水道事業

所の在り方

等を含め、組

織機構等を

見直します。 

 営業関連の民間業務委託や浄水場

に係る包括業務委託の状況等を勘案

しながら、望ましい組織の在り方に

ついて検討を進めました。 

 また、平成２７年４月から下水道

事業に地方公営企業法の全部を適用

することに伴い、上下水道事業管理

者が水道局及び下水道局の業務を一

体的かつ効率的に執行できるよう、

経営と企画を補佐する、上下水道事

業管理室を設置しました。 

H25 

○ 

H26 

○ 

水道局 

水道総務課 

24 監察制度

の充実 

 業務の進行管理だ

けでなく、消防業務

全般を効率的に進め

ていくため、ＰＤＣ

Ａサイクルの強化等

により監察制度を充

実します。 

平成２７

年度 

 消防業務

の効率化を

図るため、Ｐ

ＤＣＡサイ

クルの強化

等により監

察制度を充

実します。 

 安全管理体制の強化（交通事故防

止への対応、危険排除、危険予知訓

練の実施等）、消防職員の教育訓練

の実施（各種研修への参加状況、Ｏ

ＪＴの実施状況等）、その他職員の

意欲の向上、消防施設等の整備等の

観点から、中、北、久居及び白山の

各消防署において定期監察を実施し

ました。 

H25 

○ 

H26 

○ 

消防本部 

消防総務課 

25 高度救助

隊の創設 

 南海トラフの巨大

地震等の大規模災害

に備えるため、高度

救助隊を創設し、救

助体制を強化しま

す。 

平成２５

年度 

 高度救助

隊を創設し、

高度救助隊

員１０人以

上を養成し

ます。 

 平成２４年度に救助工作車Ⅲ型、

高度救助資機材を導入し、隊員教育

の推進を図り、平成２５年４月１日

に高度救助隊を発足、高度救助資機

材の運用を開始しました。 

 また、救助隊員の選考、育成等に

関する要綱を施行し、同要綱に基づ

く研修を実施し、平成２５年度、新

たに高度救助隊員候補者６人を育成

し、合計２９人となりました。 

H25 

◎ 

H26 

－ 

消防本部 

警防室 
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26 救急隊の

２隊運用 

 増加する救急事案

に対処するため、救

急出動件数の多い消

防署において救急隊

を２隊運用します。 

平成２５

年度 

 救急出動

件数の多い

消防署にお

いては、救急

隊を２隊運

用し、職員を

より効果的

に活用しま

す。 

 平成２５年４月１日から２隊運用

を実施している中消防署の２台目の

救急車の更新を実施し、予備車的な

運用を改め、２台運用を積極的に活

用しました。 

 ２隊目救急車の出動件数について

も平成２５年と比較して平成２６年

は着実に件数が増加しており、市民

サービスの向上に繋がりました。 

 今後、中消防署での２隊運用の有

効性等を検証し、救急搬送件数が

年々増加する久居消防署について、

救急隊の２隊運用を検討していきま

す。 

H25 

△ 

H26 

○ 

消防本部 

救急課 

27 学校規模

の適正化 

 地域の実情等を考

慮しつつ、学力の向

上や集団内での切磋

琢磨による心身の成

長に向けて、適正な

規模による教育環境

の整備を行います。 

平成２７

年度 

 一志地域

において、４

小学校を２

校に再編し

ます。 

 また、中学

校区におい

ては、望まし

い教育環境

の整備を行

います。 

 美里地域の３小学校を１校に再編

し、美里中学校を活用した施設一体

型小中一貫校の開校を平成２９年４

月とすることとし、地元の意見も聞

きながら、学校や保護者、美里総合

支所と具体的な課題について検討し

ました。 

 なお、一志地域は、平成２６年４

月に小学校の再編を実施済みです。 

H25 

○ 

H26 

○ 

教育委員会

事務局 

学校教育課 

28 給食提供

の在り方

について 

 給食施設の老朽化

への対応として、学

校給食衛生管理基準

への適合及び既存施

設の有効活用を踏ま

え、給食センターの

余剰能力や校舎の大

規模改造事業等を活

用し、効率的な整備

を行います。 

平成２７

年度 

 既存施設

の有効活用

を図るとと

もに校舎の

大規模改造

事業等と整

合を取り、３

校の給食施

設の整備を

行います。 

 平成２５年度の東橋内中学校の給

食施設の整備に続き、白塚小学校及

び神戸小学校についても、両校の大

規模改造事業に併せ、給食施設の効

率的な整備を進めました。 

H25 

○ 

H26 

◎ 

教育委員会

事務局 

教育総務課 

29 閉校した

学校の跡

地利用 

 閉校した学校の跡

地については、地域

住民の方々の要望も

伺いながら、活用方

法の検討を進め、有

効活用を行います。 

平成２７

年度 

 閉校した

太郎生・安

西・雲林院小

学校の活用

方法を定め

ます。 

 太郎生・安西・雲林院小学校の跡

地の利活用について、関係各教育事

務所、各総合支所及び財産管理課と

協議を進めました。 

 なお、地域の意向も踏まえたより

幅広い活用を検討するため、当該施

設を平成２７年４月１日付けで各総

合支所地域振興課へ移管しました。 

H25 

○ 

H26 

○ 

教育委員会

事務局 

学校教育課 

30 教育集会

所の在り

方につい

て 

 市内２０ヶ所の教

育集会所について、

施設の適正な配置を

図るため、利用実態

や事業等を踏まえた

上で、施設の設置形

態について見直しま

す。 

平成２７

年度 

 ２ヶ所の

教育集会所

について、施

設の継続や

廃止等、設置

形態を見直

します。 

 北岡本、木造の両教育集会所につ

いて、津市行政財産の用途廃止及び

用途廃止後の利用・活用に関する事

務取扱要綱に基づく手続きを進め、

実地調査等の結果、使用不可能と診

断されたため、平成２７年度中の用

途廃止に向けて準備を進めました。 

H25 

○ 

H26 

○ 

教育委員会

事務局 

人権教育課 

31 適正で効

率的な選

挙管理事

務の推進 

 適正で効率的な選

挙管理事務の推進、

期日前投票に係る有

権者の一層の利便性

の向上等に向け、投

票区や期日前投票の

在り方等を検討しま

す。 

平成２７

年度 

 投票区の

在り方に係

る検討を行

うとともに、

期日前投票

に係る運営

方法等を見

直します。 

 選挙人による混雑緩和等の投票環

境の向上を図るため、平成２７年３

月の選挙人名簿登録で、市内最多の

選挙人登録数であった第２６投票区

（三重県工業研究所（高茶屋地区））

を分割し、投票所を１箇所増設する

こととし、平成２７年４月１２日執

行の三重県知事選挙及び三重県議会

議員選挙から実施することとしまし

た。 

H25 

○ 

H26 

○ 

選挙管理委

員会事務局 
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32 効率的な

投・開票

事務の推

進 

 投票事務に係る人

材派遣の在り方、開

票事務に係る職員体

制の見直し等を検討

し、投・開票事務の

効率化を行います。 

平成２７

年度 

 投票事務

に係る人材

派遣の拡大

等を検討す

るとともに、

開票事務に

係るシステ

ムや職員体

制の見直し

等により、

投・開票事務

の効率化を

行います。 

 平成２６年１２月の衆議院議員総

選挙では、前回に引き続き入場券の

裏面に宣誓書を印刷し、期日前投票

所（平成２５年度と同様の受付体制）

において、的確かつ円滑な選挙事務

の実施に努めました。 

 また、前年に引き続き、開票事務

の効率化のため読取分類機を活用し

ました。 

H25 

○ 

H26 

○ 

選挙管理委

員会事務局 

２ 民間の活用の在り方 

番

号 

取組 

項目 
取組概要 

目標 

年度 
取組目標 取組結果 点検 所管部課名 

33 外郭団体

への関与

の在り方

の見直し 

 各団体の経営分析

や必要性の検証等を

踏まえ、本市の施策

に照らし合わせた統

一的な視点に立ち、

公益性、存在意義等

について検討し、各

団体への関与につい

て見直します。 

平成２５

年度 

～ 

平成２７

年度 

 本市の関

与の度合い

について明

確にし、必要

に応じて、団

体の廃止及

び統合並び

に補助金等

の見直しを

行います。 

 各団体の財務諸表等に基づく経営

状況確認シートの作成、三重県によ

る外郭団体現況調査等の活用等によ

り、各団体所管課において、各団体

の経営状況の的確な把握に努めまし

た。 

 また、財務分析研修を実施し、財

務諸表の読み方や効果的な活用等に

向け、職員の財務分析能力の向上に

取り組みました。 

H25 

○ 

H26 

○ 

総務部 

行政経営課 

34 指定管理

者制度の

運用の在

り方の見

直し 

 指定管理者制度を

導入している全ての

施設において、サー

ビスの提供状況、指

定管理業務の実施状

況等を検証し、制度

の趣旨に沿った運用

を行います。 

平成２５

年度 

～ 

平成２７

年度 

 指定管理

者制度の導

入施設の管

理状況等を

把握・検証

し、幅広い民

間手法の活

用等、制度の

趣旨に沿っ

た効果的な

運用となる

よう見直し

ます。 

 指定管理者制度の効果的な運用を

図るため、当該制度を導入する全て

の施設を対象に、各施設所管課にお

いて、指定管理者に対するモニタリ

ング、年度総合評価を実施し、施設

設置者として、管理状況や財務状況、

事業の実施内容等の的確な把握を行

うとともに、指定管理者に対して、

サービスの提供状況など必要に応じ

た指導・助言等を行いました。 

 また、当該制度の趣旨に沿った運

用が行えるよう、施設や地域の特性

を踏まえた指定管理候補者選定要件

の見直しを行いました。 

 今後も、より実効性と透明性の高

い制度運用を図るよう取り組みま

す。 

H25 

○ 

H26 

○ 

総務部 

行政経営課 

35 新斎場の

効率的な

運営 

 新斎場の整備につ

いてはＰＦＩ手法に

より、民間の経営能

力や技術的能力を活

用します。 

平成２５

年度 

～ 

平成２７

年度 

 ＰＦＩ手

法による総

事業コスト

の縮減及び

公共サービ

スの一層の

向上を図り

ます。 

 ＰＦＩ手法により、整備スケジュ

ールどおり建設工事を進め、平成２

７年１月２日に施設の供用を開始し

ました。 

 また、供用開始後は、維持管理・

運営において、指定管理者（PFI 事業

者）による民間のノウハウを活用し

たサービスの提供に努めました。 

H25 

○ 

H26 

○ 

市民部 

新斎場建設

推進室 

36 体育館、

野球場及

びグラウ

ンド等ス

ポーツ施

設への指

定管理者

制度の導

入 

 体育館、野球場及

びグラウンド等スポ

ーツ施設において、

民間活力の導入によ

る住民サービスの向

上及び経費削減を図

るため、施設に指定

管理者制度を導入し

ます。 

平成２６

年度 

 スポーツ

施設につい

て、段階的に

指定管理者

制度を導入

します。 

 津地域運動施設（津市体育館ほか

１１施設）について、平成２６年４

月１日に、指定管理者制度を導入し

ました。 

 また、その他の運動施設や、今後

供用開始予定の津市産業・スポーツ

センターへの指定管理者制度の導入

についても検討を進めました。 

H25 

○ 

H26 

○ 

スポーツ文

化振興部 

スポーツ振

興課 
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37 文化ホー

ルへの指

定管理者

制度の導

入 

 劇場、音楽堂等の

活性化に関する法律

の趣旨を踏まえつ

つ、文化ホールの管

理運営について、民

間活力の導入による

一元化と民間の企画

力やノウハウを活か

すため、文化ホール

に指定管理者制度を

導入します。 

 

平成２７

年度 

 本市の主

体的かつ総

合的な運営

方針の下で、

文化ホール

について、指

定管理者制

度を導入し

ます。 

 平成２５年度に実施した文化ホー

ル等管理・企画運営手法調査の結果

を踏まえ、文化ホールの指定管理者

制度への移行について協議・検討を

行いました。 

 今後は、協議・検討の中で明らか

となった施設の管理上の安全性の確

保等の新たな課題への対応も含め、

引き続き検討していきます。 

H25 

○ 

H26 

○ 

スポーツ文

化振興部 

文化振興課 

38 健康福祉

部におけ

る窓口業

務委託の

推進 

 福祉部門に係る一

層の効率的な業務執

行を図るため、定型

的な受付業務等、窓

口業務の一部につい

て、民間活力の導入

に向けた取組を行い

ます。 

平成２７

年度 

 窓口業務

案内、申請書

等の受付等

窓口業務の

一部委託に

向けた取組

を行います。 

 健康福祉部においては、単純な窓

口業務よりも相談業務のウェイトが

高く、相談内容も各課で異なってい

るため、部として統一的に窓口業務

委託を実施することは難しいと判断

しましたが、引き続き、業務毎に窓

口業務委託の可能性を検討しまし

た。 

 また、平成２７年４月の生活困窮

者自立支援法の施行に伴う生活困窮

者自立相談支援業務等の実施に向

け、当該事務を実施する担当を旧社

会福祉センター内に暫定的に配置す

ることとするとともに、将来的な包

括的な相談窓口としての機能につい

ての検討を進めました。 

 今後も包括的な相談窓口としての

福祉総合窓口の機能のあり方につい

て、引き続き、検討を進めていきま

す。 

 

H25 

○ 

H26 

○ 

健康福祉部 

福祉政策課 

等 

39 久居都市

開発株式

会社への

関与の在

り方の検

討 

 久居都市開発株式

会社については、公

益性、存在意義等を

踏まえつつ、会社の

清算も視野に入れ抜

本的経営改革を求め

ます。 

 

平成２５

年度 

 会社の清

算も視野に

入れた取組

を行います。 

 平成２５年１０月３０日の株主総

会で解散及び清算の決議を行い、平

成２６年２月２８日に清算が結了し

ました。 

H25 

◎ 

H26 

－ 

都市計画部 

都市政策課 

40 建築指導

関係業務

に係る外

部委託 

 既存建物に関する

建築行政上必要とな

る各種情報の電子化

の促進による効率的

な情報管理を図るた

め、国レベルにおい

て検討されている全

国統一的システムの

開発等の動向も視野

に入れ、外部委託の

活用等、関連データ

の入力作業等を行い

ます。 

 

平成２７

年度 

 建築物に

係る各種情

報の電子化

に向けた取

組を進めま

す。 

 建築の許認可等に係る各種情報の

電子化については、平成１１年度以

降のデータ入力を優先して進めてお

り、新規物件に係るデータについて

は随時入力を進めています。 

 なお、建築計画概要書については、

全体の約８４％の電子化が終了しま

した。 

H25 

○ 

H26 

○ 

都市計画部 

建築指導課 

41 設計業務

委託に係

る外部委

託の拡大 

 効率的な事務の執

行を図るため、設計

業務委託の拡大を行

うとともに、一定規

模以上の監督業務の

委託に向けて取組を

進めます。 

平成２７

年度 

 設計業務

の外部委託

の拡大及び

監督業務の

委託に向け

た調査、検討

を進めます。 

 工事設計業務委託をおおむね全工

事で実施しました。 

 また、工事監理業務については、

１件(産業・スポーツセンター建築工

事監理業務）の委託を実施しました。 

H25 

○ 

H26 

○ 

建設部 

営繕課 
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42 測量、設

計業務等

に係る外

部委託の

推進 

 効率的な事務の執

行を図るため、設計

業務委託等に係る外

部委託に向けた取組

を推進するととも

に、技術職員の育成

を図り、業務内容や

業務量等の変化に柔

軟に対応できる効率

的な執行体制を両立

します。 

平成２７

年度 

 測量、設計

等の外部委

託を推進す

るとともに、

監督業務及

び積算業務

について、外

部委託へ向

けて調査研

究を進めま

す。 

 測量、設計業務については、道路

新設改良事業において、図面作成業

務の外部委託（１５件）を実施しま

した。 

 また、監理業務については、道路

新設改良において、外部委託（１件）

を実施しました。 

 津北工事事務所においては、道路

維持工事等における設計業務のうち

２４件、道路等災害復旧工事におけ

る設計業務のうち１０件の外部委託

を実施しました。 

 津南工事事務所においては、道路

維持工事等における設計業務のうち

３０件、道路等災害復旧工事におけ

る設計業務のうち１０件の外部委託

を実施しました。 

 

H25 

○ 

H26 

○ 

建設部 

建設整備課 

津北工事事

務所 

津南工事事

務所 

43 建設事業

支援業務

に係る業

務委託の

推進 

 業務の効率化を図

るため、下水道建設

事業に係る積算業

務、部分的な図面修

正業務、工事監督支

援業務等、建設事業

に係る業務の一部に

ついて、業務委託を

行います。 

平成２７

年度 

 積算、監督

業務等につ

いて、業務内

容の分析に

基づき効率

化が見込ま

れる部分を

抽出し、効果

的な外部委

託を行いま

す。 

 

 推進工法及び建築工事での施工に

係る設計書作成本数２２本のうち５

本、工事施工に係る図面作成業務、

夜間工事等に際しての工事監督支援

業務及び翌年度の工事費の積算の基

礎となる積算単価の作成業務につい

て、外部委託を実施しました。 

 補助的業務の委託により、下水道

整備に係る計画や設計等の業務時間

を確保し、効率的に事業が推進でき

るよう取組を進めました。 

H25 

○ 

H26 

○ 

下水道部 

下水道建設

課 

44 榊原自然

の森温泉

保 養 館

「 湯 の

瀬」への

民間活力

の導入 

 榊原自然の森温泉

保養館「湯の瀬」の

効率的・効果的な運

営を図るため、榊原

温泉郷地域活性化検

討会の開催等、榊原

温泉全体の活性化を

含めた検討を進め、

当該施設へ民間活力

を導入します。 

平成２７

年度 

 榊原自然

の森温泉保

養館「湯の

瀬」に指定管

理者制度あ

るいは業務

委託等の民

間活力を導

入します。 

 指定管理者制度の導入を目指して

いましたが、施設の老朽化による大

規模改修が必要なことから、榊原温

泉の活性化を含め、業務委託による

民間活力の導入について検討しまし

た。 

 その結果、市民サービスの向上及

び経費縮減を図るため、平成２５年

１０月から、フロント等業務につい

て民間への一部業務委託を実施しま

した。 

 

H25 

◎ 

H26 

－ 

久居総合支

所 

地域振興課 

45 とことめ

の里一志

の管理運

営方法の

見直し 

 住民サービスの向

上及び経費縮減を図

るため、とことめの

里一志の管理運営方

法を見直します。 

平成２７

年度 

 とことめ

の里一志へ

の民間活力

の導入も含

め、管理運営

方法を見直

します。 

 一志温泉やすらぎの湯受付等管理

運営業務委託の実施に向けたロード

マップの作成等を行いました。 

 今後においては、平成２７年度中

のプロポーザル方式による業者決定

等、業務委託の実施を目指します。 

  また、業務委託以外の経費削減に

も併せて取り組みます。 

 

H25 

○ 

H26 

○ 

一志総合支

所 

地域振興課 

46 レークサ

イド君ケ

野の管理

運営方法

の見直し 

 住民サービスの向

上及び経費縮減を図

るため、レークサイ

ド君ケ野の管理運営

方法を見直します。 

平成２７

年度 

 レークサ

イド君ケ野

への民間活

力の導入も

含め、管理運

営方法を見

直します。 

 平成２５年度に実施した取組（売

店運営の委託販売への見直し、宿泊

以外の入浴のとりやめ等）に加え、

季節限定の料理の提供や、各地区行

事開催時における弁当や仕出の販路

の拡大に取り組み、住民サービスの

向上、経費縮減に取り組みました。 

 

H25 

○ 

H26 

○ 

美杉総合支

所 

地域振興課 
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３ 定員管理の在り方 

番

号 

取組 

項目 
取組概要 

目標 

年度 
取組目標 取組結果 点検 所管部課名 

47 再任用職

員等の活

用 

 行政需要の増加に

対応するため、退職

者のノウハウの活用

等の観点から、再任

用短時間勤務職員の

活用を行います。 

 また、一時的な業

務の増減等に柔軟に

対応するため、任期

付勤務職員等の多様

な任用制度の活用を

行います。 

平成２５

年度 

～ 

平成２７

年度 

 一定期間

の業務等に

対して、多様

な任用制度

を活用し、職

員数２，５０

０人体制を

基本として

時間外勤務

の削減を行

います。 

 本市退職者が有する知識や経験を

事務事業の円滑な遂行に生かす観点

から、平成２６年度は１８７人の再

任用短時間勤務職員を適材適所に配

置し、後進の職員に対して、その技

術等の伝承を行うなど効果的な活用

を図りました。 

 また、一時的な業務の増減等に柔

軟に対応するため、その業務内容を

整理し、本格的な業務には任期付職

員、臨時的な業務に対しては、臨時

職員を任用するなど、多様な任用形

態を図ることで、効率的な行政運営

に努めました。 

 

H25 

○ 

H26 

○ 

総務部 

人事課 

48 定員管理

の適正化 

 長期的な視点に立

った採用・退職管理

により、職員構成の

バランスを考えた定

員適正化計画の下、

職員数２，５００人

体制を基本とし、新

たな行政需要への対

応や必要度及び重要

度の高い部門への人

員配置を行うため、

事務事業及び組織の

見直し、民間の活用

等により、行政需要

の変化に対応したメ

リハリのある人事配

置（定員管理）を行

います。 

平成２５

年度 

～ 

平成２７

年度 

 職員数２,

５００人体

制を基本と

しながら、職

種別及び年

齢別の職員

構成のバラ

ンスを長期

的な視点で

見据えた正

規職員の採

用を行いま

す。 

 職員数２，５００人体制が確立し

たことにより、退職者数に応じた新

規採用を行う中、職員の年齢構成の

平準化及び複雑・多様化する市民ニ

ーズに対応するとともに、組織の活

性化にもつなげるため、平成２７年

４月１日付けで合併後最多となる１

４職種、１４８人を新規採用しまし

た。その中で、複雑・多様化する行

政の課題に対し、多様な経歴や能力

などを即戦力として活かし、専門的

な立場から対応することにより、組

織力の強化及び組織風土の活性化を

図るため、職務経験者１５人を新規

採用しました。 

 また、引き続き新たな行政課題等

への対応のための増員及び行財政改

革の一層の推進や業務執行体制の見

直しによる減員を行い、行政需要の

変化に対応したメリハリのある人事

配置を行いました。 

 

H25 

○ 

H26 

○ 

総務部 

人事課 

49 給与の適

正化（特

別職給） 

 常勤の特別職（市

長等）の給与につい

ては、津市特別職報

酬等審議会の意見を

踏まえるとともに、

他市の状況等も見据

えつつ、引き続き給

与の適正化を図りま

す。 

平成２５

年度 

～ 

平成２７

年度 

 津市特別

職報酬等審

議会の意見

を踏まえつ

つ、厳しい財

政状況や社

会経済情勢

等を鑑み、給

与の適正化

を図ります。 

 前年度に引き続き市長等の給料に

対して減額措置を行いました。 

 特別職の給料及び議員報酬につい

ては、津市特別職報酬等審議会を開

催することで第三者機関の意見を取

り入れ、特別職の給料及び議員報酬

の適正化の取組を続ける中、平成２

６年度は同審議会が開催され現状の

額が妥当であると答申されました。  

 また、特別職及び議員の期末手当

の支給率については、従来から人事

院勧告の趣旨を尊重した一般職の取

扱いに連動した改定がなされている

ことから、期末手当の支給率を引き

上げる改定を行いました。 

 

H25 

○ 

H26 

○ 

総務部 

人事課 
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50 給与の適

正化（一

般職給） 

 職員の給与につい

ては、民間給与の動

向を反映した国等の

給与制度の動向等も

見据え、本市の財政

状況も踏まえつつ、

給与の適正化を図り

ます。 

 また、社会情勢の

変化や職場環境の改

善等に応じた特殊勤

務手当の一層の縮減

等による人件費の抑

制に努めます。 

平成２５

年度 

～ 

平成２７

年度 

 民間給与

の動向を反

映した国等

の給与制度

の動向等も

見据え、本市

の財政状況

も踏まえつ

つ、給与の適

正化を図る

とともに、特

殊勤務手当

については、

廃止も含め

見直します。 

 前年度に引き続き調整担当主幹級

以上の管理職手当の削減（１０％以

内）を行いました。 

 職員の給与については、民間準拠

方式の人事院勧告を尊重した取扱い

としていることから、平成２６年度

においては、給与水準について民間

給与との較差を埋めるため、月例給

及び勤勉手当の支給率の引上げ等の

勧告が行われたため、当該勧告の趣

旨を尊重し給与改定を行いました。 

H25 

○ 

H26 

○ 

総務部 

人事課 

51 人材育成

の推進 

 平成２２年３月に

策定した「津市人材

育成基本計画」を踏

まえ、本市の目指す

職員像を実現するた

め、また、職員数２，

５００人体制による

住民への質の高い行

政サービスの提供の

ため、専門的な知識

の習熟を図るととも

に、公務員としての

基本的な資質の強化

も図りながら、職員

全体の資質向上を図

ります。 

平成２５

年度 

～ 

平成２７

年度 

 各研修の

内容及び実

施方法を常

に見直しな

がら、専門知

識の更なる

習熟及び服

務等の基本

的な資質の

強化に取り

組み、職員一

人一人の職

務遂行能力

等を向上し

ます。 

 平成２６年度の新たな取組とし

て、全ての階層別研修において、コ

ンプライアンスに関する講話を実施

し、法令遵守及び服務規律の更なる

徹底を図りました。また、「職員行

動規範」の策定を進める中で、部長

級から新規採用職員までを対象に、

約７３０人の職員参加のもと、当該

取組の主旨の理解や市長の思いの共

有等、行動規範策定に向けた意識の

醸成を図りました。 

 さらに、平成２６年度において、

行動規範の策定に併せ、これまで以

上に市民の皆様に寄り添う気持ちを

育て、能動的に行動する職員を育成

するため、これまでの研修体系・研

修内容の見直しを行いました。 

H25 

○ 

H26 

○ 

総務部 

人事課 

52 人材評価

制度の充

実 

 課長級以上の職員

に対する人材評価制

度の本格実施につい

て、評価の平準化、

組織力の向上に資す

るための個人目標の

設定のための取組等

を進め、制度の完成

度を高めます。 

 また、担当主幹級

以下の職員に対し

て、試行的実施を行

いながら、その結果

を勘案し、人材育成

による各課、各担当

等における組織力の

更なる向上を図り得

る制度を構築しま

す。 

平成２５

年度 

～ 

平成２７

年度 

 人材育成

による組織

力の向上を

図り得るよ

う人材評価

制度を充実

するととも

に、担当主幹

級以下の職

員に対して

は、平成２７

年度には、当

該制度を構

築し、人材育

成を推進す

るとともに、

人事管理に

適切に反映

します。 

 平成２３年度から導入している課

長級以上の職員に対する人材評価制

度について、評価の平準化等を図る

観点から、平成２６年度においても、

部次長級以上の職員を対象に評価者

研修を実施しました。 

 また、担当主幹級以下の職員を対

象とした人材評価制度については、

試行的実施に向けた検討を行うとと

もに、国や三重県、関係市町の動向

も注視しながら、評価項目の設定や

各課等の仕事の目的、業務特性に応

じた目標設定となるよう検討を進め

るなど平成２７年度の制度構築に向

けた取組を進めました。 

H25 

○ 

H26 

○ 

総務部 

人事課 
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53 救急救命

士、水難

救助隊員

及び高度

救助隊員

の養成 

 積極的な教育訓練

を行い技術の向上を

図り、救急救命士、

水難救助隊員及び高

度救助隊員を養成し

ます。 

平成２７

年度 

 救急救命

士（現在６０

人）、水難救

助隊員（現在

１９人）及び

高度救助隊

員（現在０

人）を３年間

で新たに次

のとおり２

５人以上養

成します。 

 

 救急救命

士   ９

人以上 

 水難救助

隊員 ６人

以上 

 高度救助

隊員 １０

人以上 

 

 救急救命士を養成するため、救急

救命研修所へ職員を派遣し、新たに

３人が救急救命士の資格を取得しま

した。 

 また、「津市消防本部救助隊員の

選考、育成等に関する要綱」に基づ

く各研修を実施し、水難救助隊員候

補者２人、高度救助隊員候補者 ６人

を育成しました。 

○平成２５年度からの累計養成者数 

 ・救急救命士     ６人 

 ・水難救助隊員   ４人 

 ・高度救助隊員 １２人 

H25 

○ 

H26 

○ 

消防本部 

警防室 

救急課 

 

４ 健全な財政運営の在り方 

番

号 

取組 

項目 
取組概要 

目標 

年度 
取組目標 取組結果 点検 所管部課名 

54 広報紙及

びホーム

ページ等

による広

告掲載の

拡大 

 広報津及び市ホー

ムページ等、さまざ

まな広報媒体を活用

した広告掲載の拡大

に努めます。 

平成２５

年度 

～ 

平成２７

年度 

 広報津及

び市ホーム

ページ等へ

の広告掲載

事業者の継

続的な確保

と拡大に向

け、紙面等内

容を充実し

ます。 

 広報津や津市ホームページだけで

なく、津市シティプロモーション情

報 Facebook ページやＦＭラジオ、津

市行政情報番組などさまざまな広報

媒体を活用し、広く広告掲載事業者

を募集し、広告掲載事業者の継続的

な確保・拡大に取り組みました。 

 ホームページへの広告掲載につい

ては、掲載期間を 1 ヶ月から可能と

変更し、掲載事業者の利便性を高め

ました。 

 また、津市広報津広告掲載実施基

準の変更を行い、平成 27 年 6月以降

の毎月 16 日号において、新たに広報

津裏表紙に広告掲載枠を設けまし

た。 

 

H25 

○ 

H26 

○ 

政策財務部 

広報課 

55 財政状況

の公表 

 地方公共団体の財

政の健全化に関する

法律に基づく、財政

の健全性を示す４つ

の比率のほか、公会

計制度改革による４

つの財務書類を作成

するなど、財政状況

について、広報津や

市ホームページ、ケ

ーブルテレビ放送等

のさまざまな広報媒

体を活用し、住民目

線に立った分かりや

すい情報提供を行い

ます。 

 

平成２５

年度 

～ 

平成２７

年度 

 住民目線

に立った分

かりやすい

財政状況を

公表します。 

 平成２５年度に引き続き、継続し

た取り組みとして住民目線に立った

分かりやすい財政状況の公表に向

け、当初予算、補正予算、決算、健

全化判断比率、資金不足比率、新地

方公会計制度に基づく財務書類４表

について、広報津、ホームページ、

ケーブルテレビによる公表を行いま

した。 

 また、「各部局の当初予算概要」、

「主要な施策の実績報告書」などの

資料も様式等の見直し、工夫を行い、

財政状況の公表に努めました。 

H25 

○ 

H26 

○ 

政策財務部 

財政課 
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56 補助金の

適正化 

 補助金に係る交付

指針を踏まえ、当初

予算編成時をはじ

め、常に廃止、統合、

縮減に努めるよう周

知を図りながら、継

続的に適正化への取

組に努めます。 

 また、新規補助金

についても同指針に

照らし、適正なもの

か判断します。 

平成２５

年度 

～ 

平成２７

年度 

 補助金に

係る交付指

針に基づき、

その都度、必

要性、適確性

を検証し、継

続的に適正

化に取り組

みます。 

  平成２６年度においても、各事業

所管に対し、平成 19 年度に策定した

補助金に係る交付指針を踏まえ、当

初予算編成時をはじめ常に、廃止、

統合、縮減に努めるように周知を図

りながら、継続的に適正化への取組

に努めました。  

H25 

○ 

H26 

○ 

政策財務部 

財政課 

57 公共工事

のコスト

縮減 

 公共工事コスト縮

減対策に関する行動

計画に基づき、直接

的な工事コストの低

減、間接的な時間的

コスト低減、ライフ

サイクルコスト低

減、社会的コスト低

減を含めた公共工事

コストの縮減に努め

ます。 

平成２５

年度 

～ 

平成２７

年度 

 公共工事

コスト縮減

対策に関す

る行動計画

に基づき、公

共工事のコ

スト縮減を

継続して行

います。 

  平成１９年度に策定、平成２２年

に一部変更した「津市公共コスト縮

減対策に関する行動計画」に基づき、

直接的コスト縮減対策として工事コ

ストの低減を、間接的コストの縮減

対策として時間的コストの低減及び

長期的コストの低減に努めました。 

 また、数値目標として、平成１９

年度の工事コストと比較して２０％

の総合コストを縮減することを目標

に、全庁的な説明会を開催し、経費

節減についての確認を行いました。 

H25 

○ 

H26 

○ 

政策財務部 

財政課 

 

公共工事関

係所管 

58 枠内予算

における

経常的経

費の見直

し等によ

る適正な

財政指標

等の確保 

 枠内予算の経常的

経費の見直し等、よ

り一層の事業精査を

行い、経常収支比率

の低下に努めるほ

か、公債費負担比率、

健全化判断比率等の

財政指標及び基金残

高、市債残高が適正

水準を確保できるよ

う総合計画と連動し

た財政計画を踏まえ

た健全な財政運営に

努めます。 

平成２５

年度 

～ 

平成２７

年度 

 中期実施

計画におけ

る取組を踏

まえ、財政水

準の適正化

を図ります。 

 

経常収支比

率 

９０．０％以

下 

公債費負担

比率 

 １５．０％

以下 

  枠配分予算編成については、その

趣旨（各事業所管の権限及び責任の

もと、事業の優先度、事業効果など

を見極めた効率的な予算編成）を踏

まえ、各事業所管とのヒアリング・

協議等を行いながら、経常的経費の

見直しに取り組みました。 

 当初予算編成の過程において、枠

内予算の一部の予算を抽出し、政策

協議を実施し、経常的経費について

も見直しを行いました。 

 目標数値のうち、経常収支比率に

ついては社会保障関係経費の伸びに

よる扶助費、繰出金の増などにより、

達成することはできませんでした

が、目標数値の基本となる、経常経

費（物件費、維持補修費、人件費等）

の縮減、抑制に努め、引き続き取組

を進めていきます。 

 平成２６年度  

経常収支比率  ９１．４％ 

公債費負担比率 １３．９％ 

H25 

△ 

H26 

△ 

政策財務部 

財政課 

59 市税収納

率の向上 

 「津市納税催告セ

ンター」を活用し、

現年度未納分の早期

納付と口座振替の推

奨を行います。 

 また、市税納付の

公平性を堅持するた

め厳正な滞納処分を

行うとともに、三重

地方税管理回収機構

の活用や三重県との

連携を行います。 

平成２５

年度 

～ 

平成２７

年度 

 市税につ

いて、中期実

施計画にお

ける取組を

踏まえ、収納

率の向上を

図ります。 

 

市税収納率 

 現年度分  

９８．７％以

上 

 滞納繰越

分  ２３．

０％以上 

  納付指導を中心として取り組んで

きた徴収事務と津市納税催告センタ

ーによる自主的納付の呼びかけ、特

別徴収の一斉指定により、現年度分

収納率を向上させることができまし

た。 

 また、滞納繰越分については、文

書催告や財産調査を行い、有効な財

産等を発見した時は差押を執行し、

公平・公正な徴収に努めました。 

 平成２６年度収納率 

  現年度分   ９９．０％ 

  滞納繰越分   ２３．０％ 

H25 

○ 

H26 

○ 

政策財務部 

収税課 
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60 公用車、

庁舎施設

等への有

料広告掲

載の拡大 

 公用車、庁舎施設

等への広告掲載を拡

大し、歳入の確保に

努めます。 

平成２７

年度 

 公用車、庁

舎壁面、庁舎

設備等への

有料広告掲

載を行いま

す。 

 平成２６年度は、新たな媒体への

有料広告事業の実施はなかったもの

の、これまで取り組みを進めてきた

壁面広告、壁面地図広告及び液晶モ

ニター広告において、これまでで最

も多い広告料収入（３，５４５，８

８０円）を確保しました。 

 

H25 

○ 

H26 

○ 

政策財務部 

財産管理課 

61 公有財産

等の売却

等 

 公有財産等の有効

活用はもとより、公

有財産等の売却につ

いて、民間事業者が

実施するインターネ

ットによる公有財産

売却の競争入札シス

テムへ参加し、効率

的な売却による歳入

確保に努める等、公

有財産等の売却等を

行います。 

平成２７

年度 

 民間事業

者が実施す

る公有財産

等の競争入

札システム

へ参加し、入

札に付す件

数を過去３

年間の実積

数である８

件から、１５

件以上に拡

大します。 

 

 平成２６年度は、入札２回（延べ

３物件）及び随意契約３件により、

計５件の売却を行いました。 

H25 

○ 

H26 

○ 

政策財務部 

財産管理課 

62 使用料・

手数料の

見直し 

 公共施設の使用料

については、受益者

負担の重要性に鑑

み、当該施設につい

ての行政コスト計算

等を基に見直しま

す。 

平成２５

年度 

～ 

平成２７

年度 

 公共施設

の使用料に

ついて、行政

コスト計算

等を基に見

直します。 

 使用料、手数料については、原則

として３年に１度のサイクルで検

討・見直しを行うこととしており、

平成２６年度は、消費税等の税率変

更を踏まえ、上下水道料金等の改正

を行いました。 

 また、公共施設の使用料について

は、津市産業・スポーツセンターの

供用開始を見すえ、新設施設の利用

料金の設定及びメッセウイング・み

えの利用料金の見直しについて検討

し、平成２７年度に条例改正、平成

２８年度からの随時施行を予定して

います。 

 今後も社会情勢等を勘案し、適宜、

検討・見直しを行います。 

 

H25 

○ 

H26 

○ 

総務部 

行政経営課 

63 福祉資金

貸付金の

回収率の

向上 

 滞納者への納付指

導を行い、新規納付

誓約及び納付誓約者

の納付額のアップ、

納付誓約不履行者へ

納付の再開を求め、

不納欠損を最小限に

とどめ滞納の解消に

取り組みます。 

平成２５

年度 

～ 

平成２７

年度 

 福祉資金

貸付金につ

いて、中期実

施計画にお

ける取組を

踏まえ、回収

率の向上を

図ります。 

 

福祉資金貸

付金回収率 

 滞納繰越

分 ３．８％

以上 

 （現年度分

は対象なし） 

 

 滞納者に対する訪問・電話による

納付指導をはじめ、年間２回の督促

状の送付（２月及び９月）により収

納率の向上に努めました。 

 また、納付誓約者に対する納付額

の増加や納付誓約不履行者に対する

納付の再開などの指導を行いまし

た。 

 これらの指導等の結果、新たに４

件の納付誓約書が提出されました。 

 

 平成２６年度収納率 

  滞納繰越分   ２．９％ 

H25 

△ 

H26 

△ 

市民部 

地域調整室 
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64 運動施設

の使用料

等の見直

し 

 施設使用料につい

ては、受益者負担の

重要性に鑑み、コス

ト分析等を行い適正

料金に向けた設定を

行います。 

平成２６

年度 

～ 

平成２７

年度 

 運動施設

の使用料等

を見直しま

す。 

 なお、屋内

総合スポー

ツ施設につ

いては、適正

な使用料を

設定します。 

 既存施設の適正な使用料について

検討した結果、現行料金を継続する

こととしました。 

 また、今後供用開始予定の津市産

業・スポーツセンターの使用料設定

については、津市体育館、津市民プ

ール及び三重武道館の移転整備であ

ることを踏まえ、当該施設等の使用

料を基本に料金の検討を行いまし

た。 

 

 

H25 

○ 

H26 

○ 

スポーツ文

化振興部 

スポーツ振

興課 

65 文化ホー

ルの使用

料等の見

直し 

 文化ホールの使用

料等については、受

益者負担の重要性に

鑑み、コスト分析等

を行い見直しを行い

ます。 

平成２７

年度 

 文化ホー

ルの使用料

等を見直し

ます。 

 平成２５年度に実施した文化ホー

ル等管理・企画運営手法調査の結果

を踏まえ、文化ホールの指定管理者

制度への移行の検討に合わせ、使用

料の見直しについて検討を行いまし

た。 

 

 

H25 

○ 

H26 

○ 

スポーツ文

化振興部 

文化振興課 

66 保育料の

収納率の

向上 

 保育所、各総合支

所と滞納情報を共有

し、収納率の向上に

取り組むとともに、

新たな滞納を防ぐた

め、早期の納付指導

等を行います。 

 また、滞納額の一

層の縮減を図るた

め、特別滞納整理推

進室と連携して、滞

納処分等を実施しま

す。 

平成２５

年度 

～ 

平成２７

年度 

 保育料に

ついて、中期

実施計画に

おける取組

を踏まえ、収

納率の向上

を図ります。 

 

保育料収納

率 

 現年度分  

９８．７％以

上 

 滞納繰越

分  １７．

０％以上 

 各保育園長と滞納情報の共有を図

り、連携して在園中における保育園

での納付指導を強化するとともに、

子育て推進課職員が直接保育園を訪

問して行う納付指導、児童手当から

の徴収、電話催告センターからの早

期納付勧奨及び休日納付相談窓口の

開設に努めました。 

 また、滞納繰越分についても、債

権差押えなどの滞納処分を行ったほ

か、特別滞納整理推進室へ一部の債

権を移管し、同室との連携を深めな

がら納付指導に取り組みました。 

 

 平成２６年度収納率 

  現年度分  ９８．５％   

  滞納繰越分 １９．１％ 

 

 

H25 

△ 

H26 

△ 

健康福祉部 

子育て推進

課 

67 介護保険

料の収納

率の向上 

 ６５歳到達者等の

特別徴収切替前の保

険料に滞納のある者

に対して、総合支所

との連携の下、重点

的な納付指導を行い

ます。さらに、要介

護認定申請者で滞納

のある者に対し、保

険給付の制限措置を

実施する旨を周知す

るなど、納付指導等

を行います。 

 また、滞納額の一

層の縮減を図るた

め、特別滞納整理推

進室と連携して、滞

納処分等を実施しま

す。 

 

平成２５

年度 

～ 

平成２７

年度 

 介護保険

料について、

中期実施計

画における

取組を踏ま

え、収納率の

向上を図り

ます。 

 

介護保険料

収納率 

 現年度分  

９８．９％以

上 

 滞納繰越

分  １８．

７％以上 

  

 年３回の催告書等の発送に合わせ

て、総合支所と連携のもと、休日等

における納付指導を実施しました。 

 また、初期未納者に対して、平成

２５年度から電話催告センターによ

る納付勧奨や文書による初期未納者

向けの文書催告書を発送し、滞納初

期での周知に努めました。 

 さらに、滞納者に対し預貯金等の

差押や給付制限の実施のほか、特別

滞納整理推進室へ債権を移管するな

ど、連携して納付指導や滞納処分等

を実施しました。 

 

 平成２６年度収納率 

  現年度分   ９９．２％ 

  滞納繰越分  ２７．８％ 

H25 

○ 

H26 

○ 

健康福祉部 

介護保険課 
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68 国民健康

保険料の

収納率の

向上 

 納付忘れの防止

等、滞納額の累積防

止を図るため、電話

催告センターによる

早めの納付勧奨を行

います。 

 加えて、催告書の

送付に伴った納付指

導や被保険者資格証

明書、短期被保険者

証等の交付時での納

付指導を行います。 

 また、滞納額の一

層の縮減を図るた

め、特別滞納整理推

進室と連携して、滞

納処分等を実施しま

す。 

 

平成２５

年度 

～ 

平成２７

年度 

 国民健康

保険料につ

いて、中期実

施計画にお

ける取組を

踏まえ、収納

率の向上を

図ります。 

  

国民健康保

険料収納率 

 現年度分  

９０．０％以

上 

 滞納繰越

分  １７．

０％以上 

 督促状や催告書を送付することで

自主納付を促すほか、電話催告セン

ターによる早期納付勧奨を行い、滞

納額が累積しないよう努めました。 

 また、被保険者資格証明書、短期

被保険者証を活用した納付指導や年

４回休日窓口を開設し、納付や納付

相談の機会を増やしました。  

 債権回収に関しては、研修を通じ

て差押え等の体制を整え、さらに特

別滞納整理推進室と連携することで

一層の徴収強化、滞納額の縮減に努

めました。 

 

 平成２６年度収納率 

  現年度分   ９０．４％ 

  滞納繰越分  ２１．９％ 

H25 

△ 

H26 

○ 

健康福祉部  

保険医療助

成課 

69 後期高齢

者医療保

険料の収

納率の向

上 

 督促状、催告書等

を通じ自主納付を促

すほか、納付相談に

よる納付勧奨を行い

ます。 

 また、差押等の法

的な処分等を行うほ

か、特別滞納整理推

進室への債権移管を

するとともに、より

一層の徴収強化に取

り組みます。 

平成２５

年度 

～ 

平成２７

年度 

 後期高齢

者医療保険

料について、

収納率の向

上を図りま

す。 

 

後期高齢者

医療保険料

収納率 

 現年度分  

９９．４％以

上 

 滞納繰越

分  ４７．

０％以上 

  

 督促状や催告書を送付することで

自主納付を促すほか、電話催告セン

ターによる早期納付勧奨を行い、滞

納額が累積しないよう努めました。 

 また、短期被保険者証を活用した

納付指導や年４回休日窓口を開設

し、納付や納付相談の機会を増やし

ました。  

 債権回収に関しては、研修を通じ

て差押え等の体制を整え、さらに特

別滞納整理推進室と連携することで

一層の徴収強化、滞納額の縮減に努

めました。 

 

 平成２６年度収納率 

  現年度分   ９９．６％ 

  滞納繰越分  ５４．９％ 

 

H25 

○ 

H26 

○ 

健康福祉部  

保険医療助

成課 

70 農業集落

排水施設

使用料の

収納率の

向上 

 滞納整理月間の設

定を行い、総合支所

との連携を図るとと

もに、電話督促や戸

別訪問等による取組

を強化します。 

平成２５

年度 

～ 

平成２７

年度 

 農業集落

排水事業施

設使用料に

ついて、中期

実施計画に

おける取組

を踏まえ、収

納率の向上

を図ります。 

 

農業集落排

水事業施設

使用料 

収納率 

 現年度分  

９８．４％以

上 

 滞納繰越

分  ４５．

８％以上 

 

 滞納者に対して督促状を発送する

とともに、総合支所と連携を図りな

がら、電話督促、夜間訪問徴収など

を行い、収納率の向上に努めました。 

 現年度分使用料については、新た

な滞納を生じさせないよう滞納原因

に応じて納付方法の指導を行いまし

た。 

 滞納繰越分使用料については、滞

納者への地道な説明を継続して、徴

収に努めました。 

 また、収納率の向上を目的に、平

成２７年度より行う上水道使用料と

の同時徴収に伴い、基幹情報システ

ム改修業務を行いました。 

 

 平成２６年度収納率 

  現年度分   ９７．８％ 

  滞納繰越分   １８．４％ 

H25 

△ 

H26 

△ 

下水道部 

下水道政策

課 
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71 均衡ある

市営住宅

家賃への

見直し 

 適正で均衡ある公

営住宅の家賃設定と

するため、合併前に

おいて定額であった

旧芸濃町、旧美里村、

旧一志町の公営住宅

について負担調整を

図りつつ公営住宅法

に基づく応能応益制

度に統一し、段階的

な家賃改定を行いま

す。 

 

 

平成２６

年度 

 段階的な

家賃改定を

行います。 

  

段階的な家

賃改定 

 負担調整

率  １ ０

０％ 

 負担調整措置に基づく段階的な家

賃改定を実施し、合併時に定額であ

った家賃について、適正で均衡ある

家賃への改定を終了しました。 

H25 

○ 

H26 

◎ 

建設部 

市営住宅課 

72 市営住宅

家賃の収

納率の向

上 

 滞納者への督促

等、滞納整理に係る

取組をマニュアル化

し、一層の収納率向

上を図り、不納欠損

を最小限にとどめ滞

納の解消に取り組み

ます。 

 また、明渡し訴訟

等の法的措置等を行

います。 

  

平成２５

年度 

～ 

平成２７

年度 

 市営住宅

家賃につい

て、中期実施

計画におけ

る取組を踏

まえ、収納率

の向上を図

ります。 

  

市営住宅家

賃収納率 

 現年度分  

８８．０％以

上 

 滞納繰越

分    ５．

３％以上 

 

 

 収納率向上を図るため、督促状及

び催告書を送付し、電話や夜間の臨

戸訪問による納付指導、滞納者への

来庁要請を行うとともに、連帯保証

人にも納付協力要請を行いました。 

 また、住宅の明渡し及び滞納家賃

等の支払を求める訴訟を２件提起す

るなど、滞納繰越分の収納率向上に

努めました。 

 

 平成２６年度収納率  

  現年度分   ８９．３％ 

  滞納繰越分   ４．６％ 

H25 

△ 

H26 

△ 

建設部 

市営住宅課 

73 住宅新築

資金等貸

付金の回

収率の向

上 

 住宅新築資金等貸

付金の回収について

は、一層の収納率向

上を図り、不納欠損

を最小限にとどめ滞

納の解消に取り組み

ます。 

 特に過年度滞納金

等については、法的

措置等を行います。 

  

平成２５

年度 

～ 

平成２７

年度 

 住宅新築

資金等貸付

金について、

中期実施計

画における

取組を踏ま

え、回収率の

向上を図り

ます。 

  

住宅新築資

金等貸付金

回収率 

 現年度分  

７４．０％以

上 

 滞納繰越

分    ３．

７％以上 

 

 

 回収率向上を図るため、督促状及

び催告書の送付、夜間徴収、滞納者

への来庁要請、保証人への納付協力

要請等を行いました。 

 また、滞納者に対しては、貸付金

の弁済に係る強制執行の申立てをす

るなど貸付金の回収に努めました。 

 これらの措置を講じた結果、分納

誓約書の提出等、納付に向けた改善

が見られました。 

 また、現年度分の貸付金償還者に

ついては、支払方法の口座振替への

変更や、納付忘れへの指導など、滞

納を生じさせない納付指導を行いま

した。 

 平成２６年度収納率 

  現年度分   ７０．９％ 

  滞納繰越分   ３．６％ 

H25 

△ 

H26 

△ 

建設部 

市営住宅課 
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74 下水道使

用料等の

収納率の

向上 

 使用者における公

平負担の観点から、

納期内納付を推進す

るとともに、納付指

導業務の強化を行い

ます。 

平成２５

年度 

～ 

平成２７

年度 

 下水道使

用料につい

て、中期実施

計画におけ

る取組を踏

まえ、収納率

の向上を図

ります。 

  

下水道使用

料収納率 

 現年度分  

９８．２％以

上 

 滞納繰越

分  ２６．

８％以上 

 

 下水道使用料の徴収については、

平成１９年８月から上下水道料金の

収納業務を民間に委託し、水道局と

の連携による取組を推進しました。 

 なお、平成２７年４月１日付けで

地方公営企業法適用会計へ移行した

ことにより、平成２７年３月３１日

で打切り決算となったため、平成２

６年度の収納率は減少しています。 

 平成２６年度収納率（3 月 31 日現

在） 

  現年度分   ８１．８％ 

  滞納繰越分  ２４．７％ 

H25 

△ 

H26 

△ 

下水道部 

下水道政策

課 

75 下水道受

益者分担

金及び負

担金の収

納率の向

上 

 受益者における公

平負担の観点から、

納期内納付を推進す

るとともに、納付指

導業務の強化を行い

ます。 

平成２５

年度 

～ 

平成２７

年度 

 下水道受

益者分担金

及び負担金

について、収

納率の向上

を図ります。 

  

下水道受益

者分担金及

び負担金収

納率 

 現年度分  

９５．６％以

上 

 滞納繰越

分  ２２．

５％以上 

 

 督促状及び催告書の送付、休日等

における納付指導に取り組みまし

た。 

 また、特別滞納整理推進室への移

管予告書の送付により負担金等の徴

収に努めるとともに、一部の債権を

同室へ移管し、同室との連携による

滞納の縮減に取り組みました。 

 なお、平成２７年４月１日付けで

地方公営企業法適用会計へ移行した

ことにより、平成２７年３月３１日

で打切り決算となったため、平成２

６年度の収納率は減少しています。 

 平成２６年度収納率（3 月 31 日現

在） 

  現年度分   ９２．６％ 

  滞納繰越分  ２２．９％ 

H25 

○ 

H26 

△ 

下水道部 

下水道政策

課 

76 営業外収

益の確保 

 長引く景気低迷等

により給水収益が大

幅に減少する中、新

たな自主財源の確保

に向け、水道施設の

有効活用による広告

料収入等、営業外収

益を確保します。 

平成２７

年度 

 水道施設

等を活用し

た広告料収

入等、営業外

収益の確保

に取り組み

ます。 

 平成２５年度の調査・検討時に 

「三重県屋外広告物条例」等の規定

により、公共施設及びその敷地への

屋外広告物の設置が困難であること

が判明したため、引き続き、他の方

策による営業外収益の確保に向け検

討を進めました。 

 また、現在、預金について、利息

収入が安全かつ出来るだけ有利な条

件となるよう運用していますが、国

債購入など、定期預金以外での運用

についても会計管理室と連携を図り

ながら、具体的な検討を進めていま

す。 

 

H25 

○ 

H26 

○ 

水道局 

水道総務課 

77 競争的資

金の確保 

 より高度な研究に

取り組むため、文部

科学省の科学研究費

助成金・補助金等の

競争的資金の確保に

向け取組を行いま

す。 

平成２５

年度 

～ 

平成２７

年度 

 文部科学

省の科学研

究 費 助 成

金・補助金等

の競争的資

金の確保に

向け、研究内

容の充実等

に取り組み

ます。 

 

 平成２６年度科学研究費助成金・

補助金について、継続分も含め、３

件が採択され、約１７０万円の助成

を得ました。 

H25 

○ 

H26 

○ 

短期大学事

務局 

大学総務課 
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78 津市奨学

金貸付金

の回収率

の向上 

 延滞期間の長期化

及び不納欠損の対応

を避けるため、督促

状の送付や電話指

導、戸別訪問等を集

中的に実施するとと

もに、滞納者につい

ては、連帯保証人へ

の返還を督促するこ

とにより、回収強化

を行います。 

平成２５

年度 

～ 

平成２７

年度 

 津市奨学

金貸付金に

ついて、回収

率の向上を

図ります。 

 

津市奨学金

貸付金回収

率 

 現年度分  

９８．０％以

上 

 滞納繰越

分  １５．

８％以上 

 対象者に対して、督促状の送付、

電話指導、戸別訪問等を計画的に実

施しました。 

 また、滞納者には、必要に応じて

連帯保証人への返還の督促を行いま

した。 

 

平成２６年度収納率 

  現年度分    ８９．５％ 

  滞納繰越分   １４．９％ 

H25 

△ 

H26 

△ 

教育委員会

事務局 

学校教育課 

 

５ 電子自治体に向けた行政運営の在り方 

番

号 

取組 

項目 
取組概要 

目標 

年度 
取組目標 取組結果 点検 所管部課名 

79 デジタル

移動系防

災行政無

線の整備 

 本庁舎と各総合支

所所管区域における

被災現場とのダイレ

クト通信等、非常時

における全市域一体

のスムーズな通信体

制を確保するため、

電波を中継する基地

局設備及び通信を行

う移動局設備を市内

各所に設置し、全市

的な通信環境を実現

するデジタル方式の

移動系通信システム

を整備します。  

 

平成２５

年度 

 デジタル

移動系防災

行政無線を

３５３ヶ所

（４８５台）

に整備しま

す。 

 デジタル移動系防災行政無線の配

備に当たっては、避難所の見直しを

反映したほか、消防本部や防災関係

機関等との協議を行いました。 

 その結果、消防団への配備の見直

しなどにより整備計画を変更し、３

０６ヶ所に４８９台を整備しまし

た。 

 今後は、通信訓練等の実施により

通信体制の充実を図っていきます。 

H25 

◎ 

H26 

－ 

危機管理部 

危機管理課 

80 効率的な

基幹情報

システム

の導入 

 平成２８年度に予

定する次期の基幹情

報システムの更新に

向け、全体最適化の

視点に立って、市全

体の業務の内容･処

理方法を整理した上

で、システム機能の

効率化を行います。 

平成２７

年度 

 基幹情報

システム更

新時におい

ては、更に機

能の効率化

及び経費の

適正化を図

るため、業務

の内容や処

理方法を分

析し、情報シ

ステムを再

構築します。 

 

 平成２８年度に予定する次期基幹

情報システムの更新に向け、ワーキ

ンググループによる次期基幹情報シ

ステムの機能要件の確認、また、情

報提供依頼（RFI）の実施など機能の

効率化及び調達に係る公平な競争性

の確保に向けた検討を進めました。 

H25 

○ 

H26 

○ 

総務部 

情報企画課 

81 テレビ会

議システ

ムの導入 

 テレビ会議システ

ムを導入し、職員の

移動時間を削減しま

す。 

平成２７

年度 

 本庁舎と

総合支所等、

遠隔地との

会議を効率

的に開催で

きるテレビ

会議システ

ムを導入し

ます。 

 

 平成２６年６月にタブレット端末

を導入しました。 

 これにより、無料で提供されてい

るサービス（アプリ）を利用するこ

とで、WEB 会議の実施が可能となりま

した。 

H25 

○ 

H26 

◎ 

総務部 

情報企画課 

行政経営課 
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82 高機能消

防指令シ

ステムの

更新 

 消防救急無線のデ

ジタル化に合わせ

て、既存の指令シス

テムの機能に加え、

ナビゲーション機能

等を有するシステム

に更新します。 

平成２７

年度 

 多機能で

消防事務の

効率化がで

きるよう、高

機能消防指

令システム

を更新しま

す。 

 

 平成２５年度から進めてきた当該

事業の整備は、平成２６年度中に整

備を完了しました。（平成２７年４

月１日から運用を開始。） 

H25 

○ 

H26 

◎ 

消防本部 

通信指令課 

83 高所監視

カメラ等

の導入の

検討 

 指令業務の迅速

性、的確性が求めら

れることから、高所

監視カメラの設置に

より、活動現場の映

像等を配信し、関係

所管と情報を共有す

るシステムの導入を

検討します。 

平成２７

年度 

 関係所管

と情報を共

有するシス

テムとして、

１１９番通

報の受信に

合わせ、通報

地点や活動

現場の映像

が表示でき

るよう、高所

監視カメラ

等の導入を

検討します。 

 

 高所監視カメラ等の導入について

は、高機能消防指令システムの更新

とともに整備を進め、平成２６年度

末に整備が完了しました。（平成２

７年４月１日から運用を開始。） 

H25 

○ 

H26 

◎ 

消防本部 

通信指令課 

84 会 計 事

務、契約

事務の電

子化 

 会計事務及び契約

事務に係る一層の事

務の効率化を図るた

め、次期財務会計シ

ステム更新に向け、

事務の内容や処理方

法を関係部署と検証

し、システム（電子

決裁機能）との関連

を整理した上で、電

子化に向けた取組を

行います。 

平成２７

年度 

 次期財務

会計システ

ムの更新時

に向け、事務

の見える化

等を通じて、

事務処理方

法等の検証

やシステム

との関連の

整理等を行

い、会計事務

及び契約事

務を電子化

します。 

 

 会計事務及び契約事務に係る一層

の事務の効率化を図るため、平成 28

年度会計システム更新に向け、事務

の内容や処理方法を関係部署と検証

し、システム（電子決裁機能）との

関連を整理した上で、電子化に向け

た取組を行いました。 

H25 

○ 

H26 

○ 

会計管理室 

 

総務部 

調達契約課 

85 図書館サ

ービスの

向上 

 多様な住民ニーズ

に応えられるよう、

図書館情報システム

の更新に合わせ、市

ホームページを利用

したサービスを増大

する等、図書館サー

ビスの向上を図りま

す。 

平成２７

年度 

 市ホーム

ページ上か

らの貸出延

長サービス

の導入等、市

ホームペー

ジを利用し

たサービス

等を増大し

ます。 

 平成２５年１２月に実施した、図

書館情報システムの更改に際して、

新たにホームページをリニューアル

し、利用者がホームページにアクセ

スすることにより、自らの貸出情報

の取得や貸出の延長、貸出予約の依

頼ができるよう改善しました。 

 その結果、図書館サービスの向上

が図られるとともに、これまで電話

応対を余儀なくされた、当該図書館

サービスに係る業務が軽減され、他

の図書館サービス業務の向上に寄与

しています。 

 

H25 

◎ 

H26 

－ 

教育委員会

事務局 

津図書館 
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６ その他本市の行財政改革の推進に関する重要事項 

番

号 

取組 

項目 
取組概要 

目標 

年度 
取組目標 取組結果 点検 所管部課名 

86 住民自ら

が本市を

アピール

できるシ

ティプロ

モーショ

ンの展開 

 トップセールス等

を中心とした情報発

信をはじめ、県や近

隣市町、企業等との

連携や首都圏におけ

るネットワークを活

かしたシティプロモ

ーションを推進し、

住民自らが本市の魅

力を感じ、誇りを持

って津市をアピール

できる環境づくりを

行います。 

平成２５

年度 

～ 

平成２７

年度 

 住民自ら

が本市の魅

力を感じ、誇

りを持って

津市をアピ

ールできる

シティプロ

モーション

を展開しま

す。 

 津市シティプロモーション情報

Facebook ページ、スマートフォン版

津市ホームページ、津市公式アプリ

などの広報媒体による情報提供を行

ったほか、三重県の首都圏営業拠点

「三重テラス」で毎月１回「つディ」

が開催される際には、市民・企業が

自ら情報発信する場をサポートしま

した。 

 また定住促進を目的に、市ホーム

ページに「津市に住みませんか？」

のページを作成し、津市の住みやす

さの PR を目指しました。 

H25 

○ 

H26 

○ 

政策財務部 

広報課 

87 組織風土

改革モデ

ル部門の

取組拡充 

 職員が、自らの組

織や職場を少しでも

良く変えたいという

想いを共有、実践し、

職場改善活動を推進

するため、モデル部

門の取組を継続的に

展開、拡充していき

ます。 

平成２５

年度 

～ 

平成２７

年度 

 毎年２部

門をモデル

部門として

位置付け、取

組拡充等に

よる組織風

土改革を行

います。 

 平成２６年度は、環境部及び総合

支所をモデル部門と位置付け、職員

の内発的動機の発揮による実践的な

職場改善の推進をめざして、年間を

通じて、職員による意見交換を行い

ました。 

 また、組織の活性化等をテーマと

する研修会等にモデル部門職員を派

遣し、職員の一層の改善意識の高揚

等に取り組みました。 

 年度末には、組織風土改革取組事

例報告会を開催し、当該取組による

成果や職員の気づきを広く組織全体

で共有し、改革意識の組織内への浸

透を図りました。 

 モデル部門の位置付け終了後も、

よりよい組織風土を目指し、自主的

な取組として、継続的に活動してい

る組織もあることから、今後も一層

の拡大に努めます。 

H25 

○ 

H26 

○ 

総務部 

行政経営課 

88 コミュニ

ケーショ

ン力の向

上 

 職場のコミュニケ

ーション力の向上を

図るため、職員・組

織間での情報共有、

良好な人間関係、風

通しの良い職場環境

づくりを目指して、

朝会や職場毎の定期

ミーティング等の継

続的な実施、定着に

取り組みます。 

平成２５

年度 

～ 

平成２７

年度 

 職場ごと

の定期ミー

ティングの

定着、幹部職

員と部下職

員の意見交

換会等の取

組により、職

員間の信頼

関係を基盤

とした組織

風土づくり

を進めます。 

 平成２６年度は、全職員で考える

職員行動規範の策定に向け、朝会、

課長と語ろう３０分、職場ごとの定

期ミーティング等のコミュニケーシ

ョン機会を効果的に活用し、各職場

におけるコミュニケーション力の強

化に取組みました。 

 また、行動規範の策定に当たって

は、現場の業務実態に応じた納得感

の高い実践行動につなげるよう、各

課等の単位で１４６の「課の行動の

基準」を策定するとともに、この課

の行動の基準や組織経営セミナーで

の市長講話、職員の意見・思いの投

稿サイトの意見などに基づき、職員

行動規範を平成２７年３月に策定し

ました。この策定に際しては、プロ

ジェクトチームが中心となり進めま

したが、様々な形で全ての職員が関

わり職場でのコミュニケーション力

の強化を大いに図ることができまし

た。今後も、この職員行動規範をゆ

るぎないよりどころとし、職員間の

信頼関係をより強固なものとするた

め、職場のコミュニケーション力の

向上を図ります。 

H25 

○ 

H26 

○ 

総務部 

行政経営課 
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89 ボートレ

ース津に

おける収

益の向上 

 来場促進及び売上

向上について、高グ

レードレースを積極

的に誘致し、日程、

番組等競技運営にお

ける魅力を向上しま

す。 

 また、ファンサー

ビス、新規ファン層

拡大のための来場促

進施策や、戦略的な

広報・宣伝活動を行

います。 

 さらに、場外発売

委託及び電話（イン

ターネット）投票売

上の推進による商圏

の拡大や、外向発売

所の更なる活用等に

よる場外受託発売の

拡大を行います。 

 経営環境の変化に

対応した、効率的で

コンパクトな経営体

制を推進するととも

に、全国の施行者、

関係団体と連携し

て、運営・制度的経

費の軽減に努めま

す。 

平成２５

年度 

～ 

平成２７

年度 

 一般会計

への繰出し

が可能にな

るよう収益

向上に取り

組みます。 

 通常年間１８０日のレースの開催

を昨年度と同じく１９２日間開催

し、来場促進及び売上向上について

は、業界初の試みとしてゴールデン

ウイーク（５月３日から８日）に周

年記念レースを開催するとともに、

特徴ある企画レースを開催しまし

た。 

 また、ファンサービス、新規ファ

ン層拡大のための来場促進施策や、

戦略的な広報・宣伝活動を行いまし

た。 

 さらに、場外発売委託及び電話（イ

ンターネット）投票売上の推進によ

る商圏の拡大や、委託発売依頼につ

いて他場の協力が得られ、売上目標

を上回ることができました。  

 外向発売所は一日最大４場の競走

を年間３５０日発売し、一日平均１，

９４０万円の売上があり、安定した

売上が維持出来ました。 

 このような取組みを行いつつ、経

費節減にも努め、本年度においても

黒字が確保でき、一般会計への繰出

しが可能ではありますが、事業を進

める上で、施設改善、改修が必要と

なることから、施設整備基金に積み

立てました。 

H25 

○ 

H26 

○ 

競艇事業部 

競艇管理課 

90 魅力ある

短期大学

づくり 

 少子化の進行等、

１８歳人口の減少が

進む状況下におい

て、２年間で修了で

きる短期大学として

の強みを活かすた

め、カリキュラムの

充実や就職等のいわ

ゆる「出口」に係る

学生支援に積極的に

取り組む等、魅力あ

る大学づくりを行い

ます。 

平成２５

年度 

～ 

平成２７

年度 

 カリキュ

ラムの充実

や就職支援

の強化等、学

生の満足度

向上等に向

けた取組を

行います。 

 社会的なニーズを踏まえつつ検討

を重ね、平成２７年度より適用する

新カリキュラムを策定しました。 

 また、平成２４年度から実施して

いる学生就職支援に係る委託業務に

ついては、学生同士が学年を越えて

情報共有する「就活クラブ」の設置

や、web を利用した学生への情報提供

のさらなる拡大など、内容を充実し、

教職員と連携し全学的な支援の強化

を推進しました。 

H25 

○ 

H26 

○ 

短期大学事

務局 

大学総務課 

91 地域貢献

の推進 

 市立短期大学とし

ての責務を果たし、

その存在価値を一層

高めるため、地域連

携講座等を通じて、

教育研究の成果を地

域に積極的に還元

し、地域との連携・

地域への貢献を推進

する等、地域に開か

れた大学づくりを行

います。 

 また、政策研修等

を通じ、教育研究の

成果を市政にも還元

する取組を行いま

す。 

平成２５

年度 

～ 

平成２７

年度 

 地域連携

講座、オープ

ンカレッジ、

出前講座等

による地域

との連携等

や、政策研

修、共同研究

等による市

政との連携

の強化を行

います。 

 平成２６年度についても、オープ

ンカレッジ、地域連携講座及び出前

講座等の公開講座を計２３講座開設

し、述べ約９６０人の参加があり、

市民への生涯学習機会の提供を通じ

た開かれた大学づくりを推進しまし

た。 

 また、市政の課題解決及び人材育

成を目的とした政策研修等を通じ、

積極的に地域との連携に取り組みま

した。 

 さらに、地域連携サポーター制度

による学生のボランティア活動の支

援、国の実施する青少年交流事業に

よる国際交流事業への参画及び津市

消防団学生機能別団の支援など、学

生の地域貢献について取組を進めま

した。 

H25 

○ 

H26 

○ 

短期大学事

務局 

大学総務課 

 

 



73 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調
定

額
収

入
済

額
不

納
欠

損
額

収
入

未
済

額
収

納
率

平
成

2
5

年
度

平
成

2
4

年
度

平
成

2
3

年
度

平
成

2
２

年
度

平
成

2
1

年
度

現
年

分
9

8
.7

%
4

0
,6

7
7

,2
6

4
,0

4
0

4
0

,2
7

5
,1

0
1

,7
0

8
3

9
,1

7
7

4
0

2
,1

2
3

,1
5

5
9

9
.0

%
9

8
.8

%
9

8
.6

%
9

8
.4

%
9

8
.2

%
9

7
.7

%

滞
納

繰
越

分
2

3
.0

%
2

,3
2

8
,5

7
7

,2
2

2
5

3
5

,4
6

6
,2

0
8

1
3

1
,1

3
8

,7
4

3
1

,6
6

1
,9

7
2

,2
7

1
2

3
.0

%
2

5
.1

%
2

3
.0

%
2

2
.7

%
2

1
.2

%
2

2
.2

%

計
―

4
3

,0
0

5
,8

4
1

,2
6

2
4

0
,8

1
0

,5
6

7
,9

1
6

1
3

1
,1

7
7

,9
2

0
2

,0
6

4
,0

9
5

,4
2

6
9

4
.9

%
9

4
.2

%
9

3
.0

%
9

2
.1

%
9

1
.1

%
9

0
.6

%

現
年

分
―

-
-

-
-

-
―

―
―

―
1

0
0

.0
%

滞
納

繰
越

分
3

.8
%

6
9

,4
3

8
,5

2
2

2
,0

0
2

,0
0

8
0

6
7

,4
3

6
,5

1
4

2
.9

%
2

.7
%

3
.9

%
3

.2
%

3
.1

%
3

.5
%

計
―

6
9

,4
3

8
,5

2
2

2
,0

0
2

,0
0

8
0

6
7

,4
3

6
,5

1
4

2
.9

%
2

.7
%

3
.9

%
3

.2
%

3
.1

%
3

.7
%

現
年

分
9

8
.7

%
1

,5
2

9
,6

5
4

,7
9

0
1

,5
0

6
,5

1
2

,1
7

0
0

2
3

,1
4

2
,6

2
0

9
8

.5
%

9
8

.4
%

9
8

.5
%

9
8

.4
%

9
8

.0
%

9
7

.1
%

滞
納

繰
越

分
1

7
.0

%
1

1
4

,0
5

5
,6

1
5

2
1

,7
4

5
,7

6
2

1
3

,5
9

9
,7

5
1

7
8

,7
1

0
,1

0
2

1
9

.1
%

2
1

.6
%

1
8

.5
%

1
6

.1
%

1
1

.9
%

5
.8

%

計
―

1
,6

4
3

,7
1

0
,4

0
5

1
,5

2
8

,2
5

7
,9

3
2

1
3

,5
9

9
,7

5
1

1
0

1
,8

5
2

,7
2

2
9

3
.0

%
9

2
.3

%
9

1
.3

%
8

9
.8

%
8

9
.1

%
8

8
.1

%

現
年

分
9

8
.9

%
5

,3
1

5
,6

1
0

,3
7

0
5

,2
7

2
,9

7
8

,5
9

6
3

9
,5

8
0

4
2

,5
9

2
,1

9
4

9
9

.2
%

9
8

.9
%

9
8

.7
%

9
8

.6
%

9
8

.5
%

9
8

.4
%

滞
納

繰
越

分
1

8
.7

%
1

1
0

,3
3

3
,5

8
3

3
0

,7
2

1
,6

1
1

2
8

,0
7

8
,4

5
3

5
1

,5
3

3
,5

1
9

2
7

.8
%

2
8

.0
%

2
2

.2
%

1
8

.4
%

1
0

.8
%

9
.7

%

計
―

5
,4

2
5

,9
4

3
,9

5
3

5
,3

0
3

,7
0

0
,2

0
7

2
8

,1
1

8
,0

3
3

9
4

,1
2

5
,7

1
3

9
7

.7
%

9
7

.3
%

9
7

.1
%

9
6

.2
%

9
5

.7
%

9
5

.6
%

現
年

分
9

0
.0

%
6

,2
5

0
,5

6
2

,5
4

0
5

,6
5

3
,0

9
5

,8
9

8
2

8
5

,3
9

0
5

9
7

,1
8

1
,2

5
2

9
0

.4
%

8
9

.9
%

8
9

.4
%

8
8

.5
%

8
7

.9
%

8
6

.2
%

滞
納

繰
越

分
1

7
.0

%
1

,8
6

7
,0

3
8

,3
9

3
4

0
8

,9
5

5
,4

6
6

2
4

6
,0

7
9

,6
2

5
1

,2
1

2
,0

0
3

,3
0

2
2

1
.9

%
2

1
.7

%
2

1
.0

%
1

5
.8

%
1

0
.3

%
7

.2
%

計
―

8
,1

1
7

,6
0

0
,9

3
3

6
,0

6
2

,0
5

1
,3

6
4

2
4

6
,3

6
5

,0
1

5
1

,8
0

9
,1

8
4

,5
5

4
7

4
.7

%
7

3
.4

%
7

1
.7

%
6

8
.6

%
6

5
.0

%
6

4
.7

%

現
年

分
9

9
.4

%
2

,4
1

2
,2

5
3

,8
3

7
2

,4
0

3
,4

5
1

,9
9

8
0

8
,8

0
1

,8
3

9
9

9
.6

%
9

9
.4

%
9

9
.2

%
9

9
.1

%
9

8
.9

%
9

8
.9

%

滞
納

繰
越

分
4

7
.0

%
1

7
,1

1
4

,0
8

3
9

,3
9

4
,6

3
5

5
,0

3
5

,3
2

7
2

,6
8

4
,1

2
1

5
4

.9
%

5
4

.4
%

4
0

.8
%

3
3

.0
%

3
5

.9
%

4
6

.7
%

計
―

2
,4

2
9

,3
6

7
,9

2
0

2
,4

1
2

,8
4

6
,6

3
3

5
,0

3
5

,3
2

7
1

1
,4

8
5

,9
6

0
9

9
.3

%
9

8
.9

%
9

8
.4

%
9

8
.0

%
9

7
.9

%
9

8
.4

%

現
年

分
9

8
.4

%
1

2
8

,5
8

0
,3

7
2

1
2

5
,7

7
6

,8
5

2
0

2
,8

0
3

,5
2

0
9

7
.8

%
9

8
.3

%
9

8
.3

%
9

8
.1

%
9

8
.1

%
9

8
.1

%

滞
納

繰
越

分
4

5
.8

%
5

,5
4

5
,4

7
2

1
,0

1
7

,8
1

0
4

2
6

,8
8

0
4

,1
0

0
,7

8
2

1
8

.4
%

3
6

.5
%

3
7

.9
%

3
1

.1
%

3
9

.0
%

4
5

.5
%

計
―

1
3

4
,1

2
5

,8
4

4
1

2
6

,7
9

4
,6

6
2

4
2

6
,8

8
0

6
,9

0
4

,3
0

2
9

4
.5

%
9

5
.5

%
9

5
.1

%
9

4
.5

%
9

4
.5

%
9

4
.0

%

現
年

分
8

8
.0

%
3

3
7

,2
1

4
,1

9
0

3
0

1
,0

6
7

,0
1

6
0

3
6

,1
4

7
,1

7
4

8
9

.3
%

8
9

.1
%

8
6

.9
%

8
5

.9
%

8
4

.6
%

8
2

.8
%

滞
納

繰
越

分
5

.3
%

5
8

5
,6

1
8

,2
6

2
2

6
,6

5
4

,0
3

2
0

5
5

8
,9

6
4

,2
3

0
4

.6
%

4
.8

%
4

.1
%

4
.0

%
5

.0
%

4
.9

%

計
―

9
2

2
,8

3
2

,4
5

2
3

2
7

,7
2

1
,0

4
8

0
5

9
5

,1
1

1
,4

0
4

3
5

.5
%

3
6

.2
%

3
6

.1
%

3
6

.9
%

3
8

.8
%

3
9

.8
%

現
年

分
7

4
.0

%
5

3
,8

8
0

,4
7

0
3

8
,1

7
9

,0
2

4
0

1
5

,7
0

1
,4

4
6

7
0

.9
%

6
8

.1
%

6
9

.5
%

6
8

.8
%

6
7

.9
%

7
0

.2
%

滞
納

繰
越

分
3

.7
%

8
4

8
,5

1
2

,4
2

9
3

0
,3

1
4

,5
4

4
9

,3
4

6
,7

4
3

8
0

8
,8

5
1

,1
4

2
3

.6
%

5
.0

%
3

.8
%

3
.4

%
3

.0
%

3
.4

%

計
―

9
0

2
,3

9
2

,8
9

9
6

8
,4

9
3

,5
6

8
9

,3
4

6
,7

4
3

8
2

4
,5

5
2

,5
8

8
7

.6
%

8
.9

%
8

.0
%

9
.0

%
1

0
.4

%
1

2
.5

%

現
年

分
9

8
.2

%
1

,6
1

5
,8

8
4

,8
5

3
1

,5
7

6
,5

4
2

,9
0

4
0

3
9

,3
4

1
,9

4
9

9
7

.6
%

9
7

.2
%

9
7

.8
%

9
7

.8
%

9
7

.9
%

9
7

.7
%

滞
納

繰
越

分
2

6
.8

%
9

7
,2

2
8

,8
3

6
2

4
,0

2
9

,4
1

7
1

3
,0

0
9

,6
6

6
6

0
,1

8
9

,7
5

3
2

4
.7

%
2

6
.3

%
2

4
.9

%
2

3
.8

%
2

6
.5

%
1

7
.6

%

計
―

1
,7

1
3

,1
1

3
,6

8
9

1
,6

0
0

,5
7

2
,3

2
1

1
3

,0
0

9
,6

6
6

9
9

,5
3

1
,7

0
2

9
3

.4
%

9
3

.4
%

9
3

.8
%

9
3

.7
%

9
3

.3
%

9
2

.2
%

現
年

分
9

5
.6

%
1

2
7

,9
6

2
,8

3
0

1
2

4
,0

7
8

,9
9

0
0

3
,8

8
3

,8
4

0
9

7
.0

%
9

5
.7

%
9

7
.5

%
9

5
.3

%
9

4
.4

%
9

3
.0

%

滞
納

繰
越

分
2

2
.5

%
1

5
,1

9
0

,8
0

4
3

,4
8

1
,0

8
3

1
,5

7
5

,2
5

0
1

0
,1

3
4

,4
7

1
2

2
.9

%
3

2
.7

%
1

8
.5

%
2

2
.2

%
1

9
.7

%
1

6
.4

%

計
―

1
4

3
,1

5
3

,6
3

4
1

2
7

,5
6

0
,0

7
3

1
,5

7
5

,2
5

0
1

4
,0

1
8

,3
1

1
8

9
.1

%
8

3
.3

%
8

7
.9

%
8

1
.7

%
8

1
.0

%
7

8
.3

%

現
年

分
9

8
.0

%
2

,2
8

0
,0

0
0

2
,0

4
0

,0
0

0
0

2
4

0
,0

0
0

8
9

.5
%

7
7

.5
%

9
0

.0
%

8
9

.9
%

8
8

.6
%

9
0

.8
%

滞
納

繰
越

分
1

5
.8

%
6

,0
9

5
,0

0
0

9
0

6
,0

0
0

0
5

,1
8

9
,0

0
0

1
4

.9
%

1
6

.1
%

1
9

.0
%

1
1

.1
%

1
3

.3
%

1
5

.5
%

計
―

8
,3

7
5

,0
0

0
2

,9
4

6
,0

0
0

0
5

,4
2

9
,0

0
0

3
5

.2
%

4
2

.7
%

5
5

.7
%

5
8

.0
%

6
5

.7
%

7
1

.2
%

6
9

収
納

率
の

推
移

6
6

後
期

整
理

番
号

収
納

率
関

係
一

覧
（

平
成

2
6

年
度

決
算

）
 

6
8

国
民

健
康

保
険

料
（

保
険

医
療

助
成

課
）

5
9

市
税

（
収

税
課

）

6
3

区
分

平
成

２
６

年
度

決
算

（
単

位
：

円
）

6
7

介
護

保
険

料
（

介
護

保
険

課
）

7
8

7
5

下
水

道
受

益
者

分
担

金
及

び
負

担
金

（
下

水
道

総
務

課
）

下
水

道
使

用
料

（
下

水
道

総
務

課
）

7
3

7
2

7
0

農
業

集
落

排
水

事
業

施
設

使
用

料
（

下
水

道
総

務
課

）

7
4

目
標

収
納

率
（

後
期

）

福
祉

資
金

貸
付

金
（

地
域

調
整

室
）

保
育

所
入

所
負

担
金

（
保

育
料

）
（

子
育

て
推

進
課

）

種
別

津
市

奨
学

金
貸

付
金

（
学

校
教

育
課

）

後
期

高
齢

者
医

療
保

険
料

（
保

険
医

療
助

成
課

）

市
営

住
宅

使
用

料
（

市
営

住
宅

課
）

住
宅

新
築

資
金

貸
付

金
（

市
営

住
宅

課
）



74 

 

【参考資料③】用語解説（本計画における用語の解説） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

掲載頁 用　　語 解　　　説

目次,
83

ステークホルダー 本市の行政活動にかかわる全ての利害関係者。（市民、企
業、市議会、各種団体、職員など）

5,8 ヌートリア 齧歯(げっし)目カプロミス科の哺乳類。体長40～60センチ、
尾長20～40センチ。体つきはビーバーに、尾はネズミに似
て、後ろ足に水かきをもち、水辺にすむ。

5,8,62,
69,75

都市マスタープラン 将来の都市構造や土地利用、都市計画の基本的な方針など、
本市の都市づくりの指針となる基本計画。

17 ピンクリボン運動 乳がんの「早期発見、早期受診、早期治療」を訴える運動。

23
参考
47,72

オープンカレッジ 三重短期大学において、市民への生涯学習機会の提供のため
に実施している公開講座。

25,83
参考
1,10,43

パブリックコメント 公的機関等が命令・規制・基準などを制定・改廃する際に、
事前に広く一般から意見を募ること。

26
参考
42,57

モニタリング 指定管理者による施設の管理・運営状況等について、施設設
置者として、観察、監督し、必要な指導・改善を行うこと。

29 ウェブサイト インターネット上での場所。

29
参考
6,30,48,
52,72

カリキュラム 学校の教育目標を達成するために編成した教育内容の計画。

30 スクラップ 物理的または機能的に古くなった設備や制度などを廃棄、廃
止すること。

33,61,74
,75,79
参考57

PFI 《Private Finance Initiative》民間の資金や経営手法・技
術力を活用して公共施設などの社会資本を整備すること。

33
参考
44,49

オープンディスカッション 広く公開で討論、討議、議論を行い、市民や関係者の意見を
聴き、施策への反映を図ろうとするもの。

35 第三セクター 国や地方公共団体と民間の共同出資による事業体。

35 キーテナント 一つのビルに入っているテナントの中で、重要な借り手。知
名度の高い企業・ブランド店・レストランなど。

37,39,41
参考
28,43

IT 《Information Technology》情報技術。

39 エンドユーザー 流通経路の末端の消費者、一般使用者。
本計画では市民のこと。

39 ボトムアップ 現場に近い職場、職員などから意見を吸い上げて全体をまと
めていく方式。

39 マインド 心、精神、意識。
本計画では、津市職員が持つべき意識のこと。

41,67
参考29

フォローアップ 一度行なったことを，強化したり効果を確認したりするため
に、繰り返し行うこと。その後の進展などを継続的に調査
し、改善することなど。
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掲載頁 用　　語 解　　　説

44,66 UIJターン 大都市圏の居住者が地方に移住する動きの総称。Uターンは
出身地に戻る形態、Jターンは出身地の近くの地方都市に移
住する形態、Iターンは出身地以外の地方へ移住する形態を
指す。

51 ICT 《Information and Communication Technology》情報通信技
術。

61,74,75
,79

PPP 《Public–Private Partnership》公民が連携して公共サービ
スの提供を行う枠組み。

62,69,75 グランドデザイン 本市の将来のまちづくりに向け、長期にわたって遂行される
大規模な計画、設計、着想。

64 救急ワークステーション 医療機関に本市救急隊員を派遣し、病院実習を実施しながら
救急出動に備え、救急医療体制の充実を図るもの。

65,73 ビジネスマッチング 業務の外注、製品やサービスの発注などの条件によって、事
業者同士を結び付けること。

66 インバウンド 外から中へ入り込むこと。特に外国人の訪日旅行のこと。

82 タスクフォース 特別な任務を遂行する部門・チーム。

83,
参考
5

PDCAサイクル 業務プロセスの管理手法の一つで、計画（plan）→実行
（do）→ 評価（check）→改善（act）という4段階の活動を
繰り返し行なうことで、継続的にプロセスを改善していく手
法。

参考
27,34,63

ライフサイクルコスト 製品や構造物を取得・使用するために必要な費用の総額。企
画・設計から維持・管理・廃棄に至る過程（ライフサイク
ル）で必要な経費の合計額をいう。

参考27 プレキャスト 現場ですぐに組み立て・取り付けができるよう、工場などで
あらかじめ製造される鉄筋コンクリート部材。

参考
28,59

プロポーザル 業務の委託先や建築物の設計者を選定する際に、公募または
指名により複数の者（受託希望者）からその目的に合致した
企画を提案してもらい、その中から企画・提案能力のある優
れた提案を行った者を選定すること。

参考28 レスポンス 応答、反応、対応、返事。

参考29 アテンダント サービス向上のために配置する者。

参考29 アメニティ 快適性、快適な環境、魅力ある環境。

参考
42,52,61

コンプライアンス 法令遵守。

参考43 FAQ 頻繁に尋ねられる質問。あらかじめ予想される質問に対し
て、その質問と答えをまとめたもの。よくある質問に対する
Q&A集。

参考43 アウトソーシング 業務を外注すること。


